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第１ 監査の概要 

１．監査の種類 

地方自治法（昭和２２年４月１７日法律第６７号、以下「法」という。）第２

５２条の３７第 1 項及び尼崎市外部監査契約に基づく監査に関する条例（平成

２０年１２月２５日条例第３５号）第２条に基づく包括外部監査 

 

２．選定した特定の事件（テーマ） 

（1）監査の対象 

行政財産の管理等に係る財務事務について 

 

(2) 対象期間 

平成２２年度（自平成２２年４月１日 至平成２３年３月３１日） 

ただし、必要に応じて過年度及び平成２２年度分以降についても監査対象に

した。 

     

(3) 選定理由 

市の平成２１年度末の貸借対照表（個別）は、総資産が約９，２７０億円で

ある。そのうち公共資産（有形固定資産と売却可能資産）が約８，７９０億円

であり、約 95％を占める。市では、“あまがさき”行財政構造改革推進プランを

策定し、財源対策を講じなくても実質的な収支均衡が確保できる財政健全化の

レベルを目指し、改革改善の取組を進めてきたが、経済不況の影響や高齢化の

進行などにより、一層厳しさが増しており、平成２３年度の予算編成において

も、多額の財源対策を講じて収支均衡が図られているという状況である。行政

サービスの質を維持しつつ、財源を確保していくためには市の資産価値の相当

部分を占める公共資産を有効に活用していく必要がある。 

市の公共資産は、地方自治法で公有財産と定義され、行政財産と普通財産に

分けられる。昨年度、「普通財産及び借受財産の管理等に係る財務事務につい

て」をテーマに包括外部監査を行ったが、その結果明らかになったことのひと

つに、平成２１年度末の時点においては普通財産約７３０億円のうち売却可能

と考えられる資産が１５億円程度にとどまっているという事であった。そのた

め、公有財産の有効活用は行政財産に限られてくることになる。 

以上の経緯から、公有財産を適切に管理し、有効に活用することは市の財政

及び市民の暮らしに重要な影響を与えるものであるという観点から、平成２３

年度の包括外部監査では、「行政財産の管理等に係る財務事務について」を監査

対象とする。 
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３．監査の方法 

（１）監査の視点等 

監査の視点は、主に次のとおりである。 

① 行政財産と普通財産の区分は条例等に準拠しているか 

② 公有財産台帳の記載は適切であるか 

③ 公有財産に係る契約等は適切であるか 

④ 使用許可は適切になされているか 

⑤ 管理状況に経済性、効率性から問題がないか 

監査の視点から、特に以下のような点に重点的に考察を加えている。 

⑥ 貸館利用の効率性 

⑦ 予定公物の実態 

⑧ 使用許可の合規性等 

 

（２）監査の主な手続 

公有財産課から平成２３年３月３１日現在の公有財産台帳を閲覧し、そこに

記載されている監査対象財産の所管課に対し事前にアンケート調査を行った。

アンケートの回答について検討を行い、必要に応じて監査人作成の尼崎市公有

財産規則等チェックリストでチェックをかけ、また監査対象財産を所管してい

る部署に対する質問等、あるいは監査対象財産の現地調査をするなど、包括外

部監査人が必要と認めた監査手続を実施した。 

①調査対象とした関係書類等 

・ 公有財産台帳、公有財産一覧表 

・ 登記簿謄本 

・ 取得等の決裁 

・ 平成２３年度予算書及びその説明資料 

・ 使用許可申請書、行政財産使用許可書、実費弁償の計算書類、使用料減

免申請書、与信関係書類 

その他、必要と認められる書類等について調査した。 

②説明聴取（ヒアリング） 

監査対象財産の所管課から説明を聴取した。 

 

４．監査従事者 

（１） 包括外部監査人 

 公認会計士・税理士  遠  藤  眞  廣 
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（２） 包括外部監査人補助者 

監査委員との協議を経て、下記の者を補助者として選任した。 

（資格順・五十音順） 

弁  護  士 村 上 公 一 

公認会計士・税理士  岩 瀬 哲 正 

公認会計士・税理士  豊見里 隆  一 

公認会計士・税理士  細 川 明 子 

公認会計士・税理士  宮 田 勇 人 

公認会計士・税理士  渡 邉 直 樹 

 

５．監査の実施期間 

監査対象団体及び所管課に対し、平成２３年７月１日から平成２４年１月

２５日までの期間にわたり、監査を実施した。 

 

６．利害関係 

尼崎市と包括外部監査人及び補助者との間には、地方自治法第２５２条の

２８第３項及び第２５２条の２９の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

７．金額単位等 

（１）金額単位について 

金額については円単位で集計後に表示単位未満を切り捨てており、また率

その他については円単位数値を基に算出し表示単位未満を四捨五入している。

そのため、報告書中の表の合計は、端数処理の関係で総数と内訳の合計とが

一致しない場合がある。 

 

（２）略語について 

本文中で使用する法令等の略語は次のとおりである。 

関係法令・規則等 略  語 

尼崎市公有財産規則 昭和 58 年規則第 27 号 規則 

尼崎市公有財産規則の運用に

ついて 

昭和 58 年尼管財第 1号 運用 

行政財産使用料条例 昭和 39 年条例第 23 号 条 23 

地方自治法 昭和 22 年 4 月 17 日法律第 67 号 法 

地方自治法施行規則 昭和 22 年 5 月 3 日省令第 29 号 法規則 
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（３）資料略称について（公表順） 

資料略称 内容 

「提言」 

尼崎市の公共施設の今後のあり方について 

-平成 21 年度尼崎市施策評価委員会からの提言̶  

尼崎市施策評価委員会 

「プラン２２」 

”あまがさき”行財政構造改革推進プラン 

平成 22 年度 改革改善項目等 

尼崎市 平成 22 年 2 月 

「方向性」 
公共施設見直しの方向性 

尼崎市 平成 22 年 8 月 

「プラン２３」 

”あまがさき”行財政構造改革推進プラン 

平成 23 年度 改革改善項目等（案） 

尼崎市 平成 23 年 2 月 

「現状と課題」 
尼崎市の公共施設の現状と課題 

 尼崎市 平成 23 年 11 月 

「公共施設最適化」 公共施設の最適化に向けた取組について（素案策定の基

本的な考え方） 

 尼崎市 平成 23 年 11 月 

なお、「監査の結果及び意見」の記載箇所では、資料略称を用いていない。 

 

（４）使用用語の解説 

用語 内容 

貸館 貸室及び貸室機能を有する市民利用の施設。 

未利用地

等 

法第２３８条第４項にいう公用又は公共用に供することと決定

した財産（予定公物）に行政財産のうち利用計画の中断などにより、

当初の用途に利用されると予想されない財産、及び当初の利用計画

から外れて暫定利用されているが利用の効率性に問題がある財産

の総称。 

機会費用 選択されなかった選択肢のうちで最善の価値のこと。本報告書で

は、施設を保有することで得られなかった逸失利益のことを言い、

公有財産台帳評価額を売却額とみなし、その金額に一年間の固定資

産税収入予測額を合計して計算している。 

各貸館の説明箇所にある、「総コスト情報」に記載されている「コ

スト総額」が維持管理費用総額（年間）であるが、当該貸館の設置

に要する経済的な意味のフルコストは、この「コスト総額」に維持

することにより失った利益相当である「機会費用」を加算したもの

である。 
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用語 内容 

支払利息 計算の前提 

・ １０年償還（うち３年据置）、１０年後に再度１０年償還（うち
３年据置）で借り換え、最長２０年。 

・ 半年賦元金均等償還（当初１０年のうち３年据置後７年は各回
３％償還）。 

・ 金利は普通国債の利息を加重平均。 

・ 当初元本は築２０年以内の施設の設置時の起債額及び過去１０
年以内に行われた大規模修繕時の起債額。 

監査の 

結果 

「監査の結果」は、今後、市において何らかの措置が必要である

と認められる事項である。主に、合規性に関すること（法令、条例、

規則、規程、要綱等に抵触する事項）となるが、一部、社会通念上

著しく適切性を欠いていると判断される場合には、経済性、効率性

及び有効性の観点からの結論も含まれる。 

監査の 

意見 

「監査の結果」には該当しないが、経済性・効率性・有効性の視

点から、施策や事務事業の運営の合理化のために包括外部監査人と

して改善を要望するものであり、市がこの意見を受けて何らかの対

応を行うことが期待されるものである。 
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第２ 監査対象の概要 

 

１．対象財産の概要 

 （１）対象財産の範囲 

公有財産は、公用又は公共用の目的達成のために使用される財産であるか、

それ以外のものであるかによって行政財産と普通財産に分類される（法 238、Ⅲ）。

またその管理手続等についても各々規定されている（法 238 の 4、238 の 5）。 

公の施設 法244,Ⅰ

法238の4

管理：公
法上の規
律

公有財産

普通財産
管理：一般私法の適用
法238の5

個別法により管理主
体が限定されている
ものは除く。
道路、河川、学校

「行政執行に関連
して整備された諸
施設」は除く

公共用
財産

予定公物
を含む

道路・公園
学校等

公用財
産

予定公物
を含む

指定管理の対象

庁舎
試験研究機関
等

法238の1

行政財産以外の公有財産

行政財産

 

 

行政財産とは地方公共団体において現に公用又は公共用に供しているもの、

あるいは供することと決定した財産（予定公物）をいうものとされている（法

238、Ⅳ）。行政財産をその使用目的から分類すると公用に供する財産（公用財

産）と公共用に供する財産（公共用財産）に分類され、前者は地方公共団体が

その事務又は事業を執行するために直接使用することをその本来の目的とする

ものである。後者は住民の一般的共同利用に供することをその本来の目的とす

るものであり、公の施設（法 244）を構成する物的要素である場合が一般的であ

る。 

 

 （２）尼崎市の公有財産の状況 

市は公有財産台帳を整備し、毎四半期ごとに公有財産台帳に基づく「財産に

関する調書」を作成している（法規則第 16 条の 2、別記 財産に関する調書様

式）。なお、当該調書は道路・水路・橋梁等、企業会計に属する財産を除いたも

のである（規則 71）。 

土地及び建物の平成２２年度の「財産に関する調書」は次のとおりである。 
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単位：㎡

木造（延
面積）

非木造（延
面積）

延面積計

当年度末
現在高

当年度末
現在高

当年度末
現在高

当年度末
現在高

本 庁 舎 25,924.88 0.00 39,160.33 39,160.33
消 防 15,005.44 358.60 13,523.04 13,881.64

その他の
施 設

98,013.09 318.62 89,898.40 90,217.02

小 計 138,943.41 677.22 142,581.77 143,258.99

学 校 1,280,732.76 2,760.55 629,552.71 632,313.26

市営住宅 535,250.68 39.00 716,382.59 716,421.59
公 園 1,115,920.01 93.43 28,742.89 28,836.32

その他の
施 設

477,662.05 1,735.35 231,904.04 233,639.39

小 計 3,409,565.50 4,628.33 1,606,582.23 1,611,210.56

3,548,508.91 5,305.55 1,749,164.00 1,754,469.55

221,115.82 26.44 55,164.31 55,190.75
193,305.84 0.00 79,948.62 79,948.62

414,421.66 26.44 135,112.93 135,139.37

3,962,930.57 5,331.99 1,884,276.93 1,889,608.92

普
通
財

産

総 計

建物

そ の 他
貸 付

区　　　　分

土地

合 計

行

政

財

産

合 計

公
用
財
産

公
共
用
財
産

 

市の土地の面積は平成２２年度末で４９．９７平方キロメートルであり、道路等

を除く公有財産は市の面積の７．９％を占める。 

 

財産に関する調書は公有財産台帳から作成されている。平成２２年度の公有

財産台帳記載の行政財産の評価額は、次のとおりである。 

行政財産評価額合計（平成22年度末） 単位：千円
土地 （比率） 建物 （比率） 合計 （比率）

行政財産
公用財産 16,521,223 3.7% 27,145,496 8.6% 43,666,719 5.7%
公共用財産 430,497,186 96.3% 287,857,892 91.4% 718,355,078 94.3%

行政財産計 447,018,409 100.0% 315,003,388 100.0% 762,021,797 100.0%  
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局別・資産種類別行政財産評価額（平成22年度末） 単位：千円
局名 土地 （比率） 建物 （比率） 合計 （比率）

総務局 4,630,786 1.0% 7,852,618 2.5% 12,483,405 1.6%
消防局 2,379,699 0.5% 2,703,129 0.9% 5,082,828 0.7%
教育委員会 191,932,083 42.9% 117,711,270 37.4% 309,643,353 40.6%
協働推進局 4,293,646 1.0% 5,455,568 1.7% 9,749,214 1.3%
環境市民局 7,322,925 1.6% 13,740,129 4.4% 21,063,055 2.8%
健康福祉局 7,095,571 1.6% 3,567,711 1.1% 10,663,283 1.4%
こども青少年局 6,576,736 1.5% 6,540,988 2.1% 13,117,725 1.7%
産業経済局 5,730,741 1.3% 9,444,721 3.0% 15,175,462 2.0%
都市整備局 217,056,218 48.6% 147,852,974 46.9% 364,909,193 47.9%
選挙管理委員会 0 - 134,275 0.0% 134,275 0.0%

合計 447,018,409 100％ 315,003,388 100％ 762,021,797 100％  

行政財産の評価額は、約７６２０億円になる。 

 資産種類別では、公共用財産の土地が４３０４億円で行政財産全体の５６％

を占める。 

また、局別・資産種類別の公有財産評価額では教育委員会と都市整備局が行

政財産評価額全体の８８％を占める。 

 

２．尼崎市の公有財産の管理 

企画財政局長の公有財産事務に関する総合調整及び公有財産の統括管

理が規則第4条に定められている。 

第4条 企画財政局長は、公有財産の取得、管理及び処分についてその適

正を期するため、公有財産についての制度を整え、その増減、現在高及び

現況を明らかにし、必要な調整を行うものとする。 

2 企画財政局長は、公有財産の効率的運用を図り、その管理の適正を期

するため必要があると認めるときは、他の局長に対し、その所管に属する

公有財産の状況について、資料の提出若しくは報告を求め、実地について

調査をし、又はその結果に基づいて用途の変更若しくは廃止、所管換えそ

の他必要な措置を構ずべきことを求めることができる。 

（１）公有財産の取得事務 

公有財産の取得手続きは次のように決められている。 

① 所管課から用地課、建築課等の公有財産取得事務担当課へ取得依頼 
② 公有財産取得事務担当課が取得の決裁起案（企画財政局長まで合議） 
③ 決裁終了後に公有財産取得事務担当課が取得事務を行い、取得の報告書を企
画財政局公有財産課へ提出（規則第７条） 

(取得による公有財産の引継ぎ) 

第 7 条 局長は、公有財産(有価証券、出資による権利及び財産の信託の受益権

を除く。)を取得したときは、これを直ちに企画財政局長に引き継がなければな

らない。 

④ 公有財産課から所管課へ取得の報告書を送付し（規則第８条）、各所管課の
財産として公有財産システムに登録される。 
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(事務事業所管局長への公有財産の引継ぎ) 

第 8 条 企画財政局長は、前条の規定により局長から引継ぎを受けた公有財産

が、市の事務事業の用に供する目的で取得されたものであるときは、これを直

ちに当該事務事業を所管する局長に引き継がなければならない。 

 

（２）公有財産の各所管局の管理事務 

 所管局の公有財産管理に関する規定は次のようになっている。 

(管理目標) 

第 19 条 局長は、その所管に属する公有財産を常に良好な状態で管理し、その

用途又は目的に応じて効率的に運用しなければならない。 

(行政財産の管理) 

第 20 条 局長は、当該局の事務事業の用に供する行政財産を管理しなければな

らない（以下、省略）。 

(普通財産の管理) 

第 21 条 企画財政局長は、普通財産を管理しなければならない。 

2 前項の規定にかかわらず、第 9条各号に掲げる普通財産その他市長が他の局

長において管理することが適当と認める普通財産については、当該普通財産を

所管する局長が管理しなければならない。 

また、普通財産についての企画財政局と他の局の分掌が規則第9条に定

められている。 

(行政財産の用途の廃止により生じた普通財産の引継ぎ) 

第9条 局長は、その所管に属する行政財産の用途を廃止したときは、当該用途

の廃止によって生じた普通財産を直ちに企画財政局長に引き継がなければなら

ない。ただし、次の各号の一に該当するものについては、この限りでない。 

(1) 取壊し撤去するもの 

(2) 使用目的を変更するため、新たな目的に供するまでの短期間管理する必要

があるもの 

(3) 信託するもの 

(4) 前各号に掲げるもののほか、企画財政局長において引継ぎを受けて管理す

ることが困難と認められるもの 

 このように市では企画財政局が原則として普通財産管理を所管すること

になる。 

 

３．監査対象の選定について 

 （１）アンケートの実施 

行政財産は、地方公共団体において現に公用又は公共用に供しているもの、

あるいは供することと決定した財産（予定公物）をいうものとされている。行

政財産へのアンケートは全所管局に対して全行政財産を対象に行った。主なア

ンケート項目としては、①施設概況（財産名称、設置目的等）、②使用許可の有
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無、③貸館の有無、④地方自治法上の予定公物を含む未利用地等の状況である。 

    件数 

局名 貸館 未利用地等 使用許可 合計 

企画財政局 － － － － 

消防局     11 11 

総務局   1 19 20 

教育委員会 29 2 103 134 

協働推進局 13   37 50 

環境市民局 1   14 15 

健康福祉局 3 1 16 20 

こども青少年局 7   12 19 

産業経済局 2   105 107 

都市整備局 1 8 33 42 

合計 56 12 350 418 

使用許可の件数は、原則として申請件数ベースの集計である。 

産業経済局の使用許可は、主に尼崎市公設地方卸売市場が１００件である。 

 

（２）ヒアリング 

アンケート対象の回答を参考にヒアリング対象を選定した。その選定基準は

以下のとおりである。 

① 帳票間における情報の不整合があると思われるもの。 

② 帳票記載の内容と(推定)利用実態との間に不整合があると思われるもの。 

③ 帳票記載内容と社会通念上の認識との間に乖離があると思われるもの。 

④ 同種、類似取引相互間に契約内容、帳票記載に不統一があると思われるも

の。 

⑤ 同一用途の財産が多数ある場合、典型的と思われるものをサンプリングし

ヒアリング対象にする。 

ヒアリング対象先には監査人の選択により、尼崎市公有財産規則等チェック

リストによる合規性チェックを行っている。 

ヒアリングの結果、特に問題となる財産を対象に個別分析で検討を加え、 

「第３ 監査の結果」に所管局ごと、個別財産ごとに記載している。 

 

４．市の公共施設見直しの取組み 

 尼崎市役所支所設置条例（平成１７年、条例第５１条）では、市を６箇所に

区分しているが、その経緯は以下のとおりである。 
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昭和11年（1936） 昭和17年（1942） 昭和22年（1947）

小田

4月　尼崎市・小田村合
併、旧小田村役場が小田出
張所となる（『尼崎市
史』）

5月　支所設置条例により
小田支所となる（『尼崎
市議会史』）

大庄

2月　尼崎市と大庄・立
花・武庫三村合併、旧大庄
村役場が大庄出張所となる
（『尼崎市史』）

5月　支所設置条例により
大庄支所となる（『尼崎
市議会史』）

立花

2月　尼崎市と大庄・立
花・武庫三村合併、旧立花
村役場が立花出張所となる
（『尼崎市史』）

5月　支所設置条例により
立花支所となる（『尼崎
市議会史』）

武庫

2月　尼崎市と大庄・立
花・武庫三村合併、旧武庫
村役場が武庫出張所となる
（『尼崎市史』）

5月　支所設置条例により
武庫支所となる（『尼崎
市議会史』）

園田

3月1日　尼崎市・園田村
合併、旧園田村役場が園
田出張所となる（『尼崎
の戦後史』）
5月　支所設置条例により
園田支所となる（『尼崎
市議会史』）

平成23年6月　地域研究史料館作成  

中央地区は平成１１年４月１日に本庁舎内に中央支所を設置し（市報より）、

のちに東難波町を経て現開明庁舎に移転している。 

現在は、６地区にそれぞれの行政サービスを均等に提供するべく、公共施設

が設置されている。地区公民館・同分館、地区体育館、地区会館、支所などで

ある。 

 これらの公共施設が昭和４６年の人口ピーク（５５４千人）から平成２２年

度末４５８千人まで、約１０万人減少しており、「現状と課題」にあるように、

将来的にも減少が予測されること、また、施設の老朽化による建て替え・大規

模改修に市の財政負担が耐えられないことなどを理由として、「行政サービス

をいかに充実させるか」から「行政サービスをいかに絞り込むか」への転換に

迫られており、この方向で市から以下に述べる一連の提言・報告が公表されて

いる。 

（１）「提言」 

 市の公共施設の今後のあり方について、平成２１年度施策評価委員会から提

言が出された。その提言をまとめると次のようになる。 

総合センター：管理運営方法の見直しによる経費縮減 

労働福祉会館・労働センター：廃止 

地区会館・地区公民館：引き続き市立施設として管理運営、指定管理者制度の導入等に
よる経費縮減、支所を含めた施設の一元化、集約による館数の削減など 

公民館分館：「プラン」の取組の支持（地域への移管等による廃止） 

なお、これらの施設について「方向性」では、「提言の内容も踏まえるなか、

見直しに向けた取組を進める」とするとともに、地区会館と地区公民館につい

ては、青少年の居場所としての部屋の提供に向けた協議を行うこととしている。 
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（２）「プラン２２」 

平成２２年２月の「プラン」では、事務事業Ｎｏ.２０「公共施設の見直しの

検討」が記載されている。 

１、改善内容 

 統廃合も含めた今後のあり方について検討を行う。 

２、改善内容 

 本市の財政状況や今日的な社会状況等を踏まえ、抜本的な見直しを行うため。 

３、実施時期 

 平成２２年度（方針・計画策定） 

 

（３）「方向性」 

 平成２２年８月、「方向性」により、５５４施設の内容検討を行っている。 

「方向性」見直し対象施設の一覧
廃止・場
所見直し
の検討

管理運
営面の
見直し

日曜日
の開館
等

利用層
の拡大

使用料徴
収の検討

現状
維持

所管局 財産名称 施設数
総務局 地域研究史料館 1 ○
協働推進局 社協会館 1 ○

福祉会館 25 ○
廃園幼稚園 2 ○

園田東会館 1 ○

戸ノ内会館 1 ○

共同利用施設 3 ○

環境市民局 女性・勤労婦人センター 1 ○

消費生活センター 1 ○

公衆便所 9 ○

取組の方向性

城内地区まちづくり基本指針を踏まえるなか、施設整備に係る検討を行う。
市負担の管理運営費の縮減に向けた協議を行う。

総合センターにおける維持管理業務の見直しと同様、シルバー人材センター
を活用することによる職員配置の見直しなど、早期の経費縮減に向け、検討
を行う。

園田東会館と一体的な管理運営による早期の経費縮減に向け、検討を行う。

平成22年4月から航空機騒音の地域指定が解除されたことを踏まえ、地元と
の調整を行い、現在の指定管理期間が満了する平成24年度から、他の福祉会
館同様､地域へ無償貸付し、地域団体による自主的な管理運営に変更する。

日曜開館等、利用率向上策について、費用対効果も含め早急に検討し、指定
管理者等と調整を行う。

施設のさらなる有効活用策として、土曜日・日曜日の開館及び相談時間の延
長について、費用対効果も含め、検討を行う。

さらなる有効活用
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「方向性」見直し対象施設の一覧
廃止・場
所見直し
の検討

管理運
営面の
見直し

日曜日
の開館
等

利用層
の拡大

使用料徴
収の検討

現状
維持

健康福祉局 あこや学園 1 ○
たじかの園 1 ○
身体障害者福祉センター 1 ○

身体障害者デイサービスセンター 1 ○

身体障害者福祉会館 1 ○

弥生ヶ丘斎場内葬儀式場 1 ○

墓園 2 ○

総合老人福祉センター 1 ○

老人福祉センター 4 ○

老人福祉工場 3 ○

福祉厚生センター 1 ○

健康の家 1 ○

青少年センター
こども科学ホー
ル

1 ○

青少年いこいの家 1 ○

美方高原自然の家 1 ○

青少年体育道場 3 ○
児童ホーム 43 ○
こどもクラブ 43 ○

すこやか住まい
体験館

○

多目的ホール 1 ○

尼崎学園 1 ○
産業経済局 地方卸売市場 1 ○
都市整備局 阪神尼崎駅前駐車場 1 ○

尼崎市民広場 1 ○
農業公園 1 ○

中央公園パークセンター 1 ○

公園 334 ○

消防局 防災センター 1 ○
北部防災センター 1 ○
地区体育館・屋内プール 7 ○
クラブハウス 43 ○
田能資料館 1 ○
適応指導教室 1 ○

中央図書館 1 ○

教育総合センター

視聴覚センター

1

○

○

視聴覚センター 1 ○

文化財収蔵庫 1 ○

554 7 340 5 9 5 190
すこやかプラザ、教育総合センターは複数回答

道路・橋りょう、水路、河川等を除く。
学校、保育所、市営住宅など、既に見直し計画を実施中、または計画がある施設は除外している。

２階の葬儀式場の新たな用途での有効活用について、早期の実現に向け、具
体的な検討を行う。

施設のさらなる有効活用へ向け、市民ニーズに応じた日曜日や夜間等の集会
室の一般有料開放（目的外使用）について、早期の実施に向け、費用対効果
も含め、検討を行う。

入浴料の徴収の可否について、他都市の状況も含めた利用実態の把握に努め
る。

取組の方向性

すこやかプラザ

・すこやか住まい体験館については、平成12年の開設以来、設備が更新され
ていないことなどもあり、利用者数が減少している。このような状況を踏ま
え、すこやか住まい体験館の早期廃止及び子育て支援機能の充実に向けた転
用など、その後の有効活用に向けた取組を進める。

こども青少
年局

・こども科学ホールについては、施設や展示物の老朽化等が著しく、設置目
的を十分に達成できない状況にあり、平成21年度の利用者は、約35,000人の
利用があった昭和61年度のオープン当時と比べると約1/3程度となってい
る。
・本市の財政状況ではハード面の更新は難しいことから、子ども向けの各種
講座や体験教室など青少年の科学に対する関心を深める事業の充実に向けた
検討を行い、こども科学ホールは休止に向けた取組を進める。

宿泊利用は使用料を設定しているが、利用者の半数以上を占める日帰り利用
は、現在無料としていることから、日帰り利用の受益者負担のあり方につい
て具体的な検討を進める。

教育委員会
事務局

施設のさらなる有効活用へ向け、温水プール利用対象の一部拡大について検
討を行う。

施設のさらなる有効活用へ向け、知的障害者や精神障害者の利用に供するこ
と等について検討を行う。

城内地区まちづくり基本指針を踏まえるなか、施設整備に係る検討を行う。

小学校の自然学校の日程が１日短縮されたこともあり、平成21年度の利用実
績は、前年度と比較すると延べ3,000人程度減少しており、収益増へ向け
て、一般市民等の利用促進に努める。

・多目的ホールの利用時間帯区分については、利用者ニーズに合わせた設定
の検討を行う。

駐車場収入の増額に向け、指定管理者との検証・協議を早急に行う。

・教育総合センター及び視聴覚センター全体の利活用に係る考え方について
整理を行うなか、社会教育関係団体への利用促進及び使用料徴収について、
早期の実施に向けた検討を行う。
・市民ニーズに応じた土曜日や日曜日等の視聴覚室の一般有料開放について
も、実施に向けた検討を行う。

賑わいの創出に向けた仕掛けづくりについて、検討を行う。

公園利用者の便益を高めるとともに、駅前に立地する施設として、その利便
性や拠点性を生かした、多様な活用の検討を行う。

（施設を含む）指定管理者制度の導入拡大に向けた検討を行う。

高齢者の社会参加、就業機会の確保に努めているが、定員数に対する利用者
は、減少傾向にあることから、平成23年度末の施設の集約に向けた取組を進
める。

老朽化の問題など、現行施設が抱える課題を踏まえ、他の施設への移転に向
けた調整を行う。



 

14 

  

（４）「プラン２３」 

 平成２０年度からの行財政構造改革推進プランの４年目の取組みとして、新

規項目や変更項目を取上げている。 

（５）「公共施設最適化」 

「公共施設の最適化に向けた取組について（素案策定の基本的な考え方）」が

平成２３年１１月に公表された。「２.最適化に向けた取組の考え方（重視する

考え方）」及び「３．取組の方向性（主な取組事項）では、次のように示されて

いる。 

２．最適化に向けた取組の考え方 

【重視する考え方】 

① 総量の圧縮による維持管理コストの抑制と建替え等の財源の確保 
② 施設の機能・利便性の向上 
③ 施設の長寿命化とライフサイクルコストの平準化・削減 
④ 行政サービス等の機能の再構築 
⑤ その他（施設の設置場所の選定、跡地利用の方向性） 
３．取組の方向性 

【主な取組事項】 

① 地域振興センターは原則として地区会館との複合化を行い、施設の老朽化等
の状況に応じた建替えにより、地域コミュニティの拠点機能の強化と施設の

耐震化を図る。 

② 行政サービスの窓口機能については、より効率的な窓口配置に向けた集約化
と相談機能の充実を図る。 

③ 今後の取組事項として、地区会館、地区公民館と支所との複合化等による集
約について。 

 

上記については、平成２３年１２月と素案策定後にパブリックコメントと併

せて市民説明会等を実施し、平成２４年３月下旬を目途に成案化を図る予定と

なっている。 

 

 

 

 「現状と課題」の施設別・部屋別利用状況（外郭団体等の施設を含む）から、

①６地区別の地区公民館と地区会館、②総合センター集中グループ、③外郭団

体等が運営または保有する施設集中グループのそれぞれを筆者が加筆した図を

掲載する。 
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５．「貸館」に該当するもの 

 第２、３、（１）アンケートの実施の結果、貸館は５６施設であった。６地区

とその他（市外）に区分して集計したものは次のとおりである。 
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平成21
年度

平成22
年度

00782
健康福祉
局

生活衛生
課

斎場 3,345.67 7 50 14.0% ○ 0.3% 3.6% 161,282

00955
教育委員
会

社会教育
室

小田公民館
杭瀬分館

302.28 39 50 78.0% 48.4% 47.3% 9,175

00956
教育委員
会

社会教育
室

小田公民館
城北分館

478.30 19 50 38.0% 18.1% 21.1% 11,660
2Fが公民館
１Ｆは保育

00965
教育委員
会

社会教育
室 小田公民館 1,887.00 14 50 28.0% 43.4% 43.0% 88,454

00972
教育委員
会

社会教育
室 小田体育館 2,086.41 18 47 38.3% ○ - - 58,733

00794
協働推進
局 人権課

神崎総合ｾﾝ
ﾀｰ 1,426.15 36 50 72.0% 1.1% 1.5% 53,485

00890
協働推進
局

小田地域
振興ｾﾝﾀｰ

小田地区会
館 1,525.74 37 50 74.0% 40.6% 40.7% 16,754

１Ｆ市立長
洲保育所

00633
都市整備
局 公園課 記念公園 14,677.58 23 50 46.0% ○ 30.9% 32.3% 216,611

8 施設 地区計 616,154 (8,356)

00805
健康福祉
局

障害福祉
課

身体障害者
福祉会館 487.76 36 50 72.0% ○ 17.5% 28.8% 6,191

00962 教育委員
会

社会教育
室

大庄公民館
大庄南分館

536.00 33 50 66.0% 24.8% 24.5% 10,665

00963 教育委員
会

社会教育
室

大庄公民館 1,560.50 50 50 100% 22.3% 22.5% 40,192

00964 教育委員
会

社会教育
室

大庄公民館
稲葉荘分館

310.00 34 50 68.0% 47.9% 49.3% 9,226

00973
教育委員
会

社会教育
室

大庄体育館 1,432.15 32 34 94.1% ○ - - 28,909
大庄地区会
館と隣接

00796
協働推進
局

人権課
今北総合ｾﾝ
ﾀｰ

696.69 40 50 80.0% 10.5% 10.8% 59,669 １Ｆ保育所

00891
協働推進
局

大庄地域
振興ｾﾝﾀｰ

大庄地区会
館

1,352.59 34 50 68.0% 23.7% 21.8% 21,378
大庄体育館
と隣接

7 施設 地区計 176,230 (3,160)

00808
健康福祉
局

障害福祉
課

身体障害者
福祉セン 1,158.11 27 50 54.0% ○ 35.6% 54.1% 82,523

00827
教育委員
会

学校教育
室

教育・障害
福祉セン
ター

4,104.50 27 50 54.0% 18.7% 20.7% 285,929

教育総合、
視聴覚ｾﾝ
ﾀｰ、たじか
の園,立花体
育館等と併
設

00966
教育委員
会

社会教育
室

立花公民館 1,369.54 40 50 80.0% 33.6% 38.0% 40,609

00967
教育委員
会

社会教育
室

立花公民館
宮前分館

470.69 41 50 82.0% 27.4% 29.8% 9,380

00968
教育委員
会

社会教育
室

立花公民館
尾浜分館 307.58 38 50 76.0% 36.1% 37.7% 7,270

00969
教育委員
会

社会教育
室

立花公民館
立花西分館 430.84 38 50 76.0% 59.3% 61.5% 7,749

はつらつ学
級

00974
教育委員
会

社会教育
室 立花体育館 1,523.43 26 47 55.3% ○ - - 39,413

教育総合と
隣接

00789
こども青
少年局

こども家
庭支援課

市立すこや
かﾌﾟﾗｻﾞ 1,170.68 12 50 24.0% ○ ○ 41.4% 46.3% 68,359

01044
こども青
少年局 青少年課 青少年ｾﾝﾀｰ 8,777.65 37 50 74.0% 39.1% 43.4% 67,055

01045
こども青
少年局

青少年課
立花青少年
体育道場

265.00 15 38 39.5% ○ 67.6% 71.1% 1,946

00919
環境市民
局

女性・消
費生活課

女性・勤労
婦人ｾﾝﾀｰ 2,048.90 37 50 74.0% ○ ○ 45.8% 49.4% 51,800

00892
協働推進
局

立花地域
振興ｾﾝﾀｰ

立花地区会
館 1,497.30 32 50 64.0% 33.7% 33.2% 20,806 １Ｆ保育所

00793
協働推進
局 人権課

上ノ島総合
ｾﾝﾀｰ 734.08 38 50 76.0% 21.3% 24.1% 74,687 １Ｆ保育所

00795
協働推進
局

人権課 水堂総合ｾﾝ
ﾀｰ 775.90 37 50 74.0% 3.8% 2.6% 53,798 １Ｆ保育所

00797
協働推進
局

人権課 塚口総合ｾﾝ
ﾀｰ 729.59 37 50 74.0% 4.5% 7.8% 56,798

15 施設 地区計 868,122 (8,046)

00970
教育委員
会

社会教育
室 武庫公民館 2,154.36 19 50 38.0% 40.1% 39.0% 62,764

00951
教育委員
会

社会教育
室

武庫公民館
武庫北分館 253.22 24 24 100% 29.2% 27.0% 7,808

00975
教育委員
会

社会教育
室

武庫体育館 1,316.19 35 47 74.5% ○ - - 29,334

00798
協働推進
局

人権課 南武庫之荘
総合ｾﾝﾀｰ 1,754.76 30 50 60.0% 8.0% 8.3% 67,734

00893
協働推進
局

武庫地域
振興ｾﾝﾀｰ

武庫地区会
館 1,475.21 37 50 74.0% 26.6% 28.5% 22,681

１Ｆクリ
ニック

5 施設 地区計 190,321 (2,521)

小
田

大
庄

立
花

武
庫

維持のため
の総コスト
（平成23年
度予算ﾍﾞー
ｽ、千円）

備考
(地区住民
一人当た
り）

経過
比率

指
定
管
理

公
募

利用率（％）

財産名称
建物延床面
積（㎡）

経過
年数

耐用
年数

地
区
財産番号 所管局 所管課
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平成21
年度

平成22
年度

00957 教育委員
会

社会教育
室

園田公民館
塚口南分館

294.04 37 50 74.0% 60.5% 52.4% 8,925

00958 教育委員
会

社会教育
室

園田公民館 1,527.24 22 50 44.0% 29.2% 31.4% 51,433
0976園田体
育館と園田

公民館複合

00959 教育委員

会

社会教育

室

園田公民館

園和北分館
313.82 40 50 80.0% 43.8% 44.8% 9,482

01247園和北
保育園、こ
ども青少年
局普通財産
貸付

00960 教育委員

会

社会教育

室

園田公民館

小園分館
316.08 28 50 56.0% 58.5% 55.4% 10,176

00961 教育委員

会

社会教育

室

園田公民館

戸ノ内分館
255.05 24 24 100% 12.3% 12.5% 6,757

00976 教育委員

会

社会教育

室
園田体育館 1,437.93 22 47 46.8% ○ - - 31,180

0976園田体

育館と園田
公民館複合

01046 こども青

少年局
青少年課

園田青少年

体育道場
193.00 30 30 100% ○ 102.7% 107.0% 1,028 阪急高架下

00880 協働推進

局

園田地域

振興ｾﾝﾀｰ
園田東会館 858.30 39 50 78.0% 31.1% 34.7% 22,252

00894 協働推進

局

園田地域

振興ｾﾝﾀｰ

園田地区会

館
1,364.73 36 50 72.0% 49.7% 48.7% 23,279 １Ｆ中央図書館出張所

9 施設 地区計 164,512 (1,769)

00949 教育委員

会

社会教育

室
中央公民館 2,456.04 41 50 82.0% 29.7% 27.5% 102,687

00950 教育委員

会

社会教育

室

中央公民館

蓮川分館
252.72 24 24 100% 38.8% 34.6% 9,564

00952 教育委員

会

社会教育

室

中央公民館

開明分館
365.53 41 50 82.0% 28.6% 28.7% 10,044

01248開明樫
の木保育
園、こども
青少年局、
普通財産貸
付

00953 教育委員

会

社会教育

室

中央公民館

竹谷分館
299.45 40 50 80.0% 33.8% 27.5% 8,884

01250あすな
ろ保育園、
こども青少
年局普通財
産貸付

00954
教育委員

会

社会教育

室

中央公民館

城内分館 314.76 39 50 78.0% 26.4% 25.8% 9,077

00971
教育委員

会

社会教育

室

中央体育館

屋内ﾌﾟｰﾙ 4,522.03 29 47 61.7% ○ - - 54,962
中央地区会
館と複合

00922 産業経済

局

しごと支

援課

労働セン

ター
1,707.36 31 50 62.0% ○ ○ 8.0% 14.9% 13,960

00923 産業経済

局

しごと支

援課

労働福祉会

館
5,557.45 45 50 90.0% ○ ○ 23.8% 25.1% 51,258

01049 こども青

少年局
青少年課

城内青少年

体育道場
348.00 15 38 39.5% ○ 44.0% 49.5% 1,773

0171明城小

学校

00889 協働推進

局

中央地域

振興ｾﾝﾀｰ

中央地区会

館
1,776.70 29 50 58.0% ○ 31.5% 32.5% 36,872

中央体育館
屋内プール
0971ｻﾝｼﾋﾞｯｸ
尼崎

10 施設 地区計 299,081 (5,654)

01047 こども青
少年局

青少年課 青少年いこ
いの家 1,525.31 46 47 97.9% ○ ○ 57.5% 53.7% 25,900

01048
こども青

少年局
青少年課

市立美方高

原自然の家 7,510.72 16 47 34.0% ○ ○ 38.0% 37.2% 171,882 借受財産

2 施設 地区計 197,782
56 施設 合計 2,512,202

中
央

そ
の
他

維持のため
の総コスト
（平成23年
度予算ﾍﾞー
ｽ、千円）

備考
(地区住民
一人当た
り）

園
田

経過
比率

指
定
管
理

公
募

利用率（％）

財産名称
建物延床面
積（㎡）

経過
年数

耐用
年数

地
区
財産番号 所管局 所管課

 

「維持のための総コスト」とは、貸館の個別分析記載のあるものについては、

その「コスト総額」であり、その他はアンケート回答による。また、地区別一

人当たり総コストは平成２２年度末の住民基本台帳人数による。 
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貸館のうち、地区の施設（地区公民館、公民館分館、地区体育館、地区会館、

総合センター、｛支所は貸館に該当しないため除く｝）に限定した地区別総コス

ト及び地区別一人当たり総コストは次のとおりである。 

総額（千円） 一人当たり（円）

小田 73,732 238,261 3,231
大庄 55,756 170,039 3,049
立花 107,889 310,510 2,878
武庫 75,493 190,321 2,521
園田 92,995 163,484 1,757
中央 52,889 232,090 4,388
合計 458,754 1,304,705
平均 2,971

維持コスト平成22年
度末人口

地区

 

地区の施設の一人当たり維持コストは中央地区が高くなっている。中央地区

の人口減少、園田地区の人口増加が継続すれば地区別一人当たり総コストの差

が広がることが想定できる。 

地区別人口の各年変動

6年間累計

17 18 19 20 21 22 16～22
小田 -0.75% 0.06% -0.47% 0.22% -0.20% -0.71% -1.84% △ 1,379
大庄 -0.91% -0.69% 0.58% 0.69% -0.43% -0.48% -1.25% △ 703
立花 0.31% -0.31% -0.54% -0.06% 0.07% -0.04% -0.58% △ 628
武庫 -0.28% 0.18% 0.27% 0.16% 0.06% -0.11% 0.28% 210
園田 0.55% 0.15% 0.13% 0.72% 0.49% -0.17% 1.89% 1,725
中央 -0.46% -0.38% -0.13% 0.13% 0.24% -0.78% -1.37% △ 734
全市 -0.15% -0.13% -0.08% 0.29% 0.07% -0.32% -0.33% △ 1,509

6年間比較
（人数）

16と22

地区/年度
年度末対前年比

  

地区の施設の集約・廃止を含めた組み替えを行う場合には、その地区の人口

動態予測も十分に考慮する必要がある。 
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５．「方向性」の中の既に見直し計画を実施中または計画がある市民利用施設に

ついて 

 平成２２年８月の「方向性」の中で、既に見直しに関する計画を実施中また

は計画がある施設は記載対象外になっている。その施設は①保育所、②市営住

宅、③自転車駐車場、④子ども広場、⑤小中学校、⑥高等学校、⑦幼稚園、⑧

北図書館である。本報告書では、その中で特に重要と思われる保育所、市営住

宅、小中学校、高等学校、幼稚園について概観する。  

（１） 保育所 

①市の見直し計画 

「公立保育所の今後の基本的方向」が平成１８年度に公立保育所見直し計画と

して存在する。その概略は次の通りである。 

(A)市の保育の現状と課題 

(a) 市の就学前児童数は少子化の影響もあり減少傾向にあるが、保育所入所の

子どもの数は、逆に増加傾向を示している。今後も保育に欠ける子どもに

対しては、保育需要を把握するなかで、その需要に応じたサービスの充実

を行っていくことが課題となる。  

(b) 市の就学前児童のうち、３歳未満児の約８０％は在宅の子どもであるが、

一般的に３歳未満の子どもについては育児負担が大きいと言われている。

こうした在宅の子育て家庭を対象とした地域における子育て支援の仕組み

づくりが課題となっている。  

(B)公立保育所が今後果すべき役割 

(a) 保育に欠ける子どもの受け入れを保障する役割 

(b) 市の保育水準の維持向上を示す役割 

(c)地域における子育て支援事業の協力・連携機関としての役割  

(C)公立保育所の適正規模 

公立保育所の民間移管の考え方を基本に、時代の変化、社会的要請、公立保

育所の役割変化のなかで、必要数について一定の整理が必要である。 

(a)選定の考え方 

 ・子どもの数 

・ 利用者の生活圏 

・ 各種子育て支援事業実施機関との協力・連携 

 (b)適正規模  

市域南部 北難波、杭瀬、大庄 

市域北部 塚口、大西、武庫東、武庫南、次屋、園田 

  このほかの公立保育所については、民間移管を実施する。 
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②市の現状の計画は次のとおりである。 

「プラン２３」、１－（４）事務事業の見直し、ＮＯ.３６。 

環境改善及び民間移管（変更）事業。 

変更前 変更後 

１改善内容 
鉄筋コンクリート造り保育所を中心に保育環境の改

善を図り、社会福祉法人への移管を進める。 

２ 改善理由 

 民間活力を導入し、保育環境の改善、待機児童の解
消、多様な保育ニーズへの対応、効率的な保育所運営

を行う。 

３ 実施時期 
 平成２１年度から順次６所を移管 

 【プラン期間中の移管対象】 

 今福、大島、長洲、立花南、立花、浜保育所 

 

１ 改善内容 
 同左 

 

２ 改善理由 

 同左 
 

 

３ 実施時期 
 平成２１年度 

 【プラン期間中の移管保育所】 

 今福保育所 
 ※他の保育所については、横浜市の民間 

移管に係る最高裁判決等を踏まえ、民間移 

管計画策定前の入所児の保育期間が満了 

する平成２５年４月以降、民間移管を実施する。 
 〔対象保育所〕大島、長洲、立花南、立花、浜、道

意、尾浜、上ノ島 

 

新規・拡充事業及びプラン改革改善項目等に係る投資事業[事業予定表] 

23～24年度 

事業名 事業概要 事業内容 事業費（百万
円） 

（23年度） ― 

（24年度） 
沐浴室改修等 3箇所 
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（10） 

保育環境改善事業 

（19年度～） 

民間移管に伴う施設整備費補助等 

対象施設  ９箇所 

 プレハブ造り 1箇所 
鉄筋コンクリート造り 

   8箇所 

合計 16 

（23年度） 

改築工事 

園田保育所 

解体撤去等 

 

 

173 

（24年度） 

改築工事 

園田保育所 

備品購入等 

 

 

206 

（12） 

公立保育所施設整備事

業 

（22年度～） 

老朽化に伴う施設整備 

対象施設  ９箇所 

 プレハブ造り ５箇所 
 鉄筋コンクリート造り 

       ４箇所 

合計 379 

 

③今後の展開 

「プラン２３」では今福保育所以外の民間移管の実施は平成２５年４月以降

になるとする。これは、最高裁判決（平成２１年（行ヒ）第７５号）が影響し

ているものである。今後の確実な計画遂行が望まれる。 

 



 

21 

（２） 市営住宅 

 尼崎市住宅マスタープラン２０１１における市営住宅の位置づけと政策課題 

①「尼崎市住宅マスタープラン２０１１」策定の背景 

 尼崎市では平成１３年３月に策定した「尼崎市住宅マスタープラン」(平成１３年度～

平成２２年度)(以下「旧マスタープラン」という｡) に基づいてこれまでの住宅政策が実

施されてきた。その後、国の政策としての住宅施策は、平成１８年６月に施行された「住

生活基本法」にみられるように、住宅の量から質へと大きな転換が行なわれることとな

った。旧マスタープランの年度終了と国の住宅施策の転換を契機に、「いきいきと住み続

けられる安心・快適居住都市 尼崎」の実現に向けて、平成２３年３月に新たな住宅施策

の基本となる「尼崎市住宅マスタープラン２０１１」（以下、｢マスタープラン２０１１｣

という。）が策定された。 

 平成１８年６月に「住生活基本法」が施行されるまでは、昭和４１年(１９６６年)に

施行された「住宅建設計画法」に基づいて「公団住宅法」「住宅金融公庫法」「住宅・都

市整備公団法」などが施行され、住宅の量的な拡大が図られてきた。この中で、公営、

公庫、公団住宅の建設戸数を目標とした住宅建設５ヵ年計画が平成１７年度を最終年度

とする第８次まで、５年ごとに４０年間に渡って策定され、実行されてきた。 

これらの政策などによって我が国の住宅の量的な不足は解消され、すでに住宅の戸数

は世帯数を上回り、世帯人員の減少、持家割合の増加など社会経済情勢は大きく変化し、

政策の転換が求められるようになっていた。 

 こうした状況を受けて「現在及び将来の、国民の住生活の基盤である良質な住宅の供

給」を基本理念とした「住生活基本法」が制定され、この基本理念を実現するために、

国及び地方公共団体は、住生活の安定の確保及び向上促進のために必要な施策を講じる

こととされている。 

 尼崎市においても、こうした法律の制定を含めた社会経済情勢の変化を受けて、マス

タープラン２０１１の策定を行っているものである。 

 

②「マスタープラン２０１１」の施策体系の前提となる現状認識 

（Ａ）住まいを取り巻く社会・経済の潮流に関する認識 

 (a)少子高齢化のさらなる進展 

 (b)ライフスタイルの多様化 

 (c)安全・安心への関心の高まり 

 (d)地域におけるコミュニティの重要性の再認識 

 (e)低炭素社会への取組強化 

 (f)効率的、効果的な施策展開 

 (g)地方分権の推進 

 (h)市民参画による活動の高まり 

（Ｂ）尼崎市の住まい・まちづくりの現状に関する認識 

(a) 高齢者の割合は増加傾向にあり、年少人口及び生産年齢人口の割合は減少傾向に

ある。 

(b) 単独・夫婦世帯は増加傾向にあり、子どものいる世帯は減少傾向にある。 

(c)住宅の総数・空家ともに増加しつつある。 

(d)住宅の着工件数は近年減少傾向にある。 
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(e)耐震性のない住宅や老朽化した住宅が一定の割合を占めている。 

(f)持家の割合、住宅の平均延床面積は増加傾向にあるが、持家と借家の面積の差は依

然として大きい。 

(g)生活サービス施設や交通の利便性が高い。 

(h)老朽化した多数の市営住宅があるが、十分な対応ができていない。 

（Ｃ）尼崎市の住まい・まちづくりの課題に関する認識 

(a)安全・安心の住まい・まちづくりの推進 

(b)老朽住宅・密集住宅地の更新 

(c)住宅ストックの有効活用 

(d)住宅・住環境の質の向上 

(e)環境に配慮した住まい・まちづくりの推進 

(f)子育てファミリー層の居住の促進 

(g)高齢者等の居住の安定 

(h)住宅確保要配慮者への対応 

(i)市営住宅の老朽化等への対応 

(j)居住ニーズの多様化への対応 

(k)パートナーシップ（協働）の視点に立った取組の推進 

 

③「マスタープラン２０１１」に示された住まい・まちづくりの基本理念・目標 

（Ａ）基本理念 

 市民一人ひとりが日々豊かさを実感できる新たな住まい・まちづくりを目指し、尼

崎市の住宅政策の基本的な考え方となる基本理念を次のように設定している。 

“いきいきと住み続けられる安心・快適居住都市 尼崎”の実現 

（Ｂ）住まい・まちづくりの目標 

  基本理念の具体化に向けて、住まい・まちづくりの目標を以下のように設定してい

る。 

 (a) 安心して暮らせる安全な住まい・まちづくり 

 (b)快適で質の高い住まい・まちづくり 

 (c)ライフステージに応じて住み続けられる住まい・まちづくり 

 (d)住宅困窮者の居住安定に配慮した住まい・まちづくり 

 (e)市民自らが考え選択できる協働の住まい・まちづくり 

 

④市営住宅の現状分析と課題認識 

 マスタープラン２０１１の基本理念の具体化に向けた目標の一つとして「住宅困窮者

の居住安定に配慮した住まい・まちづくり」が示されている。そして、マスタープラン

２０１１の中で尼崎市の市営住宅及びそれを取り巻く環境等の現状分析と課題認識が行

われている。 

（Ａ）現状と課題 

 (a) 市営住宅の現状 

マスタープラン２０１１によれば、尼崎市には市営住宅等が１０,８１３戸あり、

そのうち公営住宅が６,８５９戸、改良住宅が３,３２１戸、コミュニティ住宅が３

８０戸、再開発住宅が９８戸、従前居住者住宅が１３０戸、特定公共賃貸住宅が２
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５戸となっている。 

   全戸数のうち、昭和５０年度以前に建設されたストックが全体の約４割（４,２３

４戸）を占めており、これらは、現時点で耐用年数の１/２（築３５年）を経過して

いる。 

   住環境の改善が必要である地区において改良住宅やコミュニティ住宅などの事業

系住宅、さらには阪神・淡路大震災の被災地対応に伴う震災復興住宅を多数建設し

てきたことから、市営住宅のストックは他都市と比べて多い状況になっており、現

在これらの老朽化した市営住宅が更新時期を迎えているが、市営住宅の維持・管理

に係る費用負担が大きいなか、これまで計画的な建替や修繕に十分に取り組めてい

ない状況にある。 

   一方、市営住宅の空家募集（改良住宅などの事業系住宅や震災復興住宅などで発

生する空家についても一般公募住宅として活用）においては、築年数が新しく、駅

前などの利便性が高い住宅は応募倍率が高くなっているが、近年では募集割れ住宅

や辞退者も数多く発生している。 

 (b) 市営住宅の課題 

   旧耐震基準で建設されたストックは全体の半数以上(５,９７２戸)を占め、前述の

とおり昭和５０年度以前に建設されたストックは全体の約４割(４,２３４戸)を占

めている現状であり、加えて、エレベーターの設置は全体の半数弱(５,２７９戸)に

留まっているため、今後、耐震化やバリアフリー化、老朽化への対策などが求めら

れている。 

   また、市営住宅の空家募集にかかる募集割れ住宅や辞退者の発生状況を鑑みれば、

今後、計画的な建替などの整備を進めていくとともに、財政負担を踏まえた将来的

な管理戸数のあり方を検討する必要がある。 

 

（Ｂ）市営住宅に関する周辺都市比較 

   マスタープラン２０１１の中に示された市営住宅管理戸数の他都市比較は以下の

とおりとなっている。 

 

 人口 世帯数 管理戸数(戸) 

尼崎市 

(Ｈ２２.４.１) 
４６１,８２０ ２０８,６３５ １０,８１３ 

中核市全体(尼崎

市を除く３９市平

均) 

４０７,２２４ １７１,８０８ ４,６８６ 

類似の中核市(尼

崎市を除く７市平

均) 

４９５,８９９ ２０３,７７９ ４,８５８ 

阪神間(尼崎市を

除く６市平均) 
２０６,６６１ ８５,２９１ ２,７５５ 
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 １万人あたり管理戸数

(戸) 

１万世帯あたり管理戸数

(戸) 

尼崎市 

(Ｈ２２.４.１) 
２３４ ５１８ 

中核市全体(尼崎市を

除く３９市平均) 
１１５ ２７３ 

類似の中核市(尼崎市

を除く７市平均) 
９８ ２３８ 

阪神間(尼崎市を除く

６市平均) 
１３３ ３２３ 

 

⑤行政財産としての市営住宅の有効利用と賃貸住宅の活用 

 住まい、まちづくりの視点から市営住宅と賃貸住宅について、マスタープラン２０１

１では 取組の方向性及び具体的な取組として、以下の点を掲げている。 

（Ａ）計画的な市営住宅の整備・供給等の推進 

 (a)建替と耐震改修による耐震化の推進 

   中層ラーメン構造住宅の建替についてはコストの低減や事業の効率性の点から、Ｐ

ＦＩ等民間活力手法の導入を検討するとともに、集約建替に伴う余剰地については

良好な民間住宅用地や社会福祉施設などに活用する。 

高層住宅については、耐震改修を基本として長寿命化を図る。 

 (b)管理戸数の見直し 

   将来にわたる財政負担の観点から、震災前の管理戸数を踏まえて建替を進めるこ

とによって、一定質の確保された住宅を供給するとともに管理戸数の漸減を図り、

改良住宅などの事業系住宅や震災復興住宅で発生する空家については一般公募住宅

として活用し募集戸数を確保する。 

 (c)エレベーター設置の推進 

   高齢化への対応等のため、バリアフリー性能の向上を図る視点から、建替による

設置を推進し、既設市営住宅のうち新耐震基準に適合する中層片廊下型住宅を対象

にエレベーター設置を進める。 

 (d)管理・運営のあり方 

   市営住宅の高齢入居者は市全体に比べて高い割合となっており、今後、少子高齢

化の進展により、さらに高くなることが予想されることから、市営住宅におけるコ

ミュニティ活動や自治会活動などの運営が懸念されている。そのため、コミュニテ

ィ形成に向けた対応について検討していく。 

   また、公営住宅制度に関する国の動向を注視しながら、適切な入居管理のあり方

についても検討していく。 

（Ｂ）安心して暮らせる賃貸住宅の活用 

(a)公的賃貸住宅と連携 

   ＵＲ賃貸住宅や公社賃貸住宅などの公的賃貸住宅については、入居要件が緩和され

た多様なニーズに対応した良質な賃貸住宅が多数供給されていることから、補完的

な機能が活かせるよう情報提供の充実に向けて公的賃貸住宅との連携を図る。 
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(b)高齢者等の入居を拒まない民間賃貸住宅の普及・居住支援サービスの充実 

   高齢者や障害者等の民間賃貸住宅への円滑な入居を促進するため、あんしん賃貸住

宅、あんしん賃貸住宅協力店、あんしん賃貸支援団体などの登録を行う「あんしん

賃貸支援事業」の普及を図る。 

(c)民間賃貸住宅施策の推進 

   他都市と比べて空家が多く居住水準や設備面が劣っている状況を踏まえ、市民、民

間事業者、行政などの連携により、ニーズの把握に努め、対応策の検討を進めると

ともに、リフォーム支援などの国の施策について普及啓発や情報提供の充実に向け

た仕組み作りを進める。 

 

（Ｃ）マスタープラン２０１１の目標 

マスタープラン２０１１の中では上記の施策によって、低所得者や高齢者など市

場において自力では適切な住宅を確保することが困難な世帯に対して、健康で文化

的な住生活を営めるよう、公的賃貸住宅や民間賃貸住宅の環境整備を進め、住宅困

窮者の居住の安定に配慮した住まい・まちづくりを実現することが、マスタープラ

ン２０１１の基本理念を実現するための具体的な取り組みの一つとして掲げられて

いる。 

 

⑥市営住宅に対する現状認識と住宅政策に対する総合的所見 

 マスタープラン２０１１及びその資料編並びに尼崎市等から公表されている情報を基

に、市営住宅をはじめとする尼崎市の住宅政策について総合的所見を示す。 

（Ａ）尼崎市の概況 

 (a)人口及び世帯 

  我が国の人口は、平成１６年(２００４年)をピークに平成１７年(２００５年)から

減少に転じているが、尼崎市の人口はすでに昭和４５年(１９７０年)の約５５３千人

をピークに減少に転じ、平成２２年１０月現在約４６１千人となっている。他方で、

世帯数は昭和４５年以降も概ね増加傾向にあり、平成２２年１０月現在約２０９千世

帯となっている。 

  また、３区分年齢別では、尼崎市において１４歳以下の年少人口の割合が減少し、

６５歳以上の高齢者の割合が増加している。１５～６４歳の生産年齢人口の割合は平

成７年までは増加していたが、近年では減少傾向にある。 

 (b)要配慮世帯等の状況 

(ア）身体障害者数は平成１７年に減少し、平成１９年まで微増傾向にあったが、平成

２０年には微減となっている。 

(イ）精神障害者と知的障害者は微増傾向にある。 

（ウ）ひとり親世帯は平成１２年から平成１７年にかけて増加している。 

（エ）外国人人口は減少傾向にあるが、世帯数は増加傾向にある。 

(オ）生活保護人口・世帯ともに増加傾向にある。また、世帯当たりの人口は減少傾向

になっている。 

 (c)住宅全体の状況 

(ア) 住宅ストック数は年々増加し平成２０年時点で２３６,５８０戸となっている。 

（イ）空家数は平成５年から１０年に倍増し、その後は横ばいとなっており、平成２
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０年時点で３７,６９０戸(空家率１５.９%)となっている。 

（Ｂ）他都市(西宮市、芦屋市、伊丹市、豊中市、大阪市)等との比較 

 (a)人口及び世帯 

（ア）他都市と比べて年少人口の割合が少なく(１３.１%)、高齢者人口の割合が高く

(１９.９%)なっている。 

（イ） 高齢化率の推移は他都市と比べて増加の割合が大きい。 

(ウ） 平成１２年から平成１７年の人口の増減について見ると、近隣市(神戸市、西

宮市、芦屋市、伊丹市)では人口増となっているが、尼崎のみが減少している。 

 （エ）転出入先(平成２１年)を見ると、兵庫県内では西宮市、神戸市、伊丹市との間

での転出入が多く、そのうち、西宮市、伊丹市とは尼崎市からの転出超過となっ

ている。 

(オ) 世帯の家族型について、他都市との比較において尼崎市は「単独世帯」の割合

が多く、「夫婦のみ」「親＋子供」の割合が低くなっている。 

 （カ）６歳未満・１５歳未満親族がいる世帯の他都市との比較では、尼崎市は、いず

れの世帯の割合も低くなっている。他方で、６５歳以上単身・夫婦世帯の割合は

他都市と比較して高くなっている。 

 (b)住宅全体及び市営住宅 

 （ア）尼崎市の空家率は他都市と比較して高くなっているが、その多くは腐朽・破損

しており、腐朽・破損していない空家率は他都市とあまり変わらない。 

 （イ）尼崎市は、他都市と比較して、持家の割合が低く(４７.９%)、借家の割合が多

くなっている。 

 （ウ）昭和５５年以前のストックは３１.０%であり、平成１３年以降に建設された住

宅の割合が他都市と比較して低くなっている。 

 （エ）構造別では、尼崎市は他都市と比較して木造の住宅の占める割合が高くなって

いる。 

 （オ）建て方では、尼崎市は一戸建ての割合が高く、共同住宅の割合が低くなってい

る。 

 （カ）住宅の規模では持家の延床面積が他都市と比較して小さい。 

（キ）最低居住面積水準未満世帯の割合は大阪市の次に高い。 

（ク）西宮市、芦屋市、伊丹市と比べて、高齢者の設備のある住宅の割合が低くなっ

ている。 

（ケ）二重サッシ・複層ガラスの窓を導入している住宅の割合は、他都市と比較して

低くなっている。 

（コ）重複することとなるが、市営住宅については、４（２）市営住宅に関する周辺

都市比較において示されているように、周辺中核市全体平均(尼崎市を除く３９

市)との比較において、尼崎市の管理戸数は２倍以上であり、阪神間６市平均(尼

崎市を除く)との比較においては３.９倍以上となっている。 

（Ｃ）住宅政策に対する見解 

 (a)マスタープラン２０１１  

上記⑥（Ａ）及び（Ｂ）は基本的にマスタープラン２０１１及び資料編に収録され

たデータに基づいている。 

  マスタープラン２０１１では、尼崎市における人口減少、高齢化、年少人口割合の
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減少、世帯数の増加等の推移、住宅ストックの現状が示されており、現在に至る時間

の経過の中で、これまでの政策効果に疑問を抱かざるを得ないが、このような現状を

認識した上で、市営住宅についてはバリアフリー化、耐震化、老朽化対策、建替、管

理戸数の漸減等の取組みを進め、さらに「あんしん賃貸支援事業」の推進、公的賃貸

住宅や民間賃貸住宅との連携・活用の取り組みも進めている。また、このような主と

してハード面だけではなく、高齢入居者の割合が高い市営住宅のコミュニティ形成に

対する取組など、ソフト面での取組も進めようとしている。 

 (b)旧マスタープランとマスタープラン２０１１について 

冒頭において記載のとおり、尼崎市では平成１３年３月に策定した「尼崎市住宅マ

スタープラン」(平成１３年度～平成２２年度)（「旧マスタープラン」）に基づく住宅

施策の後を受けて、新たに作成されるマスタープラン２０１１は、旧マスタープラン

による施策の結果、旧マスタープラン策定前の人口、住宅等の検証結果を受けて作成

される必要がある。この点について、尼崎市住宅マスタープラン改訂検討会議の経過

内容を見るとそれまでの施策の取り組み状況を提示して、内容、趣旨、状況、課題等

を整理しているが、旧マスタープランとの関連性、すなわち旧マスタープランにおけ

る１０年予測の妥当性、目標設定の妥当性、目標と施策との整合性、施策の効果測定、

その他成果の関係評価を始め、十分な検討が行われたとまでは言えない。 

 (c)住宅政策を含む包括的な課題への対処 

 マスタープラン２０１１において示されているとおり、これまでの市営住宅の増加

は、住宅困窮者の増加を背景としているものと考えられる。市営住宅の建替をはじめ

とする施策については、当然に予算の裏付けが必要となるものであり、財政基盤の強

化、安定化に向けた取り組みが必要であることは疑う余地がないが、マスタープラン

２０１１資料編にデータとして示された要配慮世帯等の増加を考えあわせると、今後

市営住宅の管理戸数をどの程度まで漸減できるのかは総合的に判断する必要がある。

この点について言えば、行政のコストにおいて管理運営される市営住宅を必要とする

住宅困窮者の増加は尼崎市の財政負担を増加させる要因であり、この現状にどのよう

に取り組むか、さらには、人口の減少、年少人口の割合の減少といった根本的な問題

にどのように対応するかは、市全体の政策の課題であると言える。 

尼崎市の人口の減少が、我が国全体の人口減少より３５年先行して始まっている点

や年少人口の割合が他都市と比較して低い現状は、住宅以外の要因についても原因分

析する必要性を示している。 

たとえば「転出入の実態と転出入者等の意識調査」（尼崎市）における転出者アンケ

ートでは、国レベルあるいは広域で取り組むべき大気の汚れ、車の騒音・振動、飛行

機の騒音等の他にも、治安、街並み、公園・緑地の少なさ、公立学校教育など、尼崎

市として取り組むべき課題も示されている。特に注目に値すると考えられる回答とし

て、転出理由には挙げられているものの転入理由にはゼロパーセントとされている項

目である。具体的には「子どもの進学」「公立学校教育」「高齢者福祉」である。転出

理由として掲げられている割合としては低いものの、転入理由には全く掲げられてい

ないという事実が何を物語っているかは十分に分析検討すべき内容であり、こうした

視点を踏まえて取り組む姿勢がなければ単に「住宅」の問題に矮小化され、市全体の

発展には結びつかないと考えられる。 

市営住宅をはじめとする住宅の問題は、尼崎市の政策全体の中で解決していかなけ
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ればならない問題であるということができる。 

人口及び住宅等に関して他都市との比較において示されたデータは、他都市と同程

度あるいはそれ以上に良好なレベルとなるように何らかの政策を実行する必要がある

ものもあれば、現状を認識した上で、他都市との差別化を図ることによって、尼崎市

の魅力を生み出すことができるものもあると考えられる。 

未来の尼崎市をどのような都市とするかは市全体の政策に相当程度依存しているこ

とは明らかであり、住宅政策はその一部を担っている。その中で、行政のコスト負担

で供給・管理運営される市営住宅をどのような量・質で供給・管理運営するかという

決定は、政策理念そのものが集約される項目の一つともいうことができる。 

いわゆる周辺都市との都市間競争と言われる競争が現実化している現在、住宅政策

を含め、市としての未来を見据えた政策が速やかに実行されなければ勝ち残ることは

できないことは極端な例ではなく、都市の財政破綻が現実味を帯びている厳しい都市

運営の現状を見れば明らかである。 

 

（３）小学校・中学校 

① 市の見直し計画 

「適正規模・適正配置推進計画」（平成２３年２月改訂） 

（Ａ）市の小学校・中学校の適正規模および適正配置の考え方 

適正規模の範囲及び適正配置の考え方は、平成１２年７月に尼崎市立小・中学

校適正規模等懇話会から報告された「尼崎市立小・中学校適正規模・適正配置

について（報告書）」で示されている考え方による。 

（a） 適正規模 

・ 小学校の適正規模 

１２学級から２４学級の学校 

・ 中学校の適正規模 

１２学級から２４学級の学校 

なお、理想的な学校規模は、１５学級から１８学級 

（b） 適正配置 

・ 複数の小学校で１中学校を構成すること 

・ 原則として、校区内に設置されていること 

・ 小学校と中学校の連携が強化できること 

・ 通学距離及び時間、通学安全の確保、地域社会との連携を配慮すること 

（Ｂ) 適正規模・適正配置を推進する学校 

（a）統合によって推進する学校 

＊ 小学校 

・開明小学校 と 城内小学校（平成１６年度統合 明城小学校) 

・北難波小学校と 梅香小学校 

・清和小学校 と 長洲小学校 
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・常光寺小学校と 杭瀬小学校（平成１８年度統合 杭瀬小学校) 

・成徳小学校 と 大庄小学校（成徳小学校が適正規模校となったため、平成２

２年度削除） 

・若葉小学校 と 西小学校 

＊ 中学校 

・城内中学校 と 育英中学校（平成１７年度統合 成良中学校) 

・明倫中学校 と 昭和中学校（平成１７年度統合 中央中学校) 

・若草中学校 と 小田南中学校 

・大庄東中学校と 大庄西中学校（平成１８年度統合 大庄中学校） 

・啓明中学校 と 大庄中学校 

（b） 通学区域の変更によって推進する学校 

・小田北中学校と小園中学校（平成１９年度実施) 

・小田北中学校と若草中学校 

・昭和中学校と大成中学校（平成１７年度実施) 

 

（C）小中学校の統廃合および跡地利用の状況について 

対象校 跡地利用状況・現状

開明小学校 ⇒ 尼崎市役所　開明庁舎

城内小学校 ⇒ 明城小学校 H１６年度統合 新校名　明城小学校

北難波小学校 土地評価額： 3,403,200

梅香小学校 土地評価額： 1,793,857

清和小学校 土地評価額： 2,310,535

長洲小学校 土地評価額： 1,860,481

常光寺小学校 ⇒ 売却済。
住宅（戸建）が建設されている。残地は公園（予
定）となる。（公有財産課）

杭瀬小学校 ⇒ 杭瀬小学校 H１８年度統合学校名　杭瀬小学校

若葉小学校 土地評価額： 1,825,958

西小学校 土地評価額： 2,033,167

城内中学校 ⇒ 城内中校舎…文化財収蔵庫
グラウンド…城内高等学校第二グラウンドとして使
用。

旧　成良中学校土地

育英中学校 ⇒ 成良中学校 H１７年度統合新校名　成良中学校

明倫中学校 ⇒ 売却済。
大型マンション建設されている。（公有財産課）

昭和中学校 ⇒ 中央中学校 H１７年度統合新校名　中央中学校

若草中学校 土地評価額： 2,344,033

小田南中学校 土地評価額： 2,105,008

大庄東中学校 ⇒ 大庄中学校 H１８年度統合 新校名　大庄中学校

大庄西中学校 ⇒ 市民意見交換会を実施。
一部売却済（特別養護老人ホーム建設予定）
残地…公園用地、公共施設用地として活用予定で進
めている。
現在は、地域のグラウンドとして使用。（公有財産
課）

旧　大庄中学校土地

啓明中学校 土地評価額： 2,077,030

大庄中学校 土地評価額： 3,754,386

土地評価額合計： 23,507,660

統合　未決定

⇒

備考 （単位千円）

⇒

⇒

⇒

⇒

統合　未決定

統合　未決定

統合　未決定

統合　未決定

 

統合実施後、存続する学校に新たな設備資金がかからないとすれば、 

約１００億円の歳入が生じる（≒２３５億円÷２）。 
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② 市の現状の計画は次のとおりである。 

「プラン２３」５．平成２３～２４年度における投資的事業の予定について １．

継続中の大規模投資事業【事業予定表】 

２３年～２４年度 事業名 事業概要 

事業内容 事業費（百万円） 

（２３年度） 

耐震診断調査 

２６ 

（２４年度） － 

（５）学校適正規模・

適正配置推進事業 
 

（１６～２５年度） 

教育上の適切な児童生徒集団を
確保し、良好な学習環境の創出を

図るための施設整備等 

 
第二次推進計画 

統合 

小学校 ６校       

   中学校 ４校 
  校区変更 

   中学校 ２校 

（２４年度以降の施設整備は、推
進計画の進捗及び耐震診断結果

を踏まえる中で整理する） 

合計 ２６ 

 

平成１２年７月に尼崎市立小・中学校適正規模等懇話会から報告された「尼

崎市立小・中学校適正規模・適正配置について（報告書）」で示された適正規

模の範囲及び適正配置の考え方にもとづき計画された統合、通学区域の変更に

よって推進されている。大庄西中学跡地については「大庄中部≪未来につなぐ

≫まちづくり市民委員会」（平成 21 年 10 月）において有効利用が検討されて

いる。また、城内中学跡地にある校舎は文化財収蔵庫として、グラウンドは尼

崎市立城内高等学校（以下、城内高校という。）第二グラウンドとして有効利

用が図られているところである。 

 

（４）高等学校 

① 全日制高校についての市の見直し計画 

平成１５年７月の尼崎市立高等学校教育審議会答申をもとに作成された、今後

の市立全日制高等学校教育における適正規模の確保、特色づくり・魅力づくり、

入学者選抜制度について、改革の基本方針を定めた市立全日制高等学校教育改

革基本計画（平成 16 年 6 月に策定）に基づき、同基本計画に示された方向性を

具体化するものとして「市立全日制高等学校教育改革実施計画」が存在する。

その概略は次のとおりである。 

（Ａ）計画の概要 

尼崎市立尼崎東高等学校（以下、東高校という。）と尼崎市立尼崎産業高等

学校（以下、産業高校という。）との発展的統合を行い、適正な学校規模を確
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保する。 

市の人口動向、生徒数の将来推計、市立高等学校の学級数等の状況を勘案する

と、２校の発展的な統合を行い、効果的な教育投資を行う中で特色づくりを進

めるとともに、学校教育活動の活性化を図る。 

 （a）東高校と産業高校との発展的統合を行い、新たな高等学校をつくる。 

 （b）新たな高等学校は、学校教育活動の活力が維持できる適正な学校規模を

確保する。 

②市立定時制高校の再編について 

平成２２年４月の尼崎市立高等学校教育審議会答申「尼崎市立定時制高等学校

の今後のあり方について」にもとづき、定時制高等学校の再編についての基本

方針が定められた「尼崎市立定時制高等学校の再編について（基本方針）」が

存在する。この方針内容はつぎのとおりである。 

（Ａ）具体的内容 

（a）学科の再編 

現在の尼崎市立尼崎工業高等学校（以下、市立工業高校という。）（機械科及

び電気科各1学級）及び城内高校（普通科及び商業科各1学級）の学科をすべて

普通科に再編する。 

（b）再編後の学校の場所 

学科をすべて普通科に再編することから、現在の2校を1校にし、場所について

は、通学の利便性等を考慮し、現在の城内高校の場所とする。 

 

③市の計画は次のとおりである。 

（Ａ）「プラン２２」１－（４）事務事業の見直し、ＮＯ.５７ 

市立全日制高等学校の見直し（変更）事業 

変更前 変更後 

 対象 

 尼崎高等学校、尼崎東高等学校、尼崎産業高等学

校の生徒 

２ 改善内容 
 平成１７年度に策定した市立全日制高等学校教育

改革実施計画をもとに、県との調整を図りながら、

高等学校の改革を推し進める中で、尼崎東高等学校
と尼崎産業高等学校を統合することに伴い、併せて

経常的経費の見直しを行う。 

３ 改善理由 
 適正規模、特色づくりを推進するため。 

４ 実施時期 

平成２０年度 新たな高等学校の建設工 

事（～２１年度） 
 平成２２年度 統合による新しい高等学 

校の設置 

５ その他 
 平成２０年度入試（平成２０年２、３月）から入

１ 対象 

 同左 

 

２ 改善内容 
 同左 

 

 
 

 

 
３ 改善理由 

 同左 

４ 実施時期 

平成２２年度 （仮称）尼崎双星高等学校 
の建設工事 

 平成２３年度 （仮称）尼崎双星高等学校 

の開校 
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変更前 変更後 

学者選抜制度の改編 

６ 事業費（一般財源） 

 ２，１９８百万円（１，９９８百万円） 

※ 効果額は同規模程度の高等学校との比較による
概算額である。 

（Ｂ）「プラン２３」１－（４）事務事業の見直し、№３９ 

市立定時制高等学校の見直し（変更）事業 

変更前 変更後 

１．改善内容 

県立高等学校教育改革第二次実施計画による阪神

地域の定時制高校の改革に合わせて、平成 21年度
に市立高等学校教育審議会を設置する。 

 

 
 

 

 
２．改善理由 

本市を含めた阪神地域の県立定時制高等学校の改

革が進められる中で、市立定時制高校のあり方（学

校・学級数・学科構成等）を抜本的に編成する必要
があるため。 

 

 
 

３．実施時期 

市立定時制高等学校の再編等に向けた取り組みを
推進するため、平成 21年度に市立高等学校教育審

議会を設置し、以降のスケジュールは、審議会の答

申を受けて検討する。 

 
 

４．事業費（一般財源） 

２０６百万円（１９５百万円） 

１.改善内容 

 尼崎工業高校(機械科及び電気科各１学 

級)と城内高校(普通科及び商業科各１学級) 
の学科をすべて普通科に再編し、その中に 

商業科目や工業科目の選択が可能となる 

コースや類型などを設置するとともに、現在 
の２校を１校に統合する。 

 統合の場所については、通学の利便性等 

を考慮し、現在の城内高校の場所とする。 
２.改善理由 

 中学生の志願状況を見ると、普通科志向 

が強い傾向にあることや、中学校卒業まで 

に習得しておくべき学習を習得できていない 
生徒の割合が高いことなどを踏まえ、基礎 

基本の習得を図るとともに、将来の就職も 

視野に入れた学習環境を整えるため、市立 
定時制高校を再編する。 

３.実施時期 

 平成２３年度 実施計画の策定、現城内高 
校の施設整備設計 

 平成２４年度 現城内高校の耐震化工事、 

施設整備 

 平成２５年度 募集停止、再編後の市立定 
時制高校の開校 

 

④計画の遂行状況および統合後の跡地利用 

新校は平成２２年度に完成し、双星高校として平成２３年４月に開校してお

り、東高校の敷地は、暫定的に双星高校の第二グラウンドとして利用している。 

また、産業高校が利用していたグラウンドは統合後、市立工業高校が利用し

ているが、市立工業高校は平成２６年に城内高校と統合する計画があり、城内

高校への統合移転後の跡地利用として兵庫県立新病院の建設が予定されている。 
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＜尼崎市立東高校と尼崎市立産業高校が尼崎市立双星高校に統合移転＞

尼崎双星高等学校

（水道局からの借地）

尼崎東高等学校
尼崎工業高校

尼崎産業高等学校

 

＜統合後の跡地利用について＞

尼崎東高等学校跡地 尼崎工業高校

有効活用を検討中 尼崎工業高校を城内高

校に統合移転し、兵庫県

立病院の建設を予定

 

東高校の跡地については水道局所有の浄水場跡地（尼崎市立尼崎双星高等学

校（以下、双星高校という。）の校地）と交換する予定であったが、より有効な

東高校跡地の利用を行うため、平成２３年度に企画財政局でワーキンググルー

プを立ち上げ、現在検討が進められているところである。 

産業高校の跡地については市立工業高校と共同で利用していた実習施設やグ

ラウンド等を市立工業高校が単独で利用しているが、市立工業高校は高等学校

教育審議会の答申（平成２３年４月）を受け、城内高校の普通科として再編す

る予定である。 

市立工業高校跡地には兵庫県立新病院の建設計画があり、２０１２年度より

着工予定となっている。 

 

（６）幼稚園 

①市の現状の計画は次のとおりである。 

「プラン２２」【平成２２年度実施項目のうち改革改善の方向に変更等がある

項目】１-(４)事務事業の見直し №５８市立幼稚園の見直し（変更） 

変更前 変更後 

１ 対象 

 就学前児童 

２ 改善内容 

 市立幼稚園のあり方について検討を行う。 
 

 

 
３ 改善理由 

 本市の幼児教育の振興及び運営体制の効率化を図

るため。 
 

 

４ 実施時期 

 － 
 

 

１ 対象 

同左 

２ 改善内容 

 現在の園児数の確保を基本に、将来の幼児数の推
移等を考慮する中で、今後の市立幼稚園の機能及び

役割、適正規模・適正配置のあり方や、市立幼稚園

における教育向上策等について検討を行う。 
３ 改善理由 

 少子化により定員の約６割程度の就園率になって

いる現況と幼児教育を取り巻く状況の変化等を踏
まえる中で、本市の幼児教育の振興と運営体制の効

率化を図るため。 

４ 実施時期 

 平成２２年度 検討組織の設置 
平成２３年度 条例改正案の提案 

 平成２４年度 廃止対象園の４歳児入園停止、廃
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変更前 変更後 

 

 

５ 事業費（一般財源） 

 ８４５百万円（７０８百万円） 

園 

 平成２５年度 新たな体制での運営の実施 

②計画の遂行状況 

平成２２年１１月に尼崎市立幼稚園のあり方検討会において市立幼稚園がめ

ざす姿や市立幼稚園の教育内容の充実策のほか、効果・効率的な運営体制につ

いての検討が行われ、この報告書をもとに平成２３年５月に尼崎市立幼稚園教

育振興プログラム（素案）が作成されている。その概略は次のとおりである。 

（Ａ）市の効果的な取組みを行うための市立幼稚園の再編 

（a）定員、学級数の考え方 

次に掲げる考え方を基本とし、再編後の定員及び学級数は下表のとおりとする。 

・ ４歳児の定員は、入園機会を確保するため、平成２３年度向け入園児募集時

の応募者総数（５６５人）を基本とする。１学級あたりの定員は現行の３０人

とし、学級数を設定する（１９学級）。 

・ 複数学級を確保することを前提に、今後は人口動態に応じて、学級数、園数

を見直していく。 

・ ５歳児については、１年保育の希望者が近年減少していることから、４歳児

と比較して５人増の３５人を学級定員とし、４歳児と５歳児の学級数を同数に

することで、１年保育のみを希望する者を受け入れることができる。 

・ 特設学級は存続する全ての園で実施し、１学級１０人の定員とする。 

（b）再配置園の考え方 

次の考え方に基づき、教育内容の充実を図る市立幼稚園は、竹谷、長洲、大島、

立花、塚口、武庫、園田、園和北、小園幼稚園とする。 

・ 教育の充実を図るため、全園において年齢毎に複数学級を編成する。 

・ 市立幼稚園教育を受ける機会均等の確保に努めるとともに、家庭の教育力向

上支援のため、親子登園を今後とも奨励することを基本とする。 

・ 市立幼稚園から徒歩３０分圏内（半径１．５km）に居住する市立幼稚園応募

者が多く、かつ、見直し後の各園の定員と比較し、その幼児数が極力近似にな

るよう配置する。 
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第３ 監査の結果 

 

１．監査対象財産への結果及び意見の集計 

「監査の結果及び意見」を集計すると次のようになる。 

結果 意見 結果 意見 結果 意見 結果 意見
消防局 - - 0
総務局 - 1 - 1 2
教育委員会 - 6 - 3 6 - 15
協働推進局 1 8 9
環境市民局 - 1 1 1 3
健康福祉局 - 3 - 1 4
こども青少年局 - 8 - 1 9
産業経済局 - 2 - 2 1 - 5
都市整備局 19 18 37
総合意見 - 1 1
小計 1 29 19 24 - 2 8 2
合計

85

貸館 未利用地等

30 43 2 10

その他の施設 使用許可
所管局・他 合計

 

第２，３、（１）アンケートの実施にあるように、使用許可の回答は３５０

件であるが、指摘事項は１０件に留まっている。もっとも、使用許可は主と

して「合規性」のチェックが中心になり「結果」に直結する比率が高いと言

える。 

都市整備局の「結果」は公有財産台帳記載関係が中心である。 
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２．貸館 

（１）教育委員会 

教育委員会は市の学校教育、社会教育並びに学術文化に関する地方教育行政

機関である。 

教育委員会は次の規定により設置される。 

法第１８０条の８ 

教育委員会は、別に法律の定めるところにより、学校その他の教育機関を管

理し、学校の組織編制、教育課程、教科書その他の教材の取扱及び教育職員の

身分取扱に関する事務を行い、並びに社会教育その他教育、学術及び文化に関

する事務を管理し及びこれを執行する。 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２条）  

第２条 

都道府県、市（特別区を含む。以下同じ。）町村及び第２３条に規定する事

務の全部又は一部を処理する地方公共団体の組合に教育委員会を置く。 

 また、教育委員会の職務権限は次のとおりである。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２条） 

第２３条  教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育に関する事務で、

次に掲げるものを管理し、及び執行する。  

一 教育委員会の所管に属する第３０条に規定する学校その他の教育機関（以

下「学校その他の教育機関」という。）の設置、管理及び廃止に関するこ

と。  

二 学校その他の教育機関の用に供する財産（以下「教育財産」という。）の

管理に関すること。  

三 教育委員会及び学校その他の教育機関の職員の任免その他の人事に関する

こと。  

四 学齢生徒及び学齢児童の就学並びに生徒、児童及び幼児の入学、転学及び

退学に関すること。  

五 学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒指導及び職業指導に関するこ

と。  

六 教科書その他の教材の取扱いに関すること。  

七 校舎その他の施設及び教具その他の設備の整備に関すること。  

八 校長、教員その他の教育関係職員の研修に関すること。  

九 校長、教員その他の教育関係職員並びに生徒、児童及び幼児の保健、安全、

厚生及び福利に関すること。  

十 学校その他の教育機関の環境衛生に関すること。  

十一 学校給食に関すること。  

十二 青少年教育、女性教育及び公民館の事業その他社会教育に関すること。  

十三 スポーツに関すること。  

十四 文化財の保護に関すること。  
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十五 ユネスコ活動に関すること。  

十六 教育に関する法人に関すること。  

十七 教育に係る調査及び基幹統計その他の統計に関すること。  

十八 所掌事務に係る広報及び所掌事務に係る教育行政に関する相談に関する

こと。  

十九 前各号に掲げるもののほか、当該地方公共団体の区域内における教育に

関する事務に関すること。 

 

（地区公民館、分館） 

①  公民館の定義 
社会教育法（昭和２４年、法律第２０７号。以下、社法という。）、第２０条

には公民館の目的が規定されている。 

公民館は、市町村その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、

学術及び文化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増

進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目

的とする。 

このために設置される施設が公民館である。 

 

②  設置者 
公民館の多くは、市町村が設置し管理運営している。（社法第２１条） 

公民館は、市町村が設置する。  

２  前項の場合を除くほか、公民館は、公民館の設置を目的とする一般社団法

人又は一般財団法人（以下この章において「法人」という。）でなければ設置

することができない。  

３  公民館の事業の運営上必要があるときは、公民館に分館を設けることがで

きる。 

 

③ 公民館数 
全国の公民館数は約１６００であり、内訳は次のようになっている。 

設置者別指定管理者別公民館数

全国割
合

民法34条
法人

会社 NPO その他 計
全国割
合

市 11,578 72.6% 208 28 16 600 852 7.4%
町 3,807 23.9% 16 9 4 298 327 8.6%
村 553 3.5% 1 - - 41 42 7.6%
民法34条
法人

5 0.0% - - - - - -

全国合計 15,943 100％ 225 37 20 939 1,221 7.7%
本館 10,395 65.2%
分館 5,548 34.8%

文部科学省、社会教育調査、平成20年度中間報告、10月1日現在より抜粋。一部加筆。
「民法34条法人」は、平成20年12月1日から「特例民法法人」となる。

区分 計
うち、指定管理者
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④ 公民館の事業 
公民館は、その目的達成のために、おおむね、次の事業を行うと定められて

いる（社法第２２条）。 

① 定期講座を開設すること。  

② 討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等を開催すること。  

③ 図書、記録、模型、資料等を備え、その利用を図ること。  

④ 体育、レクリエーシヨン等に関する集会を開催すること。  

⑤ 各種の団体、機関等の連絡を図ること。  

⑥ その施設を住民の集会その他の公共的利用に供すること。 

また、公民館の設置及び運営に関する基準（平成１５年文部科学省告示第１

１２号。以下、運営基準という。）では次のように定められている。 

地域の学習拠点としての機能の発揮 

 講座、講習会等多様な学習機会の提供（第３条） 

 家庭教育への支援（第４条） 

 奉仕・体験活動に関する学習機会・学習情報の提供（第５条） 

学校、家庭、地域社会との連携（第６条） 

公民館運営審議会等、地域の実情に応じ、地域住民の意向を適切に反映した

運営に努める（第７条） 

 

⑤ 公民館の運営方針と特徴 
公民館は「教育施設」であり集会施設ではない。公民館は、次の行為を行っ

てはならないと定められている（社法第２３条）。  

① もっぱら営利を目的として事業を行い、特定の営利事務に公民館の名称を

利用させその他営利事業を援助すること。  

② 特定の政党の利害に関する事業を行い、又は公私の選挙に関し、特定の候

補者を支持すること。  

２ 市町村の設置する公民館は、特定の宗教を支持し、又は特定の教派、宗派

若しくは教団を支援してはならない。 

 

地域住民の学習を企画立案するために、職員必置が求められている（社法第

２７条）。 

公民館に館長を置き、主事その他必要な職員を置くことができる。  

２  館長は、公民館の行う各種の事業の企画実施その他必要な事務を行い、所

属職員を監督する。  

３  主事は、館長の命を受け、公民館の事業の実施にあたる。 

また、運営基準には次のように規定されている。 

公民館に館長を置き、公民館の規模及び活動状況に応じて主事その他必要な職

員を置くよう努めるものとする。 
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２ 公民館の館長及び主事には、社会教育に関する識見と経験を有し、かつ公

民館の事業に関する専門的な知識及び技術を有する者をもって充てるよう努め

るものとする。 

３ 公民館の設置者は、館長、主事その他職員の資質及び能力の向上を図るた

め、研修の機会の充実に努めるものとする。 

地域の実情を反映し工夫をした教育事業を企画・実施していく館長・主事に

は高度な資質が求められることになる。 

 

⑥ 公民館の設置基準 
設置基準は次のように定められている（社法第２３条の２）。 

文部科学大臣は、公民館の健全な発達を図るために、公民館の設置及び運営上

必要な基準を定めるものとする。  

２  文部科学大臣及び都道府県の教育委員会は、市町村の設置する公民館が前

項の基準に従つて設置され及び運営されるように、当該市町村に対し、指導、

助言その他の援助に努めるものとする。  

（運営基準第２条） 

公民館を設置する市町村は、公民館活動の効果を高めるため、人口密度、地形、

交通条件、日常生活圏、社会教育関係団体の活動状況等を勘案して、当該市町

村の区域内において、公民館の事業の主たる対象となる区域を定めるものとす

る。 

 

上記を受けた市の公民館の設置の経過は次のとおりである。 

昭和２５年、尼崎市公民館設置条例の制定 

昭和３７年、尼崎市社会教育委員会議の「公民館体制の基本方針について」の

意見書で「地域に密着した公民館活動であるためには、１市多館制を基本方針

として、具体的に１中学校区に１館を建設して、これを公民館分館とし、その

中に中央公民館を置き、本館、分館方式による公民館体制をとること」が述べ

られた。 

昭和４４年、尼崎市社会教育委員会議の「市における公民館計画について」の

答申で「公民館の配置基準として、最低、各行政区に１館、全市で６館の公民

館、分館は１５館が建設されているが、地域的偏在がみられ、老朽館の改築も

併せ、半径７５０ｍに１館を目指す」という基本方針が示された。 

「プラン２２」 

改善内容 

 ６地区公民館に人員・財源を集中し機能の強化を図ることにより社会教育の

発展を目指すとともに、１６公民館分館については利用者の活動場所の確保に

努める中で、順次、地域に移管等を行い廃止する。 

改善理由 

 施設の老朽化が進み、維持管理経費等の増加が見込まれる中で、引き続き、

現在の２２館をすべて維持していくことが困難な状況であり、一層の経費の節
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減と業務の効率化を図る必要があるため。 

実施時期 

 平成２２～２４年度 地域、施設利用者等との協議 

 平成２４年度末 分館廃止 

 （取組内容、時期等については、今後、精査する） 

平成２３年度現在は６地区公民館、１６分館、合計２２館体制になっている。 

 

なお、設備及び設置に関する現在の運営基準は、平成１５年の運営基準改正

から簡略なものに修正されたものである（運営基準第９条）。 

公民館は、その目的を達成するため、地域の実情に応じて、必要な施設及び設

備を備えるものとする。 

２  公民館は、青少年、高齢者、障害者、乳幼児の保護者等の利用の促進を図

るため必要な施設及び設備を備えるよう努めるものとする。 

 

 

公民館の配置図及び所管する教育委員会の機構図は次のとおりである。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号） 

（教育委員会の職務権限）  

第２３条  教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育に関する事務で、

次に掲げるものを管理し、及び執行する。 

（省略） 

⑫ 青少年教育、女性教育及び公民館の事業その他社会教育に関すること。 
（省略） 
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＜公民館組織図＞ ＜公民館の形態＞
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⑦ 公民館グループ活動登録状況 
公民館は社法第２条の定義に基づき市民の自主性、自発的な組織的、継続的

学習活動を奨励、援助育成するため「公民館グループ」として登録することを

定めている。教育委員会に登録した社会教育関係団体及び公民館登録グループ

等が使用する場合は、使用料の減免規定が適用される。 

 

（社法第２条） 

この法律で「社会教育」とは、学校教育法 （昭和２２年法律第２６号）に基き、

学校の教育課程として行われる教育活動を除き、主として青少年及び成人に対

して行われる組織的な教育活動（体育及びレクリエーションの活動を含む。）

をいう。 

登録者及びグループ数の一覧は次のとおりである。 

（館別） 

平成２３年４月１日現在

人数
上
位
10

貸出数

中央 190 678 868 45 3 335 485 868 2 64 3 9,738 4 34,018
蓬川 52 142 194 0 0 52 142 194 22 1,604 3,972
開明 55 228 283 24 3 77 179 283 10 20 246 299
竹谷 23 164 187 0 0 71 116 187 17 1,108 2,535
城内 24 118 142 0 2 57 83 142 19 47 153

小田 149 676 825 25 1 340 459 825 3 68 2 28,307 1 95,807
杭瀬 54 176 230 3 1 101 125 230 27 10 1,404 4,201
城北 23 154 177 16 5 58 98 177 20 749 2,590

大庄 53 256 309 2 0 123 184 309 9 31 8 8,474 6 29,732
大庄南 36 204 240 7 1 120 112 240 23 384 774
稲葉荘 19 176 195 7 3 71 114 195 25 1,918 10 5,269

立花 161 462 623 13 3 275 332 623 4 51 4 9,007 5 31,625
宮前 29 185 214 23 0 94 97 214 19

立花西 55 345 400 0 0 150 250 400 6 32 7
尾花 55 177 232 5 1 80 146 232 22 2,758 9 8,541

武庫 243 945 1,188 189 4 554 441 1,188 1 78 1 17,633 3 70,591
武庫北 19 120 139 10 0 58 71 139 13 875 2,268

園田 140 426 566 27 2 202 335 566 5 46 5 18,236 2 66,634
塚口南 76 294 370 54 0 204 112 370 7 26 6,891 7 23,668
戸ノ内 1 42 43 0 0 1 42 43 6 265 416
園和北 32 239 271 0 0 108 163 271 28 9 528 1,409
小園 25 328 353 0 0 128 225 353 8 39 6 4,817 8 16,079
合計 1,514 6,535 8,049 450 29 3,259 4,311 8,049 696 114,989 400,581

18.8% 81.2% 100% 5.6% 0.4% 40.5% 53.6% 100%
「公民館のあゆみ2011」より抜粋、一部加筆

図書利用状況

計 上位
10

グ
ルー
プ数

上
位
10

少年 青年 成人 高齢者
公民館

左：地区会館
右：分館

男 女 計

 
女性の高齢者の利用が圧倒的に多いことが分かる。 
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（部門別） 

平成２３年４月１日現在

部門 男 女 計 少年 青年 成人 高齢者 計 上位
5
グルー
プ数

上位
5

文芸 60 218 278 0 0 56 222 278 27
教養 254 826 1,080 311 0 518 252 1,081 2 64 5

書・毛筆 62 368 430 20 4 181 225 430 41
絵画・写真 130 342 472 0 0 178 294 472 45
工芸 58 162 220 0 0 96 124 220 23
洋楽 75 746 821 0 2 292 527 821 5 49
邦楽 148 446 594 3 2 145 445 595 72 3
舞踊 199 1,029 1,228 29 8 399 789 1,225 1 121 1
能 13 28 41 0 0 8 33 41 4
演劇 7 35 42 8 0 29 5 42 5
手芸 3 501 504 0 0 199 305 504 62

生活文化 324 599 923 19 7 351 547 924 4 82 2
健康・体操 130 892 1,022 60 6 556 400 1,022 3 71 4
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 51 343 394 0 0 251 143 394 30
合計 1,514 6,535 8,049 450 29 3,259 4,311 8,049 696

18.8% 81.2% 100% 5.6% 0.4% 40.5% 53.6% 100%
「公民館のあゆみ2011」より抜粋、一部加筆  

部門別の利用形態は、舞踊、教養、健康・体操の順に多い。 

⑧ 公民館利用状況 
平成１８年度から５年間の利用状況の推移は次のとおりである。 

平成２２年度

件数（使
用室数）

人数
件数（使
用室数）

人数
件数
（使用
室数）

人数
件数（使
用室数）

人数
件数（使
用室数）

18年度を
基準にし
た比率

人数
18年度を
基準にし
た比率

１８年度 2,974 58,291 23,814 247,441 1,750 33,493 10,345 165,986 38,883 100.0% 505,211 100.0%
１９年度 2,473 57,457 23,129 252,737 1,735 27,755 10,575 164,434 37,912 97.5% 502,383 99.4%
２０年度 2,764 59,494 22,361 229,204 2,041 37,942 10,423 163,348 37,589 96.7% 489,988 97.0%
２１年度 1,483 36,653 20,917 215,789 1,885 33,618 10,582 172,721 34,867 89.7% 458,781 90.8%
２２年度 1,438 46,612 20,871 212,598 1,592 31,854 10,796 175,780 34,697 89.2% 466,844 92.4%

主催事業には館外（ロビー等）・子育て学習相談の実績は含まない
「公民館のあゆみ2011」より抜粋、一部加筆

合計社会教育団体 各種団体

年度

主催事業 公民館グループ

 
５年間で使用室数で約１０％、利用人数で約８％の減少である。 

 

公民館の館別・利用団体別の平成２２年度実績は、次のとおりである。 
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平成２２年度

件数
（使用
室数）

人数
件数（使
用室数） 人数

件数
（使用
室数）

人数
件数（使
用室数） 人数

件数（使
用室数） 人数 比率

中央 183 7,299 1,822 19,375 522 11,351 1,256 27,211 3,783 65,236
蓬川 9 465 753 6,138 27 305 126 1,345 915 8,253
開明 11 203 553 6,681 77 1,086 117 1,372 758 9,342
竹谷 15 516 523 4,757 2 120 188 2,952 728 8,345
城内 14 467 529 3,232 0 0 139 2,015 682 5,714
地区計 232 8,950 4,180 40,183 628 12,862 1,826 34,895 6,866 96,890 20.8%

小田 211 9,672 1,725 19,105 62 1,164 1,812 29,753 3,810 59,694
杭瀬 17 334 953 7,555 45 456 237 2,068 1,252 10,413
城北 26 751 504 4,313 12 174 201 1,527 743 6,765
地区計 254 10,757 3,182 30,973 119 1,794 2,250 33,348 5,805 76,872 16.5%

大庄 118 4,819 976 8,412 49 1,355 627 12,384 1,770 26,970
大庄南 12 799 845 7,248 41 669 183 2,204 1,081 10,920
稲葉荘 11 579 899 6,398 26 361 368 4,802 1,304 12,140
地区計 141 6,197 2,720 22,058 116 2,385 1,178 19,390 4,155 50,030 10.7%

立花 413 7,689 1,351 15,497 45 939 809 11,681 2,618 35,806
宮前 10 146 579 6,186 145 2,898 579 9,506 1,313 18,736
立花西 14 320 979 11,004 6 42 628 6,302 1,627 17,668
尾花 19 842 794 6,893 12 110 173 2,723 998 10,568
地区計 456 8,997 3,703 39,580 208 3,989 2,189 30,212 6,556 82,778 17.7%

武庫 148 6,420 2,187 33,246 89 1,207 1,029 21,212 3,453 62,085
武庫北 10 181 540 4,233 3 40 160 1,384 713 5,838
地区計 158 6,601 2,727 37,479 92 1,247 1,189 22,596 4,166 67,923 14.5%

園田 158 3,772 1,400 15,561 297 7,912 926 18,060 2,781 45,305
塚口南 9 461 614 7,885 67 591 697 6,552 1,387 15,489
戸ノ内 7 63 220 1,425 0 0 104 2,787 331 4,275
園和北 12 305 827 6,672 60 1,022 285 5,873 1,184 13,872
小園 11 509 1,298 10,782 5 52 152 2,067 1,466 13,410
地区計 197 5,110 4,359 42,325 429 9,577 2,164 35,339 7,149 92,351 19.8%
合計 1,438 46,612 20,871 212,598 1,592 31,854 10,796 175,780 34,697 466,844 100％

（内訳）
地区公民館 1,231 39,671 9,461 111,196 1,064 23,928 6,459 120,301 18,215 295,096 63.2%

分館 207 6,941 11,410 101,402 528 7,926 4,337 55,479 16,482 171,748 36.8%
主催事業には館外（ロビー等）・子育て学習相談の実績は含まない

「公民館のあゆみ2011」より抜粋、一部加筆

合計社会教育団体 各種団体公民館
左：地区会館
右：分館

主催事業 公民館グループ

 

平成２４年度の分館廃止により、約４割の利用者が影響を受け、地区公民館

や福祉会館、地区会館などの他の貸館に利用者が流れるものと思われる。 

 

⑨ 公民館予算 
公民館活動予算の全館合計（平成 23 年度予算ベース）は次のとおりである。 

 

（千円/年） 

  地区公民館 分館 合計  

 人件費 ２２２，８８９ ４３，７１３ ２６６，６０２  

 委員等報酬 ４００ ０ ４００  

 維持管理費 １０８，７４０ ９５，３７９ ２０４，１１９  

 指定管理料 ０ ０ ０  

 整備費 ８６５ ４，３９１ ５，２５６  

 事業費等 ６，６９３ １，３６７ ８，０６０  

  小計 ３３９，５８７ １４４，８５０ ４８４，４３７  
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  地区公民館 分館 合計  

 （特定財源）     

 使用料 １９，５７５ ７，１１５ ２６，６９０  

 （差引、一般財源充
当額） 

３２０，０１２ １３７，７３５ ４５７，７４７  

 減価償却額 ４８，５２４ ６，９７１ ５５，４９５  

 支払利息 １７，６０６ ７０ １７，６７６  

 コスト総額 ３８６，１４２ １４４，７７６ ５３０，９１８  

 

⑩ 公民館類似施設とその利用状況 
いわゆる貸館（使用料を徴収して室を貸す）としては、地区会館などが存在

するが、ここでいう公民館類似施設はそうではない。 

運営基準の第６条第２項、「公民館は、その対象区域内に公民館に類似する施

設がある場合には、必要な協力及び支援に努めるものとする」とあるが、ここ

でいう公民館類似施設は、社法第４２条第１項に規定されている、住民の自治

で設置・運営される公民館をいう。一般的には、自治会や町内会等の地域の住

民により設置されるものや市が設置する自治会等の集会施設（公設民営）で住

民の地域活動の場に活用されるために設置される自治公民館のことをいうが、

自治公民館だけでなく、広義の範囲では、生涯学習センタ－、コミュニティ施

設、文化会館、集会所も含まれる。 

社法第４２条第 1項 

公民館に類似する施設は、何人もこれを設置することができる。 

尼崎市においては福祉会館や町内会館がこれに該当するが、当該施設は集会

施設が主な用途であり、要望もないことから、具体的な協力、支援はないのが

現状である。 

 

⑪ 公民館の転用等について 
「転用等」とは所有者の変更を伴わない目的外使用である転用と、譲渡、交換、

貸付、取壊し、廃棄、担保処分などを含む。 

公民館の転用等については次の取扱いになっている。 

社法第３８条 

国庫の補助を受けた市町村は、左に掲げる場合においては、その受けた補助金

を国庫に返還しなければならない。  

①  公民館がこの法律若しくはこの法律に基く命令又はこれらに基いてした処

分に違反したとき。  

②  公民館がその事業の全部若しくは一部を廃止し、又は第２０条に掲げる目

的以外の用途に利用されるようになつたとき。  

③  補助金交付の条件に違反したとき。  

④  虚偽の方法で補助金の交付を受けたとき。  
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また、公立社会教育施設整備費補助金を受けて建設した施設の財産処分につ

いては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第

１７９号）第２２条、財産の処分の制限 

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第１４条、財産の処

分の制限を適用しない場合 

法第２２条ただし書に規定する政令で定める場合は、次に掲げる場合とする。  

①  補助事業者等が法第７条第２項の規定による条件に基き補助金等の全部に

相当する金額を国に納付した場合  

②  補助金等の交付の目的及び当該財産の耐用年数を勘案して各省各庁の長が

定める期間を経過した場合  

２  第９条第３項から第５項までの規定は、前項第２号の期間を定める場合に

ついて準用する。 

平成２０年７月、地方公共団体の補助対象財産の転用等について、概ね１０

年を経過したものについては補助の目的を達成したものとみなし、原則として

報告をもって国の承認があったものとみなすこと（包括承認制）などが決定さ

れた。 

公立社会教育施設整備費補助金に係る財産処分の承認等について（平成10年3

月31日、生涯学習局長裁定、平成20年7月25日改正） 

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第２２条に規定する公立社会

教育施設整備費補助金に係る財産処分の承認等についての取扱いは、原則とし

て、次によるものとする。 

１ 財産処分を行おうとする場合は、文部科学大臣に申請書を提出し、承認を得

るものとする。 

２ 有償譲渡及び有償貸付を除く財産処分（転用、譲渡、貸付、交換及び取壊し

等）で、文部科学大臣への報告があったものについては、１にかかわらず、文

部科学大臣の承認があったものとして取り扱うとともに、国庫納付に関する条

件（財産処分に係る納付金を国庫に納付する旨の条件をいう。）を付さない。

ただし、この報告において、関係法令の規定に反するものや記載事項の不備な

ど必要な要件が具備されていない場合は、この限りではない。 

補助対象資産が、近年における急速な少子高齢化の進展、産業構造の変化等

の社会経済情勢の変化に対応するとともに、既存のストックを効率的に活用し

た地域活性化を図るため、承認基準等の一層の弾力化及び明確化が図られてい

る。 

 

補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した政令で定

める財産を、各省各庁の長の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。た

だし、政令で定める場合は、この限りでない。 
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⑫ 公民館と指定管理者制度 
指定管理者制度は、広く民間事業者等を含む幅広い候補者の中から、最も適

切な団体を議会の議決を経て公の施設（法第２４２条）の管理を代行させ、民

間の知恵とノウハウを活用し効率的・効果的な施設運営を通じ住民サービスの

向上、管理、経費の節減を図りながら、多様化する住民ニーズにより効率的・

効果的に対応していくための制度である。 

公民館が教育施設で、社法第２８条には教育委員会による任命規定があるた

め館長は特別職の公務員であり、どこまで指定管理者制度が適用可能であるか、

「公の施設」に該当するか、あるいはなじむ施設なのかは、従来から議論のあ

るところであった。 

 

⑬ 社会福祉法人に対する区分所有権の無償譲渡について 
 中央公民館開明分館・竹谷分館、園田公民館園和北分館のそれぞれ１階は市

の保育所であったが、順次社会福祉法人に移管している。 

尼崎市立保育所条例（昭和 27 年、条例第 45 号） 

付 則(平成 8年、条例第 27 号) 

(旧保育所建物の譲与) 

2 この条例の施行により保育所としての用途が廃止された後の当該保育所の用

に供されていた建物は、社会福祉法人が社会福祉法(昭和 26 年法律第 45 号)第 2

条第 3 項第 2 号に規定する保育所を経営する事業を行う場合において、当該保

育所の用に供するときは、当該社会福祉法人に譲与するものとする。 

 当該公民館分館を含む建物全体の将来の建替え、売却等において問題が生じ

ないか、以下に検討を加える。 

（１） 「建物等無償譲渡契約書」では，解除事由が限定されており，建替えの

必要を解約事由としていない。社会福祉法人が反対するかぎり，建替えが困

難になる。また，「建物等無償譲渡契約書」では，第三者に対して当該区分所

有権を譲渡・貸与することを禁じているが，約定に反して第三者に譲渡・貸

与があった場合，契約を解除しても，第三者の権利取得を覆す効果はない（民

法第５４５条第１項）。 

（２） 建替えについて賛否の意見がまとまらない場合，区分所有法に従った処

理が必要になり，建替え決議（区分所有法第６２条）が必要になる。大規模

復旧についても同様に区分所有法の規制に服する（区分所有法第６１条）。区

分所有法第６１条・第６２条の決議が必要な場合，社会福祉法人が反対する

かぎり，決議要件の具備が不可能になる。 

（社法第２８条） 

市町村の設置する公民館の館長、主事その他必要な職員は、教育長の推薦に

より、当該市町村の教育委員会が任命する。  
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（３） 「建物の管理等に関する協定書」は，区分所有者全員による合意書面で

あり，管理規約としての効力が生じる。同協定書では，「公民館の用途変更又

は廃止」を事前通知事項としているが，それにとどまり，それ以上の権利義

務を規定するものではない。したがって，「公民館の用途変更又は廃止」につ

いて事前通知があったからといって，明渡しの義務が生じるものではない。 

（４）保育所の民間移管は、移管前と比べ年間維持管理費が下がるというメリ

ットがあるが、そもそも移管云々の前に、建替え等を行う場合に児童福祉法

でいう事業を営む保育所を経営しているので、代替用地が必要になるがそれ

が見当たらないという地理的な問題がある。その結果、公民館と保育所（園）

の複合施設は、保育所（園）の存在が固定化してしまうため、その敷地を売

却して有効活用を図るという選択肢はないことになる。（なお、保育所（園）

の民間移管の所管は「こども青少年局、管理・計画担当」である。） 

 

⑭ 各公民館別の内容 
（Ａ）地区公民館 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９４９ 

財産名称（施設名） 中央公民館 

所在地（代表地番） 西難波町６丁目１４－３４ 

地区区分 中央 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、大ホール、小ホール、実習室、視聴覚室、学習室８、和

室２、図書コーナー 
土地面積・公有財産評価額 １，８３９．４５ ㎡ ２７０，３９９ 千円 

建物延床面積・取得価額 ２，４５６．０４ ㎡ １４５，９３１ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ４１ 

償却額（千円/年） ２，６２４  

累積額（千円） ９６，１３８  

残存額（千円） ４９，６２２  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ４６７，７１２  

その他  

機会費用合計（千円） ２７４，１８４  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時（日曜日

は午前 9 時～午後5 時） 

祝日（休日）、12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ３４５ 
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管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ２９．７  ２７．５  

利用件数（件） ４，０８２  ３，７８３  

貸出可能件数（件） １３，７６２  １３，７７６  

利用人数（人/年） ７１，７４９  ６５，２３６  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

正規 ７ ５７，０４３  

再任用 40ｈ ２ １０，７６４  

再任用 30ｈ ２ ５，８９０  

嘱託（一般） ２ ５，３０１  

臨時 １ １，８１７  

合計 １４ ８０，８１５  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ８０，８１５  

 委員等報酬  ４００  

 維持管理費  ２０，８５２  

 整備費  ８６５  

 事業費等  １，６２８  

  小計  １０４，５６０  

 （特定財源）    

 使用料 ４，４９８   

 （差引、一般財源充当額） １００，０６２  

 減価償却額 ２，６２４  

 コスト総額 １０２，６８７  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

２６，１１５ １，４９９ １，９４１ ２２３ 

現状の概要及び監査人の所見 

平成２３年１１月撮影 

鉄筋コンクリート造り３階建。 

大ホール（定員 300 人）を設置している。 
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利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．３％）を下回っている。また、平均利用

人数当たりコスト総額は約１５００円/人である。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和２５年７月１日 

 昭和３６年１１月１日、現在地に移転 

昭和４５年１０月２８日改築 

平成４年４月１日改築 

その他 

 市の公民館業務全般を行っており、他館と比べ人数が多くなっている。 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９６５ 

財産名称（施設名） 小田公民館 

所在地（代表地番） 潮江１丁目１１－１－１０１ 

地区区分 小田 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、実習室、学習室６、和室、図書コーナー、情報

コーナー 
土地面積・公有財産評価額 １，００４．２４ 

×0.140446（持分率） 

㎡ ３３９，４３３ 千円 

建物延床面積・取得価額 １，８８７．００ ㎡ １，３１５，２９３ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ １４ 

償却額（千円/年） ２３，６７５  

累積額（千円） ３３１，４５３  

残存額（千円） ９８３，８３９  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １７０  

建築費（千円） ３３２，１８６  

その他  

機会費用合計（千円） ３４４，１８５  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時（日曜日

は午前 9 時～午後5 時） 

祝日（休日）、12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ３４５ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ４３．４  ４３．０  

利用件数（件） ３，８４２  ３，８１０  

貸出可能件数（件） ８，８４７  ８，８５６  
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利用人数（人/年） ５８，８６５  ５９，６９４  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

正規 ２ １６，２９８  

再任用 40ｈ １ ５，３２８  

再任用 30ｈ ２ ５，８９０  

臨時 １ １，４５２  

合計 ６ ２８，９６８  

設置財源（築 20 年以内、修繕は 10 年以内に限る） 

設置時の起債額（千円） ２，２０７，６００ 

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２８，９６８  

 維持管理費  ２０，４４５  

 事業費等  １，０７８  

  小計  ５０，４９１  

 （特定財源）    

 使用料 ２，９９７   

 （差引、一般財源充当額） ４７，４９４  

 減価償却額 ２３，６７５  

 支払利息 １７，２８５  

 コスト総額 ８８，４５４  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

２３，１１９ １，４９２ １，１９９ １９２ 

現状の概要及び監査人の所見 

平成２３年１１月撮影 鉄筋高層２４階建の１・２階部分の一部。 

多目的ホール（定員 200 人）を設置して

いる。 

 

 

利用状況 

 高層ビルの１・２階部分を占める小田公民館は、ＪＲ尼崎駅から徒歩５分の

立地にあり、高層階及び近隣の住人の利用も見込め、４０％を超える利用率に

なっている。また、平均利用人数当たりコスト総額は、建物取得価額が高額で

あるため減価償却負担が大きく、約１５００円/人である。 
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現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和３４年１２月１日 

 平成１０年４月１５日、新築移転 

その他 

 築年数が浅く、また高層ビルの一角を占めることから、他の施設との複合化

になじまない施設である。 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９６３ 

財産名称（施設名） 大庄公民館 

所在地（代表地番） 大庄西町３丁目６－１４ 

地区区分 大庄 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、実習室、学習室４、和室２、図書コーナー 

土地面積・公有財産評価額 １，１３８．４７ ㎡ １４９，８９７ 千円 

建物延床面積・取得価額 １，５６０．５０ ㎡ １６，６５７ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ５０ 

償却額（千円/年） ３０４  

累積額（千円） １４，９９１  

残存額（千円） １，６６５  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ３０９，３７０  

その他  

機会費用合計（千円） １５１，９９６  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時（日曜

日は午前 9 時～午後5 時） 

祝日（休日）、12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ３４５ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ２２．３  ２２．５  

利用件数（件） １，７５６  １，７７０  

貸出可能件数（件） ７，８６４  ７，８７２  

利用人数（人/年） ２４，７１１  ２６，９７０  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

正規 ２ １６，２９８  

再任用 40ｈ １ ５，３８２  

再任用 30ｈ １ ２，９４５  
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嘱託（一般） １ ２，４０３  

臨時 １ １，４５２  

合計 ６ ２８，４８０  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２８，４８０  

 維持管理費  １３，４９２  

 事業費等  １，１１７  

  小計  ４３，０８９  

 （特定財源）    

 使用料 ２，８９６   

 （差引、一般財源充当額） ４０，１９３  

 減価償却額 償却済み ０  

 コスト総額 ４０，１９２  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

２２，７９７ １，５５５ ７２０ ８７ 

現状の概要及び監査人の所見 

平成２３年１１月撮影 

 

 

鉄筋コンクリート造り３階建。 

文化庁から第 28-0137 号、登録有形

文化財に登録されている。 

利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．３％）を大幅に下回っている。また、

平均利用人数当たりコスト総額は約１５００円/人である。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和４４年１１月１０日 

 昭和６１年３月１２日改造 

その他 

 現地視察の結果、内装等に経年劣化が認められる。 
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所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９６６ 

財産名称（施設名） 立花公民館 

所在地（代表地番） 塚口町３丁目３９－７ 

地区区分 立花 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、実習室、学習室４、和室、図書コーナー 

土地面積・公有財産評価額 ７１４．８２ ㎡ １６２，９７８ 千円 
建物延床面積・取得価額 １，３６９．５４ ㎡ １０８，９８５ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ４０ 

償却額（千円/年） １，９６１  

累積額（千円） ７８，４６９  

残存額（千円） ３０，５１５  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ２６７，０６０  

その他  

機会費用合計（千円） １６５，２６０  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時（日曜日

は午前 9 時～午後5 時） 

祝日（休日）、12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ３４５ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ３３．６  ３８．０  

利用件数（件） ２，３１４  ２，６１８  

貸出可能件数（件） ６，８８１  ６，８８８  

利用人数（人/年） ３２，６７７  ３５，８０６  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

正規 １ ８，１４９  

再任用 40ｈ ２ １０，７６４  

再任用 30ｈ １ ２，９４５  

嘱託（一般） １ ２，４０３  

臨時 １ １，４５２  

合計 ６ ２５，７１３  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２５，７１３  

 維持管理費  １４，８４０  
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 事業費等  １，１２５  

  小計  ４１，６７８  

 （特定財源）    

 使用料 ３，０３０   

 （差引、一般財源充当額） ３８，６４８  

 減価償却額 １，９６１  

 コスト総額 ４０，６０９  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

１６，４６７ １，１８５ ３７６ ８８ 

現状の概要及び監査人の所見 

平成２３年１１月撮影 

 

鉄筋コンクリート造３階・地下１階建。 

 

利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．

３％）相当である。また、平均利用人数

当たりコスト総額は約１２００円/人で

ある。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和４７年１月５日 

 

 

 

その他 

エレベータは構造上設置できず、階段昇

降機を取り付けている。 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９７０ 

財産名称（施設名） 武庫公民館 

所在地（代表地番） 武庫之荘８丁目１－１ 

地区区分 武庫 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、実習室、学習室６、和室、図書コーナー、幼児

コーナー 

土地面積・公有財産評価額 １，７６３．５８ ㎡ １３７，６９６ 千円 
建物延床面積・取得価額 ２，１５４．３６ ㎡ ６９８，９４３ 千円 
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償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ １９ 

償却額（千円/年） １２，５９７  

累積額（千円） ２３９，３５１  

残存額（千円） ４５９，５９１  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ４２６，０７９  

その他  

機会費用合計（千円） １３９，６２４  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時（日曜日

は午前 9 時～午後5 時） 

祝日（休日）、12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ３４５ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ４０．１  ３９．０  

利用件数（件） ３，５４６  ３，４５３  

貸出可能件数（件） ８，８４７  ８，８５６  

利用人数（人/年） ５９，０９１  ６２，０８５  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

正規 ２ １６，２９８  

再任用 40ｈ １ ５，３８２  

嘱託（一般） ２ ４，０１７  

臨時 １ １，４５２  

合計 ６ ２７，１４９  

設置財源（築 20 年以内、修繕は 10 年以内に限る） 

設置時の起債額 １２８，６００ 

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２７，１４９  

 維持管理費  ２５，１５０  

 事業費等  ８７１  

  小計  ５３，１７０  

 （特定財源）    

 使用料 ３，３２３   

 （差引、一般財源充当額） ４９，８４７  

 減価償却額 １２，５９７  

 支払利息 ３２０  

 コスト総額 

 

６２，７６４  
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件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

１７，９３７ １，０３５ ８３１ １３６ 

現状の概要及び監査人の所見 

平成２３年１１月撮影 

鉄筋コンクリート造３階建 

 

 

ホール（定員 300 人） 

 

利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．３％）を上回っている。また、平均利

用人数当たりコスト総額は約１０３０円/人である。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、平成５年５月１２日 

その他 

 築年数が浅く、利用状況も堅調である。 

 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９５８ 

財産名称（施設名） 園田公民館 

所在地（代表地番） 食
け

満
ま

２丁目１－１ 

地区区分 園田 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、実習室、学習室６、和室、図書コーナー 

土地面積・公有財産評価額 ３，５６７．０７ ㎡ ４３１，３７３ 千円 
建物延床面積・取得価額 

（体育館と合算） 
１，５２７．２４ ㎡ ４２５，８１２ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ２２ 

償却額（千円/年） ７，６６４ 体育館と合算 

累積額（千円） １６８，６２１ 体育館と合算 

残存額（千円） ２５７，１９０ 体育館と合算 

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５ 体育館と合算 

建築費（千円） １８３，５５３ 体育館と合算 
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その他  

機会費用合計（千円） ４３７，４１２ 体育館と合算 

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時（日曜

日は午前 9 時～午後5 時） 

祝日（休日）、12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ３４５ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ２９．２  ３１．４  

利用件数（件） ２，５８７  ２，７８１  

貸出可能件数（件） ８，８４７  ８，８５６  

利用人数（人/年） ４０，２３４  ４５，３０６  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

正規 ２ １６，２９８  

再任用 40ｈ １ ５，３８２  

再任用 30ｈ １ ２，９４５  

嘱託（一般） ２ ５，６８７  

臨時 １ １，４５２  

合計 ７ ３１，７６４  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ３１，７６４  

 維持管理費  １３，９６１  

 事業費等  ８７１  

  小計  ４６，５９６  

 （特定財源）    

 使用料 ２，８２７   

 （差引、一般財源充当額） ４３，７６９  

 減価償却額 ７，６６４  

 コスト総額 ５１，４３３  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

― ― ５５３ １１２ 

現状の概要及び監査人の所見 

平成２３年１１月撮影 

 

 

 

 

鉄筋コンクリー

ト造２階建 

園田体育館併設 
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利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．３％）を下回っている。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和３７年２月１０日 

 平成元年１０月２６日新築移転 

 

（Ｂ）分館 

公民館分館は、今後の予定として、「プラン２３」により、平成２４年度末に

廃止が決まっている。 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９５０ 

財産名称（施設名） 中央公民館蓬
よも

川
がわ

分館 

所在地（代表地番） 西難波町２丁目３１－５ 

地区区分 中央 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、学習室、和室、談話室 

土地面積・公有財産評価額 ５６８．２２ ㎡ ７６，７０９ 千円 

建物延床面積・取得価額 ２５２．７２ ㎡ ６，７８０ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ２４ ２４ 

償却額（千円/年） ２５４  

累積額（千円） ６，１０２  

残存額（千円） ６７８  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １３０  

建築費（千円） ３２，８５３  

その他  

機会費用合計（千円） ７７，７８３  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時 日・祝日（休日） 

12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ３８．８  ３４．６  

利用件数（件） １，０２２  ９１５  

貸出可能件数（件） ２，６３７  ２，６４９  

利用人数（人/年） ９，００８  ８，２５３  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 
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嘱託（一般） １ ４，０７３  

合計 １ ４，０７３  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ４，０７３  

 維持管理費  ５，５４４  

 事業費等  １４８  

  小計  ９，７６５  

 （特定財源）    

 使用料 ４４５   

 （差引、一般財源充当額） ９，３１０  

 減価償却額 ２５４  

 コスト総額 ９，５６４  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

９，８８０ １，１０８ １８０ ２０ 

現状の概要及び監査人の所見 

平成２３年１１月撮影 

 

 

木造２階建 

利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．

３％）相当である。また、平均利用人数

当たりコスト総額は約１１００円/人で

ある。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和４３年１０月２１日 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９５２ 

財産名称（施設名） 中央公民館開明分館 

所在地（代表地番） 開明町３丁目２２ 

地区区分 中央 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、学習室、和室 

土地面積・公有財産評価額 １，３２５．１９ ㎡ １８０，２２５ 千円 
 保育園へ普通財産として無償貸付、財産番号 01248 

建物延床面積・取得価額 ３６５．５３ ㎡ １３，５９６ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ４１ 

償却額（千円/年） ２４４  

累積額（千円） １０，０３３  
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残存額（千円） ３，５６２  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ７１，２７８  

その他 

機会費用合計（千円） １８２，７４９ 普通財産の処分 

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時 日・祝日（休日） 

12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ２８．６  ２８．７  

利用件数（件） ７５３  ７５８  

貸出可能件数（件） ２，６３７  ２，６４６  

利用人数（人/年） ９．４２３  ９，３４２  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

再任用 30ｈ １ ２，９４５  

合計 １ ２，９４５  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２，９４５  

 維持管理費  ５，５５５  

 整備費  １，５９６  

 事業費等  １４８  

  小計  １０，２４４  

 （特定財源）    

 使用料 ４４４   

 （差引、一般財源充当額） ９，８００  

 減価償却額 ２４４  

 コスト総額 １０，０４４  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

１３，３０４ １，０７０ １８９ ２１ 

現状の概要及び監査人の所見 

市提供 

 

鉄筋コンクリート２階建、１階は保育園 

利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．

３％）を下回っている。また、平均利用

人数当たりコスト総額は約１０００円/

人である。 
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現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和４６年１月１２日 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９５３ 

財産名称（施設名） 中央公民館竹谷
たけや

分館 

所在地（代表地番） 宮内町３丁目１４１ 

地区区分 中央 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、学習室、和室 

土地面積・公有財産評価額 １，０８０．７９ ㎡ １５１，３１０ 千円 

 保育園へ普通財産として無償貸付、財産番号 01250 
建物延床面積・取得価額 ２９９．４５ ㎡ １２，５０２ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ４０ 

償却額（千円/年） ２２５  

累積額（千円） ９，００１  

残存額（千円） ３，５００  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ５８，３９２  

その他 

機会費用合計（千円） １５３，４２８ 普通財産の処分 

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時 日・祝日（休日） 

12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ３３．８  ２７．５  

利用件数（件） ８９２  ７２８  

貸出可能件数（件） ２，６３７  ２，６４６  

利用人数（人/年） ９，３９６  ８，３４５  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

嘱託（一般） １ ２，４０３  

合計 １ ２，４０３  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２，４０３  

 維持管理費  ５，１８９  

 整備費  １，３６３  
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 事業費等  １４８  

  小計  ９，１０３  

 （特定財源）    

 使用料 ４４４   

 （差引、一般財源充当額） ８，６５９  

 減価償却額 ２２５  

 コスト総額 ８，８８４  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

１０，９６７ １，００１ １６７ １９ 

現状の概要及び監査人の所見 

市提供 

 

鉄筋コンクリート造２階建、１階は保育園 

利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．３％）相当

である。また、平均利用人数当たりコスト総額は約

１０００円/人である。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和４６年１０月２３日 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９５４ 

財産名称（施設名） 中央公民館城内分館 

所在地（代表地番） 大物町１丁目１９－２８ 

地区区分 中央 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、学習室、和室、談話室 

土地面積・公有財産評価額 ４１４．９６ ㎡ ５０，６２５ 千円 
建物延床面積・取得価額 ３１４．７６ ㎡ １５，６００ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３９ 

償却額（千円/年） ２８０  

累積額（千円） １０，９５１  

残存額（千円） ４，６４８  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ６１，３７８  

その他  

機会費用合計（千円） ５１，３３３  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時 日・祝日（休日） 
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12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ２６．４  ２５，８  

利用件数（件） ６９７  ６８２  

貸出可能件数（件） ２，６３７  ２，６４６  

利用人数（人/年） ５，２２６  ５，７１４  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

再任用 30ｈ １ ２，９４５  

合計 １ ２，９４５  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２，９４５  

 維持管理費  ６，１４８  

 事業費等  １４８  

  小計  ９，２４１  

 （特定財源）    

 使用料 ４４４   

 （差引、一般財源充当額） ８，７９７  

 減価償却額 ２８０  

 コスト総額 ９，０７７  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

１３，１７５ １，６５９ １７１ １９ 

現状の概要及び監査人の所見 

市提供 

 

鉄筋コンクリート造２階建 

利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．３％）を下回

っている。また、平均利用人数当たりコスト総額は約

１６６０円/人である。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和４７年９月１８日 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９５５ 

財産名称（施設名） 小田公民館杭瀬分館 

所在地（代表地番） 杭瀬本町１丁目３－２４ 

地区区分 小田 

施設全体の概要 
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主な館内構成 事務室、ホール、学習室、和室、談話室、図書コーナー 

土地面積・公有財産評価額 ３７２．０３ ㎡ ４９，８５２ 千円 

建物延床面積・取得価額 ３０２．２８ ㎡ １６，１３５ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３９ 

償却額（千円/年） ２９０  

累積額（千円） １１，３２６  

残存額（千円） ４，８０８  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ５８，９４４  

その他  

機会費用合計（千円） ５０，５４９  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時 日・祝日（休日） 

12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ４８．４  ４７．３  

利用件数（件） １，２７７  １，２５２  

貸出可能件数（件） ２，６３７  ２，６４６  

利用人数（人/年） １１，０２７  １０，４１３  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

再任用 30ｈ １ ２，９４５  

合計 １ ２，９４５  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２，９４５  

 維持管理費  ６，２３６  

 事業費等  １４８  

  小計  ９，３２９  

 （特定財源）    

 使用料 ４４４   

 （差引、一般財源充当額） ８，８８５  

 減価償却額 ２９０  

 コスト総額 ９，１７５  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

７，２５９ ８５５ １２４ ２０ 

現状の概要及び監査人の所見 
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市提供 

 

鉄筋コンクリート造２階建 

利用状況 

阪神杭瀬駅から徒歩３分の位置にあ

り、比較的頻繁に利用されている。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和３８年６月１日 

 昭和４７年１０月２８日改築 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９５６ 

財産名称（施設名） 小田公民館城北分館 

所在地（代表地番） 西長洲町２丁目３３－１ 

地区区分 小田 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、学習室２、和室、図書コーナー 

土地面積・公有財産評価額 ４７０．０６ ㎡ ６１，１０７ 千円 
建物延床面積・取得価額 ４７８．３０ ㎡ １１１，３６４ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ １９ 

償却額（千円/年） ２，００４  

累積額（千円） ３８，０８６  

残存額（千円） ７３，２７７  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ９４，４０１  

その他  

機会費用合計（千円） ６１，９６３  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時 日・祝日（休日） 

12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） １８．１  ２１，１  

利用件数（件） ６３６  ７４３  

貸出可能件数（件） ３，５１６  ３，５２８  

利用人数（人/年） ６，５２５  ６，７６５  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

再任用 30ｈ １ ２，９４５  
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合計 １ ２，９４５  

設置財源（築 20 年以内、修繕は 10 年以内に限る） 

大規模修繕時の起債額 ５６，０００ 

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２，９４５  

 維持管理費  ６，８６７  

 事業費等  １４８  

  小計  ９，９６０  

 （特定財源）    

 使用料 ４４４   

 （差引、一般財源充当額） ９，５１６  

 減価償却額 ２，００４  

 支払利息 １３９  

 コスト総額 １１，６６０  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

― ― １５８ ２５ 

現状の概要及び監査人の所見 

平成２３年１１月撮影 

 

鉄筋コンクリート造２階建、１階は公立保育所 

利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．３％）

を大幅に下回っている。また、地区人口当たり

コスト総額は約１６０円/人である。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和４１年８月６日 

 平成５年４月１日全面改装 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９６２ 

財産名称（施設名） 大庄公民館大庄南分館 

所在地（代表地番） 武庫川町１丁目２５ 

地区区分 大庄 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、学習室３、和室、談話室 

土地面積・公有財産評価額 １，１５４．５４ ㎡ １４２，００８ 千円 
建物延床面積・取得価額 ５３６．００ ㎡ ５５，０５４ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３３ 

償却額（千円/年） ９９３  

累積額（千円） ３２，５６２  

残存額（千円） ２２，４９１  
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再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １７０  

建築費（千円） １１９，１４０  

その他  

機会費用合計（千円） １４３，９９６  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時 日・祝日（休日） 

12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ２４．８  ２４．５  

利用件数（件） １，０９０  １，０８１  

貸出可能件数（件） ４，３９５  ４，４１０  

利用人数（人/年） １０，９２３  １０，９２０  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

再任用 30ｈ １ ２，９４５  

合計 １ ２，９４５  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２，９４５  

 維持管理費  ７，１２３  

 事業費等  ４８  

  小計  １０，１１６  

 （特定財源）    

 使用料 ４４４   

 （差引、一般財源充当額） ９，６７２  

 減価償却額 ９９３  

 コスト総額 １０，６６５  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

９，８３０ ９７６ １９１ ２３ 

現状の概要及び監査人の所見 

市提供 

 

鉄筋コンクリート造２階建 

利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．３％）を大幅

に下回っている。また、平均利用人数当たりコスト総

額は約９８０円/人である。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和４２年６月６日 

 平成９年１０月１日移転 
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所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９６４ 

財産名称（施設名） 大庄公民館稲葉荘分館 

所在地（代表地番） 稲葉荘１丁目３－２６ 

地区区分 大庄 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、学習室、和室、幼児コーナー 

土地面積・公有財産評価額 ４４９．２２ ㎡ ６１，０９３ 千円 
建物延床面積・取得価額 ３１０．００ ㎡ ２９，８５８ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３４ 

償却額（千円/年） ５３５  

累積額（千円） １８，２１０  

残存額（千円） １１，５４４  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ６１，３９５  

その他  

機会費用合計（千円） ６１，９４９  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時 日・祝日（休日） 

12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ４７．９  ４９．３  

利用件数（件） １，２６４  １，３０４  

貸出可能件数（件） ２，６３７  ２，６４６  

利用人数（人/年） １１，７０５  １２，１４０  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

再任用 30ｈ １ ２，９４５  

合計 １ ２，９４５  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２，９５４  

 維持管理費  ６，１４２  

 事業費等  ４８  

  小計  ９，１３５  

 （特定財源）    

 使用料 ４４４   
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 （差引、一般財源充当額） ８，６９１  

 減価償却額 ５３５  

 コスト総額 ９，２２６  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

７，１８５ ７７３ １６５ ２０ 

現状の概要及び監査人の所見 

市提供 

 

鉄筋コンクリート造２階建 

利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．３％）を大幅に

上回っている。また、平均利用人数当たりコスト総額は

約７７０円/人の負担になっている。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和５３年４月２２日 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９６７ 

財産名称（施設名） 立花公民館宮前分館 

所在地（代表地番） 塚口本町２丁目１２－３ 

地区区分 立花 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、学習室３、和室、談話室 

土地面積・公有財産評価額 ４９３．４８ ㎡ ７３，１４７ 千円 
建物延床面積・取得価額 ４７０．６９ ㎡ １８，５５６ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ４１ 

償却額（千円/年） ３３４  

累積額（千円） １３，６９４  

残存額（千円） ４，８６１  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ９１，７８４  

その他  

機会費用合計（千円） ７４，１７１  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時 日・祝日（休日） 

12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 
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利用率（％） ２７．４  ２９．８  

利用件数（件） １，２０５  １，３１３  

貸出可能件数（件） ４，３９５  ４，４１０  

利用人数（人/年） １８，６１２  １８，７３６  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

再任用 30ｈ １ ２，９４５  

合計 １ ２，９４５  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２，９４５  

 維持管理費  ６，４９７  

 事業費等  ４８  

  小計  ９，４９０  

 （特定財源）    

 使用料 ４４４   

 （差引、一般財源充当額） ９，０４６  

 減価償却額 ３３４  

 コスト総額 ９，３８０  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

７，４５０ ５０２ ８６ ２０ 

現状の概要及び監査人の所見 

市提供 

 

鉄筋コンクリート造２階建 

利用状況 

  １日一回の各施設平均利用率（３３．

３％）を下回っている。また、平均利用人

数当たりコスト総額は約５００円/人であ

る。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和３２年１１月３日 

 昭和４５年１１月１日改装 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９６９ 

財産名称（施設名） 立花公民館立花西分館 

所在地（代表地番） 南武庫之荘２丁目２０－１２ 

地区区分 立花 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、学習室、和室、談話室 

土地面積・公有財産評価額 ８２６．８０ ㎡ １５２，９５８ 千円 
建物延床面積・取得価額 ４３０．８４ ㎡ ２７，５９６ 千円 
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償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３８ 

償却額（千円/年） ４９８  

累積額（千円） １８，６７１  

残存額（千円） ８，８６０  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １７０  

建築費（千円） ７１，０１９  

その他  

機会費用合計（千円） １５５，０９９  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時 日・祝日（休日） 

12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ５９．３  ６１．５  

利用件数（件） １，５６３  １，６２７  

貸出可能件数（件） ２，６３７  ２，６４６  

利用人数（人/年） １８，５１４  １７，６６８  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

嘱託（一般） １ １，６１４  

合計 １ １，６１４  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  １，６１４  

 維持管理費  ６，０３３  

 事業費等  ４８  

  小計  ７，６９５  

 （特定財源）    

 使用料 ４４４   

 （差引、一般財源充当額） ７，２５１  

 減価償却額 ４９８  

 コスト総額 ７，７４９  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

４，８５８ ４２８ ７１ １６ 

現状の概要及び監査人の所見 

市提供  

鉄筋コンクリート造２階建の一部 

（一部は、はつらつ学級使用） 
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利用状況 

 １日二回の各施設平均利用率（６６．６％）に

迫る高い利用状況である。また、利用状況に伴い

平均利用人数当たりコスト総額は約４２０円/人

と他の分館と比べ低負担になっている。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和４２年１０月１８日 

 平成９年１０月１日移転 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９６８ 

財産名称（施設名） 立花公民館尾浜分館 

所在地（代表地番） 尾浜町２丁目５－８ 

地区区分 立花 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、学習室、和室、談話室 

土地面積・公有財産評価額 ３９６．００ ㎡ ４９，５００ 千円 

建物延床面積・取得価額 ３０７．５８ ㎡ １４，２６７ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３８ 

償却額（千円/年） ２５８  

累積額（千円） ９，７５８  

残存額（千円） ４，５０８  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ５９，９７８  

その他  

機会費用合計（千円） ５０，１９３  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時 日・祝日（休日） 

12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ３６．１  ３７．７  

利用件数（件） ９５２  ９９８  

貸出可能件数（件） ２，６３７  ２，６４６  

利用人数（人/年） ９，２３７  １０，５６８  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

嘱託（一般） １ １，６１４  
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合計 １ １，６１４  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  １，６１４  

 維持管理費  ５，７９６  

 事業費等  ４８  

  小計  ７，４５８  

 （特定財源）    

 使用料 ４４４   

 （差引、一般財源充当額） ７，０１４  

 減価償却額 ２５６  

 コスト総額 ７，２７０  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

７，４５７ ７３４ ６７ １５ 

現状の概要及び監査人の所見 

市提供 

 

 

鉄筋コンクリート造２階建 

利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．３％）相

当の利用であり、平均利用人数当たりコスト総額

は約７３０円/人となっている。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和４８年１１月１７日 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９５１ 

財産名称（施設名） 武庫公民館武庫北分館 

所在地（代表地番） 西昆陽１丁目２３－３０ 

地区区分 武庫 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、学習室、和室、談話室 

土地面積・公有財産評価額 ５４７．５２ ㎡ ７３，９１５ 千円 

建物延床面積・取得価額 ２５３．２２ ㎡ １０，０８４ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ２４ ２４ 

償却額（千円/年） ３７８  

累積額（千円） ９，０７５  

残存額（千円） １，００８  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １３０  
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建築費（千円） ３２，９１８  

その他  

機会費用合計（千円） ７４，９５０  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時 日・祝日（休日） 

12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ２９．２  ２７．０  

利用件数（件） ７７１  ７１３  

貸出可能件数（件） ２，６３７  ２，６４６  

利用人数（人/年） ６，５７０  ５，８３８  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

再任用 30ｈ １ ２，９４５  

合計 １ ２，９４５  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２，９４５  

 維持管理費  ５，２５９  

 事業費等  ４８  

  小計  ８，２５２  

 （特定財源）    

 使用料 ４４４   

 （差引、一般財源充当額） ７，８０８  

 減価償却額 償却済み ０  

 コスト総額 ７，８０８  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

１０，５２２ １，２５８ ８３ １７ 

現状の概要及び監査人の所見 

市提供 

 

 

木造２階建 

利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．

３％）を下回っている。また、平均利用

人数当たりコスト総額は約１２６０円/

人である。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和４５年１１月４日 
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所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９５７ 

財産名称（施設名） 園田公民館塚口南分館 

所在地（代表地番） 南塚口町２丁目３１－２６ 

地区区分 園田 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、学習室、和室、談話室 

土地面積・公有財産評価額 ２５４．２１ ㎡ ４６，２６６ 千円 
建物延床面積・取得価額 ２９４．０４ ㎡ ２９，４３７ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３７ 

償却額（千円/年） ５２９  

累積額（千円） １９，６０５  

残存額（千円） ９，８３１  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ５７，３３７  

その他  

機会費用合計（千円） ４６，９１３  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時 日・祝日（休日） 

12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ６０．５  ５２．４  

利用件数（件） １，５９５  １，３８７  

貸出可能件数（件） ２，６３７  ２，６４６  

利用人数（人/年） １７，３２９  １５，４８９  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

再任用 30ｈ １ ２，９４５  

合計 １ ２，９４５  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２，９４５  

 維持管理費  ５，８４７  

 事業費等  ４８  

  小計  ８，８４０  

 （特定財源）    

 使用料 ４４４   
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 （差引、一般財源充当額） ８，３９６  

 減価償却額 ５２９  

 コスト総額 ８，９２５  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

５，９８６ ５４３ ８２ １９ 

現状の概要及び監査人の所見 

市提供 

 

鉄筋コンクリート造２階建 

利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．３％）を上

回っている。また、利用状況に伴い平均利用人数当

たりコスト総額は約５４０円/人と他の分館と比べ

低負担になっている。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和３８年６月１日 

 昭和５０年３月２７日改築 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９６１ 

財産名称（施設名） 園田公民館戸ノ内分館 

所在地（代表地番） 戸ノ内町３丁目８－１２ 

地区区分 園田 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、学習室、和室、談話室 

土地面積・公有財産評価額 ３９２．９６ ㎡ ３２，８１２ 千円 

建物延床面積・取得価額 ２５５．０５ ㎡ ６，６１５ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ２４ ２４ 

償却額（千円/年） ２４４  

累積額（千円） ５，８６８  

残存額（千円） ６５２  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １３０  

建築費（千円） ３３，１５６  

その他  

機会費用合計（千円） ３３，２７１  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時 日・祝日（休日） 

12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 直営 
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利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） １２．３  １２．５  

利用件数（件） ３２５  ３３１  

貸出可能件数（件） ２，６３７  ２，６４６  

利用人数（人/年） ２，２５０  ４，２７５  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

嘱託（一般） １ １，６１４  

合計 １ １，６１４  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  １，６１４  

 維持管理費  ５，５３９  

 事業費等  ４８  

  小計  ７，２０１  

 （特定財源）    

 使用料 ４４４   

 （差引、一般財源充当額） ６，７５７  

 減価償却額 償却済み ０  

 コスト総額 ６，７５７  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

２０，６００ ２，０７１ ７２ １４ 

現状の概要及び監査人の所見 

市提供 

 

木造２階建 

利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．３％）を著

しく下回っている。また、平均利用人数当たりコス

ト総額は約２０７０円/人である。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和４３年２月１日 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９５９ 

財産名称（施設名） 園田公民館園和北分館 

所在地（代表地番） 東園田町３丁目７６－１６ 

地区区分 園田 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、学習室、和室、談話室 

土地面積・公有財産評価額 １，３２５．３２ ㎡ ２０６，７４９ 千円 
 保育園へ普通財産として無償貸付、財産番号 01247 

建物延床面積・取得価額 ３１３．８２ ㎡ １５，１８１ 千円 
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償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ４０ 

償却額（千円/年） ２７３  

累積額（千円） １０，９３０  

残存額（千円） ４，２５０  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ６１，１９４  

その他 

機会費用合計（千円） ２０９，６４４ 普通財産の処分 

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時 日・祝日（休日） 

12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ４３．８  ４４．８  

利用件数（件） １，１５６  １，１８４  

貸出可能件数（件） ２，６３７  ２，６４６  

利用人数（人/年） １２，４３１  １３，８７２  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

嘱託（一般） １ ２，９４５  

合計 １ ２，９４５  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２，９４５  

 維持管理費  ５，２２８  

 整備費  １，４３２  

 事業費等  ４８  

  小計  ９，６５３  

 （特定財源）    

 使用料 ４４４   

 （差引、一般財源充当額） ９，２０９  

 減価償却額 ２７３  

 コスト総額 ９，４８２  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

８，１０４ ７２１ １０１ ２０ 

現状の概要及び監査人の所見 

市提供  

鉄筋コンクリート造２階建、１階は保育園 
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利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．３％）を上

回っている。また、平均利用人数当たりコスト総額

は約７２０円/人である。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和４７年５月１６日 

 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９６０ 

財産名称（施設名） 園田公民館小園分館 

所在地（代表地番） 若王寺３丁目２－２１ 

地区区分 園田 

施設全体の概要 

主な館内構成 事務室、ホール、学習室、和室、談話コーナー 

土地面積・公有財産評価額 ５５６．９２ ㎡ ８１，３１０ 千円 
建物延床面積・取得価額 ３１６．０８ ㎡ ６９，５８５ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ２８ 

償却額（千円/年） １，２５２  

累積額（千円） ３７，０５０  

残存額（千円） ３４，５１４  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ６１，６３５  

その他  

機会費用合計（千円） ８２，４４８  

運営状況 

開館時間/休館日 午前 9 時～午後9 時 日・祝日（休日） 

12/29～1/3 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ５８．５  ５５．４  

利用件数（件） １，５４２  １，４６６  

貸出可能件数（件） ２，６３７  ２，６４６  

利用人数（人/年） １３，２７８  １３，４１０  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 
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再任用 30ｈ １ ２，９４５  

合計 １ ２，９４５  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２，９４５  

 維持管理費  ６，３７６  

 事業費等  ４７  

  小計  ９，３６８  

 （特定財源）    

 使用料 ４４４   

 （差引、一般財源充当額） ８，９２４  

 減価償却額 １，２５２  

 コスト総額 １０，１７６  

件数、一人当たりコスト総額指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

６，７６６ ７６２ １０９ ２２ 

現状の概要及び監査人の所見 

市提供 

 

鉄筋コンクリート造２階建 

利用状況 

 １日一回の各施設平均利用率（３３．３％）を上回っ

ている。また、利用状況に伴い平均利用人数当たりコス

ト総額は約７６０円/人となっている。 

現状に至る経緯 

 設置年月日、昭和５９年４月１日 

 

監査の結果及び意見 

＜意見＞指定管理者制度の採用について 

指定管理者制度を採用し、地区公民館の運営コスト削減に努めるべきである（分

館については廃止の方向であり、意見の対象外とする）。 

地区公民館の全館合計コストは３８６百万円であり、うち人件費が２２２百万

円（約５７％）、維持管理費が１０８百万円（約２８％）を占める。 

現状の公民館の指定管理者制度移行状況は、本報告書中の「３、公民館数」、平

成２０年度、全国で７．７％になっている。市の全館２２館は指定管理者制度に

よらず、直営方式で運営されているが、例えば平成１８年度から広島市が指定管

理制度を採用している様に、公民館という教育施設にも徐々に指定管理制度が定

着しつつあるように思われる。市も教育施設である北図書館に平成２３年度から

指定管理者を公募で採用しているように、今後は公民館にも同制度を採用し、一

層の効率化を図るべきである。また、指定管理者との業務仕様書に利用率指標を

導入することにより、利用率の向上も見込まれる。 

 

＜意見＞地区会館、地区公民館及び支所の統合による一元化について 
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平成２３年１１月に公表された「公共施設の最適化に向けた取組について（素

案策定の基本的な考え方）」において地区会館、地区公民館及び支所の統合による

一元化、集約による館数削減の今後の検討が記されている。 

市の財政状況、それぞれの施設の老朽化・耐震化の遅れ、全施設の維持管理・

運営費用の市財政へのインパクトの大きさ、将来人口推計予測などから、今ある

市民利用施設の館数削減、利用率向上は選択の余地のない必然の帰結である。 

市全体の中で、地区公民館、地区会館と支所を統合するためのパブリックコメ

ント、市民説明会の実施等により、早期に成案化し実行されることが望まれる。 

 

⑮ 教育・障害者福祉センター 

所管局・課 教育委員会 学校教育室 

公有財産台帳の財産番号 ８２７ 

財産名称（施設名） 教育・障害者福祉センター 

所在地（代表地番） 三反田町 1丁目７０－６ Ｄ 

地区区分 立花 

行政財産の設置目的 

 尼崎市の教育・文化の振興に寄与し、教育力の向上を図るもの 

設置根拠 尼崎市立教育総合センター条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 貸室数８、貸室定員４８２、視聴覚室・研修室３・音楽室・ｺﾝﾋﾟ

ｭｰﾀ研修室・科学実験室・技術工芸室 
土地面積・公有財産評価額 ３，１５７．５０ ㎡ ４７６，７８２ 千円 

建物延床面積・取得価額 ４，１０４．５０ ㎡ ７７３，９４０ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ２７ 

償却額（千円/年） １３，９３０  

累積額（千円） ３７６，１３４  

残存額（千円） ３９７，８０５  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ８００，３７７  

その他  

機会費用合計（千円） ４８３，４５７  

運営状況 

管理方法 直営 

利用状況（教職員研修使用を除く

貸室） 
平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） １８．７  ２０．７  

利用件数（件） １，０８７  １，２０６  
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貸出可能件数（件） ５，８０８  ５，８３２  

利用人数（人/年） ２７，７４０  ３１，４３９  

人員情報（平成23年 4月 1日現在
の全館に係る情報） 

人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

正規 １３ １０５，９３７  

嘱託（一般） ９ ３２，７２８  

臨時 １ １，９１２  

合計 ２３ １４０，５７７  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  １４０，５７７  

 維持管理費  ２１，８１０  

 整備費  ２，１７７  

 事業費等  １０９，９５２  

  小計  ２７４，５１６  

 （特定財源）    

 市債 ２，１００   

 実費弁償 ４１７ ２，５１７  

 （差引、一般財源充当額） ２７１，９９９  

 減価償却額 １３，９３０  

 コスト総額 ２８５，９２９  

件数、一人当たり、貸室面積当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

― ― ２，６５０ ６２３ 

現状の概要及び監査人の所見 

平成２３年１１月撮影 

 

視聴覚室 

 

ライブラリー 
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利用状況 

 教職員研修使用を除く貸室の利用状況は上記のとおり２０％程度である。そ

の部屋別・時間帯別の平成２２年度実績は次のとおりである。 

室区分
年間利用
可能日数

午前 午後 夜間 合計

視聴覚室 243 10% 23% 2% 12%
第１研修室 243 22% 48% 9% 26%
第２研修室 243 34% 67% 24% 42%
第３研修室 243 29% 66% 23% 39%
音楽室 243 23% 50% 21% 31%
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ研
修室

243 0% 5% 0% 2%

科学実験室 243 7% 24% 1% 11%
技術工芸室 243 0% 8% 0% 3%
時間帯別平均利用率 16% 36% 10% 21%

尼崎市教育・障害福祉センターの校長会・研究会等使用（レン
タル）実績

年利用回数/年間利用可能日数

 
 研修室・音楽室の午後の利用は堅調であるが、夜間利用率は極端に低下し、

全体では１０％の利用にとどまる。 

 

 また、視聴覚センターの視聴覚ライブラリー利用状況は次の通りである。 

平成21年度 平成22年度
受付件数 76 回 受付件数 68 回
16ﾐﾘﾌｨﾙﾑ 66 本 16ﾐﾘﾌｨﾙﾑ 12 本
ﾋﾞﾃﾞｵ教材 74 本 ﾋﾞﾃﾞｵ教材 85 本
視聴覚室機器 94 回 視聴覚室機器 32 回
利用者総数 11,972 人 利用者総数 13,851 人

16ﾐﾘ映
写機

8 台 24 台 16ﾐﾘ映写機 8 台 10 台

ｽﾗｲﾄﾞ映
写機

1 台 0 台 ｽﾗｲﾄﾞ映写機 1 台 3 台

OHP 1 台 2 台 OHP 1 台 0 台
ｽｸﾘｰﾝ 12 枚 2 枚 ｽｸﾘｰﾝ 12 枚 9 枚
暗幕 7 枚 10 枚 暗幕 7 枚 1 枚

DVDﾌﾟﾚｲﾔｰ 1 台 1 台
液晶ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ 2 台 8 台

主な貸出先 主な貸出先
学校関係 約32％ 学校関係 約46％
公共団体 約34％ 公共団体 約30％
その他 約34％ その他 約24％

貸し出し可能
台数

機器貸し出
し延べ台数

貸し出し可能台
数

機器貸し出
し延べ台数

 
 

 駐車場 

 たじかの園などの福祉施設の駐車利用と重なるため、２７台のスペースは全

て無料である。 
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現状に至る経緯 

昭和６０年６月１日に総事業費約４０億で建設された尼崎市教育・障害福祉

センターは、いわゆる複合施設であり、それぞれの施設と設置目的等は次の通

りである。 

設置目的 使用面積 所管課

教育に関する専門的、技術的事項の調査及び研究に関すること
教育関係職員の研修に関すること
教育相談に関すること
教育情報の収集及び提供に関すること
視聴覚教育に関する調査及び研究に関すること
視聴覚教育に関する教育関係職員のための研修に関すること
視聴覚教育に関する資料の収集及び提供に関すること
視聴覚教育に関する講座等の開催に関すること
心身障害者の機能訓練に関すること

心身障害者の教養の向上に関すること

肢体不自由児の機能訓練に関すること

肢体不自由児の生活指導に関すること

各種スポーツの実技指導、研修等の実施 1,607.93
スポーツ
振興担当

心身障害児について相談・調査・判定・指導措置に関すること
（県）

県（100.73） 障害福祉
課

立花体育館

身体障害者福祉
センター

肢体不自由児通
園施設
たじかの園

兵庫県西宮児童
相談所
尼崎駐在

施設

教育総合セン
ター

視聴覚センター

教育総合
センター

1,925.92

2,189.29

1,217.49

1,426.69

 
総コスト情報の事業費１０９千円のうち「学校情報通信ネットワークシステ

ム関係事業費」は８８千円であり、事業費の８割を占めている。 

学校情報通信ネットワークシステム関係事業費は高度情報通信社会に生きる

児童生徒の情報活用能力を育成するため、日常の教育活動の中で、コンピュー

タ・ネットワークが利用できる環境を整備するものである。また、学校間交流

の活性化、学校と教育委員会との情報交換の円滑化を図るとともに、学校から

情報を発信することにより「開かれた学校」づくりを目指している。主な内容

は、システムの借上料及び保守委託料である。 

今後の予定 

 継続使用する。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞貸室利用実績の低迷について 

 公共施設見直しの方向性（平成２２年８月）で出されている方針、①社会教

育関係団体への利用促進、②使用料徴収、③市民ニーズに応じた土曜日、日曜

日等の視聴覚室の一般有料開放について迅速に対応し、貸室利用率の向上が望

まれる。また教職員研修施設にこだわることなく、平日一般開放の市民ニーズ

があれば研修室の有料開放も検討すべきである。 

＜意見＞視聴覚ライブラリーの必要性について 

 いわゆる１６ミリフィルムなどの歴史的意義は認められるが、今後いつまで

市がその役割を担うべきかを検討し、期限を区切って事業を行うことも検討す

べき時期に来ている。 
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⑯ 体育施設（地区体育館）   記念公園体育館は貸館（７）都市整備局を参照。 

（６館合計） 

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 維持管理費  １６，０７１  

 指定管理料  ２４２，６６４  

 事業費等  ７，０８１  

  小計  ２６５，８１６  

 （特定財源）    

 使用料 ５８，４３６   

 （差引、一般財源充当額） ２０７，３７９  

 減価償却額 

 支払利息 

中央・園田は複合施設であり、体育館部分だけを算

定していない。 

 

 コスト総額（減価償却費・支払利息控除前） ２０７，３７９  

件数、一人当たり等指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

― ― ― ５２７ 

現状の概要及び監査人の所見 

利用状況 

６館合計の利用状況は次のようになっている。 

単位：人

利用
人数

中央 小田 大庄 武庫 立花 園田 合計

Ｈ21 47,371 66,148 46,554 70,086 68,304 63,903 362,366
Ｈ22 46,294 66,458 44,273 64,900 67,064 63,421 352,410
増減 △ 1,077 310 △ 2,281 △ 5,186 △ 1,240 △ 482 △ 9,956
率 -2.3% 0.5% -5.2% -8.0% -1.8% -0.8% -2.8%  

利用人数は延べ人数であるが、市の人口４５８，７５４人（平成２３年３月

３１日、住民基本台帳より）を考慮すると、平成２２年度は人口の７６％の利

用になり利用者延べ人数としては評価できるものである。もっとも、平成２１

年度と比べ、約１万人の利用者数減少（率にして２．８％）であった。 

体育館別に見ると武庫体育館の利用人数減少が大きい（マイナス８％）。 

その他 

 市民一人当たりの負担額５２７円は、４人標準世帯では年間２１００円にな

る。地区体育館があればいつでも利用できるので尼崎市民には体育館保有のコ

ストとして受け入れられるかもしれない。しかし、受益者負担を徹底するなら

ば、各体育館ごとの使用料の値上げが必要である。もっとも、値上げを利用者

市民にお願いする前に、指定管理料の引き下げ努力の姿勢を示さなければなら

ないのであり、この両方により、市民一人当たり保有維持コストを引き下げる

ことができる。 

 建物の老朽化により、今後建替えることが必要か否か（財政的に可能か）は

地区公民館と同じ議論の環境にある。市民は６地域フルセットを望めば地区体
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育館が６ヶ所必要になるが、大庄及び武庫体育館は遠からず存続の決断を迫ら

れることになろう。大庄と武庫を仮に閉鎖すれば、年間維持管理費で大庄（２

５百万円）・武庫（２６百万円）の約５千万円の財政的余裕が生れ、また売却す

ることになれば大庄（２６１百万円）・武庫（４３８百万円）相当の歳入が見込

めることも事実であり、この選択肢のあることを直視するべきである。 

小田体育館 小田 2,086.41 18 47 38.3%
大庄体育館 大庄 1,432.15 32 34 94.1%
立花体育館 立花 1,523.43 26 47 55.3%
武庫体育館 武庫 1,316.19 35 47 74.5%
園田体育館 園田 1,437.93 22 47 46.8%

耐用年数 経過比率名称 地区区分
建物延床
面積
（㎡）

経過年数

 
 

（個別分析） 

管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９７１ 

財産名称（施設名） 中央体育館 屋内プール 

所在地（代表地番） 西御園町９３－２ 

地区区分 中央 

行政財産の設置目的 

 スポ－ツ振興のため 

設置根拠 尼崎市立社会体育施設の設置及び管理に関する条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 中央体育館・屋内プール・相撲場・機械室・自転車置場 

土地面積・公有財産評価額 ６，２７９．０１ ㎡ ７５３，４８１ 千円 

建物延床面積・取得価額 ４，５２２．０３ ㎡ ９８９，３９７ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ４７ ２９ 

償却額（千円/年） １８，９４５  

累積額（千円） ５４９，４３１  

残存額（千円） ４３９，９６５  

その他  

機会費用合計（千円） ７６４，０２９ 中央地区会館と合算 

運営状況 

開館時間/休館日 9 時～２１時 月曜日 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 非公募 

指定管理者名/期間 公益財団法人尼崎市ス

ポーツ振興事業団 

平成２１年4月1日～平

成２４年 3月 31 日 

指定管理料平成 22 実績/平

成 23 予算（千円） 
９０，１８３ ９０，１８３ 
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利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用件数（件） 
プール利用を除く 

２，２６３  ２，２４０  

利用人数（人/年） ４７，３７１  ４６，２９４  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 維持管理費  ３９６  

 指定管理料  ９０，１８３  

 事業費等  １，０６９  

  小計  ９１，６４８  

 （特定財源）    

 使用料 ３６，６８５   

 （差引、一般財源充当額） ５４，９６２  

 減価償却額 １８，９４５  

 コスト総額 ７３，９０８  

件数、一人当たり等指標（円） 

複合館であり、減価償却前の一般財源充当額を使用した指標である。 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

― １，１７３ １，０３９ １２０ 

平均利用人数当たりコストは、受益者負担を徹底すれば徴収しなければなら

なかった一人当たりの金額である。もっとも現実には徴収しておらず、広く全

市民が等しく１２０円負担していることになる（以下、地区体育館で同様）。 

 

管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９７２ 

財産名称（施設名） 小田体育館 

所在地（代表地番） 潮江１－１５－３ 

地区区分 小田 

行政財産の設置目的 

 スポ－ツ振興のため 

設置根拠 尼崎市立社会体育施設の設置及び管理に関する条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 体育館・会議室 

土地面積・公有財産評価額 ８９２．２２ ㎡ ２９８，８９３ 千円 
建物延床面積・取得価額 ２，０８６．４１ ㎡ ９９４，９８０ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ４７ １８ 

償却額（千円/年） １９，０５２  

累積額（千円） ３４２，９５０  

残存額（千円） ６５２，０２９  

その他  

機会費用合計（千円） ３０３，０７８  
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運営状況 

開館時間/休館日 9 時～２１時 月曜日 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 非公募 

指定管理者名/期間 公益財団法人尼崎市ス

ポーツ振興事業団 

平成２１年4月1日～平

成２４年 3月 31 日 

指定管理料平成 22 実績/平

成 23 予算（千円） 
３９，３６１ ３９，３６１ 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用件数（件） ２，５８８  ２，８０７  

利用人数（人/年） ６６，１４８  ６６，４５８  

設置財源（築 20 年以内、修繕は 10 年以内に限る） 

設置時の起債額 ９９４，９８０ 

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 維持管理費  １２１  

 指定管理料  ３９，３６１  

 事業費等  １，３６３  

  小計  ４０，８４５  

 （特定財源）    

 使用料 ４，６５５   

 （差引、一般財源充当額） ３６，１８９  

 減価償却額 １９，０５２  

 支払利息 ３，４９１  

 コスト総額 ５８，７３３  

件数、一人当たり等指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

２１，７７７ ８８６ ７９６ １２８ 

 

管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９７３ 

財産名称（施設名） 大庄体育館 

所在地（代表地番） 菜切山町２０ 

地区区分 大庄 

行政財産の設置目的 

 スポ－ツ振興のため 

設置根拠 尼崎市立社会体育施設の設置及び管理に関する条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 体育館・格技室・会議室 

土地面積・公有財産評価額 ２，０１６．８２ ㎡ ２５８，１５２ 千円 
建物延床面積・取得価額 １，４３２．１５ ㎡ １６０，９０７ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 
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耐用年数、経過年数 ４７ ３２ 

償却額（千円/年） ３，０８１  

累積額（千円） ９８，５９８  

残存額（千円） ６２，３０８  

その他  

機会費用合計（千円） ２６１，７６７  

運営状況 

開館時間/休館日 9 時～２１時 月曜日 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 非公募 

指定管理者名/期間 公益財団法人尼崎市ス

ポーツ振興事業団 

平成２１年4月1日～平

成２４年 3月 31 日 

指定管理料平成 22 実績/平

成 23 予算（千円） 
２９，１８２ ２９，１８２ 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用件数（件） ２，５４８  ２，５６５  

利用人数（人/年） ４６，５５４  ４４，２７３  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 維持管理費  ２７  

 指定管理料  ２９，１８２  

 整備費  １，１８６  

  小計  ３０，３９５  

 （特定財源）    

 使用料 ４，５６６   

 （差引、一般財源充当額） ２５，８２８  

 減価償却額 ３，０８１  

 コスト総額 ２８，９０９  

件数、一人当たり等指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

１１，３１０ ６３６ ５１８ ６３ 

 

管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９７４ 

財産名称（施設名） 立花体育館 

所在地（代表地番） 三反田町１－１－１ 

地区区分 立花 

行政財産の設置目的 

 スポ－ツ振興のため 

設置根拠 尼崎市立社会体育施設の設置及び管理に関する条例 
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施設全体の概要 

主な館内構成 体育館・会議室 

土地面積・公有財産評価額 ２，０２８．１１ ㎡ ３０６，２４４ 千円 
建物延床面積・取得価額 １，５２３．４３ ㎡ ３５３，６９６ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ４７ ２６ 

償却額（千円/年） ６，７７２  

累積額（千円） １７６，０９５  

残存額（千円） １７７，６００  

その他  

機会費用合計（千円） ３１０，５３２  

運営状況 

開館時間/休館日 9 時～２１時 月曜日 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 非公募 

指定管理者名/期間 公益財団法人尼崎市ス

ポーツ振興事業団 

平成２１年4月1日～平

成２４年 3月 31 日 

指定管理料平成 22 実績/平

成 23 予算（千円） 
２６，９７４ ２６，９７４ 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用件数（件） ２，６６０  ２，６６３  

利用人数（人/年） ６８，３０４  ６７，０６４  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 維持管理費  ８，８４６  

 指定管理料  ２６，９７４  

 事業費等  １，２０５  

  小計  ３７，０２５  

 （特定財源）    

 使用料 ４，２４３   

 （差引、一般財源充当額） ３２，６４０  

 減価償却額 ６，７７２  

 コスト総額 ３９，４１３  

件数、一人当たり等指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

１４，８１１ ５８２ ３６５ ８５ 

 

管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９７５ 

財産名称（施設名） 武庫体育館 

所在地（代表地番） 武庫之荘８－１７－５ 

地区区分 武庫 
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行政財産の設置目的 

 スポ－ツ振興のため 

設置根拠 尼崎市立社会体育施設の設置及び管理に関する条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 体育館・会議室 

土地面積・公有財産評価額 ２，９３８．８６ ㎡ ４３２，０１２ 千円 

建物延床面積・取得価額 １，３１６．１９ ㎡ １４３，８５１ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ４７ ３５ 

償却額（千円/年） ２，７５４  

累積額（千円） ９６，４１０  

残存額（千円） ４７，４４０  

その他  

機会費用合計（千円） ４３８，０６０  

運営状況 

開館時間/休館日 ９時～２１時 月曜日 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 非公募 

指定管理者名/期間 公益財団法人尼崎市

スポーツ振興事業団 

平成 21 年 4 月 1 日～平

成 24 年 3 月 31 日 

指定管理料平成 22 実績/平成

23 予算（千円） 
２９，７１４ ２９，７１４ 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用件数（件） ２，６７０  ２，６０５  

利用人数（人/年） ７０，０８６  ６４，９００  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 維持管理費  ２０  

 指定管理料  ２９，７１４  

 事業費等  １，０９０  

  小計  ３０，８２４  

 （特定財源）    

 使用料 ４，２４３   

 （差引、一般財源充当額） ２６，５８０  

 減価償却額 ２，７５４  

 コスト総額 ２９，３３４  

件数、一人当たり等指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

１１，１２４ ４３４ ３８８ ６３ 

 

管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ００９７６ 
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財産名称（施設名） 園田体育館 

所在地（代表地番） 食
け

満
ま

2 丁目１－１ 

地区区分 園田 

行政財産の設置目的 

 スポ－ツ振興のため 

設置根拠 尼崎市立社会体育施設の設置及び管理に関する条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 体育館（公民館併設） 

土地面積・公有財産評価額 

（園田公民館と併設） 
３，５６５．０７ ㎡ ４３２，０１２ 千円 

建物延床面積・取得価額 １，４３７．９３ ㎡ ３９４，４７０ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ４７ ２２ 

償却額（千円/年） ７，５５３  

累積額（千円） １６６，１８０  

残存額（千円） ２２８，２８９  

その他  

機会費用合計（千円） ４３８，０６０ 園田公民館と合算 

運営状況 

開館時間/休館日 9 時～２１時 月曜日 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 非公募 

指定管理者名/期間 公益財団法人尼崎市ス

ポーツ振興事業団 

平成２１年4月1日～平

成２４年 3月 31 日 

指定管理料平成 22 実績/平

成 23 予算（千円） 
２７，２５１ ２７，２５１ 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用件数（件） ２，５６６  ２，６１３  

利用人数（人/年） ６３，９０３  ６３，４２１  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 維持管理費  ６，６６１  

 指定管理料  ２７，２５１  

 事業費等  １，１６８  

  小計  ３５，０８０  

 （特定財源）    

 使用料 ３，８９９   

 （差引、一般財源充当額） ３１，１８０  

 減価償却額 ７，５５３  

 コスト総額 ３８，７３３  

件数、一人当たり等指標（円） 

複合館であり、減価償却前の一般財源充当額を使用した指標である。 
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平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

１２，０４３ ４８９ ３３５ ６８ 

 

監査の結果及び意見 

＜意見＞使用料の見直しについて 

体育館未利用者を含めた市民一人当たり維持保有コスト情報の公表をしなが

ら、受益者（利用者）負担の原則を市民に訴求することが必要である。場合に

よっては、各館ごとの使用料金差別化も許容するべきである。 

 

＜意見＞指定管理者の公募について 

６館合計の指定管理者である公益財団法人尼崎市スポーツ振興事業団は平成

２１年度から３年間の基本協定を市と締結している。非公募による選定理由は、

「公の施設の設置の経緯及びその目的、利用の実態並びに委託先団体の設立経

緯、活動実績等から、現時点では
．．．．．

現在の委託先団体を指定管理者とすることが

適当と考えられるため」とされている（傍点は筆者）。 

使用料の見直しを市民にお願いするのであれば、その前に、指定管理料の引

き下げ努力が必要である。公募により指定管理料が決定されていなければ、現

在行われている指定管理者モニタリング評価だけでは指定管理料水準そのもの

の妥当性の根拠が薄弱であり、いつまで経っても「現行の指定管理料が適正水

準であるか」という問いに対する回答が見つからない。 

本来の同制度の趣旨である「民間の能力を活用し、住民サービスの向上を図

るとともに、経費の縮減等を図る」ということを想起し、市場に指定管理料価

格の妥当性を問う必要がある。 

 

なお、過年度包括外部監査報告書の措置状況、平成２１年度、財団法人尼崎

市スポーツ振興事業団（現、公益財団法人尼崎市スポーツ振興事業団）、①＜意

見＞指定管理業務における自主事業について、を参照。 

 

施設老朽化による建替えについて 

施設老朽化による建替えについては、６地区でそれぞれフルセットの施設を

揃えるという理念から脱却すべきである。体育館も例外ではない。貸館に関す

る総合意見を参照。
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（２）協働推進局 

＜地区会館＞ 

① 概要 

（Ａ）設置目的について 

尼崎市立地区会館の設置及び管理に関する条例（以下、地区会館条例という。）

第２条によれば「市民の生活文化の向上と社会福祉の増進を図るための各種の

研修、レクリエーション及び集会の場を提供する施設として会館を設置する。」

として地区会館の設置目的が規定されている。 

使用の制限については、地区会館条例施行規則第３条に、以下に該当する場

合に許可しないことができるとある。 

(a)営利を目的とする集会を行うおそれがあるとき 

(b)公の秩序、善良の風俗その他公益を害するおそれがあるとき 

(c)建物又は付属設備を損傷するおそれがあるとき 

(d)その他管理上支障があるとき 

（Ｂ）施設について 

地区会館条例第３条によれば、次のとおり６つの地区会館が、各支所の所管

区域に１館ずつ設置されている。 

 名称 所在地  

中央地区会館 西御園町９３番地の２ (注 1) 

小田地区会館 長洲本通１丁目１５番３８号 (注 2) 

大庄地区会館 菜切山町１６番地の１  

立花地区会館 大西町１丁目１４番５号 (注 3) 

武庫地区会館 常吉１丁目２番８号 (注 4) 

園田地区会館 東園田町４丁目１２番地の４  

(注 1)屋内プール・体育館との複合施設（サンシビック尼崎） 

(注 2)長洲保育所（１階部分）との複合施設 

(注 3)大西保育所（１階部分）との複合施設 

(注 4)１階は、普通財産として医療法人へ貸付 

（Ｃ）予算について 

(a)コスト総額 

平成２３年度予算ベースでの６つの地区会館にかかる減価償却額を含むコス

ト総額は次のとおり１４３百万円である。 

               （千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ４５，３４８  

 委員謝礼等  ３５９  

 維持管理費  ７２，３７８  

 指定管理料  ３６，８８１  
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 整備費  １，５２０  

  小計  １５６，４８６  

 （特定財源）    

 実費弁償 ３４５   

 使用料 ２０，９６６ ２１，３１１  

 （特定財源小計    ）     ２１，３１１  

 （差引、一般財源充当額） １３５，１７５  

 その他歳入 △１２，８５０  

 減価償却額 ２０，９６５  

 コスト総額 １４３，２９１  

 

(b)人件費・維持管理費  

各地区会館の人件費及び維持管理費は、次のとおりである。 (単位：千円) 

 中央 小田 大庄 立花 武庫 園田 共通 合計 

人件費 － 7,741 8,835 8,835 8,835 11,102 － 45,348 

維持管理費 
(うち委託料) 

36,881 
(36,881) 

13,331 
(7,200) 

13,894 
(9,070) 

13,151 
(8,169) 

15,785 
(10,386) 

15,059 
(8,267) 

1,158 
(－) 

109,259 
(79,973) 

合計 36,881 21,072 22,729 21,986 24,620 26,161 1,158 154,607 

（注 1）中央地区会館の維持管理費は、指定管理料である。 

（注 2）委託料の主なものは、清掃委託業務（指名競争入札）及び夜間管理委託

業務（随意契約）である。 

 

(c)整備費 

各地区会館の整備費用は、次のとおりである。      （単位：千円） 

 中央 小田 大庄 立花 武庫 園田 共通 合計 

整備費 － 810 － 710 － － － 1,520 

（注）いずれも非常用照明設備の改修工事である。 

 

（Ｄ）管理運営状況について 

 中央地区会館については、屋内プール及び体育館との複合施設（サンシビッ

ク尼崎）内にあることから、これらの指定管理者である（財）尼崎市スポーツ

振興事業団が指定管理を受託している（指定期間：平成 21 年 4 月 1 日～平成 24

年 3 月 31 日）。同団体の選定理由（非公募）は、「財団法人尼崎市スポーツ振興

事業団は、併設している社会体育施設の管理を受託しており、同団体を指定管

理者として選定することは、効率的であるとともに、市サービスの向上、経費

の削減に効果がある。」とされている。 

 また、中央地区会館以外の５館については市の直営で管理運営されており、

９時～１７時３０分については、市の職員が３人体制で管理運営し、１７時３



 

98 

０分～２１時及び祝日の９時～２１時については、随意契約により尼崎中高年

事業㈱に受付業務等の管理を委託している。 

各地区会館の職員配置は、次のとおりである。     （単位：人） 

 

 

 

 

中央地区会館以外の５館については「（８）公募による指定管理者選定につい

て」に記載のとおり、平成２４年度より指定管理者制度の導入を決定している

ところである。 

現状の随意契約の理由として、「豊富な経験を持ち、現場状況にも精通し、緊

急時の対応にも優れていること、また雇用従事者に対する利用者からの評価も

高く、施設の維持管理、業務報告等受託業務を効率的かつ円滑に遂行している

ことから、指定管理者制度へ移行するまでの暫定的期間においては、業者の変

動・引継ぎによる利用者への影響を最小限に止め、管理業務執行の安定的な運

営管理を確保するため」とされている。 

 

 （Ｅ）利用状況について 

(a)利用方法 使用する日の３か月前から前日までに、地区会館備え付けの使

用申請書を提出し、使用許可書の交付を受ける。なお、続いて

利用できる期間は６日以内となっている。 

(b)利用時間 午前９時から午後９時まで 

 

(c)休館日  毎週水曜日（ただし、中央は毎週月曜日、大庄は毎週木曜日） 

       １２月２９日から翌年１月３日まで 

 

(d)利用定員・貸室数 

各地区会館の利用定員及び貸室数は、次のとおりである。 

 中央 小田 大庄 立花 武庫 園田 

定 員 696 人 502 人 670 人 686 人 709 人 671 人 

貸室数 7 室 11 室 7 室 7 室 9 室 9 室 

 

(e)利用状況  

各地区会館の平成２１年度及び平成２２年度の利用状況は、次のとおりである。 

 中央 小田 大庄 立花 武庫 園田 
平成 21年度 31.5% 40.6% 23.7% 33.9% 26.6% 49.7% 
平成 22年度 32.5% 40.7% 21.8% 32.9% 28.5% 48.7% 

 中央 小田 大庄 立花 武庫 園田 

再任用 － 2 3 3 3 2 

嘱託 － 1 － － － 1 

計 － 3 3 3 3 3 
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 ホールや会議室を中心に、主に地域住民が自主的に活動を行うために組織し

たグループや同好会、地域団体等に利用されており、平成２２年度の利用率は、

全体（単純平均）で３４．２％となっている。 

 

（Ｆ）使用料  

 地区会館の使用料は、地区会館条例第５条により、次の別表に定める額とな

っている。 

 なお、目的内使用の場合には、５０％の減免措置を行っている。 

 

別表                      （平成２２年７月改訂）（単位：円） 

使用料  

午前 9時か

ら午後0時

まで 

午後 1 時か

ら午後 5 時

まで 

午後 6 時か

ら午後 9 時

まで 

 

武庫地区会館 ホール 9,800 13,000 19,600  

小田地区会館 ホール 8,300 10,900 16,600  

園田地区会館 

大庄地区会館 

立花地区会館 

中央地区会館 

ホール 9,000 11,900 18,000  

全面使用 2,500 3,400 5,000  

2分の 1面使用 1,300 1,700 2,500 立花地区会

館及び中央
地区会館を

除く 

各地区会館 大会議室 

3分の 1面使用 900 1,200 1,700 立花地区会

館及び中央

地区会館に
限る 

各地区会館 小会議室 1,200 1,600 2,400  

全面使用 4,100 5,400 8,200  

2分の 1面使用 2,100 2,700 4,100 小田地区会
館及び大庄

地区会館を

除く 

小田地区会館 
園田地区会館 

大庄地区会館 

立花地区会館 

中央地区会館 

大広間 

3分の 1面使用 1,400 1,800 2,800 大庄地区会

館に限る 

武庫地区会館 

小田地区会館 

和室 1,200 1,600 2,400  

園田地区会館 

大庄地区会館 

立花地区会館 
中央地区会館 

茶室 1,000 1,200 1,900  

各地区会館 教室 800 1,100 1,600  

武庫地区会館 
小田地区会館 

立花地区会館 

中央地区会館 

料理教室 1,200 1,600 2,400  
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（Ｇ）施設の老朽化 

各地区会館の経過年数は、次のとおりである。 

 中央 小田 大庄 立花 武庫 園田 

設置時期 昭和 58 年 3 月 昭和 49年 12月 昭和 53 年 4 月 昭和 55 年 4 月 昭和 49 年 7 月 昭和 51 年 4 月 

敷地面積 6,279.01㎡ 1,328.28㎡ 1,562.09㎡ 1,991.32㎡ 2,414,57㎡ 1,323.34㎡ 

構  造 鉄筋コン４階 鉄筋コン４階 鉄筋コン２階 鉄筋コン４階 鉄筋コン３階 鉄筋コン２階 

延床面積 1,776.70㎡ 1,525.74㎡ 1,352.59㎡ 1,497.30㎡ 1,475.21㎡ 1,364.73㎡ 

経過年数 29 年 37 年 34 年 32 年 37 年 36 年 

 

中央地区会館を除く５館については、いずれも昭和５６年以前の竣工のため、

耐震化基準を満たすための対応が必要となる。また耐用年数を５０年とした場

合に今後１３～１８年以内に施設の建替又は大規模改修工事が必要である。 

  

（Ｈ）公募による指定管理者選定について 

 指定管理者制度を導入済の中央地区会館を除く５館について、平成２４年度

より指定管理者制度を導入予定である。 

(a)指定予定期間 

平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日までの５年間 

(b)指定管理料の上限額 

  小田地区会館 ２４，２００千円 

  大庄地区会館 ２３，９００千円 

  立花地区会館 ２３，８００千円 

  武庫地区会館 ２４，５００千円 

  園田地区会館 ２５，５００千円 

(c)選定に係るスケジュール 

 内容 時期 

１ 募集要項の配布 ８月１６日～８月３０日 

２ 質問票受付 ８月２４日～９月１２日 

３ 説明会 ８月２３日 

４ 施設見学 ８月２６日～９月２日 

５ 申請書受付 ８月２３日～９月２２日 

６ 面接審査（プレゼンテーションを含む） １０月１８日 

７ 選定 １１月１１日 

８ 仮基本協定の締結 １２月１３日 

９ 市議会での議決 １２月２１日 
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②個別分析 

所管局・課 協働推進局 中央地域振興センター 

公有財産台帳の財産番号 ８８９ 

財産名称（施設名） 中央地区会館 

所在地（代表地番） 西御園町９３番地の２ 

地区区分 中央 

施設全体の概要 

主な館内構成 大ホール、控室(教室)、大会議室、小会議室、茶

室、大広間(和室)、料理教室、合計 7 室 
土地面積・公有財産評価額 ６，２７９．０１ 

(屋内プール及び中央

体育館を含む) 

㎡ ― 千円 

建物延床面積・取得価額 １，７７６．７０ ㎡ ３６２，９７６ 千円 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ２９ 

償却額（千円/年） ６，５３３  

累積額（千円） １８９，４７３  

残存額（千円） １７３，５０２  

再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ３４６，４５６  

その他  

機会費用合計（千円） ―  

運営状況 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 非公募 

指定管理者名/期間 財団法人尼崎市スポ

ーツ振興事業団 

平成 23 年 4 月 1 日～

24 年 3 月 31 日 

指定管理料平成 22 実績/

平成 23 予算（千円） 

３６，８８１ 

（精算なし） 

３６，８８１ 

（精算なし） 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ３１．５  ３２．５  

利用件数（件） ２，８９８  ３，０００  

貸出可能件数（件） ９，２１０  ９，２４０  

利用人数（人/年） ６５，６０１  ６５，６０６  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 指定管理料  ３６，８８１  

  小計  ３６，８８１  

 （特定財源）    

 使用料 ４，３２２   

 （差引、一般財源充当額） ３２，５５９  
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 その他歳入 △２，２２０  

 減価償却額 ６，５３３  

 コスト総額 ３６，８７２  

件数、一人当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

― ― ６９７ ８０ 

現状の概要及び監査人の所見 

写真 

 
 

 

（中央地区会館） 

当施設は、阪神尼崎駅から西へ徒歩

４分の場所にある。昭和５８年３月に

設置され、２８年が経過している。 

また当施設は、屋内プール及び中央

体育館との複合施設（サンシビック尼

崎）内にある。 

平成１８年度より指定管理者（非公

募）による管理運営を行っている。 

その他歳入は、目的外使用料である。 

利用状況 

利用率の状況は、平成２１年度３１．５％、平成２２年度３２．５％で

ある。平成２２年度の時間帯区分では、午前３２．１％、午後３８．１％、

夜間２７．３％となっている。 

 

平成２２年度における利用状況は、次のとおりである。 

ホール及び小会議室の利用率は、５０％を越えており、教室、料理教室、

茶室が２０％以下となっている。 

利用件数  

午前 午後 夜間 合計 

利用人員 利用率 

ホール 230 148 163 541 33,741 58.55％ 

1／2 － － － － － －％ 大会議室 

(分割計上） 1／3 391 395 357 1,143 15,872 41.23％ 

小会議室 124 256 116 496 6,149 53.68％ 

教室 38 49 59 146 1,920 15.80％ 

料理教室 42 47 7 96 1,705 10.39％ 

1／2 141 247 106 494 5,582 26.73％ 大広間 
(分割計上) 

1／3 － － － － － －％ 

茶室 22 30 32 84 637 9.09％ 

合計 988 1,172 840 3,000 65,606 32.47％ 

（注）大会議室（全体）、大広間（全体）の利用については、件数を分割し

て計上している。例えば、１/２に分割できる大会議室を全体使用
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した場合には、「分割計上１/２」に２件として計上。 

今後の予定 

指定管理者による管理運営を継続 

 

所管局・課 協働推進局 小田地域振興センター 

公有財産台帳の財産番号 ８９０ 

財産名称（施設名） 小田地区会館 

所在地（代表地番） 長洲本通１丁目１５－３８ 

地区区分 小田 

施設全体の概要 

主な館内構成 ホール 1、大会議室 2、小会議室 2、教室 1、料理

教室 1、大広間 1、和室 3、合計 11 室 
土地面積・公有財産評価額 １，３２８．２８ ㎡ １７９，３１７ 千円 

建物延床面積・取得価額 １，５２５．７４ 

(長洲保育所除く) 

㎡ １３６，８７９ 千円 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３７ 

償却額（千円/年） ２，４６３  

累積額（千円） ９１，１６１  

残存額（千円） ４５，７１７  

再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ２９７，５１９  

その他  

機会費用合計（千円） ―  

運営状況 

管理方法 直営、夜間管理委託 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ４０．６  ４０．７  

利用件数（件） ４，１１４  ４，１３８  

貸出可能件数（件） １０，１３１  １０，１６４  

利用人数（人/年） ６５，４６８  ７３，３６６  

人員情報（平成 23 年 4 月 1 日） 人数 人件費 
（Ｈ23 予算ベース千円） 

再任用 30ｈ ２ ５，８９０  

嘱託（一般） １ １，８５１  

合計 ３ ７，７４１  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ７，７４１  

 維持管理費  １３，３３１  
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 整備費  ８１０  

  小計  ２１，８８２  

 （特定財源）    

 実費弁償 ４８   

 使用料 ３，６４７ ３，６９５  

 （差引、一般財源充当額）  １８，１８７  

 その他歳入 △３，８９６  

 減価償却額 ２，４６３  

 コスト総額 １６，７５４  

件数、一人当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

― ― ２２７ ３７ 

現状の概要及び監査人の所見 

写真 

 

 

（小田地区会館） 

当施設は、ＪＲ尼崎駅から南へ徒歩５分

の場所にあり立地環境には恵まれている。

昭和４９年１２月に設置され、３７年が経

過している。 

当施設の 1 階部分は長洲保育所であり、

複合施設となっている。 

 

人件費及び維持管理費の合計は、年間２１，０７２千円であり、維持管

理費の主なものは、光熱水費４，８７４千円、委託料７，２００千円（清

掃業務３，１５０千円、管理業務委託２，８８９千円他）となっている。

また整備費８１０千円は、非常用照明設備の改修工事である。 

その他歳入３，８９６千円の内訳は、目的外使用料３，７７９千円、自

販機使用料１１７千円である。 

 

利用状況 

利用率の状況は、平成２１年度４０．６％，平成２２年度４０．７％で

ある。平成２２年度の時間帯区分では、午前２９．６％、午後６０．４％、

夜間３２．１％となっている。 
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平成２２年度における施設の利用状況は、次のとおりである。 

小会議室及び教室の利用率は、５０％を越えており、料理教室、大広間

は２０％以下である。 

利用件数  

午前 午後 夜間 合計 

利用人員 利用率 

ホール 116 248 43 407 30,877 44.05％ 

1／2 244 408 326 978 10,966 52.92％ 大会議室 

( 分 割 計

上） 

1／3 － － － － － －％ 

小会議室№1 102 221 128 451 5,837 48.81％ 

小会議室№2 140 241 213 594 7,700 64.29％ 

教室 133 219 132 484 5,263 52.38％ 

料理教室 21 13 0 34 387 3.68％ 

大広間 35 113 23 171 4,717 18.51％ 

和室№1 48 214 104 366 2,380 39.61％ 

和室№2 41 145 59 245 1,371 26.52％ 

和室№3 123 225 60 408 3,868 44.16％ 

合計 1,003 2,047 1,088 4,138 73,366 40.71％ 

（注）大会議室（全体）の利用については、件数を分割して計上している。

例えば、１/２に分割できる大会議室を全体使用した場合には、「分

割計上１/２」に２件として計上。 

今後の予定 

平成２４年度より指定管理者（公募）による管理（上限額２４，２００

千円）に移行予定 

 

所管局・課 協働推進局 大庄地域振興センター 

公有財産台帳の財産番号 ８９１ 

財産名称（施設名） 大庄地区会館 

所在地（代表地番） 菜切山町１６－１ 

地区区分 大庄 

施設全体の概要 

主な館内構成 ホール 1、大会議室 1、小会議室 1、和室 3、茶室

1、合計 7 室 
土地面積・公有財産評価額 １，５６２．０９ ㎡ １９９，９４７ 千円 

建物延床面積・取得価額 １，３５２．５９ ㎡ １５３，７７４ 千円 

 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３４ 

償却額（千円/年） ２，７６７  

累積額（千円） ９４，１０９  

残存額（千円） ５９，６６４  
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再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ２３２，８４１  

その他  

機会費用合計（千円） ２０２，７４６  

運営状況 

管理方法 直営、夜間管理委託 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ２３．７  ２１．８  

利用件数（件） １，９７０  １，６５５  

貸出可能件数（件） ８，３１６  ７，５８７  

利用人数（人/年） ４８，２２１  ４１，７７９  

人員情報（平成 23 年 4 月 1 日） 人数 人件費 
（Ｈ23 予算ベース千円） 

再任用 30ｈ ３ ８，８３５  

合計 ３ ８，８３５  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ８，８３５  

 維持管理費  １３，８９４  

  小計  ２２，７２９  

 （特定財源）    

 実費弁償 ６２   

 使用料 ２，１２９ ２，１９１  

 （差引、一般財源充当額） ２０，５３８  

 その他歳入 △１，９２７  

 減価償却額 ２，７６７  

 コスト総額 ２１，３７８  

件数、一人当たり等指標（円・銭）  

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり  

１１，７９５ ４７５ ３８３ ４７  

現状の概要及び監査人の所見 

写真 

 
 

（大庄地区会館） 

当施設は、阪神センタープール前駅より北へ

徒歩約１５分に場所にある。 

昭和５３年４月に設置され、３４年が経過し

ている。 

人件費及び維持管理費用の合計は、年間２２，

７２９千円であり、維持管理費用の主なものは、 
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光熱水費３，６１０千円、委託料９，０７０千円（清掃業務５，０１９千

円、管理業務委託２，９６７千円他）となっている。 

その他歳入１，９２７千円の内訳は、目的外使用料１，８７８千円、自販

機使用料４９千円である。 

利用状況 

利用率の状況は、平成２１年度２３．７％，平成２２年度２１．８％で

あり、平成２２年度の時間帯区分では、午前２０．９％、午後２５．０％、

夜間１９．５％となっている。 

平成２２年７月に、アスベスト除去工事により休館したため、利用率は

落ちている。 

平成２２年度における施設の利用状況は、次のとおりである。 

利用率が５０％を超えるものはなく、教室、茶室が２０％以下となって

いる。 

利用件数  

午前 午後 夜間 合計 

利用人員 利用率 

ホール 58 76 111 245 23,265 29.06％ 

1／2 183 187 161 531 9,815 31.49％ 大会議室 

(分割計上） 1／3 － － － － － －％ 

小会議室 59 65 54 178 2,081 21.12％ 

教室 56 59 36 151 1,062 17.91％ 

1／2 － － － － － －％ 大広間 
(分割計上) 

1／3 148 242 128 518 5,357 20.48％ 

茶室 24 4 4 32 199 3.80％ 

合計 528 633 494 1,655 41,779 21.81％ 

（注）大会議室（全体）、大広間（全体）の利用については、件数を分割し

て計上している。例えば、１/２に分割できる大会議室を全体使用

した場合には、「分割計上１/２」に２件として計上。 

今後の予定 

平成２４年度より指定管理者（公募）による管理（上限額２３，９００

千円）に移行予定 

 

所管局・課 協働推進局 立花地域振興センター 

公有財産台帳の財産番号 ８９２ 

財産名称（施設名） 立花地区会館 

所在地（代表地番） 大西町１丁目１４－５ 

地区区分 立花 

施設全体の概要 

主な館内構成 ホール 1、大会議室 1、小会議室 1、教室 1、料理

教室 1、和室 1、茶室 1、合計 7 室 

土地面積・公有財産評価額 １，３５９．９３ ㎡ １７８，１５０ 千円 
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建物延床面積・取得価額 １，４９７．３０ 

(大西保育所を除く) 

㎡ １９７，３９６ 千円 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３２ 

償却額（千円/年） ３，５５４  

累積額（千円） １１３，７５５  

残存額（千円） ８３，６４０  

再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ２８９，３２７  

その他  

機会費用合計（千円） ―  

運営状況 

管理方法 直営、夜間管理委託 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ３３．７  ３２．９  

利用件数（件） ３，１０４  ３，０４３  

貸出可能件数（件） ９，２１０  ９，２４０  

利用人数（人/年） ６０，８４０  ５８，７８９  

人員情報（平成 23 年 4 月 1 日） 人数 人件費 
（Ｈ23 予算ベース千円） 

再任用 30ｈ ３ ８，８３５  

合計 ３ ８，８３５  

 

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ８，８３５  

 維持管理費  １３，１５１  

 整備費  ７１０  

  小計  ２２，６９６  

 （特定財源）    

 実費弁償 ６８   

 使用料 ４，５０４ ４，５７２  

 （差引、一般財源充当額） １８，１２４  

 その他歳入 △８７２  

 減価償却額 ３，５５４  

 コスト総額 ２０，８０６  

件数、一人当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

― ― １９３ ４５ 

現状の概要及び監査人の所見  
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写真 

 
 

 

（立花地区会館） 

当施設は、市バス「立花支所」より南東へ徒

歩約５分、「大西」より北東へ徒歩約３分、「立

花小学校」より西南へ徒歩約３分の場所にある。 

当施設の１階部分は大西保育所であり、複合

施設となっている。 

昭和５５年４月に設置され、３２年が経過して

いる。 

人件費及び維持管理費の合計は、年間２１，９８６千円であり、維持管

理費用の主なものは、光熱水費３，７４５千円、委託料８，１６９千円（清

掃業務３，９６５千円、管理業務委託２，８８８千円他）となっている。

また整備費７１０千円は、非常用照明設備の改修工事である。 

その他歳入８７２千円の内訳は、目的外使用料８０２千円、自販機使用

料７０千円である。 

利用状況 

利用率の状況は、平成２１年度３３．９％，平成２２年度３２．９％で

ある。平成２２年度の時間帯区分では、午前３５．２％、午後４５．６％、

夜間１８．０％となっている。 

平成２２年度における施設の利用状況は、次のとおりである。 

ホールの利用率は、５０％を越えており、料理教室、茶室は２０％以下

となっている。 

利用件数  

午前 午後 夜間 合計 

利用人員 利用率 

ホール 215 211 91 517 29,757 55.95％ 

1／2 － － － － － －％ 大会議室 
(分割計上） 1／3 432 547 358 1,337 14,883 48.23％ 

小会議室 82 161 66 309 4,799 33.44％ 

教室 164 96 18 278 2,445 30.09％ 

料理教室 68 59 2 129 2,397 13.96％ 

1／2 110 289 18 417 4,062 22.56％ 大広間 
( 分 割 計

上) 
1／3 － － － － － －％ 

茶室 13 41 2 56 446 6.06％ 

合計 1,084 1,404 555 3,043 58,789 32.93％ 

（注）大会議室（全体）、大広間（全体）の利用については、件数を分割し

て計上している。例えば、１/２に分割できる大会議室を全体使用

した場合には、「分割計上１/２」に２件として計上。 
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今後の予定 

平成２４年度より指定管理者（公募）による管理（上限額２３，８００

千円）に移行予定 

 

所管局・課 協働推進局 武庫地域振興センター 

公有財産台帳の財産番号 ８９３（土地２０６７） 

財産名称（施設名） 武庫地区会館 

所在地（代表地番） 常吉１丁目２－８ 

地区区分 武庫 

施設全体の概要 

主な館内構成 ホール 1、大会議室 2、小会議室 1、教室 1、料理

教室 1、和室 3、合計 9 室 
土地面積・公有財産評価額 ２，４１４．５７ ㎡ ３６９，４２９ 千円 
建物延床面積・取得価額 １，４７５．２１ 

(１階部分除く) 

㎡ ２８７，６６５ 千円 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３７ 

償却額（千円/年） ２，４３６  

累積額（千円） ９０，１５４  

残存額（千円） ４５，２１２  

再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ２５９，１４３  

その他  

機会費用合計（千円） ―  

運営状況 

管理方法 直営、夜間管理委託 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ２６．６  ２８．５  

利用件数（件） ２，２０４  ２，３６６  

貸出可能件数（件） ８，２８９  ８，３１６  

利用人数（人/年） ４３，６９７  ５６，５０３  

人員情報（平成 23 年 4 月 1 日） 人数 人件費 
（Ｈ23 予算ベース千円） 

再任用 30ｈ ３ ８，８３５  

合計 ３ ８，８３５  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ８，８３５  

 維持管理費  １５，７８５  

  小計  ２４，６２０  

 （特定財源）    
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 実費弁償 １２４   

 使用料 ２，８３８ ２，９６２  

 （差引、一般財源充当額） ２１，６５８  

 その他歳入 △１，４１３  

 減価償却額 ２，４３６  

 コスト総額 ２２，６８１  

件数、一人当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

― ― ３００ ４９ 

現状の概要及び監査人の所見  

写真 

 

（武庫地区会館） 

当施設は、市バス「武庫支所」より北へ徒歩

約３分、「武庫元町」より北へ徒歩約５分の場

所にある。昭和４９年７月に設置され、３７年

が経過している。 

また当施設の１階部分は普通財産(医療法人

への貸付)であり、民間施設と同居している施

設になっている。 

 

人件費及び維持管理費の合計は、年間２４，６２０千円であり、維持管

理費の主なものは、光熱水費４，５２６千円、委託料１０，３８６千円（清

掃業務６，２４７千円、管理業務委託２，８８８千円他）となっている。 

その他歳入１，４１３千円の内訳は、目的外使用料１，３８４千円、自

販機使用料２９千円である。 

利用状況 

利用率の状況は、平成２１年度２６．６％，平成２２年度２８．５％で

ある。平成２２年度の時間帯区分では、午前３０．１％、午後４３．５％、

夜間１１．７％となっている。 

平成２２年度における施設の利用状況は、次のとおりである。 

利用率が５０％を超えるものはなく、小会議室が２０％以下となってい

る。 

利用件数  

午前 午後 夜間 合計 

利用人員 利用率 

ホール 183 125 38 346 34,308 37.45％ 

1／2 143 185 66 394 6,600 21.32％ 大会議室 
(分割計上） 1／3 － － － － － －％ 

小会議室 82 67 30 179 2,284 19.37％ 

教室 91 158 128 377 4,686 40.80％ 
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和室№1 68 186 8 262 1,713 28.35％ 

和室№2 68 186 8 262 1,680 28.35％ 

和室№3 107 193 44 344 2,548 37.23％ 

合計 835 1.207 324 2,366 56,503 28.45％ 

(注)大会議室（全体）の利用については、件数を分割して計上している。

例えば、１/２に分割できる大会議室を全体使用した場合には、「分割

計上１/２」に２件として計上。 

今後の予定 

平成２４年度より指定管理者（公募）による管理（上限額２４，５００

千円）に移行予定 

 

所管局・課 協働推進局 園田地域振興センター 

公有財産台帳の財産番号 ８９４ 

財産名称（施設名） 園田地区会館 

所在地（代表地番） 東園田町４丁目１２－４ 

地区区分 園田 

施設全体の概要 

主な館内構成 ホール 1、教室 1、大会議室 2、小会議室 2、和室 2、

茶室 1、合計 9 室 
土地面積・公有財産評価額 １，３２３．３４ ㎡ ２３８，２０１ 千円 
建物延床面積・取得価額 １，３６４．７３ ㎡ １７８，２８７ 千円 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３６ 

償却額（千円/年） ３，２０９  

累積額（千円） １１５，５２９  

残存額（千円） ６２，７５７  

再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ２６６，１２２  

その他  

機会費用合計（千円） ２４１，５３６  

運営状況 

管理方法 直営、夜間管理委託 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ４９．７  ４８．７  

利用件数（件） ４，１１７  ４，０５１  

貸出可能件数（件） ８，２８９  ８，３１６  

利用人数（人/年） ７７，２８８  ８０，１３０  

人員情報（平成 23 年 4 月 1 日） 人数 人件費 
（Ｈ23 予算ベース千円） 

再任用 30ｈ ２ ５，８９０  
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嘱託（一般） １ ５，２１２  

合計 ３ １１，１０２  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  １１，１０２  

 維持管理費  １５，０５９  

  小計  ２６，１６１  

 （特定財源）    

 実費弁償 ４３   

 使用料 ３，５２６ ３，５６９  

 （差引、一般財源充当額） ２２，５９２  

 その他歳入 △２，５２２  

 減価償却額 ３，２０９  

 コスト総額 ２３，２７９  

件数、一人当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

５，７００ ２９６ ２５０ ５１ 

現状の概要及び監査人の所見 

写真 

 

 

（園田地区会館） 

当施設は、阪急園田駅より北西へ徒歩約８分

の場所にあり、立地環境としては、恵まれてい

る。 

昭和５１年４月に設置され、３６年が経過し

ている。 

 

人件費及び維持管理費の合計は、年間２６，１６１千円であり、維持管

理費の主なものは、光熱水費５，４６８千円、委託料８，２６７千円（清

掃業務４，３０９千円、管理業務委託２，８８８千円他）となっている。 

その他歳入２，５２２千円の内訳は、目的外使用料２，３５３千円、自

販機使用料１６９千円である。 

利用状況 

利用率の状況は、平成２１年度４９．７％，平成２２年度４８．７％と

地区会館の中では、最も高い。平成２２年度の時間帯区分では、午前５１．

２％、午後６１．３％、夜間３３．６％となっている。 

平成２２年度における施設の利用状況は、次のとおりである。 

大会議室、小会議室、教室の利用率が５０％を超えており、茶室が２０％

以下となっている。 

利用件数  

午前 午後 夜間 合計 

利用人員 利用率 

ホール 131 178 78 387 37,371 41.88％ 
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1／2 425 465 366 1,256 17,809 67.97％ 大会議室 

( 分 割 計

上） 

1／3 － － － － － －％ 

小会議室№1 208 216 126 550 6,629 59.52％ 

小会議室№2 199 248 147 594 6,554 64.29％ 

教室 128 248 124 500 4,413 54.11％ 

1／2 313 264 62 639 6,364 34.58％ 大広間 
( 分 割 計

上) 
1／3      ％ 

茶室 16 80 29 125 990 13.53％ 

合計 1,420 1,699 932 4,051 80,130 48.71％ 

（注）大会議室（全体）、大広間（全体）の利用については、件数を分割し

て計上している。例えば、１/２に分割できる大会議室を全体使用

した場合には、「分割計上１/２」に２件として計上。 

今後の予定 

平成２４年度より指定管理者（公募）による管理（上限額２５，５００

千円）に移行予定 

 

監査の結果及び意見 

＜結果＞武庫地区会館の土地及び建物について 

従来、旧武庫保健センターの土地及び建物の一部は、健康福祉局保健センタ

ーが行政財産として所管していた。その後旧武庫保健センターの用途廃止、武

庫地域振興センターへの所管換えが行われている。 

その際、建物については、保健所６３３．００㎡（武庫保健センター）を普

通財産貸付５７６．００㎡と地区会館５７．００㎡とに振替するべきであった。

また土地については、貸付部分の敷地として利用するものであるが、すべて地

区会館の敷地として振替するべきであった。 

しかしながら、この武庫地区会館の土地及び建物について「公用財産」から

「公共用財産」への振替が行われていない。 

 「公用財産」から「公共用財産」への振替が必要な土地及び建物は、次のと

おりである。 

  

（土地）「財産番号２０６７」（財産名称：武庫地域振興センター） 

 所在地      地目          地 積 

・常吉 1丁目２７  田          ４５１．９６㎡ 

・常吉 1丁目３２  宅地         ８０８．３５㎡ 

・常吉 1丁目３３  宅地       １，１５４．２６㎡ 

合 計               ２，４１４．５７㎡  

 

（建物）「財産番号２０６７」（財産名称：武庫地域振興センター） 

 建物用途     建物構造        面 積 
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・保健所      鉄筋コンクリート造   ５７．００㎡  

・自転車置場    鉄骨造          ６．３０㎡  

 

＜意見＞中央地区会館における指定管理（非公募）について 

財団法人尼崎市スポーツ振興事業団へ非公募での指定管理を行っている。こ

れは、当初、同団体の選定理由（非公募）として、「財団法人尼崎市スポーツ振

興事業団は、併設している社会体育施設の管理を受託しており、同団体を指定

管理者として選定することは、効率的であるとともに、市サービスの向上、経

費の削減に効果がある。」とされており、その後「外郭団体の統廃合及び経営改

善について」（平成１９年１月）では、外郭団体公募選定対象外とされているこ

とによる。 

施設の大半を占める教育委員会が所管するスポーツ施設と分割管理すること

は共用部分が一体化していることから合理性や管理責任の面からも課題が多

く、プール等の施設の特殊性を踏まえ安全性確保という点からも一体管理によ

り当初、非公募であることは十分に理解できるが、その後相当の時間が経過し

ている現在においては、施設全体の一括管理を前提に民間事業者による代替の

可能性も見極める中で、改めて選定方法の見直しを含めた検討を行い、公募と

しない場合にはその理由を文書により明確にするべきである。 

 また、今後も設置目的に合致した自主事業を展開することにより利用率の向

上とＰＲを図る必要がある。 

＜意見＞地域振興センター（支所）との複合化について 

地区会館は、市民の生活文化の向上と社会福祉の増進を目的とし、研修・講

演・レクレーション・集会等に使用されている施設であり、利用状況等から判

断しても、設置目的、存在意義が薄れているとは認められない。  

また、「公共施設見直しの方向性」（平成２２年８月）においては、業務委託

や指定管理者制度の拡充など管理運営面での見直しに向けた検討を進めるとさ

れており、これを受けて平成２４年度より６つの地区会館全てについて、指定

管理者制度の導入により管理運営面での経費削減の取組みが実施されようとし

ている。  

一方で、老朽化による更新時期における施設の一元化、多機能化・複合化に

よる施設数の削減についての検討を行っているところである。その場合には、

施設の設置目的や費用対効果等の検証を行い、市関与の必要性、効率性、有効

性などの観点から、館数の削減または存続等の判断が求められることになる。 

地区会館の設置目的は、「市民の生活文化の向上と社会福祉の増進を図るた

めの各種の研修、レクリエーション及び集会の場を提供する施設」とされてお

り、また支所の設置目的は、「地域における協働のまちづくり及びコミュニティ

の創造の拠点並びに保健及び福祉に関するサービスその他行政サービスの提供

の場」とされている。中央支所を除く５つの支所については、施設の耐用年数

を５０年とした場合に、今後４～５年で更新時期を迎えることとなり、施設の

見直しが喫緊の取り組むべき課題とされている。 

したがって、６つの地区会館と６つの支所とは、次図に示すとおり地理的に

も隣接した場所にあるため、両施設の複合化を図ることが必要である。 
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【地区会館と支所との位置図】 

 
＜支所における喫緊の課題（老朽化）について＞ 

（１）設置目的について 

支所設置条例によれば、「地域における協働のまちづくり及びコミュニティ

の創造の拠点並びに保健及び福祉に関するサービスその他行政サービスの提供

の場」として、各地区ごとに次の６つの支所が設置されている。 

地区名称 施設名称 位置 

中央地区 中央支所 開明町 2丁目 1番地の 1 

小田地区 小田支所 長洲中通 1丁目 6番 10 号 
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大庄地区 大庄支所 大庄西町 3丁目 17 番 11 号 

立花地区 立花支所 栗山町 2丁目 24 番 3 号 

武庫地区 武庫支所 武庫元町 1丁目 33 番 9 号 

園田地区 園田支所 御園 1丁目 23 番 8 号 

 (注)６つの支所は、災害時に災害相談窓口や消防団の地区本部を設置したり、

防災活動に従事する職員の参集場所とすることなどが、防災計画で定め

られている。 

上記以外に証明書交付等の行政サービスを提供している施設（一般の建物内

にテナント入居している施設）として、阪急塚口サービスセンター、阪急園田

証明コーナーの２か所がある。 

 

（２）支所等での業務内容について 

「現状と課題」では、各支所等で次のような業務を行っているとある。 

①サービスセンター 

住民登録・戸籍・印鑑・国民健康保険・国民年金・乳幼児医療・児童手当の

届出業務や住民票・戸籍・印鑑・市民税などの証明書の交付、税などの収納

業務、原動機付自転車の登録と廃車業務。 

②証明コーナー 

住民票・戸籍・印鑑・市民税などの各種証明書の交付。なお、出生・婚姻・

転籍などの戸籍届や住所変更届及び国民健康保険・国民年金・児童手当の変

更届並びに福祉医療の届については、高齢者（６５歳以上の人）や障害者（身

体障害者･療育・精神障害者保健福祉のいずれかの手帳を持つ人）の方が窓

口に来られて手続きをされる場合にのみの受付業務。 

③地域福祉担当 

後期高齢者医療保険、乳児医療以外の福祉医療、介護保険、身体障害、知的

障害・老人・母子・児童などの福祉業務の届出の一部業務。 

④地域保健担当 

乳幼児健診、予防接種、成人・老人保健、精神保護、難病患者対策などの

保健業務の一部業務。 

⑤地域振興センター 

地域における協働のまちづくりの推進及び地域コミュニティの振興に係る

業務。具体的には、まちづくりに取り組む各種団体との連携、地域活動の

情報収集・発信・支援、まちづくり参加・相談窓口、コミュニティルーム

等交流の場の提供など。 

 サービス 

センター 

証明 

コーナー 

地域福祉 

担当 

地域保健 

担当 

地域振興 

センター 

中央支所 ○  ○ ○ ○ 
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小田支所 ○  ○ ○ ○ 

大庄支所  ○ ○ ○ ○ 

立花支所  ○ ○ ○ ○ 

武庫支所  ○ ○ ○ ○ 

園田支所  ○ ○ ○ ○ 

テナント入居施設 
阪急塚口サー

ビスセンター 
○     

阪急園田証明
コーナー 

 ○    

 

（３）運営上の問題について 

「現状と課題」によれば、運営上の問題として、以下の指摘がなされている。 

①乳幼児健診実施上の問題 

現在の支所等は、平成１８年の再編によりできたものであり、乳幼児健診に

ついては、以前では各地区に設置されていた（旧）保健センターで実施してい

ましたが、現在は支所の施設内で行っています。ただそのうち、小田・立花・

武庫・園田は、健診事業の実施に適した構造にはなっていないため、安全・安

心という面で課題を抱えています。 

②未活用スペースの問題 

 各支所の３階部分（大庄以外）については、倉庫や会議室としているなど、

必ずしも有効活用されているとは言いがたい状況にあります。 
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（４）喫緊の課題（老朽化）について 

「現状と課題」では、中央支所以外の５支所は、建物の耐用年数を５０年と

した場合には、今後４～５年で更新時期を迎えることになるため、施設の見直

しが喫緊の取り組むべき課題とされている。  

各支所のア．竣工年、イ．構造等、ウ．管理、エ．管理運営事業費（平成２

３年度予算）は、次のとおりである。 

 

 

 

中央支所 竣工年 昭和１１年４月 

 平成 19 年度までに耐震補強等を行

っているが、構造部分の改修は行っ

ていない。 

構造等 鉄筋コンクリート造３階建 

延床面積 ３，５９６．８８㎡（開明庁舎全体） 

敷地面積 ２，４６３．６９㎡ 

 管 理 直営管理（４名体制） 

管理運営事業費（平成２３年度予算） １２，９５４千円 

 

小田支所 竣工年 昭和４１年３月（経過年数４５年） 

構造等 鉄筋コンクリート造３階建 

延床面積 １，６５７．５０㎡ 

敷地面積 ２，４７４．２６㎡ 

管 理 直営管理（４名体制） 

 

管理運営事業費（平成２３年

度予算） 

８，３５４千円 

 

大庄支所 竣工年 昭和４０年６月（経過年数４６年） 

構造等 鉄筋コンクリート造２階建 

延床面積 １，１９４．０６㎡ 

敷地面積 １，５２５．８６㎡ 

管 理 直営管理（４名体制） 

 

管理運営事業費（平成２３年

度予算） 

７，２７２千円 
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立花支所 竣工年 昭和４２年１月（経過年数４４年） 

構造等 鉄筋コンクリート造３階建 

延床面積 １，６７３．３２㎡ 

敷地面積 １，７８０．９２㎡ 

管 理 直営管理（４名体制） 

 

管理運営事業費（平成２３年

度予算） 

８，５７３千円 

 

武庫支所 竣工年 昭和４０年１１月（経過年数４６年） 

構造等 鉄筋コンクリート造３階建 

延床面積 １，３４５．４６㎡ 

敷地面積 １，１８２．５４㎡ 

管 理 直営管理（４名体制） 

 

管理運営事業費（平成２３年

度予算） 

７，７４３千円 

 

園田支所 竣工年 昭和４０年１１月（経過年数４６年） 

構造等 鉄筋コンクリート造３階建 

延床面積 １，２７２．４７㎡ 

敷地面積 １，６４６．６４㎡ 

管 理 直営管理（４名体制） 

 

管理運営事業費（平成２３年

度予算） 

６，６９３千円 

 

 

＜園田東会館＞ 

所管局・課 協働推進局 園田地域振興センター 

公有財産台帳の財産番号 ８８０ 

財産名称（施設名） 園田東会館 

所在地（代表地番） 戸ノ内町２丁目９－１ 

地区区分 園田 

行政財産の設置目的 

 市民の生活文化の向上を図るための各種の研修、レクリエーション及び集会

の場を提供する 

設置根拠 尼崎市立園田東会館の設置及び管理に関する条例 
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施設全体の概要 

主な館内構成 貸室数 7室（大会議室 2、小会議室 2、和室 2、料理教室 1

室）、貸室定員 144人、貸館以外に老人の間 2室 

土地面積・公有財産評価額 １，０６２．８８ ㎡ ９０，６６３ 千円 
建物延床面積・取得価額 ８５８．３０ ㎡ ５５，３１６ 千円 

償却情報（平成 23年 3月 31日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３９ 

償却額（千円/年） ９９７  

累積額（千円） ３８，８２６  

残存額（千円） １６，４８９  

再建築情報（平成 23年 3月 31日） 

建築単価（千円） １９５ 他 

建築費（千円） １６３，６７９  

その他  

機会費用合計（千円） ９１，９３２  

運営状況 

開館時間/休館日 9:00～21:00 土日祝、年末年始 

平成 22 年度稼働日数 ２４９ 

管理方法 直営 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ３１．１  ３４．７  

利用件数（件） １，４１０  １，５５６  

貸出可能件数（件） ４，５３６  ４，４８２  

利用人数（人/年） ７，０９４  ６，９６０  

人員情報（平成 23年 4月 1日） 人数 人件費 
（Ｈ23予算ベース千円） 

正規 １ ８，１４９  

再任用 30ｈ １ ２，９４５  

嘱託（一般） １ ３，０８６  

合計 ３ １４，１８０  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  １４，１８０  

 維持管理費  ７，０９０  

  小計  ２１，２７０  

 （特定財源）    

 実費弁償 １５   

 （差引、一般財源充当額） ２１，２５５  

 減価償却額 ９９７  

 コスト総額 ２２，２５２  

件数、一人当たり等指標（円・銭） 
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平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

１５，００５ ３，１６７ ２３９ ４９ 

現状の概要及び監査人の所見 

人件費（職員３名）及び維持管理費の合計は、２１，２７０千円であり、維

持管理費の主なものは、光熱水費１，３７９千円、委託料５，３２７千円（清

掃業務４，６６０円他）となっている。また人件費の占める割合は、６６．７％

と高い。 

写真 

 

利用状況 

利用率の状況は、平成２１年度３１．１％，平

成２２年度３４．７％である。 

現状に至る経緯 

当施設は、昭和４８年に設置され、３９年が経

過している。 

今後の予定 

継続利用 

 

＜総合センター＞ 

①概要 

（Ａ）設置目的及び事業内容について 

「尼崎市立総合センターの設置及び管理に関する条例」第２条によれば「地

域住民の福祉の向上及び住民相互の交流の促進を図るためのコミュニティの拠

点となる施設として、総合センターを設置する。」として総合センターの設置目

的が規定されている。 

事業内容については、同第４条で、次のとおり規定されている。 

(a)地域住民の生活及び人権に関する相談に関すること。 

(b)住民相互の交流の促進に関すること。 

(c)人権啓発に関すること。 

(d)前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事業 

 

（Ｂ）施設について 

 「尼崎市立総合センターの設置及び管理に関する条例」第３条において、次

の６つの総合センターが設置されている。 

名称 地区 所在地  

上ノ島総合センター 立花 南塚口町８丁目７番２５号 (注1) 

神崎総合センター 小田 神崎町３７番３号  

水堂総合センター 立花 水堂町２丁目３５番１号 (注2) 
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今北総合センター 大庄 西立花町３丁目１４番１号 (注3) 

南武庫之荘総合セン

ター 

武庫 南武庫之荘１１丁目１番１８号（東館） 

南武庫之荘１１丁目６番１５号（西館） 

 

塚口総合センター 立花 塚口本町２丁目２８番１１号  

(注 1)上ノ島保育所（１階）との複合施設 

(注 2)水堂保育所（１階）との複合施設 

(注 3)今北保育所（１階）との複合施設 

 

（Ｃ）予算について 

(a)コスト総額 

平成２３年度予算ベースでの６つの総合センターにかかる減価償却額を含む

コスト総額は次のとおり３６８百万円である。 

（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ２７１，１０９  

 維持管理費  １１３，１０２  

 整備費  ２７，６１３  

 事業費等  １１，０６２  

  小計  ４２２，８８６  

 （特定財源）    

 補助金（国）整備費 １２，８２３   

 補助金（国）事業費 ４４，９０２   

 市債 １２，８００   

 実費弁償 １，４４５ ７１，９７０  

 （差引、一般財源充当額） ３５０，９１６  

 その他歳入 △９  

 減価償却額 １７，２６２  

 コスト総額 ３６８，１６９  

（注）補助金（国）事業費は、隣保館運営事業費補助金である。 

(b)人件費・施設維持管理費 

各施設の人件費及び維持管理費は、次のとおりである。  

   （単位：千円） 

 上ノ島 神崎 水堂 今北 南武庫之荘 塚口 共通 合計 

人件費 55,321 37,973 43,695 43,827 46,970 43,319 － 271,105 

維持管理費 

(うち委託料) 
22,564 

(17,887) 

17,964 

(14,279) 

15,692 

(12,032) 

17,488 

(13,502) 

21,056 

(15,400) 

16,338 

(12,127) 

2,000 

(－) 

113,102 

(85,227) 

合 計 77,885 55,937 59,387 61,315 68,026 59,657 2,000 384,207 

人件費割合  71.0% 67.9% 73.6% 71.5% 69.0% 72.6% － 70.6% 

（注）維持管理費のうち分館（旧老人分館及び旧青少年会館）に要するものは、

次のとおりである。また共通２，０００千円は、総合センター及び旧青少年会
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館に要する緊急修繕費である。   

（単位：千円） 

 上ノ島 神崎 水堂 今北 南武庫之荘 塚口 共通 合計 

旧老人分館 4,026 － 331 2,957 3,280 － － 10,594 

旧青少年会館 9.053 6,953 6,223 338 32 2,875 － 25,474 

合 計 13,079 6,953 6,554 3,295 3,312 2,875 － 36,068 

人件費の合計は２７１，１０９千円で、維持管理費１１３，１０２千円との

合計３８４，２１１千円に対して、約７０．６％を占めている。 

 委託料の主なものは、清掃委託業務（指名競争入札）及び夜間管理業務委託

（随意契約）である。 

 

（Ｄ）管理運営状況について 

総合センターは市直営（８～９名体制）で管理運営されている。なお、夜間

業務（午後５時３０分から午後９時）については、（社）シルバー人材センター

（２名体制）に対して管理業務委託（随意契約）している。随意契約を行う理

由は、「高齢者の能力の積極的な活用を図る業務であり、高齢者の就業機会の確

保及び就労の安定に寄与するため」とされている。 

随意契約の選定基準は、次のとおりである。 

(a)尼崎市内に所在し、円滑に業務の履行が行える団体であること。 

(b)高齢者等の雇用の安定等に関する法律第４１条第２項に該当するシルバ

ー人材センターであること。 

(c)実績等があり、確実な履行が見込めること。 

 

各施設の職員配置は、次のとおり８～９名となっている。 

（単位：人） 

 上ノ島 神崎 水堂 今北 南武庫之荘 塚口 

所長 1 1 1 1 1 1 

正規職員 5 － 2 2 3 2 

再任用 2 5 4 3 4 2 

嘱託 － 1 － 2 － 2 

臨時 1 1 1 1 1 1 

計 9 8 8 9 9 8 

  

（Ｅ）利用状況について 

(a)利用時間 月～金      午前９時～午後９時まで 

       第２・第４土曜日 午前９時～午後５時まで 

(b)休館日  第１・第３・第５土曜日（第２・第４土曜日が国民の祝日に関
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する法律に定める休日に当たる場合は第３土曜日を開館）、日曜

日、祝日 

       １２月２９日から翌年１月３日まで 

(c)定員・貸室数 

各施設における定員及び貸室数は、次のとおりである。 

 上ノ島 神崎 水堂 今北 南武庫之荘 塚口 

定 員 253 人 379 人 168 人 320 人 320 人 200 人 

貸室数 9 室 10 室 6 室 8 室 7 室 8 室 

(d)利用状況 

各施設における平成２１年度及び平成２２年度の利用状況は、次のとおりで

ある。 

 上ノ島 神崎 水堂 今北 南武庫之荘 塚口 

平成 21年度 21.3% 1.1% 3.8% 10.5% 8.0% 4.5% 

平成 22年度 24.1% 1.5% 2.6% 10.8% 8.3% 7.8% 
備   考 ― 極めて低い 極めて低い 低い 低い 低い 

平成２２年度の利用率は、隣保館としての要件を満たすために多様な部屋が

設置されていることにもよるが、６館単純平均で９．２％であり、地区会館、

公民館などに比べて低い。また利用者も地域の住民が大部分である。 

 

（Ｆ）使用料について 

 総合センターの使用料は、「尼崎市立総合センターの設置及び管理に関する条

例」第６条により、目的内使用の場合には、無料とされている。 

現在、施設の目的外の使用はほとんどなく、全てが目的内使用である。 

目的外使用する場合の使用料は、次のとおりである。 

（平成 22 年 7 月改訂）（単位：円） 

 午前９時～正午 正午～午後５時 午後６時～９時 

集会室 1,200 1,720 2,100 

教室 670 1,050 1,350 

料理教室 1,200 1,720 2,100 

和室 670 1,050 1,350 

 

（Ｇ）使用許可の状況 

各施設において、人権・同和問題に関する啓発事業等の推進のため、次のと

おり事務室の使用許可を行っている（実費は徴収されている）。 （単位：円）        

 相手先 面積 免除額（全額） 

上ノ島総合センター 

 

いくしま人権協会 23.10 ㎡ 386,028 

神崎総合センター 小田北地域人権教育啓発 20.57 ㎡ 311,688 
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促進委員会 

水堂総合センター 水堂地域人権教育啓発促

進委員会 

9.89 ㎡ 170,664 

今北総合センター 今北・堂松南地域人権教

育啓発促進委員会 

20.00 ㎡ 329,868 

南武庫之荘総合センタ

ー 

南武庫之荘地域人権教育

啓発促進委員会 

32.63 ㎡ 520,068 

塚口総合センター 塚口地域人権教育啓発促

進委員会 

17.02 ㎡ 262,188 

合計   1,980,504 

（使用料について全額減免を受けようとする理由） 

同和問題・人権教育啓発の推進に資することを目的に設置された団体であり、

市と連携・協調を図りながら、人権同和問題に関する事業等の推進に取り組ん

でいるため 

 

（Ｈ）施設の老朽化 

各施設における老朽化の状況は、次のとおりである。 

 上ノ島 神崎 水堂 今北 南武庫之荘 塚口 

設置時期 昭和 48 年 5 月 昭和 51 年 3 月 昭和 49 年 9 月 昭和 46 年 5 月 (東館) 

昭和 47 年 7 月 

(西館） 

昭和 57 年 3 月 

昭和 49 年 9 月 

敷地面積 2,289.82㎡ 1,432.18㎡ 2,403.62㎡ 1,306.50㎡ 1,665.52㎡ 544.34 ㎡ 

構造 鉄筋コン 2階 鉄筋コン 3階 鉄筋コン 2階 鉄筋コン 2階 鉄筋コン 2階 鉄筋コン 3階 

延床面積 1,055.16㎡ 1,398.10㎡ 763.43 ㎡ 1,362.61㎡ 1,835.78㎡ 837.71 ㎡ 

経過年数 38 年 36 年 37 年 40 年 (東館)39年 

(西館)30年 

37 年 

直近改修時期 平成 18年度 平成 21年度 平成 21年度 平成 19年度 平成 19年度 平成 18年度 

いずれの施設も新耐震基準適用前に建設された施設であり、施設の耐用年数

を５０年とした場合には、今後１０～１５年以内に老朽化による建替や大規模

改修を行うことが必要な施設といえる。 

この建替や大規模改修に伴う費用負担は、今後の市の財政の悪化要因となる。 

 

（Ｉ）総合センターと分館（旧青少年会館、旧老人会館）との関係について 

「平成２２年度包括外部監査の結果報告書における経緯及び所管課（Ｐ１１

９）」の記載を引用すると、次のとおりである。 

①経緯について 

平成１７年度まで、上ノ島、神崎、水堂、今北、南武庫之荘、塚口の６地区

にそれぞれ設置されている総合センターについては「尼崎市立総合センターの

設置及び管理に関する条例」、青少年会館は「児童厚生施設の設置及び管理に
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関する条例」、老人福祉センターは「老人福祉センターの設置及び管理に関す

る条例」の各条例に基づき建設、設置され、各施設とも行政財産として機能し

てきた。 

しかしながら、平成１７年度末の総合センター以外の当該施設に係る条例の

廃止により、平成１８年４月１日より、旧青少年会館及び旧老人福祉センター

分館の機能は総合センターに統合されることとなり、その用途が廃止されるこ

とから財産区分は行政財産から普通財産（貸付以外）に変更された。 

旧青少年会館については、平成１９年に「旧青少年会館の施設活用方針」が

企画財政局総務課より出されている。それによると、原則は「無償貸付による

公募を行い、２年間対象団体が無い場合は売却する」とされているが、経過措

置として、「旧青少年会館と旧老人分館の施設機能を交換することも可能とし、

その場合には旧老人分館は売却し、旧青少年会館は総合センターの補完施設と

して位置づける」こととされている。 

②所管課について 

総合センター、旧青少年会館及び旧老人福祉センター分館は、６地区の全 

てを協働推進局総合センター・管理担当が事務管理・運営している。しかしな

がら、旧青少年会館及び旧老人福祉センター分館の財産上の所管は、神崎及び

水堂の旧青少年会館が人権課に移管されているのみで、その他の旧青少年会館

及び旧老人福祉センター分館は機能廃止前の所管のままになっている。 

これは、旧青少年会館及び旧老人福祉センター分館が平成１８年４月１日の

機能統合後に売却も視野に入れた検討等を行う計画であったことに加えて、国

及び県からの補助金を受けて建設した施設であることから、容易に所管換えで

きなかったのではないかと考えられる。 

 

（Ｊ）各施設の進捗状況について 

平成１８年４月に地区施設機能の総合センターへの統合を実施し、その後、

あまがさき行財政構造改革推進プラン等に基づき、各地区施設の見直しについ

て取り組んでいる。 

＜総合センター＞ 
１階は上ノ島保育所の複合施設 

＜旧青少年会館＞ 
平成２３年度売却予定 

＜旧老人分館＞ 
平成２６年度売却予定 

上ノ島 

地元関係団体と協議した結果、地区施設センターへの集約化を図るため、保育所の民間移管

を併せて実施し、旧青少年会館・旧老人会館は廃止売却する見直し計画を市として決定した。
平成２２年８月に地元・保護者説明会を実施し、同年１２月に保育所条例を一部改正してい

る。平成２３年度には、隣地を購入し、総合センター２階を整備し、旧青少年会館を売却す

る予定。旧老人分館については、平成２６年度の売却に向けて検討中。 

＜総合センター＞ 
 

＜旧青少年会館＞ 
分館（スマイルひろば） 

＜旧老人分館＞ 
平成２３年５月売却済 

神崎 

平成１９年１０月に旧青少年会館の一部に県民交流事業として「スマイルひろば」がオープ
ン。平成２０年３月に老人機能を総合センターに移転し、平成２３年５月に５，３００万円
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で売却済。 

＜総合センター＞ 

１階は水堂保育所の複合施設 

＜旧青少年会館＞ 

分館（わくわく館） 

＜旧老人分館＞ 

平成２１年９月売却済 

水堂 

平成２０年３月に旧老人分館を閉鎖し、老人機能を旧青少年会館に移転。平成２１年８月に

１４０百万円で売却 

＜総合センター＞ 
１階は今北保育所の複合施設 

＜旧青少年会館＞ 
休館 

＜旧老人分館＞ 
分館（青少年と複合） 

今北 

旧青少年会館は、平成２１年度から休館。 
全体的な見直しは、今後も引き続き地元関係団体と協議を行っていく。 

平成２２年１０月より旧老人分館に県民交流広場事業（５年間）を開始。 

＜総合センター＞ 

 

＜旧青少年会館＞ 

休館 

＜旧老人分館＞ 

平成２５年度売却予定 

南武庫之荘 

旧青少年会館は、平成２１年度より休館。 

平成２３年７月に具体的な見直し案（Ｈ２４年度総合センターの整備、平成２５年度旧老人

分館の解体売却）を地元関係団体に提案し、実施に向けて理解と協力を求めている。 

＜総合センター＞ 
 

＜旧青少年会館＞ 
分館（老人と複合） 

＜旧老人分館＞ 
平成２２年３月売却済 

塚口 

地元関係団体と協議した結果、旧青少年会館１階に老人機能を整備することで、旧老人分館
を廃止売却することで合意し、平成２１年度に整備し、平成２２年度に機能集約している。 

平成２２年３月に旧老人分館は、約 8,900万円で売却済。 
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②個別分析 

所管局・課 協働推進局 人権課 

公有財産台帳の財産番号 ７９３ 

財産名称（施設名） 上ノ島総合センター 

所在地（代表地番） 南塚口町８－７－２５ 

地区区分 立花 

施設全体の概要 

主な館内構成 集会室 1、教室 4、料理教室 1、和室 2、音楽室 1、計 9 

（貸館以外に図書室 1、多目的利用室 1、相談室 2） 

土地面積・公有財産評価額 ２，２８９．８２ ㎡ ３６０，１１６ 千円 

主な建物延床面積・取得価額 １，０５５．１６ ㎡ １１２，０６６ 千円 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３８ 

償却額（千円/年） ２，０１７  

累積額（千円） ６７，０３３  

残存額（千円） ４５，０３２  

再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） １４３，１４５  

その他  

機会費用合計（千円） －  

運営状況 

管理方法 直営、夜間管理委託 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ２１．３  ２４．１  

利用件数（件） １，４８１  １，６８２  

貸出可能件数（件） ６，９６６  ６，９９３  

利用人数（人/年） １８，８４４  ２４，７１８  

人員情報（平成 23 年 4 月 1 日） 人数 人件費 
（Ｈ23 予算ベース千円） 

正規 ６ ４８，８９４  

再任用 30ｈ ２ ５，８９０  

臨時 １ ５３７  

合計 ９ ５５，３２１  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ５５，３２１  

 維持管理費  ２２，５６４  

 整備費  ２６，０９３  

 事業費等  ２，０７８  

  小計  １０６，０５６  

 （特定財源）    
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 補助金（国）整備費 １２，８２３   

 補助金（国）事業費 ７，４８３   

 市債 １２，８００   

 実費弁償 ２７９ ３３，３８５  

 （差引、一般財源充当額） ７２，６７１  

 その他歳入 △１  

 減価償却額 ２，０１７  

 コスト総額 ７４，６８７  

件数、一人当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

― ― ― １６３ 

現状の概要及び監査人の所見 

写真 

 

 

（上ノ島総合センター） 

当施設の１階は、上ノ島保育所であり、複

合施設となっている。 

人件費及び維持管理費の合計は、年間７７，

８８５千円であり、維持管理費の主なものは、

光熱水費３，３６１千円、委託料１７，８８

７千円（清掃業務１２，２３１千円、夜間委

託３，８９２千円他）である。 

人件費の占める割合は、７１．０％と高い。 

 なお、補助金（国）事業費７，４８３千円は、隣保館運営事業費補助金

４４，９０２千円を６施設で均等計上している。 

利用状況 

利用率の状況は、平成２１年度２１．３％，平成２２年度２４．１％と

他の総合センターと比較すると高い。 

現状に至る経緯 

上ノ島地域については、上ノ島総合センター（総合センター、旧青少年

会館、旧老人分館）の各施設が３箇所に分散していること及び利用状況を

踏まえて、地元関係団体と協議してきた結果、地区施設の見直し案及びそ

れに伴う上ノ島保育所の民間移管について同意が得られている。 

地区施設の見直し案によれば、①旧老人分館と旧青少年会館を廃止し、 

売却する。②その機能を上ノ島総合センターの１階にある現保育所部分に

移転整備する。③１階部分の上ノ島保育所については、隣地を購入し、民

間社会福祉法人による新保育所の建設により保育環境改善を図り、民間移

管を実施するという内容になっている。 

今後の予定 

 平成２３年度には、保育所移管のため、隣地を購入し、総合センター２

階を整備し、旧青少年会館を売却する予定となっている。そのための整備

事業費として、２６，０９３千円（財源として国庫１２，８２３千円、市 
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債１２，８００千円）を計上している。 

また旧老人分館については、平成２６年度に売却予定である。 

 

所管局・課 協働推進局 人権課 

公有財産台帳の財産番号 ７９４ 

財産名称（施設名） 神崎総合センター 

所在地（代表地番） 神崎町３７－３ 

地区区分 小田 

施設全体の概要 

主な館内構成 集会室 2、教室 4、料理教室 1、和室 2、その他 1 計 10 

（貸館以外に図書室 1、会議室 1、相談室 2、保育室 1） 

土地面積・公有財産評価額 １，４３２．１８ ㎡ １３３，３３５ 千円 
主な建物延床面積・取得価額 １，４２６．１５ ㎡ １７３，０６９ 千円 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３６ 

償却額（千円/年） ３，１１８  

累積額（千円） １１２，１９７  

残存額（千円） ６０，８７１  

再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ２７７，０７５  

その他  

機会費用合計（千円） １３５，２０２  

運営状況 

管理方法 直営、夜間管理委託 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） １．１  １．５  

利用件数（件） ８３  １１３  

貸出可能件数（件） ７，７４０  ７，７７０  

利用人数（人/年） １，２６０  ２，１４４  

人員情報（平成 23 年 4 月 1 日） 人数 人件費 
（Ｈ23 予算ベース千円） 

正規 １ ８，１４９  

再任用 40ｈ ４ ２１，５２８  

再任用 30ｈ １ ２，９４５  

嘱託（一般） １ ２，７５６  

臨時 １ ２，５９４  

合計 ８ ３７，９７３  

 

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ３７，９７３  
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 維持管理費  １７，９６４  

 整備費  ９１０  

 事業費等  １，３３５  

  小計  ５８，１８２  

 （特定財源）    

 補助金（国）事業費 ７，４８３   

 実費弁償 ３３２ ７，８１５  

 （差引、一般財源充当額） ５０，３６７  

 その他歳入 △１  

 減価償却額 ３，１１８  

 コスト総額 ５３，４８５  

件数、一人当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

― ― ― １１７ 

現状の概要及び監査人の所見 

写真 

 

（神崎総合センター） 

人件費及び維持管理費の合計は、年間５

５，９３７千円であり、維持管理費の主なも

のは、光熱水費２，８８５千円、委託料１４，

２７９千円（清掃業務１０，３０４千円、夜

間委託２，０６９千円他）である。 

人件費の占める割合は、６７．９％と高い。

また整備費９１０千円は、非常用照明設備の

改修工事である。 

なお、補助金（国）事業費７，４８３千円は、隣保館運営事業費補助金

４４，９０２千円を６施設で均等計上している。 

 

（駐車場） 

「財産番号７９４」（行政財産）神崎総合

センター 

所在地 神崎町２８９－３、４、５、９ 

地積合計 ３６９，０６㎡ 

（実測３６０．４３㎡） 

土地（評価額）３４，３５９，４８６円 

 

総合センターと同一敷地内に駐車スペースがないため、敷地外に駐車場

を確保しているものであり、現在も事業や各種行事に際して、福祉施設と

しての高齢者や障害者などの利用やイベント時の来客者の対応も含めて車

での来所者に対応するために駐車場を確保している。 
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利用状況 

利用率の状況は、平成２１年度１．１％，平成２２年度１．５％と他の

総合センターと比較して、極めて低い状況である。 

現状に至る経緯 

当施設は昭和５１年３月に設置され、３６年が経過し、平成２１年度に

施設改修を行っている。  

今後の予定 

全体的な見直しは、今後も引き続き地元関係団体と協議を行っていく。 

 

所管局・課 協働推進局 人権課 

公有財産台帳の財産番号 ７９５ 

財産名称（施設名） 水堂総合センター 

所在地（代表地番） 水堂２－３５－１ 

地区区分 立花 

施設全体の概要 

主な館内構成 集会室 1、教室 3、料理教室 1、和室 1、計 6 

（貸館以外に図書室 1、相談室 1） 

土地面積・公有財産評価額 ２，４０３．６２ ㎡ ３２４，４８８ 千円 

主な建物延床面積・取得価額 ７７５．９０ ㎡ ５７，４４０ 千円 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３７ 

償却額（千円/年） １，０３３  

累積額（千円） ３８，２５５  

残存額（千円） １９，１８４  

再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） １４８，８６８  

その他  

機会費用合計（千円） ―  

運営状況 

管理方法 直営、夜間管理委託 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ３．８  ２．６  

利用件数（件） １７６  １２２  

貸出可能件数（件） ４，６４４  ４，６６２  

利用人数（人/年） ３，３６２  １，７１２  

人員情報（平成 23 年 4 月 1 日） 人数 人件費 
（Ｈ23 予算ベース千円） 

正規 ３ ２４，４４７  

再任用 40ｈ ２ １０，７６４  

再任用 30ｈ ２ ５，８９０  
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臨時 １ ２，５９４  

合計 ８ ４３，６９５  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ４３，６９５  

 維持管理費  １５，６９２  

 事業費等  １，００１  

  小計  ６０，３８８  

 （特定財源）    

 補助金（国）事業費 ７，４８３   

 実費弁償 １４０ ７，６２３  

 （差引、一般財源充当額） ５２，７６５  

 その他歳入 △１  

 減価償却額 １，０３３  

 コスト総額 ５３，７９８  

件数、一人当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

― ― ― １１７ 

現状の概要及び監査人の所見 

写真 

 

（水堂総合センター） 

当施設の１階部分は、水堂保育所であり複合

施設となっている。 

人件費及び維持管理費用の合計は、年間５９，

３８７千円であり、維持管理費の主なものは、

光熱水費２，１０２千円、委託料１２，０３２

千円（清掃業務８，８９２千円、夜間委託２，

０６９千円他）である。 

人件費の占める割合は、７３．６％と高い。 

なお、補助金（国）事業費７，４８３千円は、隣保館運営事業費補助金

４４，９０２千円を６施設で均等計上している。 

 

（駐車場） 

「財産番号０７９５」（行政財産）水堂総合セ

ンター 

 所在地   水堂町２丁目２６８ 

地積    ３６７．４０㎡ 

土地（評価額）４９，５９９，０００円 

 

総合センターと同一敷地内に駐車スペースがないため、敷地外に駐車場

を確保しているものであり、現在も事業や各種行事に際して、福祉施設と

しての高齢者や障害者などの利用やイベント時の来客者の対応も含めて車

での来所者に対応するために駐車場を確保している。 
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利用状況 

利用率の状況は、平成２１年度３．８％，平成２２年度２．６％と他の

総合センターに比較して極めて低い状況である。 

現状に至る経緯 

当施設は昭和４９年９月に設置され、３７年が経過している。また直近

の改修工事は、平成２１年度に実施されている。 

今後の予定 

全体的な見直しは、今後地元関係団体と協議を行っていく。 

 

所管局・課 協働推進局 人権課 

公有財産台帳の財産番号 ７９６ 

財産名称（施設名） 今北総合センター 

所在地（代表地番） 西立花町３－１４－１ 

地区区分 大庄 

施設全体の概要 

主な館内構成 集会室 1、教室 4、料理教室 1、和室 1、音楽室 1、計 8 

（貸館以外に情報資料室 1、会議室 1、相談室 3） 

土地面積・公有財産評価額 １，３０６．５０ ㎡ １５２，８６０ 千円 

主な建物延床面積・取得価額 １，３６２．６１ ㎡ １５６，７３５ 千円 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ４０ 

償却額（千円/年） ２，８５０  

累積額（千円） ９２，６８６  

残存額（千円） ７０，１７３  

再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） １３５，８５４  

その他  

機会費用合計（千円） ―  

運営状況 

管理方法 直営、夜間管理委託 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） １０．５  １０．８  

利用件数（件） ６５１  ６７０  

貸出可能件数（件） ６，１９２  ６，２１６  

利用人数（人/年） ９，４５５  ８，６５５  

人員情報（平成 23 年 4 月 1 日） 人数 人件費 
（Ｈ23 予算ベース千円） 

正規 ３ ２４，４４７  

再任用 40ｈ １ ５，３８２  

再任用 30ｈ ２ ５，８９０  
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嘱託（一般） ２ ５，５１３  

臨時 １ ２，５９４  

合計 ９ ４３，８２７  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ４３，８２７  

 維持管理費  １７，４８８  

 整備費  ６１０  

 事業費等  ２，５９７  

  小計  ６４，５２２  

 （特定財源）    

 補助金（国）事業費 ７，４８３   

 実費弁償 ２２０ ７，７０３  

 （差引、一般財源充当額） ５６，８１９  

 その他歳入 △１  

 減価償却額 ２，８５０  

 コスト総額 ５９，６６９  

件数、一人当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

― ― ― １３０ 

現状の概要及び監査人の所見 

写真 

 

（今北総合センター） 

当施設の１階部分は今北保育所であり、複合施

設となっている。 

人件費及び維持管理費の合計は、年間６１，３１

５千円であり、維持管理費の主なものは、光熱水

費２，９７９千円、委託料１３，５０２千円（清

掃業務９，６７１千円、夜間委託２，５６８千円

他）となっている。 

人件費の占める割合は、７１．５％と高い。また整備費６１０千円は、

非常用照明設備の改修工事である。 

なお、補助金（国）事業費７，４８３千円は、隣保館運営事業費補助金

４４，９０２千円を６施設で均等計上している。 

利用状況 

利用率の状況は、平成２１年度１０．５％，平成２２年度１０．８％と

低い。 

現状に至る経緯 

当施設は、昭和４６年５月に設置され、４０年が経過している。また直

近の改修工事は、平成１９年度に実施されている。 
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今後の予定 

全体的な見直しは、今後も引き続き地元関係団体と協議を行っていく予

定である。 

 

所管局・課 協働推進局 人権課 

公有財産台帳の財産番号 ７９７ 

財産名称（施設名） 塚口総合センター 

所在地（代表地番） 塚口本町２－２８－１１ 

地区区分 立花 

施設全体の概要 

主な館内構成 集会室 1、教室 3、料理教室 1、和室 2、控室 1、計 8 

（貸館以外に図書室 1、情報コーナー1） 

土地面積・公有財産評価額 ５４４．３４ ㎡ ６９，６７５ 千円 

主な建物延床面積・取得価額 ８３７．７１ ㎡ １４０，８６０ 千円 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３７ 

償却額（千円/年） ２，８５９  

累積額（千円） ７２，０５０  

残存額（千円） ６８，８０９  

再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） １４２，２７０  

その他  

機会費用合計（千円） ７０，６５０  

運営状況 

管理方法 直営、夜間管理委託 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ４．５  ７．８  

利用件数（件） ２７６  ４８６  

貸出可能件数（件） ６，１９２  ６，２１６  

利用人数（人/年） ４，５５２  ６，７１０  

人員情報（平成 23 年 4 月 1 日） 人数 人件費 
（Ｈ23 予算ベース千円） 

正規 ３ ２４，４４７  

再任用 40ｈ ２ １０，７６４  

嘱託（一般） ２ ５，５１３  

臨時 １ ２，５９４  

合計 ８ ４３，３１９  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ４３，３１９  

 維持管理費  １６，３３８  
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 事業費等  １，９２１  

  小計  ６１，５７８  

 （特定財源）    

 補助金（国）事業費 ７，４８３   

 実費弁償 １５６ ７，６３９  

 （差引、一般財源充当額） ５３，９３９  

 その他歳入 △１  

 減価償却額 ２，８５９  

 コスト総額 ５６，７９８  

件数、一人当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

― ― ― １２４ 

現状の概要及び監査人の所見 

写真 

 

 

（塚口総合センター） 

人件費及び維持管理費の合計は、年間５９，６

５７千円であり、維持管理費の主なものは、光熱

水費２，３４０千円、委託料１２，１２７千円（清

掃業務８，１９０千円、夜間委託２，０６９千円

他）となっている。 

人件費の占める割合は、７２．６％と高い。 

なお、補助金（国）事業費７，４８３千円は、隣保館運営事業費補助金

４４，９０２千円を６施設で均等計上している。 

利用状況 

利用率の状況は、平成２１年度４．５％，平成２２年度７．８％と低い。 

現状に至る経緯 

当施設は、昭和４９年９月に設置され、３７年が経過している。また、

直近の改修工事は、平成１８年度に実施されている。 

今後の予定 

 本館、分館（旧青少年会館）ともに継続利用 

 

所管局・課 協働推進局 人権課 

公有財産台帳の財産番号 ７９８、７９９、２０９３ 

財産名称（施設名） 南武庫之荘総合センター 

所在地（代表地番） 南武庫之荘１１－６－１５他東館あり 

地区区分 武庫 

施設全体の概要 

主な館内構成 集会室 1、教室４、料理教室１、和室 1、計 7 

（貸館以外に図書室 1、相談室 1） 
土地面積・公有財産評価額 １，６６５．５２ ㎡ １８６，６９５ 千円 

主な建物延床面積・取得価額 ３４４．９０東館 ㎡ ３２５，６０８ 千円 
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 １，４０９．８６西館 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３０ 

償却額（千円/年） ５，３８２  

累積額（千円） １６１，４７０  

残存額（千円） １３７，５４８  

再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ２７４，９２２  

その他  

機会費用合計（千円） １８９，３０８  

運営状況 

管理方法 直営、夜間管理委託 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ８．０  ８．３  

利用件数（件） ４３４  ４５３  

貸出可能件数（件） ５，４１８  ５，４３９  

利用人数（人/年） ８，０２３  ９，１５０  

人員情報（平成 23 年 4 月 1 日） 人数 人件費 
（Ｈ23 予算ベース千円） 

正規 ４ ３２，５９６  

再任用 30ｈ ４ １１，７８０  

臨時 １ ２，５９４  

合計 ９ ４６，９７０  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ４６，９７０  

 維持管理費  ２１，０５６  

 事業費等  ２，１３０  

  小計  ７０，１５６  

 （特定財源）    

 補助金（国）事業費 ７，４８３   

 実費弁償 ３１８ ７，８０１  

 （差引、一般財源充当額） ６２，３５５  

 その他歳入 △４  

 減価償却額 ５，３８２  

 コスト総額 ６７，７３４  

件数、一人当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

― ― ― １４８ 

現状の概要及び監査人の所見 
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写真 

 

（南武庫之荘総合センター） 

人件費及び維持管理費の合計は、年間６８，０

２６千円であり、維持管理費の主なものは、光熱

水費４，８０８千円、委託料１５，４００千円（清

掃業務１１，０１０千円、夜間委託２，５２４千

円他）となっている。 

人件費の占める割合は、６９．０％と高い。 

 なお、補助金（国）事業費７，４８３千円は、隣保館運営事業費補助金

４４，９０２千円を６施設で均等計上している。 

利用状況 

利用率の状況は、平成２１年度８．０％，平成２２年度８．３％と低い

状況である。 

現状に至る経緯 

当施設の東館は、昭和４７年７月に、西館は昭和５７年３月に設置され、

それぞれ３９年、３０年が経過している。また直近の改修工事は、平成１

９年度に実施されている。 

今後の予定 

地元関係団体には平成２３年７月に具体的な見直し案、すなわち「平成

２４年度に老人機能を移転させるための総合センターの整備、平成２５年

度に旧老人分館の解体売却」を提案し、実施に向けて理解と協力を求めて

いる。 

 

監査の結果及び意見 

＜意見＞維持管理費の大幅な削減について 

総合センターは、立花地区に３つ、小田地区、大庄地区、武庫地区にそ

れぞれ１つずつ設置されている。 

６つの施設での規模、利用状況等が異なるにもかかわらず、現在８～９

名の市職員が常駐し、また夜間には業務委託での管理運営が行われている。 

これら６施設における維持管理費の合計は約５９百万円（減価償却額除

く）であり、そのうち人件費は４３百万円と約７２．８％を占めている。 

「公共施設見直しの方向性」（平成２２年８月）によれば、管理運営面

での見直しに向けた検討を進めるとされている。 

各施設の規模・利用状況等を十分勘案し、市の職員による管理、すなわ

ち定員配置を最小限としながら、業務委託の範囲を拡大させることにより

定員配置数の大幅な削減に努めるか、指定管理者制度の導入など抜本的な

管理運営体制の見直しをすすめていく必要がある。 

 また清掃業務委託料についても、施設の利用状況等を勘案しながら清掃

の頻度や清掃箇所を減らす等仕様書の見直しを行うことにより、さらなる

コスト削減を実施する必要がある。 

＜意見＞利用率の向上について 

６つの総合センターの単純平均では９．２％、特に神崎総合センター及
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び水堂総合センターについては、それぞれ１．５％、２．６％と他の総合

センターと比較しても極めて低い利用率となっている。また施設の利用者

も地域の住民が大部分を占めている。より広く一般市民への広報等を行う

ことにより利用率の向上を積極的に図る必要がある。 

＜意見＞費用負担の見直しについて 

現在、条例により総合センターでの目的内使用については無料とされて

いるが、社会福祉法の趣旨を踏まえつつ、今後は受益と負担の公平性の観

点から有料化に向けた取り組みについても検討することが望ましい。 

＜意見＞総合センター駐車場の積極的な利活用について 

神崎総合センター及び水堂総合センターと隣接した場所に以下の駐車

場が設けられている。所管課によれば、これは総合センターと同一敷地内

に駐車スペースがないため、敷地外に駐車場を確保しているものであり、

現在も事業や各種行事に際して、福祉施設としての高齢者や障害者などの

利用やイベント時の来客者の対応も含めて車での来所者に対応するために

確保しているとの回答である。 

しかしながら、両施設ともに利用率は「＜意見＞利用率の向上について」

に記載のとおり極めて低く、来客者専用駐車場として確保する必要性には

乏しいと考えられる。したがって、行政財産から普通財産への振替えを行

うとともに、市の大変厳しい財政状況を踏まえ、財源確保の観点から売却

困難な土地であるならば、貸付等による利活用を検討する必要がある。 

①神崎総合センター駐車場（行政財産） 

所在地   神崎町２８９－３、４、５、９ 

地積合計  ３６９．０６㎡（実測３６０．４３㎡） 

評価価格  ３４，３５９，４８６円 

②水堂総合センター駐車場（行政財産） 

 所在地   水堂町２丁目２６８ 

地積    ３６７．４０㎡ 

評価価格  ４９，５９９，０００円 

＜意見＞分館（旧青少年会館）の積極的な利活用について 

総合センター維持管理費年間約１１３百万円のうち、分館（旧青少年会

館）に要する維持管理費は、年間約２５．４百万円、分館（旧老人分館）

のそれは年間約１０．５百万円と、分館合計では年間約３６百万円を占め

ている。また職員についても、総合センターの職員がローテーションで対

応している。このような状況の中で、「①（Ｊ）各施設の進捗状況」に記載

のとおり、平成１８年４月に地区施設機能の総合センターへの統合を実施

し、その後、あまがさき行財政構造改革推進プラン等に基づき、各地区施

設の見直しについて取り組みがなされている。  

これによれば神崎総合センター分館「スマイルひろば（旧青少年会館）」

（普通財産）及び水堂総合センター分館「わくわく館（旧青少年会館）」（普

通財産）についても、現在全体的な見直しが行われているところである。 

これらの分館施設は、総合センター（本館）の利用率も「＜意見＞利用

率の向上について」に記載のとおり、極めて低い状況であり、今後は分館 
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としての利用状況等を十分に踏まえた上で、分館機能を総合センターへ統

合し、跡地については市の財源確保の観点から、貸付・売却を含めた利活

用を積極的に検討する必要があると考えられる。 

また「平成２２年度包括外部監査」で指摘のとおり、今後も両分館を総

合センター（本館）の補完施設として位置づけ、センター事業を継続実施

するのであれば、普通財産から行政財産への振り替えを検討する必要があ

る。 

＜意見＞総合センターの集約・統合化について 

それぞれの総合センターにおけるこれまでの歴史的経緯や設置目的、存

在意義については十分に理解できるところである。 

しかしながら、市の今後の大変厳しい財政状況、限られた財源の中で、

行政サービスとしての機能を維持存続させるためには、管理運営面におい

ては「＜意見＞維持管理費の大幅な削減について」に記載のとおり、まず

職員の定員配置の見直しを中心に、維持管理費の大幅な削減を早急に実施

する必要がある。 

その上で、老朽化等により更新の時期を迎えるそれぞれの施設について

は、当初の設置目的、存在意義、市としての関与の必要性、効率性、有効

性などの観点から、廃止や施設の削減または存続等の見直しを含めた一定

の判断を行う必要がある。 

現段階においては、市全体としての行政サービス機能が継続できること

を前提にして、以下の方向で検討することが必要であるといえる。 

①今北総合センター（利用率１０．８％）・南武庫之荘総合センター（利用

率８．３％）については、引き続き、地元との十分な意見調整を図りなが

ら地区内施設の集約統合化を行う。 

②水堂総合センター（利用率２．６％）、神崎総合センター（利用率１．５％）

については、地元との十分な意見調整を図りながら施設の廃止又は縮小化

を行う。 
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（３）環境市民局 

所管局・課 環境市民局 女性・消費生活課 

公有財産台帳の財産番号 ０９１９ 

財産名称（施設名） 女性・勤労婦人センター 

所在地（代表地番） 尼崎市南武庫之荘３丁目３６-１ 

地区区分 立花 

行政財産の設置目的 

 女性の自立及び社会参加の促進並びに女子労働者の福祉の増進 

設置根拠 尼崎市立女性・勤労婦人センターの設置及び管理

に関する条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 貸室：９、総貸室定員：４８２人【ホール、フィッ

トネスルーム、料理教室、和室、視聴覚室、学習室、

ギャラリー】 

土地面積・公有財産

評価額 

１,３２２.３８ ㎡ ２８６,９５６ 千円 

建物延床面積・取得

価額 

２,０４８.９０ ㎡ ２７６,６９３ 千円 

償却情報（平成２３年３月３１日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３７ 

償却額（千円/年） ５,２５９  

累積額（千円） １７２,４９５  

残存額（千円） １０４,１９７  

再建築情報（平成２３年３月３１日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ３９９,５３５  

その他  

機会費用合計（千円） ２９０,９７３  

運営状況 

開館時間/休館日 ９:００～２１:００ 日（平成２３年１０月か

ら月）・祝・年末年始 

平成２２年度稼働日数 ２９９ 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 公募 

指定管理者名/期間 (特活)男女共同参画

ネット尼崎 

５年 

指定管理料平成２２実

績/平成２３予算（千円） 
４２,３００ ４２,３００ 

利用状況 平成２１年度 平成２２年度 

利用率（％） ４５.８%  ４９.４%  
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利用件数（件） ３,６４７  ３,９６９  

貸出可能件数（件） ７,９５６  ８,０２８  

利用人数（人/年） ７７,５７８  ９６,１９７  

人員情報（平成２３年４月１
日） 

人数 人件費 
（Ｈ２３予算ベース千円） 

正規 ０.５ ４,０７４  

合計 ０.５ ４,０７４  

総コスト情報（千円/年・平成２３年度予算ベース） 

 人件費  ４,０７４  

 委員等報酬  １６７  

 指定管理料  ４２,３００  

  小計  ４６,５４１  

 減価償却額 ５,２５９  

 コスト総額 ５１,８００  

件数、一人当たり、貸室面積当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

１３,６０３ ５９６ ４８０ １１３ 

現状の概要及び監査人の所見 

利用状況 

尼崎市立女性・勤労婦人センターの建物は、市民に「尼崎市女性センタ

ー・トレピエ」として認知されているが、「女性・勤労婦人センター」と

「消費生活センター」の二つの機能を有している。 

「女性・勤労婦人センター」としては（１）ホール、視聴覚室、フィット

ネスルーム、学習室などの貸館事業（２）女性のための相談事業、啓発・

就職支援事業、情報の収集・提供事業、託児サービス事業などの各種主催

事業を実施し、「消費生活センター」としては（３）消費生活啓発講座等

の開催、消費生活相談などの事業を実施している。 

なおこの他に女性・消費生活課の一部がこの建物を利用している。 

現状に至る経緯 

 １９７４年(昭和４９年７月１３日)に「勤労婦人センター」として開館

し、１９８５年(昭和６０年１１月)に消費生活センターの移転受け入れを

した。その後１９９３年（平成５年３月）に改修工事に着工し、同年１１

月に「女性・勤労婦人センター(愛称：「女性センター・トレピエ」)」と

して開館することとなった。  

 なお「女性・勤労婦人センター」の機能は、２００４年(平成１６年７

月)から指定管理制度を導入し管理運営を行っており、２０１０年(平成２

２年４月)からの第３期についても、第１期から引き続き特定非営利活動

法人男女共同参画ネット尼崎を指定管理者として指定している。 

今後の予定 

 建物１階にあった喫茶コーナーの営業を委託していた業者が２０１０年

(平成２２年)９月に撤退した後、業者を募集するも応募者がない状況にあ
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った。そのため２０１１年(平成２３年)１０月からは当該スペースの喫茶

形態を維持しながら、コミュニケーション力養成、接客体験、企画・広告

作成体験など、働きづらさに悩む女性の就業体験事業用途に利用してい

る。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞更なる利用率の向上について 

指定管理者から提出された２０１０(平成２２)年度事業報告書記載の

「自己評価」によれば施設管理以外の項目についてはＡ～Ｃの三段階評価

でＡあるいはＢの評価となっているが、施設管理については稼働率Ｂ、利

用人数Ａとなっているものの利用者満足度はＣとされている。これに対し

て２０１１年(平成２３年)１０月以降は休館日を変更して、日曜日の利用

を可能にするなど利用者の要望に応えようとしている点は評価できる。今

後さらに対策を講ずべきは視聴覚室や料理教室など利用率の低い貸室を

はじめとする個別貸室ごとの利用率の向上対策、インターネットによる申

込み受付システムの構築、利用料体系の柔軟化、尼崎市が有する他の貸室

を有する施設との予約状況検索・申込みの統合なども具体的に検討する必

要がある。   
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（４）健康福祉局 

所管局・課 健康福祉局 生活衛生課 

公有財産台帳の財産番号 ７８２ 

財産名称（施設名） 弥生ヶ丘斎場 

所在地（代表地番） 弥生ヶ丘町９５ 

地区区分 小田 

行政財産の設置目的 

  死亡者の火葬業務及び葬式会場の提供を目的とする。 

設置根拠 尼崎市立弥生ヶ丘斎場の設置及び管理に関する条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 葬式会場１室  

※平成 23 年度包括外部監査において、検証対象となる「行政

財産における貸館」に該当するのは、弥生ヶ丘斎場の２階の

一角にある葬式会場１室である。 
土地面積・公有財産評価額 ８，７１４．００ 

  （３５７．７３㎡）

㎡ ９４１，１１２ 

  （３８，６３５千円）

千円 

建物延床面積・取得価額 ３，３４５．６７ 

  （１３７．３５㎡

⇒共用部含む）   

㎡ １，９２６，９６０ 

 （７９，１０７千円）

千円 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ８ 

償却額（千円/年） ３４，６８５ 

  （１，４２４） 

 

累積額（千円） ２７７，４８２ 

（１１，３９１） 

 

残存額（千円） １，６４９，４７８ 

   （６７，７１６） 

 

その他  

機会費用合計（千円） ９５４，２８７ 

（３９，１７６） 

 

注記 上記のうち括弧書きになっている箇所については、葬式会場１室の

面積（１３７．３５㎡）を斎場全体の建物延床面積（３，３４５．６

７㎡）で除して算出した按分率を用いて便宜的に計算した、葬式会場

１室に関わる各々のデータである。 

運営状況 

開館時間/休館日 ９：００～１８：４５ １月１日，友引日 

平成 22 年度稼働日数 ３０３ 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 非公募 

指定管理者名/期間 財団法人 尼崎市環境

整備事業公社 

５年間（平成２１年４

月１日～平成２６年３

月３１日） 
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指定管理料平成 22 実績/

平成 23 予算（千円） 

１４２，１９９ 

※斎場全体である（葬

式会場１室にかかる

指定管理料としては

区分されていない） 

１６１，６８０ 

※同左 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ０．３  ３．６  

利用件数（件） １  １１  

貸出可能件数（件） ３０２  ３０３  

利用人数（人/年） １０  １１０  

人員情報（平成 23 年 4 月 1 日） 人数 人件費 
（Ｈ23 予算ベース千円） 

１ ８，１４９ 正規 

※斎場全体である（葬式会場１室にかかる

人件費としては区分されていない） 

 

合計 １ ８，１４９  

設置財源（築 20 年以内、修繕は 10 年以内に限る） 

設置時の起債額 ２，１４１，５００千円 

※斎場全体である（葬式会場１室にかかる起債

額としては区分されていない） 

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 人件費  ８，１４９  

 指定管理料  １６１，６８０  

  小計  １６９，８２９  

 （特定財源）    

 補助金（県） ６，９９３   

 実費弁償 ３０   

 使用料 ６３，６２０   

 手数料 ３０ ７０，６７３  

 （差引、一般財源充当額） ９９，１５６  

 減価償却額 ３４，６８５  

 支払利息 ２７，４４１  

 コスト総額                   １６１，２８２ 

斎場全体である（葬式会場１室にかかるコストとしては区分されてい

ない） 

 

現状の概要及び監査人の所見 

（市提供） 
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利用状況 

「弥生ヶ丘斎場」の２階の一角に当該「葬式会場１室」があるが、上記の

通り平成２１年度には利用件数１件、平成２２年度には利用件数１１件とい

うことで、平成２１年度から平成２２年度にかけて利用度の改善がみられる

が、依然として芳しくない。 

現状に至る経緯  

「弥生ヶ丘斎場」が平成１６年４月に竣工した際、火葬を行った後の家族

葬儀のための「式場一式」として利用されることが意図されていたが、「通

夜ができない」、「飲食ができない」といった利用条件の制約があって、利用

度が極めて低いまま現状に至っている。 

今後の予定 

「方向性」において、「２階の葬儀式場の新たな用途での有効活用につい

て、早期の実現に向け、具体的な検討を行う。」となっているが、まだ、今

後の予定としての新たな用途での有効活用の具体的な方向性については策

定されていない。 

その他 

当該「葬儀会場１室」について、直接的な管理責任及び有効活用検討の責

任は、第一義的に「財団法人 尼崎市環境整備事業公社」にあるが、尼崎市

と一体的な関係にある外郭団体である以上、尼崎市にも有効活用検討の責任

がある。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞葬儀会場の有効活用について 

当該「葬儀会場１室」について、「通夜ができない」、「飲食ができない」

といった利用条件の制約を鑑みると、葬儀式場としての利用度のこれ以上の

改善は見込めないものと思料する。利用状況、利用者の意見を確認し、斎場

における必要な施設を検討し他用途への転用も含めて積極的な見直しを進

めていくべきである。 

 

 

所管局・課 健康福祉局 障害福祉課 

公有財産台帳の財産番号 ８０５ 

財産名称（施設名） 身体障害者福祉会館 

所在地（代表地番） 稲葉荘３丁目９－２６ 

地区区分 大庄 

行政財産の設置目的 

 市内に居住する身体障害者の交歓及び厚生福利の増進並びに社会福

祉活動の進展を図るため設置する。 

設置根拠 尼崎市立身体障害者福祉会館条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 総貸室数 ６室（大ホール、和室、会議室４室） 

土地面積・公有財産評価額 ４３２．６２ ㎡ ５６，２４０ 千円 
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建物延床面積・取得価額 ４８７．７６ ㎡ ６１，２２０ 千円 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３６ 

償却額（千円/年） １，１０２  

累積額（千円） ３９，６７１  

残存額（千円） ２１，５４９  

再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ９５，１１３  

その他  

機会費用合計（千円） ５７，０２７  

運営状況 

開館時間/休館日 ９：００～２１：００ 毎週水曜日 

平成 22 年度稼働日数 ３０６日 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 非公募 

指定管理者名/期間 特定非営利活動法人

尼崎市身体障害者連

盟福祉協会 

３年間（平成２１年４

月１日～平成２４年

３月３１日） 

指定管理料平成 22 実績/

平成 23 予算（千円） 
５，０９０ ５，０９０ 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） １７．５  ２８．８  

利用件数（件） ９６２  １，５８５  

貸出可能件数（件） ５，４９０  ５，５０８  

利用人数（人/年） １２，３３２  １１，８０５  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 指定管理料  ５，０９０  

 減価償却額 １，１０１  

 コスト総額 ６，１９１  

件数、一人当たり、貸室面積当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

４，８６３ ５１３ １１０ １３ 

現状の概要及び監査人の所見 

（市提供） 

 

 

利用状況 

現在は、貸室としての利用のみである（総貸室

数６室（大ホール、和室、会議室４室））。利用

率は、上記の通り、平成２１年度１７．５％、

平成２２年度２８．８％と、一定の良化は見ら

れるものの依然として低い状況である。 
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現状に至る経緯 

市内に居住する身体障害者の交歓及び厚生福利の増進並びに社会福祉

活動の進展を図るため、昭和３８年頃に設置され、昭和５０年８月の建替

を経て現状に至る（約５０年前の設置であり正確な設置年月日は不明であ

るが、設置根拠である「尼崎市立身体障害者福祉会館条例」の制定が昭和

３８年であることから、昭和３８年頃設置と推測される）。 

今後の予定 

「方向性」において、「施設のさらなる有効活用へ向け、知的障害者や

精神障害者の利用に供すること等について検討を行う。」となっており、

このことも含め、利用率の向上に向けて検討していく。 

その他 

当該「身体障害者福祉会館」について、直接的な管理責任及び有効活用

検討の責任は、第一義的に「特定非営利活動法人 尼崎市身体障害者連盟

福祉協会」にあるが、尼崎市と一体的な関係にある以上、尼崎市にも有効

活用検討の責任がある。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞利用率の向上について 

利用率向上という課題を前に現状利用率が低いのは、市内の身体障害者

（知的障害者や精神障害者を含まない）に利用者を限定しているからだと

考えられ、また、利用方法等を案内するパンフレットやホームページを作

成していないことも原因であると考えられる。かかる「尼崎市立身体障害

者福祉会館」については、尼崎市のホームページの施設一覧の中にあがる

程度で、インターネット検索を行っても「尼崎市立身体障害者福祉センタ

ー」ばかりが検索される状態である。広く利用を呼びかける姿勢が見られ

ない。施設としてせっかく設置されている以上、市内の知的障害者や精神

障害者に利用可能枠を拡大することにより、利用率の向上を進め、また、

パンフレットやホームページを作成するなど、広く利用を呼びかける努力

が必要である。 

 

所管局・課 健康福祉局 障害福祉課 

公有財産台帳の財産番号 ８０８ 

財産名称（施設名） 身体障害者福祉センター 

所在地（代表地番） 三反田町１丁目７０－２ 

地区区分 立花 

行政財産の設置目的 

 市内に居住する心身障害者の福祉の増進及びその社会活動の促進

を図るため設置する。 

設置根拠 尼崎市立身体障害者福祉センターの設置及び管理に関する条

例 

施設全体の概要 

主な館内構成 総貸室数 ３室（体育室、会議室２室） 
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土地面積・公有財産評価額 １，１５９．６５ ㎡ １７５，１０７ 千円 

建物延床面積・取得価額 １，１５８．１１ ㎡ ２２７，６３８ 千円 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ２７ 

償却額（千円/年） ４，１０２  

累積額（千円） １１０，７７０  

残存額（千円） １１６，８６８  

再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ２２４，０７５  

その他  

機会費用合計（千円） １７７，５５８  

運営状況 

開館時間/休館日 ９：００～２１：０

０ 

毎週月曜日及び祝日

の翌日 

平成 22 年度稼働日数 ２９５日 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 非公募 

指定管理者名/期間 社会福祉法人 尼崎

市社会福祉事業団 

３年間（平成２１年

４月１日～平成２４

年３月３１日） 

指定管理料平成 22 実績/平

成 23 予算（千円） 
７５，１９８ ７８，４２１ 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ３５．６  ５４．１  

利用件数（件） ４９５  ７５１  

貸出可能件数（件） １，３９０  １，３８８  

利用人数（人/年） ５，５７４  ６，５７８  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 指定管理料  ７８，４２１  

 減価償却額 ４，１０２  

 コスト総額 ８２，５２３  

件数、一人当たり、貸室面積当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

１３２，４６１ １３，５８２ ７６４ １７８ 

現状の概要及び監査人の所見 

（市提供） 

 

利用状況 

現在は、リハビリテーション、相談（生活相談、

医療・保健相談、療育・心理相談）、教養（教室、講

座）、スポーツ（教室、大会等）、リフトバス、啓発

といった事業に利用している。利用率は上記の通り、
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平成２１年度３５．６％、平成２２年度５４．１％

と一定の良化が見られる。 

現状に至る経緯 

市内に居住する心身障害者の福祉の増進及びその社会活動の促進を図

るため、昭和 60 年 6 月に開所され、現状に至る。 

今後の予定 

「方向性」において、現状維持となっている。 

その他 

当該「身体障害者福祉センター」について、直接的な管理責任及び有効

活用検討の責任は、第一義的に「社会福祉法人 尼崎市社会福祉事業団」

にあるが、尼崎市と一体的な関係にある以上、尼崎市にも有効活用検討の

責任がある。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞更なる利用率の向上について 

利用率は上記の通り、平成２１年度３５．６％、平成２２年度５４．１％

と一定の良化が見られるが、６５％程度まで高まれば施設として十分に有

効活用されているということになると思われるので、各種事業の更なる充

実を含め、利用率の促進に努力されたい。 
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（５）こども青少年局 

所管局・課 こども青少年局  こども家庭支援課 

公有財産台帳の財産番号 ００７８９ 

財産名称（施設名） 尼崎市立すこやかプラザ 

所在地（代表地番） 尼崎市七松町１丁目３－１ 

（フェスタ立花南館５階） 

地区区分 立花 

行政財産の設置目的 

 少子・高齢型社会に向けて、市民がお互いに支え合いながら安心し

て健やかに暮らせる地域社会の形成に資するための施設としてプラザ

を設置する。 

設置根拠 尼崎市立すこやかプラザの設置及び管理に関する

条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 多目的ホール １面（最大３つに区分できる） 
土地面積・公有財産評価額 ７６１.７７ ㎡  １８１,３０１ 千円 

建物延床面積・取得価額 １,１７０.６８ ㎡  ８９４,４２６ 千円 

償却情報（平成２３年３月３１日） 

耐用年数、経過年数 ５０ １２ 

償却額（千円/年） １６,０９９  

累積額（千円） １９３,１９６  

残存額（千円） ７０１,２２９  

再建築情報（平成２３年３月３１日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ２２８,２８２  

その他  

機会費用合計（千円） １８３,８３９  

運営状況 

開館時間/休館日 ９時～２１時 年末年始 

平成２２年度稼働日数 ３５８日 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 公募 

指定管理者名/期間 ＮＰＯ法人子どもの

みらい尼崎 

３年 

指定管理料平成２２実績/

平成２３予算（千円） 
４１,７７８ ４１,７７８ 

利用状況 平成２１年度 平成２２年度 

利用率（％） ４１.４%  ４６.３%  

利用件数（件） １,３３５  １,４９１  

貸出可能件数（件） ３,２２２  ３,２２２  
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利用人数（人/年） ３３,３３２  ３７,７５３  

人員情報（平成２３年４月１
日） 

人数 人件費 
（Ｈ２３予算ベース千円） 

正規 ０.３８ ３,０９７  

合計 ０.３８ ３,０９７  

設置財源（築２０年以内、修繕は１０年以内に限る） 

設置時の起債額 １,２０９,４０４ 

総コスト情報（千円/年・平成２３年度予算ベース） 

 人件費  ３,０９７  

 維持管理費  １３０  

 指定管理料  ４１,７７８  

  小計  ４５,００５  

 （特定財源）    

 補助金（国） ２，５８０   

 その他 ７９ ２，６５９  

 （差引、一般財源充当額） ４２，３４６  

 減価償却額 １６,０９９  

 支払利息 ９,０４８  

 コスト総額 ６７，４９３  

件数、一人当たり、貸室面積当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

４７，７６６ １，８９９ ６２６ １４７ 

現状の概要及び監査人の所見 

利用状況 

設置目的に記載のとおり、少子高齢型社会に向けて、市民がお互いに支

え合いながら安心して健やかに暮らせる地域社会の形成に資するための

事業として（１）子育て支援事業（２）介護・福祉事業（３）世代間交流

事業の実施と場を提供している。 

具体的な内容としては、子育て悩み相談、子どもに関わる講座の実施、

乳幼児の一時預かり、介護・福祉相談、高齢者福祉に関する講座の実施、

高齢者疑似体験、多目的ホールの貸館事業などである。 

施設は（１）子育て支援ゾーンＰＡＬ（２）すこやか住まい体験館シム・

スペース（３）多目的ホールから構成されている。 

 これらの施設について、すこやか住まい体験館シム・スペースの利用者

数は減少傾向に一定の歯止めがかけられ平成２１年度、平成２２年度とも

増加傾向を示している。多目的ホールについても平成２１年度及び平成２

２年度において利用者数及び利用率の増加改善が見られる。また子育て支

援ゾーンＰＡＬについては、平成２１年度において利用者数が減少したも

のの平成２２年度において増加に転じている。 

現状に至る経緯 

 平成１２年６月から事業を開始している。 
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平成１８年４月から尼崎市社会福祉協議会が指定管理者として業務を

受託したが、平成２１年４月からは特定非営利活動法人子どものみらい尼

崎が指定管理者となっている。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞効率的かつ有効な運用体制の再構築及び施設の必要性について 

 平成２２年８月に作成された「公共施設見直しの方向性」にも記載され

ているように、すこやか住まい体験館については設備の老朽化等を原因と

して利用者数が減少していたが、少なくとも平成２１年度、平成２２年度

では、増加傾向を示している。また、多目的ホールについても、利用率は

５０％を下回っている状況にあるが、平成２１年度、平成２２年度では改

善の傾向も見られる。これらの事実は、既存の施設であっても運営者のノ

ウハウ、スタッフの努力、関係者の協力などによって改善の可能性がある

施設もあることを示しているとも言える。しかしながら、すこやか住まい

体験館については、利用者数が多いとは言えず(平成２２年度８２１人)、

必要性はもちろん、有効性、経済性の点から施設の改修、用途変更など抜

本的な検討が必要である。 

現状からさらに利用者数の増加、利用率の改善のために、例えば育児、

子育て、介護、福祉などに関する相談業務については、市民への広報告知

手段の多様化、相談員の質的向上、相談施設の改善、相談受付時間の柔軟

化、施設内の他のサービスとの連携、他の施設とも連携、協調をはかり、

より一層の効率的かつ有効な運用体制の再構築が必要である。 

 利用者数、利用率の低い施設、施策については一定の期間を定めて、あ

らゆる改善策の実行にもかかわらず利用者数、利用率の改善がみられない

ようであれば、施設、施策の役割が終わったものと考えるべきであり、統

廃合を含めた検討を加えて、より市民ニーズに合った施設への用途変更、

他への譲渡を行う必要がある。 

 

所管局・課 こども青少年局  青少年課 

公有財産台帳の財産番号 ０１０４５ 

財産名称（施設名） 立花青少年体育道場 

所在地（代表地番） 尼崎市立花町３丁目１０番１５号 

地区区分 立花 

行政財産の設置目的 

 体育を通じて心身ともに健全にして社会性に富んだ青少年の育成を図

る。 

設置根拠 尼崎市立青少年体育道場の設置及び管理に関する

条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 剣道場 
土地面積・公有財産評価額 ９１３.００ ㎡ - 千円 
建物延床面積・取得価額 ２６５.００ ㎡ ５７,６４５ 千円 
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償却情報（平成２３年３月３１日） 

耐用年数、経過年数 ３８ １５ 

償却額（千円/年） １,３６５  

累積額（千円） ２０,４７９  

残存額（千円） ３７,１６５  

再建築情報（平成２３年３月３１日） 

建築単価（千円） １５０  

建築費（千円） ３９,７５０  

運営状況 

開館時間/休館日 午前９時～午後９時 祝日、年末・年始 

平成２２年度稼働日数 ３４５日 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 非公募 

指定管理者名/期間 尼崎市スポーツ少年

団 

３年 

指定管理料平成２２実績/

平成２３予算（千円） 
５８１ ５８１ 

利用状況 平成２１年度 平成２２年度 

利用率（％） ６７.６%  ７１.１%  

利用件数（件） ７００  ７３６  

貸出可能件数（件） １,０３５  １,０３５  

利用人数（人/年） １０,３９９  １５,７２０  

人員情報（平成２３年４月１
日） 

人数 人件費 
（Ｈ２３予算ベース千円） 

合計 ０ ０  

総コスト情報（千円/年・平成２３年度予算ベース） 

 指定管理料  ５８１  

  小計  ５８１  

 （差引、一般財源充当額） ５８１  

 減価償却額 １,３６５  

 コスト総額 １,９４６  

件数、一人当たり、貸室面積当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

２,７１０ １４８ １８ ４ 

現状の概要及び監査人の所見 

利用状況 

 平成２２年度において、剣道、空手道、親子遊技、体操などを行う１５

の団体に延べ７３６回利用され、利用者総数は延べ１５,７２０人となっ

ている。各団体は平均して年間４９回程度利用している状況であり、概ね

毎週１回弱の利用と計算される。 

 施設構成としては、剣道場、男女更衣室、シャワー室からなり１００人
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程度を収容することができる。園田体育道場(昭和５６年３月竣工)に比べ

て施設が新しく(平成９年１月竣工)床の損傷を避ける目的で卓球台の設

置を認めていない。そのため園田体育道場で見られるような卓球を種目と

する団体は利用していない。 

現状に至る経緯 

 青少年教育施設の一つとして昭和５０年９月に開設され、平成９年１月

に改築が行われている。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞利用率指標の再考について 

 利用率については、１日を午前、午後、夜の３区分として算出している

ため、各区分に複数団体の利用がある場合は、利用率が１００％を超える

ようになる。このようにして算出された利用率を何らかの判断材料の一つ

として利用する場合、誤った判断を引き起こす原因となる可能性もあるこ

とから、収容人員に対する利用者の割合を算出するなど、利用状況を適切

に把握するための利用率の算出が必要である。 

  

上記と同内容の「意見」である公有財産は、次の２財産である。 

所管局・課 こども青少年局  青少年課 

公有財産台帳の財産番号 ０１０４６ 

財産名称（施設名） 園田青少年体育道場 

所在地（代表地番） 尼崎市東園田町８丁目１１１番地の８ 

地区区分 園田 

行政財産の設置目的 

 体育を通じて心身ともに健全にして社会性に富んだ青少年の育成を図

る。 

設置根拠 尼崎市立青少年体育道場の設置及び管理に関する

条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 剣道場 

土地面積・公有財産評価額 ３３３.００ ㎡ - 千円 
建物延床面積・取得価額 １９３.００ ㎡ １８,１０８ 千円 

償却情報（平成２３年３月３１日） 

耐用年数、経過年数 ３０ ３０ 

償却額（千円/年） ５４３  

累積額（千円） １６,２９７  

残存額（千円） １,８１０  

再建築情報（平成２３年３月３１日） 

建築単価（千円） １５０  

建築費（千円） ２８,９５０  

運営状況 
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開館時間/休館日 午前９時～午後９時 祝日、年末・年始 

平成２２年度稼働日数 ３４５日 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 非公募 

指定管理者名/期間 尼崎市スポーツ少年

団 

３年 

指定管理料平成２２実績/

平成２３予算（千円） 
４８５ ４８５ 

利用状況 平成２１年度 平成２２年度 

利用率（％） １０２.７%  １０７.０%  

利用件数（件） １,０６３  １,１０７  

貸出可能件数（件） １,０３５  １,０３５  

利用人数（人/年） ９,４７４  ９,８５４  

人員情報（平成２３年４月１
日） 

人数 人件費 
（Ｈ２３予算ベース千円） 

合計 ０ ０  

総コスト情報（千円/年・平成２３年度予算ベース） 

 指定管理料  ４８５  

  小計  ４８５  

 （差引、一般財源充当額） ４８５  

 減価償却額 ５４３  

 コスト総額 １,０２８  

件数、一人当たり、貸室面積当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

９４７ １０６ １１ ２ 

現状の概要及び監査人の所見 

利用状況 

 平成２２年度において、卓球、体操、剣道、空手道、親子遊技などを行

う２０の団体に延べ１,１０７回利用され、利用者総数は延べ９,８５４人

となっている。各団体は平均して年間５５回程度利用している状況であ

り、概ね毎週１回強の利用と計算される。 

 施設構成としては、剣道場、シャワー室からなり５０人程度を収容する

ことができる。城内体育道場及び立花体育道場が卓球台の使用を認めてい

ないため園田体育道場において比較的卓球を種目とする団体の利用が多

い。 

 なお、利用率が１００％を超えた原因は、近隣小学校の体育館施設が耐

震工事のため使用制限され、その施設を利用していた団体が本施設を利用

したためとの説明を受けた。しかし、利用率の算出方法にも問題があると

考えられる。 

現状に至る経緯 

 青少年教育施設の一つとして昭和５６年３月に開設された施設であり、
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その後の改築は行われていない。 

 

 

所管局・課 こども青少年局  青少年課 

公有財産台帳の財産番号 ０１０４９ 

財産名称（施設名）  城内青少年体育道場 

所在地（代表地番） 尼崎市南城内７番地の２ 

地区区分  中央 

行政財産の設置目的 

 体育を通じて心身ともに健全にして社会性に富んだ青少年の育成を図

る。 

設置根拠 尼崎市立青少年体育道場の設置及び管理に関する

条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 柔道場、剣道場 
土地面積・公有財産評価額 ４９９.００ ㎡ - 千円 
建物延床面積・取得価額 ３４８.００ ㎡ ５２,１７０ 千円 

償却情報（平成２３年３月３１日） 

耐用年数、経過年数 ３８ １５ 

償却額（千円/年） １,２３５  

累積額（千円） １８,５３４  

残存額（千円） ３３,６３５  

再建築情報（平成２３年３月３１日） 

建築単価（千円） １５０  

建築費（千円） ５２,２００  

運営状況 

開館時間/休館日 午前９時～午後９時 祝日、年末・年始 

平成２２年度稼働日数 ３４５日 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 非公募 

指定管理者名/期間 尼崎市剣道連盟 ３年 

指定管理料平成２２実績

/平成２３予算（千円） 
５３８ ５３８ 

利用状況 平成２１年度 平成２２年度 

利用率（％） ４４.０%  ４９.５%  

利用件数（件） ９１１  １,０２４  

貸出可能件数（件） ２,０７０  ２,０７０  

利用人数（人/年） １０,３９９  １１,１９２  

人員情報（平成２３年４月１
日） 

人数 人件費 
（Ｈ２３予算ベース千円） 
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合計 ０ ０  

総コスト情報（千円/年・平成２３年度予算ベース） 

 指定管理料  ５３８  

  小計  ５３８  

 （差引、一般財源充当額） ５３８  

 減価償却額 １,２３５  

 コスト総額 １,７７３  

件数、一人当たり、貸室面積当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

１,８３３ １６３ ３４ ４ 

現状の概要及び監査人の所見 

利用状況 

 平成２２年度において、卓球、体操、剣道、空手道、親子遊技などを行

う９の団体に延べ１,０２４回利用され、利用者総数は延べ１１,１９２人

となっている。各団体は平均して年間１１３回程度利用している状況であ

り、概ね毎週２回強の利用と計算される。 

 施設構成としては、柔道場、剣道場、男女更衣室、シャワー室からなり

２００人程度を収容することができる。 

 土日及び夜間の利用がほとんどであり、平日日中は利用されていない状

況にある。 

現状に至る経緯 

 青少年教育施設の一つとして昭和４７年６月に開設され、平成８年１２

月に改築工事がなされている。 

 

所管局・課 こども青少年局  青少年課 

公有財産台帳の財産番号 ０１０４７ 

財産名称（施設名） 青少年いこいの家 

所在地（代表地番） 兵庫県川辺郡猪名川町万善字東山６-１ 

地区区分 その他 

行政財産の設置目的 

 野外活動及び集団生活を通じて健全な青少年の育成と福祉の増進を図

る。 

設置根拠 尼崎市立青少年いこいの家の設置及び管理に関す

る条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 宿泊室 １００人、キャンプ場 ２００人 
土地面積・公有財産評価額 ３１,８６６.１１ ㎡ １２１,０５５ 千円 
建物延床面積・取得価額 １,５２５.３１ ㎡ ３４,０７２ 千円 

償却情報（平成２３年３月３１日） 

耐用年数、経過年数 ４７ ４６ 
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償却額（千円/年） ６５２  

累積額（千円） ３０,０１２  

残存額（千円） ４,０５９  

再建築情報（平成２３年３月３１日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ２９７,４３５  

その他  

機会費用合計（千円） １２１，０５５  

運営状況 

開館時間/休館日 － 年末・年始 

平成２２年度稼働日数 ３５９日 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 公募 

指定管理者名/期間 公益財団法人尼崎市ｽ

ﾎﾟｰﾂ振興事業団 

５年 

指定管理料平成２２実績/

平成２３予算（千円） 
２６,５４１ ２６,５４１ 

利用状況 平成２１年度 平成２２年度 

利用率（％） ５７.５%  ５３.７%  

利用件数（件） ２０,６５５  １９,２８２  

貸出可能件数（件） ３５,９００  ３５,９００  

利用人数（人/年） ２０,６５５  １９,２８２  

人員情報（平成２３年４月１
日） 

人数 人件費 
（Ｈ２３予算ベース千円） 

合計 ０ ０  

総コスト情報（千円/年・平成２３年度予算ベース） 

 指定管理料  ２６,５４１  

 事業費等  ５６５  

  小計  ２７,１０６  

 （特定財源）    

 使用料 １,８５８   

 （差引、一般財源充当額） ２５,２４８  

 減価償却額 ６５２  

 コスト総額 ２５,９００  

件数、一人当たり、貸室面積当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

１,２９７ １,２９７ － ５６ 

現状の概要及び監査人の所見 

利用状況 

 昭和４０年１２月に完成した鉄筋コンクリート２階建ての尼崎市内から

１時間程度の距離にある施設で、館内には、１００人が宿泊可能な宿泊室、 
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食堂、大浴場、多目的室、和室、会議室等があり、この建物とは別に２０

０人宿泊可能なテントサイト、キャンプファイアー場、炊さん場などがあ

る。 

 上記施設において、指定管理者が施設を利用した自主事業と施設の貸付

を行っている。 

 平成２２年度の施設利用状況について、施設の貸付に関しては、３５９

日の稼働日数、館内３５,９００人、テントサイト７１,８００人の利用可

能人数に対して館内１５.３８%、テントサイト６.４１%の稼働率となって

いる。利用者数としては、８２９団体１９,２８２人であり、このうち尼

崎市からの利用者は５６５団体９,６７１人、施設のある猪名川町からの

利用者は７９団体３,２７３人、その他市外からの利用者は１８５団体６,

３３８人となっている。 

 上記施設の利用者数には指定管理者による自主事業の参加者も含まれて

おり、平成２２年度において実施時期の定められた１６の事業が行われ、

１,２１４人の参加者があった。自主事業の主なものとしては、じゃがい

もの植え付け・収穫祭、大根の植え付け・収穫祭、親子わくわくキャンプ

などである。 

 全体の傾向としては、宿泊利用から日帰り利用へ、青少年団体利用から

ファミリー利用へ、利用形態と利用者層の変化が見られる。結果として「野

外活動及び集団を通じて健全な青少年の育成と福祉の増進を図る。」とさ

れている行政財産の設置の目的を越えて、より広範囲の利用に広がりを見

せている状況にある。 

現状に至る経緯 

 青少年団体の野外活動施設として尼崎市が設置運営してきたが、平成１

６年７月から指定管理者への運営委託に切り替えられ、青少年団体だけで

なく、一般市民の利用も広く受け入れることとなった。 

 また、これまでは宿泊利用による場合のみ利用料を徴収していたが、施

設利用状況の変化に対応して、平成２３年７月から日帰り利用の場合も利

用料を徴収するようになった。 

今後の予定 

 ファミリー層の利用に対応して炊さん場等一部施設の改修工事と拡張工

事を行い、利用者ニーズに対応した施設へと改善を加え、利用者数及び利

用率の向上を図る計画を実行している。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞施設の統廃合、売却について 

平成２２年度における施設利用者を尼崎市とそれ以外に区分した場合、

尼崎市からの利用者は９,６７１人であり、全体の５０.１%の割合となっ

ている。利用者別に見ると、尼崎市が負担するコスト総額２５,９００千

円のうち１２,６９１千円(４９.９%)は尼崎市以外からの利用者のために

支出されているということができる。 

また本施設が利用率向上のためにファミリー層の受入を積極化するこ

とは「野外活動及び集団生活を通じて健全な青少年の育成と福祉の増進を 
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図る。」という当初の設置目的を拡大するものであり、尼崎市が所有する

美方高原自然の家の設置目的である「豊かな自然の中での野外活動及び集

団生活を通じて青少年の健全な育成を図るとともに、市民に自然と親しむ

レクリエーション活動の場を提供する」との違いがなくなり、利用率に問

題があると思われる複数施設を所有している状況になりつつあると言え

る。 

 さらに、尼崎市も加わっている阪神７市１町と丹波２市で丹波少年自然

の家を所有していることも合わせて考えると、類似施設を複数所有する合

理的な理由が必要である。 

以上を総合すると、本施設については、今後の施設改修費用負担も考慮

に入れて類似の設置目的を有する美方高原自然の家または他の市町の有

する類似施設との統廃合あるいは民間への売却を検討するべきである。 

これと同時に尼崎市の青少年団体及び尼崎市民が施設を利用する場合

の助成制度を創設することにより、利用者ニーズに柔軟に対応出来るよう

になると共に尼崎市の財政負担の軽減につながる。 

計算上は上述の通り宿泊等利用者一人あたり１,３００円程度までの負

担であれば、尼崎市からの利用者の受ける利益と、現在のコスト負担との

関係は変わらないものとなり、尼崎市以外からの利用者分の負担が無くな

り、少なくともこの部分の財政負担を軽減させることができる。 

 

 

所管局・課 こども青少年局  青少年課 

公有財産台帳の財産番号 ０１０４８ 

財産名称（施設名） 美方高原自然の家 

所在地（代表地番） 兵庫県美方郡香美町小代区新屋字中サバ１４３２

-３５ 

地区区分 その他 

行政財産の設置目的 

 豊かな自然の中での野外活動及び集団生活を通じて青少年の健全な育

成を図るとともに、市民に自然と親しむレクリエーション活動の場を

提供する。 

設置根拠 尼崎市立美方高原自然の家の設置及び管理に関す

る条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 宿泊室 ２４０人、キャンプ場 ２００人 
土地面積・公有財産評価額 ６７,５９５.２５ ㎡ （借受財産） 千円 
建物延床面積・取得価額 ７,５１０.７２ ㎡ ２,１９４,８９６ 千円 

償却情報（平成２３年３月３１日） 

耐用年数、経過年数 ４７ １６ 

償却額（千円/年） ４２,０２９  

累積額（千円） ６７２,４７８  
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残存額（千円） １,５２２,４１７  

再建築情報（平成２３年３月３１日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） １,４６４,５９０  

運営状況 

開館時間/休館日 － 月曜日、年末・年始 

平成２２年度稼働日数 ３４２日 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 公募 

指定管理者名/期間 財団法人日本アウト

ワード・バウンド協会 

３年 

指定管理料平成２２実績/

平成２３予算（千円） 
１３２,８００ １３２,８００ 

利用状況 平成２１年度 平成２２年度 

利用率（％） ３８.０%  ３７.２%  

利用件数（件） ３４,２１４  ３３,０５４  

貸出可能件数（件） ８９,９６０  ８８,９２０  

利用人数（人/年） ３４,２１４  ３３,０５４  

人員情報（平成２３年４月１
日） 

人数 人件費 
（Ｈ２３予算ベース千円） 

合計 ０ ０  

設置財源（築２０年以内、修繕は１０年以内に限る） 

設置時の起債額 ４,２２３,０００ 

総コスト情報（千円/年・平成２３年度予算ベース） 

 指定管理料   １３２,８００  

 事業費等  １,４７４  

  小計  １３４,２７４  

 （特定財源）    

 使用料 ２８,１８８   

 （差引、一般財源充当額） １０６,０８６  

 減価償却額 ４２,０２９  

 支払利息 ２３,７６７  

 コスト総額 １７１,８８２  

件数、一人当たり、貸室面積当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

５,１１０ ５,１１０ － ３７５ 

現状の概要及び監査人の所見 

利用状況 

 平成７年１２月に竣工した鉄筋コンクリート造りの建物内の主な施設と

しては、宿泊室(２４室２４０人定員)、リーダー室(３室２１人定員)、ミ 

ーティングスペース、屋根付広場を有する宿泊棟を始め、食堂等を有する
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ホール棟、大小研修室等を有する管理研修棟、浴室棟、多目的ホールがあ

る。これらとは別にあるキャンプ場は４区分のテントサイト(定員２００

人)、野外炊事棟４棟、野外音楽場棟などによって構成されている。さら

に屋外施設としてファイヤー場、多目的グラウンド、テニスコート(２面)

を有している。 

 上記施設について、指定管理者が施設の貸付・管理を始め、施設を利用

した自主事業を行っている。 

 平成２２年度の施設利用状況について、施設の貸付に関しては、３４２

日の稼働日数、館内８８,９２０人、テントサイト６８,４００人の利用可

能人数に対して館内３３.９%、テントサイト３.２%の稼働率となってい

る。利用者数としては、３９１団体３３,０５４人であり、このうち宿泊

を伴う利用は、尼崎市からの利用者１８４団体２４,０６７人、施設のあ

る香美町からの利用者２６団体１,１４０人、その他市外からの利用者１

３８団体７,１７３人となっている。また、宿泊を伴わない日帰り利用者

は４３団体６７４人となっている。これらの利用者のうち尼崎市からの自

然学校の受入人数は１８,６２３人、香美町からの自然学校の受入人数は

８８人となっている。 

 上記施設の貸付のほか指定管理者による事業として平成２２年度におい

４０の事業が行われ、６１１人の参加者があった。具体的には、ウインタ

ープログラムを楽しめるウインターフェスティバル、ツリーイングやクラ

フト、イモ堀りなどの体験を楽しめる美方感謝祭、おんなのこキャンプ、

ロッククライミング体験会、自然学校説明会リーダー養成講座、野外救急

法講座などの自主事業を実施している。 

現状に至る経緯 

 平成１８年４月から指定管理者制度が導入され、当初は財団法人尼崎市

スポーツ振興事業団(当時)が受託したが、平成２１年４月からは、財団法

人日本アウトワード・バウンド協会が指定管理者となっている。 

 本施設は教育施設としての位置づけもあり、尼崎市等から小学校の実施

する自然学校を受け入れている。しかし平成２２年度における兵庫県教育

委員会の自然学校推進事業として行われる自然学校の実施日数が５泊６

日以上から４泊５日以上に減った影響を受けて施設の利用率が低下して

いる。また、当該自然学校を受け入れている時期は他の利用者の受入がで

きないため、自主事業の実施に制約が生じている。 

その他 

兵庫県教育委員会の資料による自然学校の実施状況は、兵庫県内の自然

学校施設の利用者数について、平成５年度の６９,４１５人をピークに平

成２２年度においては５３,４６５人となり、若干の増減はあるが、減少

傾向が続いている。 
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監査の結果及び意見 

＜意見＞施設の統廃合、売却について 

尼崎市も加わる阪神７市１町と丹波２市の施設として丹波少年自然の

家がある他、本施設と同様の施設を有している市も複数存在している。こ

れらの施設は、教育施設としての位置づけにあり、当然に兵庫県教育委員

会の自然学校推進事業の内容に影響を受けることになる。 

本施設の稼働率の低下も、自然学校推進事業の期間短縮の影響があるこ

とは明らかであり、このような施設を尼崎市単独で所有していることは、

今後の少子化による自然学校参加者数の減少を見込むと、合理性があると

は言えない。 

平成２２年度における日帰り利用を除く施設利用者について尼崎市と

それ以外に区分した場合、尼崎市からの利用者は２４,０６７人であり、

全体の７４.３%の割合となっている。利用者別に見ると、尼崎市が負担す

るコスト総額１７１,８８２千円のうち４４,００１千円(２５.６%)は尼

崎市以外からの利用者のために支出されているということができる。 

以上を総合すると、本施設については、今後の施設改修費用負担も考慮

に入れて類似の設置目的を有する青少年いこいの家または他の市町の有

する類似施設との統廃合あるいは民間への売却を検討するべきである。 

これと同時に尼崎市の青少年団体及び尼崎市民が施設を利用する場合

の助成制度を創設することにより、利用者ニーズに柔軟に対応出来るよう

になると共に尼崎市の財政負担の軽減につながる。 

計算上は上述の通り宿泊等利用者一人あたり５,１００円程度までの負担

であれば、尼崎市からの利用者の受ける利益と、現在のコスト負担との関

係は変わらないものとなり、尼崎市以外からの利用者分の負担が無くな

り、少なくともこの部分の財政負担を軽減させることができる。 

 

所管局・課 こども青少年局  青少年課 

公有財産台帳の財産番号 ０１０４４ 

財産名称（施設名） 尼崎市立青少年センター 

所在地（代表地番） 尼崎市栗山町２丁目２５番１号 

地区区分 立花 

行政財産の設置目的 

 青少年の健全な育成と福祉の増進を図るための各種の事業を積極的に

推進する。 

設置根拠 尼崎市立青少年センターの設置及び管理に関する

条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 研修室１(９６)、会議室１(４５)２(２０)３(２

０)、体育館、音楽室(６０)、和室(３０) カッコ

内は定員 
土地面積・公有財産評価額 ５,２２６.４４ ㎡ ８８８,４９４ 千円 
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建物延床面積・取得価額 ８,７７７.６５ ㎡ １７３,７１８ 千円 

償却情報（平成２３年３月３１日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３７ 

償却額（千円/年） ３,１２６  

累積額（千円） １１５,６９６  

残存額（千円） ５８,０２１  

再建築情報（平成２３年３月３１日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） １,７１１,６４１  

その他  

機会費用合計（千円） ９００,９３３  

運営状況 

開館時間/休館日 火～土午前９時～午

後９時、 

日・祝午前９時～午後

５時１５分 

月曜日、年末・年始 

平成２２年度稼働日数 ３０８日 

管理方法 直営 

利用状況 平成２１年度 平成２２年度 

利用率（％） ３９.１%  ４３.４%  

利用件数（件） ２,３６２  ２,６２８  

貸出可能件数（件） ６,０３４  ６,０５５  

利用人数（人/年） ５７,２３０  ５５,１０６  

人員情報（平成２３年４月１
日） 

人数 人件費 
（Ｈ２３予算ベース千円） 

正規 ４ ３２,５９６  

再任用４０ｈ １ ５,３８２  

合計 ５ ３７,９７８  

設置財源（築２０年以内、修繕は１０年以内に限る） 

設置時の起債額 １,２０９,４０４ 

総コスト情報（千円/年・平成２３年度予算ベース） 

 人件費  ３７,９７８  

 維持管理費  ２０,３５９  

 整備費  ６,４９１  

 事業費等  ３,８３１  

  小計  ６８,６５９  

 （特定財源）    

 補助金（国） ７７   

 補助金（県） ２,０８３   

 実費弁償 １４３   

 使用料 ２,４２７ ４，７３０  
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 （差引、一般財源充当額） ６３,９２９  

 減価償却額 ３,１２６  

 コスト総額 ６７,０５５  

件数、一人当たり、貸室面積当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

２６,８７６ １,１９４ ６２２ １４６ 

現状の概要及び監査人の所見 

利用状況 

 青少年の健全な育成と福祉の増進を図るための各種の事業として、以下

の事業が行われている。 

（１）青少年グループ育成事業 

（２）青少年交流事業 

（３）青少年指導者養成講習会 

（４）青少年による企画事業 

（５）尼崎市「成人の日のつどい」 

（６）わくわく体験教室 

（７）チャレンジ・サイエンス 

（８）尼崎市少年音楽隊 

（９）リーダースバンク 

（１０）リーダースバンク登録指導員実践事業 

（１１）青少年の居場所づくり事業 

（１２）館内施設の貸付 

 上記の内、館内施設の尼崎市民等への一般貸付については統計データが

入手できなかったため利用率の内訳は不明である。 

 館内施設の貸付については、これを目的内利用と目的外利用に区分し、

目的内利用としては、スポーツ少年団、ボーイスカウト、ガールスカウト、

子ども会連絡協議会その他青少年育成団体、青少年グループが利用するこ

とを条件に利用料を無料とし、目的外利用は有料としている。 

青少年センターの利用状況の実態を見ると、平成２２年度における収容

人数（収容人員×稼働日数=２７０,１１６人）に対する利用人数（５５,

１０６人）の割合は２０.４％であり、件数を基準とした利用率とは大き

く乖離していることがわかる。必ずしもこの２０.４％の割合が青少年セ

ンターの利用状況を最も適切に表しているとも言い切れないが、件数を基

準とした利用率と合わせて利用率向上のために参考にすべき数値である

と考えられる。 

現状に至る経緯 

「青少年の健全な育成と福祉の増進を図るための各種の事業を積極的

に推進する」ことを目的に昭和４９年７月に建設された。青少年センター

が建設されている敷地には、旧青少年センター寮（北館）(昭和３８年３

月竣工、昭和４８年３月に兵庫県から無償譲渡を受けたもの)、こども科

学ホール(昭和６１年４月竣工)が併設されている。このうち、旧青少年セ
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ンター寮は、果たすべき役割が概ね終了したとの判断から、また、こども

科学ホールは施設・設備の老朽化、利用者の減少により、すでに閉鎖され、

事業転換が行われており、旧青少年センター寮の一部が事務所・倉庫等に

利用されているのみである。施設の老朽化については青少年センター（南

館）においても同様の状況にある。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞利用率向上、指定管理制度の導入について 

青少年センターという施設の特性上、青少年の目的内利用が優先的な利

用となるべきことは認められるものの、利用率が低い状態が改善されない

ようであれば目的内外利用区分の見直し、施設利用促進のための広報手段

の拡充等、一層の利用率向上が求められる。 

青少年センターそのものの利用について、事務作業等には適当でないと

思われる空間の利用による光熱費等の無駄が発生しているものと考えら

れる。 

青少年センターで行われている事業は、尼崎市の直営により行われてい

るが、内容によっては指定管理者を利用して効率化を図ることも必要であ

る。 

＜意見＞施設の有効活用、売却について 

隣接する旧青少年センター寮（北館）とこども科学ホールの閉鎖に合わ

せて、老朽化した青少年センター（南館）についてもその必要性と利用実

態を検証して、敷地全体の利用について見直しを実施すべきであり、結果

によっては外部への売却も選択肢に入れる必要がある。 
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（６）産業経済局 

所管局・課 産業経済局 しごと支援課 

公有財産台帳の財産番号 ９２２ 

財産名称（施設名） 労働センター 

所在地（代表地番） 東難波町４丁目４３２－２ 

地区区分 中央 

行政財産の設置目的 

 勤労者との連係を保ち勤労者の福祉の増進を図るための施設としてセ

ンターを設置する。 

設置根拠 尼崎市立労働センターの設置及び管理に関する条

例 

施設全体の概要 

主な館内構成 貸室数４、貸室定員３５５、集会室・大会議室・小会議室・

和室 

土地面積・公有財産評価額 ８４４．７４ ㎡ １１６，５７４ 千円 
建物延床面積・取得価額 １，７０７．３６ ㎡ ２１２，３００ 千円 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ３１ 

償却額（千円/年） ３，８２１  

累積額（千円） １１８，４６３  

残存額（千円） ９３，８３６  

再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ３３２，９３５  

その他  

機会費用合計（千円） １１８，２０６  

運営状況 

開館時間/休館日 午前９時～午後９時３

０分 

毎週日曜日及び祝日 

１２月２９日から 

翌年１月３日 

平成 22 年度稼働日数 ２９４ 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 公募 

指定管理者名/期間 NPO 法人シンフォニー ３年 

指定管理料平成 22 実績/平

成 23 予算（千円） 
１２，７０５ １２，７０５ 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ８．０  １４．９  

利用件数（件） ２８１  ５２５  

貸出可能件数（件） ３，５１６  ３，５２８  

利用人数（人/年） １２，３７８  １８，３７８  
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総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 指定管理料  １２，７０５  

  小計  １２，７０５  

 （特定財源）    

 実費弁償 ４９９   

 使用料 ２，０６７ ２，５６６  

 （差引、一般財源充当額） １０，１３９  

 減価償却額 ３，８２１  

 コスト総額 １３，９６０  

件数、一人当たり、貸室面積当たり等指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

３４，６４１ ９０７ ２６３ ３０ 

現状の概要及び監査人の所見 

写真 

 

 

 
利用状況 

労働福祉会館の利用率の低下に連動して、利用件数は昭和５７年の８３

５件から平成２１年度には２８１件にまで減少したが、平成２２年度には

５２５件と持ち直している。曜日別に利用状況をみると、労働福祉会館の

休館日である水曜日の利用件数が全体の３割程度を占めており、労働福祉

会館の補完的役割であることは明らかである。 

また、労働団体の利用が多いが、労働団体の利用も昭和５７年の３７４

件から平成２２年度には１６３件まで減少している。 

現状に至る経緯 

昭和４１年に建替えられた労働福祉会館は市民会館的性格が強くなった

ことから、労働団体から貸館の優先使用等の諸要請が出されるなど労働者

専用の会館建設の必要性が強まったため、昭和５５年に労働福祉会館の敷

地の一部に建設された。 

労働センターは、①労働団体との綿密な連絡調整を図り、勤労者のニー

ズを的確に把握することで労働福祉行政の企画と実施を行う拠点としての

機能と、②労働福祉会館の貸館機能の相互補完的な役割を担う施設として

の機能の二つの機能を有してきた。①については、労働相談や中小企業勤

労者福祉共済事業等の実施などでその機能を果たしてきた。②については、
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利用率が低迷し、労働団体の利用も減少していることから、労働福祉会館

と同様に労働団体に対する貸館業務を維持していく必要性はなくなってき

ていると考えられる。 

今後の予定 

労働福祉会館の補完的役割を担う施設であることから、平成２５年３月

３１日をもって廃止する予定である。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞売却による土地の有効活用について 

利用件数が減少しており、廃止により多額の一般財源（平成２２年度で

１０，１３９千円）が不要となるため、労働福祉会館と同様に、予定通り

平成２５年３月末をもって廃止すべきである。 

跡地の売却により、公有財産評価額で１１６，５７４千円の売却収入が

見込まれ、売却後も固定資産税収入が年額１，６３２千円見込まれるため、

労働福祉会館の跡地と一括して、売却を視野に入れて早期に跡地利用を計

画すべきである。 

 

所管局・課 産業経済局 しごと支援課 

公有財産台帳の財産番号 ９２３ 

財産名称（施設名） 労働福祉会館 

所在地（代表地番） 東難波町４丁目４３２－１ 

地区区分 中央 

行政財産の設置目的 

 働く市民の福祉の増進と教養文化の向上を図るための各種事業を積

極的に推進するための施設として会館を設置する。 

設置根拠 尼崎市立労働福祉会館の設置及び管理に関する

条例 

施設全体の概要 

主な館内構成 貸室数２６、貸室定員１，６６４、大ホール・中ホール・

小ホール・応接室３・会議室１２・和室２・茶室・教室２・

料理教室・展示室・音楽室 

土地面積・公有財産評価額 ３，１４７．６５ ㎡ ５９４，９０５ 千円 
建物延床面積・取得価額 ５，５５７．４５ ㎡ ２８０，０９５ 千円 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日）①会館 ②自転車置場 ③食堂 

耐用年数、経過年数 ①５０ 

②３０ 

③４１ 

①４５ 

②償却済 

③４１ 

償却額（千円/年） ①５，０１８ 

②１１ 

③１９ 

 

累積額（千円） ①２２５，８４２ 

②３５５ 

③７９３ 
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残存額（千円） ①５２，９７５ 

②３９ 

③８８ 

 

再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日）①会館 ②自転車置場 ③食堂 

建築単価（千円） ①１９５ 

②１０５ 

③１５０ 

 

建築費（千円） ①１，０６８，１０２ 

②６，２４０ 

③３，０８５ 

 

その他  

機会費用合計（千円） ６０３，２３４  

運営状況 

開館時間/休館日 午前９時～午後９時３

０分 

毎週水曜日 

１２月２９日から 

翌年１月３日 

平成 22 年度稼働日数 ３０８ 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 公募 

指定管理者名/期間 NPO 法人シンフォニー ３年 

指定管理料平成 22 実績/平

成 23 予算（千円） 
６６，２５７ ６６，２５７ 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ２３．８  ２５．１  

利用件数（件） ５，６９３  ６，０３３  

貸出可能件数（件） ２３，９４６  ２４，０２４  

利用人数（人/年） ２４０，４２２  ２３９，７２１  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 委員等報酬  １５０  

 指定管理料  ６６，２５７  

 事業費等  ６  

  小計  ６６，４１３  

 （特定財源）    

 実費弁償 ２，０５４   

 使用料 １８，１５０ ２０，２０４  

 （差引、一般財源充当額） ４６，２０９  

 減価償却額 ５，０４９  

 コスト総額 ５１，２５８  

件数、一人当たり、貸室面積当たり等指標（円） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

８，７４２ ２１３ ９６９ １１１ 
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現状の概要及び監査人の所見 

写真 

 

利用状況 

近隣における類似の貸館施設の設置

に伴い、労働福祉会館の利用は昭和４５

年度の利用件数１２，９９９件・利用率

５６．９％をピークに、昭和５５年度に

は８，８２０件・３９．９％、昭和６０

年度には７，８９６件・３２．９％と徐々

に低下していき、平成２２年度には、利

用件数６，０３３件・利用率２５．１％

とピーク時の半分以下に低迷している。 

部屋別に利用状況を見ると、応接室や茶室等の用途が特定される部屋に

ついては利用率が低くなっている反面、大ホールは利用料金が比較的安い

ことから、年間３００件程度の利用があり、特に日曜日の午前・午後の区

分では利用率が８０％を超えている状況である。 

現状に至る経緯 

昭和２６年に働く者の福祉施設として前身の労働会館が建設されたが、

老朽化により昭和４１年に建替えが行われ、名称も労働福祉会館とされ

た。前身の労働会館は労働者のための施設であったが、労働福祉会館は、

「働く市民の福祉の増進と教養文化の向上を図るための各種事業を積極

的に推進するための施設」へとその目的が変化したことにより、労働者の

ための施設であるとともに、市民会館としての役割も併せ持つこととなっ

た。 

しかしながら、その後、労働福祉会館の周辺では、昭和４５年１０月に

中央公民館が改築され、昭和５７年２月は総合文化センターのホール棟、

昭和５７年１０月には中小企業センター、さらに昭和５８年３月には中央

地区会館が設置されるなど多くの類似の貸館施設が整備されてきた。これ

らの整備に伴い、利用率は徐々に低下し、現在の利用状況に至っている。 

また、平成１０年度に小・中ホールの改修を行った以降、大規模な改修

は行っていない。建物の老朽化が著しく、耐震性にも問題があるため、今

後も引き続き利用する場合には多額の資金が必要となる。 

今後の予定 

建物の老朽化が著しく、施設設備が利用の限界にきていることから、平

成２５年３月３１日をもって労働福祉会館を廃止する予定である。 
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監査人の所見 

「公共施設最適化」ではホール機能の代替措置等について検討を行うこ

とが示唆されている。 

廃止後の代替利用については、会議室等については他の類似施設におい

ての部屋数も多く、代替が十分可能であると考えられる。また、年間約５

５０件と利用が比較的多い大・中ホールについては、場所を限定せずに、

６地区会館及び６地区公民館に分散すれば代替が可能である。中央地区に

限定すれば総合文化センターやアルカイックホールオクト、ベイコム（記

念公園）総合体育館等の利用が考えられるが、開館時間や料金の問題及び

土曜・日曜など利用の多い時間帯については十分な検討と市民に対する説

明が必要である。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞売却による土地の有効活用について 

施設の老朽化及び利用の低迷が著しく、廃止により多額の一般財源（平

成２２年度で４６，２０９千円）が不要となるため、予定通り平成２５年

３月末をもって廃止すべきである。もっとも、廃止までに利用する市民に

対しては十分な説明が必要である。 

廃止後の跡地利用については未定であるが、跡地の売却により公有財産

評価額で５９４，９０５千円の売却収入が見込まれ、売却後も固定資産税

収入が年額８，３２８千円見込まれるため、売却も視野に入れて早期に計

画すべきである。なお、売却にあたっては、隣接する労働センターの跡地

も一括で売却すれば、土地の利用価値が高まり、より高値での売却が期待

できる。 
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（７）都市整備局 

所管局・課 都市整備局 公園課 

公有財産台帳の財産番号 ００６３３ 

財産名称（施設名） 記念公園 

所在地（代表地番） 潮江５丁目、西長洲町１丁目 

地区区分 小田 

行政財産の設置目的 

 スポーツ・レクレーションを通じて市民の健康的、文化的な生活の向上に

寄与するため 

設置根拠 都市整備法 

施設全体の概要 

主な館内構成 体育館 
土地面積・公有財産評価額 １０５,９７２．７９ ㎡ １１，２２６，７５６ 千円 
建物延床面積・取得価額 １４,６７７．５８ ㎡ ６，５７８，５１３ 千円 

償却情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

耐用年数、経過年数 ５０ ２３ 

償却額（千円/年） １１８，４１３  

累積額（千円） ２，７２３，５０４  

残存額（千円） ３，８５５，００８  

再建築情報（平成 23 年 3 月 31 日） 

建築単価（千円） １９５  

建築費（千円） ２，８６２，１２８  

その他  

機会費用合計（千円） －  

運営状況 

開館時間/休館日 午前９時から午後９

時まで 

月曜日、１２月２９日から

１月３日まで 

平成 22 年度稼働日数 ３０７日 

管理方法 指定管理 

指定管理者選定方法 非公募 

指定管理者名/期間 公益財団法人尼崎スポー

ツ振興事業団 

３年間 

指定管理料平成 22 実績/平

成 23 予算（千円） 
２２４，２３１ ２２４，４３５ 

利用状況 平成 21 年度 平成 22 年度 

利用率（％） ３０．９  ３２．３  

利用件数（件） １，１４０  １，１９０  

貸出可能件数（件） ３，６８４  ３，６８４  

利用人数（人/年） １４４，０４５  １４７，８８２  

人員情報（平成 23 年 4 月 1 日） 人数 人件費 
（Ｈ23 予算ベース千円） 
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合計 ０ ０  

総コスト情報（千円/年・平成 23 年度予算ベース） 

 指定管理料  ２２４，４３５  

 事業費等  ３４，８９２  

  小計  ２５９，３２７  

 （特定財源）    

 使用料 １６１，１２９   

 （差引、一般財源充当額） ９８，１９８  

 減価償却額 １１８，４１３  

 支払利息 －  

 コスト総額 ２１６，６１１  

件数、一人当たり、貸室面積当たり等指標（円・銭） 

平均利用件数当たり 平均利用人数当たり 地区人口当たり 市民一人当たり 

－ － ２，９３７ ４７２ 

※利用件数及び利用人数は体育館のうちメインアリーナ分のみ 

現状の概要及び監査人の所見 

現地写真（平成２３年１１月撮影） 

 
利用状況：総合体育館・テニスコート・野球場・陸上競技場・補助陸上競技場

を設置し、利用されている。 

現状に至る経緯：スポーツレクレーションを通じて市民の健康的、文化的な生

活の向上に寄与するため、昭和６３年６月１日に尼崎市の中心的な総合公園と

して竣工されて現況に至る。 

今後の予定：現状維持 
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（８）貸館に関する総合意見 

各局に影響する全市的な観点の指摘である。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞施設配置の考え方について 

現在の尼崎市役所支所設置条例（平成１７年、条例第５１号）は６支所体

制を謳っている。 

しかし、平成２３年１１月に公表された「公共施設の最適化に向けた取組

について（素案策定の基本的な考え方）」にあるように、市民サービス提供の

場を再構築するに当たり「６」にこだわる財政的余裕はなく、また人口推計

予測から「６」ヶ所でそれぞれフルセットの施設を揃える必然性は乏しいの

ではないか。「行政サービスをいかに充実させるか」から「行政サービスをい

かに絞り込むか」への転換に迫られており、市の広報活動による現状認識の

周知徹底、そして市民の意識変革を望みたい。 

「監査の結果及び意見」で売却の指摘があるもの、及び公民館分館の廃止に伴

い売却可能であると監査人が判断したものを合計すると次のような試案になる。 

平成21
年度

平成22
年度

(A）
維持コス
ト削減の
効果額
（一般財
源充当
額）/単
年度

（（Ａ）と固
定資産税歳入
額の合計）の
５ヶ年分に売
却収入を加算

小
田

00955
教育委員
会

社会教育
室

小田公民館
杭瀬分館

78.0% 48.4% 47.3% 8,885 97,762

1 施設 地区計 8,885 97,762

00962
教育委員
会

社会教育
室

大庄公民館
大庄南分館

66.0% 24.8% 24.5% 9,672 200,308

00964 教育委員
会

社会教育
室

大庄公民館
稲葉荘分館

68.0% 47.9% 49.3% 8,691 108,823

2 施設 地区計 18,363 309,131

00967
教育委員
会

社会教育
室

立花公民館
宮前分館

82.0% 27.4% 29.8% 9,046 123,497

00968 教育委員
会

社会教育
室

立花公民館
尾浜分館

76.0% 36.1% 37.7% 7,014 88,035

00789
こども青
少年局

こども家
庭支援課

市立すこや
かﾌﾟﾗ ｻ゙

24.0% ○ ○ 41.4% 46.3% 43,212 410,051

01044
こども青
少年局

青少年課 青少年ｾﾝﾀｰ 74.0% 39.1% 43.4% 63,929 1,270,334

00797
協働推進
局

人権課
塚口総合ｾﾝ
ﾀｰ

74.0% 4.5% 7.8%

4 施設 地区計 123,201 1,891,917

00951
教育委員
会

社会教育
室

武庫公民館
武庫北分館

100% 29.2% 27.0% 7,808 118,125

1 施設 地区計 7,808 118,125

00957
教育委員
会

社会教育
室

園田公民館
塚口南分館

74.0% 60.5% 52.4% 8,396 91,481

00960 教育委員
会

社会教育
室

園田公民館
小園分館

56.0% 58.5% 55.4% 8,924 131,620

00961
教育委員
会

社会教育
室

園田公民館
戸ノ内分館

100.0% 12.3% 12.5% 6,757 68,892

3 施設 地区計 24,077 291,993

00950
教育委員
会

社会教育
室

中央公民館
蓮川分館

100% 38.8% 34.6% 9,310 128,624

00954
教育委員
会

社会教育
室

中央公民館
城内分館

78.0% 26.4% 25.8% 8,797 98,150

00922 産業経済
局

しごと支
援課

労働セン
ター

62.0% ○ ○ 8.0% 14.9% 10,139 175,429

00923 産業経済
局

しごと支
援課

労働福祉会
館

90.0% ○ ○ 23.8% 25.1% 46,209 867,590

4 施設 地区計 74,455 1,269,793
そ
の

他 01047
こども青
少年局

青少年課
青少年いこ
いの家

97.9% ○ ○ 57.5% 53.7% 25,248 247,295

1 施設 地区計 25,248 247,295
16 施設 合計 282,037 4,226,016

中
央

地
区

園
田

指定
管理財産名称

武
庫

財産番号 所管局

売却可能物件（千円）

経過比率
公
募所管課

大
庄

立
花

利用率（％）
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（注）１、経過比率は（経過年数÷耐用年数）である。 

２、利用率について、こども青少年局の個別施設で利用率の説明

がされているものがあることに注意。 

 

包括外部監査を実施してきた過程から、貸館にはそれぞれの設置目的

があるが、市民目線で貸室機能に着目すれば地区内で機能重複とも取ら

れかねない施設が多いことに気づかされる。また、財政難の中での老朽

化への対応から、既存施設の建て替えは困難で売却により資金を捻出せ

ざるを得ない。 

所管局の権限を超えた積極的な全市的視点での施設の組み替えが必要

である。 
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３．未利用地等 

（１）総務局 

所管局・課 総務局 総務課 

公有財産台帳の財産番号 １ 

財産名称（施設名） 旧西難波団地跡地 

所在地（代表地番） 西難波町６丁目１－２ 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積 約１，２００ ㎡  ㎡ 

行政財産の設置目的 

 旧西難波団地跡地 

現状の概要及び監査人の所見 

（市提供） 

 

現況に至るまでの経緯 

従前は旧西難波団地（市営団地）が建

っていたが、老朽化が進んだため取り壊

し、平成２１年１２月から更地となって

いる。隣接する約３，０００㎡の土地は、

尼崎市役所来庁者のための駐車場として

も有用であることから、民間の駐車場管

理業者へ貸付をしているが、当該土地約

１，２００㎡は小学校に隣接するため、

条例（注）によって駐車場としての利用

ができず、未利用となって現況に至って

いる。 

（注）尼崎市の環境をまもる条例（平成１２年 尼崎市条例第５１号） 

(位置制限) 

第５５条 生活環境を阻害するおそれのある施設のうち別表第１施設の

欄に掲げるものは、学校、児童福祉施設、老人福祉施設、病院その他これ

らに類する施設のうち規則で定めるものの敷地の境界から、同欄に掲げる

施設の区分に応じ、同表制限距離の欄に定める距離内に設置してはならな

い。ただし、市長が周辺地域の状況等から判断して、生活環境を阻害する

おそれがないと認めるときは、この限りでない。 

別表第１ 

施設 

種類 規模 
制限距離 

工場及び作業場 

床面積の合計又は敷地

面積が５００平方メー

トル以上のもの 

３０メートル 

倉庫及び物置場 

床面積の合計又は敷地

面積が５００平方メー

トル以上のもの 

２０メートル 
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駐車場 － ２０メートル 

トラックターミナル － ２０メートル 

給油取扱所 

石油類の貯蔵能力が 

３０，０００リットル

以上のもの 

３０メートル 

 
利用状況 

未利用であり、フェンスに囲まれた空地となっている。 

事業計画の必要性 

形の整っている約１，２００㎡の土地なので、一定の利用価値はあると

思料される以上、速やかに事業計画の策定が必要であると考える。 

今後の処分予定など 

公有財産全体の有効利用を検討する中で、活用方法を決めていくもので

あるため現時点での処分予定はない。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞有効利用について 

旧西難波団地の取り壊しによる更地化（平成２１年１２月）から約２年

が経過しているものの、具体的な事業計画は未だ策定されていない。整形

でそれなりの面積もあり、市役所の目の前という好立地の土地であるか

ら、処分しないのであるならば一定の見切りをつけて、事業計画の策定を

速やかに進める必要がある。 
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（２）教育委員会 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ９４７ 

財産名称（施設名） 歴史博物館・図書館用地 

所在地（代表地番） 北城内２５－２ 他 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面

積 
市有地 1,700.97 

公社地 2,720.95 

合計  4,421.92 

㎡ ― 

 

㎡ 

行政財産の設置目的 

 歴史博物館・中央図書館用地 
 

事業計画の内容 

当初の事業計画の策定日 昭和５４年度 

事業計画の概要 

旧県立尼崎病院跡地を中心とする地域に、歴史博物館・中央図書館・城

址公園を一体的に整備する。 

当初の事業計画の策定目的 

文化を創造する観点から、本市にふさわしい特色と風格を持った都市整

備を進め、城内地区、寺町地区、築地地区一帯を歴史文化ゾーンとして整

備し、歴史博物館をその中核施設として建設する。 

取得予定の行政財産の概要 

中央図書館整備は概ね完了しているが、歴史博物館用地部分は、中央図

書館仮設駐車場、「れきし体験学習広場」として暫定利用している。 

当該事業計画が今後も必要であることの所管課の所見 

市の財政状況を鑑み平成１４年度に歴史博物館建設事業は凍結され、平

成１９年度に策定・公表された「城内地区まちづくり基本指針」で示され

た（仮称）歴史文化センターが歴史博物館機能の相当部分を代替えできる

ことから、今後歴史博物館事業について見直しが必要である。 

現状の概要及び監査人の所見 

（撮影日：平成 23 年 11 月） 

中央図書館無料駐車場 

 

れきし体験学習広場 
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現況に至るまでの経緯 

 

上記の当初事業計画にあるよう

に、歴史博物館を整備する予定であ

ったが、財政的理由等で空き地にな

っている。現在一部は城址公園（左

写真）として整備されている箇所が

ある。 

利用状況 

中央図書館駐車場（無料）、れきし体験学習広場として暫定利用してい

る。過去３年の同広場の使用実績は次のとおりである。 

広場内に設置している花壇等 9 箇所で、尼崎の歴史にゆかりのある

綿・藍・尼いもを栽培し、収穫物や生業に関わる体験学習会を実施。 

花壇…5×6ｍ(1)、2×3.5ｍ(4)、3.5×1.5ｍ(3)、1×20ｍ(1) 

栽培活動参加者数 

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

２４３人 ２９９人 ２５８人 

栽培活動を活用した体験学習活動 

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

２３回 ４２回 ４５回 

２８６人 ２６４人 ４２７人  
新たな事業計画 

「歴史文化ゾーン」の中に位置する城内地区は、近世に尼崎城が築城さ

れ、街の繁栄の基礎となった「尼崎発祥の地」である。近代に入っても警

察署、教育施設、市役所など、まとまった公共施設地区として利用され、

長く市の中心地であった。地区内には近世の尼崎城の遺構の上に近代建築

物が遺されている。旧城内中学校校舎や旧尼崎警察署の建物は、建築物と

して歴史的な価値が高いものである。しかしながら、旧城内中学校校舎に

ついては平成１８年度末に成良中学校が移転となり、旧尼崎警察署につい

ては平成７年１月の阪神・淡路大震災以後使用されておらず、その活用方

法の検討が求められているところであった。 

（旧尼崎警察署） 

 

その中で、平成２０年３月に城内地区まち

づくり基本指針（以下、「基本指針」という）

が策定された。ここに旧城内中学校の転用と

して（仮称）歴史文化センター本館を置くこ

とが決められている。歴史的建造物である旧

城内中学校、旧尼崎警察署を文化財として保

存し、これらの施設を活用して、歴史博物館、 
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埋蔵文化財センター、地域研究史料館の機能を併せ持つ歴史文化の拠点を

整備するというものである。 

今後の処分予定など 

「基本指針」では歴史博物館用地については、地域活力創出に資する利

用方法について民間活力導入の手法も含めて検討するとされている。しか

しながら、土地開発公社からの買戻費用を含む公園整備事業費の調達が大

きな課題になっている。 

なお、土地開発公社に残る歴史博物館用地買い戻し問題については、過

年度措置状況を参照。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞最終利用までの暫定利用のあり方について 

歴史博物館・図書館用地は、「基本指針」や庁内検討会議で最終的に城

址公園として整備されるという方針が示されているが、その最終利用まで

市の財政状況を鑑みると相当な時間がかかるものと思われる。それまでの

暫定利用のあり方を有効活用の視点から早急に模索すべきである。 

 

 

 

所管局・課 教育委員会 施設課 

公有財産台帳の財産番号 ０２４０、０２４１ 

財産名称（施設名） 園田北部中学校（仮称） 

所在地（代表地番） 東園田町２丁目 

0241 の所在地は豊中市である 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積 尼崎市に１１，７７０．７１ 

外、豊中市には７９９７.９４ 

合計１９，７６８.６５ 

㎡ ― ㎡ 

行政財産の設置目的 

 中学校の学校予定地として設置 
 

現状の概要及び監査人の所見 

（撮影日：平成 23 年 11 月）  
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現況に至るまでの経緯・利用状況 

昭和５３年３月２８日に中学校の建設予定地として換地処分により取得し

たが、中学の建設計画が見直された。過去に公園課が所管し、市民グラウン

ドとして開放・利用した経緯があるが、現在は尼崎市立尼崎高校の第２グラ

ウンドとして利用している。なお、一部は隣接する豊中市にかかっており、

全体面積のうち尼崎市対豊中市の面積比率は約６：４になっている。 

当該園田の中学校用地は、尼崎市立尼崎高校からバスで約２０分の遠隔地

にある。利用実績は以下のとおりである。（平成２３年度のうち通常時と長期

休暇時にまたがる最も典型的なケース）。 

サッカーラグビー陸上 計

8月25日(木) 長期休業 0 0 22 22 12
8月26日(金) 長期休業 0 20 22 42 12
8月27日(土) 30 0 0 30 12
8月28日(日) 30 0 0 30 12
8月29日(月) 長期休業 30 0 0 30 12
8月30日(火) 長期休業 0 22 20 42 12
8月31日(水) 長期休業 0 22 20 42 12
9月1日(木) 始業式 15 10 15 40 7.5
9月2日(金) 授業日 0 0 0 0 課題考査

9月3日(土) 0 0 0 0 台風による臨時休校

9月4日(日) 0 0 0 0 台風による臨時休校

9月5日(月) 授業日 20 0 15 35 4.8
9月6日(火) 授業日 20 0 15 35 4.8
9月7日(水) 授業日 10 15 15 40 4.8
9月8日(木) 授業日 20 0 10 30 4.8
9月9日(金) 授業日 15 15 5 35 4.8
9月10日(土) 15 20 10 45 12
9月11日(日) 10 25 0 35 12

：空き時間 全校生徒数 950
利用生徒数は送迎実績からの推定人数である。
生徒数は、平成23年5月1日の在校生人数である。

利用
時間 備考

利用生徒数
月　　日

利用バ
ス台数 利用時間帯区分 PMAM

1台 8:30～20:30
2台 8:30～20:30
1台 8:30～20:30
1台
1台
1台

8:30～20:30
8:30～20:30
8:30～20:30

1台 8:30～20:30
2台 13:00～20:30
0台
0台
0台

8:30～20:30

2台
2台
2台
2台
2台
2台
1台

15:40～20:30
15:40～20:30
15:40～20:30
15:40～20:30
15:40～20:30
8:30～20:30

 
土・日曜日、祝日及び休校日は終日クラブ(サッカー・ラグビー・陸上)活

動で利用している。学校授業日は、午後からのみ上記のクラブ及び体育科生

徒の授業で利用している。 

今後の処分予定など 

引き続き尼崎市立尼崎高校の第２グラウンドとして利用する。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞一層の有効活用について 

市有財産としての価値が大きく、このまま暫定利用を続けるには有効利用

の観点から問題である。 

利用状況から考えて、現状の保有を継続するのであれば、少なくとも平日

の午前は市民に開放する、あるいは他のグラウンドの手当てをつけ、当該土

地は売却するなどの方策が必要である。 
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所管局・課 教育委員会 施設課 

公有財産台帳の財産番号 ２２４９ 

財産名称（施設名） （旧）尼崎市立尼崎東高等学校 

所在地（代表地番） 食満２丁目２２番 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積 ３３，０３４.４４ ㎡ ２，１０５．８５ ㎡ 

行政財産の設置目的 

 学校用地、施設として設置 
 

現状の概要及び監査人の所見 

（撮影日：平成 23 年 11 月）  

 

 
現況に至るまでの経緯・利用状況 

東高校は産業高校と統合後、新たに双星高校を市北配水場跡地に建築

し、平成２３年４月に開校した。 

今後の処分予定など 

当該（旧）東高校跡地は、市水道局が提供した市北配水場跡地と交換に

市水道局に提供される契約になっている。引渡し時期は遅くとも平成２３

年度末である。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞一層の有効活用について 

平成２３年度末までに土地交換が実行されない場合は、有効活用を図る

べく売却を視野に置いた計画を模索するべきである。 

 

 

所管局・課 教育委員会 施設課 

公有財産台帳の財産番号 ００２４５ 

財産名称（施設名） 尼崎工業高等学校 
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所在地（代表地番） 東難波町２丁目１７６－１ 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積 ３５，４７７・０７ ㎡ ２６，７３６．８３ ㎡ 

行政財産の設置目的 

 学校用地、施設として設置 

現状の概要及び監査人の所見 

  

現況に至るまでの経緯 

産業高校は東高校と統合し、新たに双星高校を市北配水場跡地に建築

し、平成２３年４月に開校した。市立工業高校は旧産業高校と同一の敷地

内に夜間高校として設置されている。 

今後の処分予定など 

市立工業高校は新定時制高等学校に再編し、最終的には兵庫県立新病院

の敷地になる予定である。 

 

「貸館」・教育委員会で前掲した教育委員会の職務権限の二に、「学校

その他の教育機関の用に供する財産（以下「教育財産」という。）の管

理に関すること。」が規定されている。この規定は、教育委員会が教育

財産という行政財産の管理権限を有し、普通財産の管理権限は有しない

ことをいうと一般的に解釈されている。 

また、市の普通財産の扱いについては、前掲したとおり次のように定

められている。 

（規則第９条） 

局長は、その所管に属する行政財産の用途を廃止したときは、当該用途の

廃止によって生じた普通財産を直ちに企画財政局長に引き継がなければ

ならない。ただし、次の各号の一に該当するものについては、この限りで

ない。 

(1)～(3)  省略 

(4) 前各号に掲げるもののほか、企画財政局長において引継ぎを受けて

管理することが困難と認められるもの 

４号の運用については、「運用」で次のように定められている。 
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（５－２） 

行政財産の用途を廃止し普通財産が生じた場合において、企画財政局長

が引継ぎを受けて管理することが困難と認められるもの(第 9 条第 4 号)

とは、管理人を必要とするもの、用途の廃止により使用の許可を取り消し

た後においても引き続き普通財産として当該財産を同一人に貸し付ける

ことが必要であるもの等を指すものであり、この場合は、引き続き当該局

長が当該財産を管理しなければならない。 

すなわち、市の規則では、企画財政局長が管理困難な普通財産（振替

前は行政財産）は引き継がない取扱いになっており、また、教育委員会

の財産は教育財産という行政財産に限られるので、規則及び法律の両者

から、教育委員会に他局であれば普通財産として管理するものと思われ

る未利用地等が行政財産として滞留する構造になっている。 

教育委員会所管の 0947 歴史博物館建設用地、0240・0241 園田北部中

学校、2249（旧）尼崎東高等学校、0245 尼崎市立尼崎工業高校は、市有

財産としての価値も大きく、教育的視点を離れ、かつ普通財産区分にす

ることにより有効活用の選択肢を広げる必要がある。 

 

有効活用の選択肢を広げるために、行政財産の所管換え及び財産区分

変更を伴う新たな管理体制を構築する所見は、「未利用地等に関する総

合所見」を参照。 
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（３）健康福祉局 

所管局・課 健康福祉局 生活衛生課 

公有財産台帳の財産番号 ７８５ 

財産名称（施設名） 今北墓地整備事業用地 

所在地（代表地番） 西立花町２丁目７２３ 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積 約１９５．８４ ㎡  ㎡ 

行政財産の設置目的 

 同和対策の一環で今北墓地の予定地として確保 
 

事業計画の内容 

当初の事業計画の策定日 昭和５５年７月 

事業計画の概要 

同和対策における環境対策として位置づけられた今北墓地の環境整備

と墓地北側道路（大庄１１号線）の拡幅工事を行う。 

当初の事業計画の策定目的 

今北墓地は狭い土地に墓石が密集しており余地がなく、また道路拡張計

画で墓地の一部がかかることから、現墓地に隣接する用地を買収して整備

を推進することを目的とする。 

事業計画策定の根拠法令等 尼崎市同和対策事業後期総合計画 

取得予定の行政財産の概要 

用地買収ができていない西立花町２丁目７２４、７２７ 

当該事業計画が今後も必要であることの所管課の所見 

平成１６年に当初計画に基づき、整備事業を実施することを方針決裁に

より定めている。 

計画達成までの事業費総額（現時点の見込み） 

 未定 

同上の国・県の負担割合（差引、市負担割合） なし 

市の財政負担額から見た計画達成可能性の所管課の所見 

計画達成可能と考えている。 

現状の概要及び監査人の所見 

（市提供） 
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現況に至るまでの経緯 

今北墓地は狭い土地に墓石が密集しており余地がなく、また道路拡張計

画で墓地の一部がかかることから、現墓地に隣接する当該用地を買収して

整備を推進しようとした。しかし、買収した用地の隣接用地（事業計画の

真ん中の用地）の買収ができておらず道路拡幅は困難となっていて、事業

計画の進捗は滞っている。 

利用状況 

空地として保有するのみで、有意義な利用はなされていない。 

今後の処分予定など 

特に具体的な処分予定はない。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞事業計画の確実な遂行について 

上記、現況に至るまでの経緯の通り、道路拡幅と墓地整備の事業計画の

進捗は滞っていて、事業計画に必要な一部用地は取得したものの長期棚上

げとなっている。買収した用地の隣接用地（事業計画の中央の用地）は、

当該事業計画の要に位置するものと見られることから、可及的速やかに買

収交渉を成立させて、事業計画を進めるよう努める必要がある。加えて、

既存の密集墓地の経済的負担を伴う一部墓石移転に同意・協力を得ること

も、難しい交渉になるものと見られるので、かかる買収交渉と並行する形

で可及的速やかに行うべきである。 

かかる対応が困難である場合には、事業計画自体を見直し、一部取得し

た用地の近隣への売却を検討する必要がある。 
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（４）こども青少年局 

所管局・課 こども青少年局 保育課 

公有財産台帳の財産番号 ００８５９ 

財産名称（施設名） 南武庫之荘保育所 

所在地（代表地番） 尼崎市南武庫之荘１１丁目１－１８ 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積 ２,５４８.１７ ㎡ １,１１７.９２ ㎡ 

行政財産の設置目的 

 保育所用地として利用 
 

現状の概要及び監査人の所見 

 保育所敷地のうち保育所南側の未利用地については、保育所の運営に必

要な土地とは考えられない。今後の利用計画もないことなどから、売却を

予定している市の方針に異論はない。 

（市提供） 

  
 

現況に至るまでの経緯・利用状況 

 保育所の行事がある場合に臨時的に駐輪場として使用することはあるが、

基本的に利用されていない。売却に向けて土地測量等の事務を実施してい

る。 

今後の処分予定など 

約３００㎡を売却する方向で公有財産課と調整中。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞売却の方針について 

 特段の障害がなければ速やかに売却の手続に入るべきである。 
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（５）都市整備局 

① 公園の定義 

 「公園」とは、地域住民の休息や観賞、散歩、遊戯、運動、その

他レクリエーションの利用に供するとともに、あわせて都市の自然

環境の保全及び改善並びに都市景観の向上を図ることを目的として、

あるいは災害時の避難等に資するために設けられる公共空地をいう。

その種類は豊富で、自然公園法によって定められる自然公園や国立

公園なども含まれるが、本報告書における「公園」は、都市公園法

に定められる都市公園とする。 

 都市公園には、規模や機能の違いにより街区公園・近隣公園・地

区公園といった住区基幹公園や総合公園・運動公園といった都市基

幹公園に分類される。また、これらのほかにも特殊公園や都市緑地、

広場公園などがある。 

都市公園法  

第２条  

この法律において「都市公園」とは、次に掲げる公園又は緑地で、その設

置者である地方公共団体又は国が当該公園又は緑地に設ける公園施設を含

むものとする。  

１  都市計画施設（都市計画法 （昭和４３年法律第１００号）第４条第

６項 に規定する都市計画施設をいう。次号において同じ。）である公園又

は緑地で地方公共団体が設置するもの及び地方公共団体が同条第２項 に

規定する都市計画区域内において設置する公園又は緑地  

 

② 市の公園の概要 

（Ａ）市の公園の種類別数・面積について 

市の平成２２年４月１日時点における市の公園種類別施設数、面積は下

記のとおりとなっている。 （出典：市ＨＰ「公園の現況」） 
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（Ｂ）公園の機能の内容および市の主な公園 

都市公園法施行令第２条において規定されている各公園の機能の内容

およびそれに分類される市の主な公園名称については、おおむね下表の

内容となっている。 （出典：市ＨＰ「公園の現況」） 

 

 

（Ｃ）市の公園の種類別年度推移（園数、面積） 

 平成１７年度から平成２１年度までの公園の設置状況はおおむね横ば

いであり、この５年間で明倫公園、杭の本公園など街区公園が４箇所、

潮江１丁目緑地など都市緑地が３箇所、広場公園である御園広場が１箇

所増加するのみであった。一方、面積は主に尼崎の森中央緑地（約６．

５ヘクタール）が増えたことにより公園全体で約７．５ヘクタール増加

し、平成１７年度比４．１％増となっている。（出典：市ＨＰ「尼崎市統

計書２２年版」） 
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（Ｄ）公園に関する他都市比較 

公園の数や市民一人当たりの面積については各市の状況が異なるため

画一的に比較することの意義について疑問もあるが、参考情報としてあ

えて比較すると下表のとおりとなる。 

(a)公園数 

（本市） 船橋市 横須賀市 東大阪市 姫路市 西宮市 倉敷市 福山市 

332 493 226 808 428 656 628 

芦屋市 伊丹市 宝塚市 川西市 三田市 
中核平

均 

阪神平

均 
334 

138 123 293 272 135 510.1 231.5 

 

(b)市民一人当たり面積（㎡） 

（本市） 船橋市 横須賀市 東大阪市 姫路市 西宮市 倉敷市 福山市 

2.9 11.4 2.6 8.6 8.6 8.0 6.6 

芦屋市 伊丹市 宝塚市 川西市 三田市 
中核平

均 

阪神平

均 
4.1 

6.0 5.4 3.9 4.2 17.5 7.0 7.6 

補足：本市・中核市は H22.3 都市要覧、阪神は H19 公共施設状況調の都

市公園数より 

（出典：市提供資料より監査人作成） 
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③ 公園整備に関する市の計画 

市は平成１０年に公園等の公共公益施設及び民有地の緑化に関する

方針を定めた「緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画―緑の基本

計画―」を策定し、これにもとづき公園整備を行っている。この計画に

よれば都市公園の目標は平成２０年で市民一人当たり４．５平方メート

ル、平成３０年には同６．４平方メートルとなっている。平成２２年３

月３１日時点では同４．１平方メートルとなっており、計画時から増加

してはいるものの、平成２０年の目標にも達していない状況である。 

都市公園等の目標水準 

現況 中間年次 目標年次 
年次 

（平成１０年４月） （平成２０年） （平成３０年） 

１７２．８ha ２１１．６ha ３０２．８ha 
都市公園 

（３．６㎡/人） （４．５㎡/人） （６．４㎡/人） 

（出典：「緑の基本計画」をもとに監査人作成） 

 

④ 公園の設置および管理 

都市公園の設置および管理は都市公園法で以下のように規定されてお

り、市の設置する公園については市が管理することとなる。 

（都市公園の設置） 

第２条の２  都市公園は、次条の規定によりその管理をすることとな

る者が、当該都市公園の供用を開始するに当たり都市公園の区域その他

政令で定める事項を公告することにより設置されるものとする。  

（都市公園の管理）  

第２条の３  都市公園の管理は、地方公共団体の設置に係る都市公園

にあつては当該地方公共団体が、国の設置に係る都市公園にあつては国

土交通大臣が行う。  

また、都市公園の設置基準は都市公園法で下記のとおり規定されてい

る。 

（都市公園の設置基準）  

第３条  地方公共団体が都市公園を設置する場合においては、政令で

定める都市公園の配置及び規模に関する技術的基準に適合するように

行うものとする。  

２  都市緑地法 （昭和４８年法律第７２号）第４条第１項 に規定す

る基本計画（地方公共団体の設置に係る都市公園の整備の方針が定めら

れているものに限る。）が定められた市町村の区域内において地方公共

団体が都市公園を設置する場合においては、当該都市公園の設置は、前

項に定めるもののほか、当該基本計画に即して行うものとする。  

３  国が設置する都市公園（第２条第１項第２号ロに該当するものを
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除く。）については、政令で定める都市公園の配置、規模、位置及び区 

域の選定並びに整備に関する技術的基準に適合するように行うものと

する。  

この他、公園の管理にあたって都市公園法第１７条において都市公園

台帳にて管理が求められるとともに市の規則上も公有財産台帳において

公共用施設として管理することがもとめられている。 

 

⑤ 今後の展望 

市が平成１０年に計画した「緑の基本計画」は平成６年の都市緑地保

全法改正によって誕生した緑の基本計画制度にもとづく計画であり、都

市における緑地の保全・創出に関わるマスタープラン制度として公園を

はじめとする市の緑地保全の基本施策として策定されたものである。計

画期間は平成３０年度までの長期にわたり、平成２３年度においても「緑

の基本計画」のもとで公園設置等に関するさまざまな計画が進行中であ

るが、この間、緑地保全・創出に関わる外部環境は大きく変化している

点を鑑みると、計画の見直しを検討する時期に差し掛かっているのでは

ないかと考えられる。 

少なくとも市が掲げた平成３０年における数値目標（市民一人当たり

公園面積６．４平方メートル）は中間時点における大幅な未達からすれ

ば過大な目標とも言え、市の財政の見地からも不健全な数値目標と言え

よう。 

加えて、先の東北地方太平洋沖地震による市民の防災意識の高まりか

ら防災的役割を担う防災公園（※１）に対するニーズは変化しているな

ど、公園の機能面のニーズの変化といった視点からの方針の見直しが図

られるべきである。 

 

（※１）防災公園：地震に起因して発生する市街地火災等の二次災害時

における国民の生命、財産を守り、大都市地域等において都市の防災構

造を強化するために整備される、広域防災拠点、避難地、避難路として

の役割をもつ都市公園および緩衝緑地 
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管局・課 都市整備局 公園課 

公有財産台帳の財産番号 ４７７ 

財産名称（施設名） （仮称）大庄北公園 

所在地（代表地番） 大庄 北１丁目 272 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積 １１５８．８１ ㎡  ㎡ 

行政財産の設置目的      

 公園 
 

現状の概要及び監査人の所見 

（平成２３年１１月撮影） 

 

 

大庄北公園として供用されており、整

備管理状況も良好であった。 

 

現況に至るまでの経緯・利用状況 

平成１３年４月１日に大庄北公園と

して供用開始されている。 

監査の結果及び意見 

＜結果＞公有財産台帳の記載について 

すでに供用を開始しているにもかかわらず、台帳上の名称変更がなさ

れていなかった。 

規則第４条及び第６３条では、公有財産の取得、管理及び処分を適正

に行い、現況を的確に把握するため、公有財産を記録管理するための基

礎帳簿として公有財産台帳を置くこととされており、運用第７－１にお

いて、「公有財産の正確な記録管理は、適正な財産管理の基本であるか

ら、各局長は、公有財産台帳を整備し、その増減及び異動があるごとに、

直ちに記録し、管理しておかなければならない」とされている。 

すでに供用を開始しているものについては、実態に合わせた台帳の整備

を行うべきである。 

 

上記と同内容の「結果」である公有財産は次の通りである。 

財産番号 財産名称 供用施設の名称 供用開始年月 

００６０４ 
（仮称）長洲本通１丁目

公園 
長洲本通北公園 平成９年４月 

００６０５ 
（仮称）常松土地区画整

理事業公園 
常松南公園 平成１０年４月 

００７５４ （仮称）椎堂子ども広場 北園公園 平成２年４月 

０２２１３ 
（仮称）アルカイック広

場 
アルカイック広場 平成２２年１２月 
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００４１５ 西難波北第２公園予定地 西難波中公園 平成４年４月 

００４７６ 成文公園予定地 成文公園 昭和６１年４月 

００７２３ 
公園用地「奥野子ども広

場」 

塚口奥野子ども広

場 
平成１０年４月 

０１０７１ 公園予定地 塚口第２公園 平成６２年４月 

０１７８２ 
公園用地（開明小学校跡

地） 
開明中公園 平成１９年４月 

 

所管局・課 都市整備局 公園課 

公有財産台帳の財産番号 ０５２７ 

財産名称（施設名） 三反田公園 

所在地（代表地番） 三反田 2 丁目２６２－１他６筆 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積 １９０２．９３ ㎡  ㎡ 

行政財産の設置目的 

 公園 
 

現状の概要及び監査人の所見 

（平成２３年１２月撮影） 

 
供用開始されている公園部分は整備状況も良好であった。 

 

公園南側の民家の間の一区画が未供用部分である（４９．４１㎡）。境界

線は明確になっているが、廃棄物が放置されている状況であった。 

現況に至るまでの経緯・利用状況 

都市計画決定後、昭和６０年に買収した公園南側の土地が未供用となっ

ている。都市計画区域は当該地を含めた公園南側６区画であり、現在は民

家が存在する状態である。 

今後の方針 

効率性の観点から並びの隣地の買収がすべて完了した時点で一体的に

整備する予定であったが、現在の財政状況から買収が困難である。未供用 
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地についても今後有効活用について検討していく。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞買収による一体的整備について 

市は都市計画区域の土地の買収がすべて完了した時点で一体的に整備

をするとしているが、昭和６０年以降、買収が進まない中で当該未利用地

の有効利用について検討すべきではなかっただろうか。今後、当該土地の

有効利用について検討することが望ましい。 

 

所管局・課 都市整備局 公園課 

公有財産台帳の財産番号 ０６０９ 

財産名称（施設名） 尼崎城址公園 

所在地（代表地番） 北城内２７Ａ 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積 ６４２５．０ ㎡  ㎡ 

行政財産の設置目的 

 公園 
 

現状の概要及び監査人の所見 

現地写真（平成２３年１２月撮影） 

  

公園入口は門で封鎖されており、一般市民は立ち入ることができない（写

真左）。中に入ると園庭用の石が山積みになっているが全体としては空き

地となっている部分が多い（写真右）。ただし、公園予定地内は平たん地

と丘陵地が混在しており、整備に相当の手間がかかることが予想される。 
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公園として供用されているのは６，４２５㎡のうち３，３５３㎡のみで残

りは未供用となっている。供用部分と未供用部分の境には城壁（写真左）

があり、城壁の丘の上から未供用部分の全体を見るとほとんど未整備で一

部が園庭等の資材置き場となっているのが一望できる（写真右）。写真右

の右隣地には市の中央図書館および歴史博物館用地（現在駐車場として利

用）が存在する。 

  

城壁越しに供用部分を撮影（写真左）。整備されている様子がうかがえる。

都市計画決定区域は城内高校の土地の一部にまたがっており、正門から校

舎手前までの部分が公園予定地となっている（写真右）。 

現況に至るまでの経緯・利用状況 

尼崎城址公園は県立尼崎病院の跡地に旧尼崎城の面影を今に伝えるよ

うな公園として整備し、隣接する歴史博物館や図書館との一体的な景観に

配慮した整備推進を図るものである。計画面積は約１．２ｈa である（こ

の中には、城内高校の一部も含んでいる）。 

昭和６３年から設計に着手し、主に西北部エリアを対象として平成２年

度から平成５年度まで整備を実施し、歴史博物館と図書館との一体的な整

備計画であったが、歴史博物館の建設事業が進まなかったことから、以後

は休止状態であり、供用面積は３，３５３㎡に留まっている。なお、平成

７年度には阪神淡路大震災で被災した築地塀や池の災害復旧を実施した。 

また、公園北側に隣接する民間病院跡地１，３８４㎡を公園として活用す

べく、平成３～５年度に土地開発公社で先行取得（平成１６～１７年度に

買戻し）したが、公園としては未整備のままとなっている。 

今後の方針 

歴史博物館の建設事業の見直しが行われ、「歴史博物館建設事業等見直

し庁内検討会議報告書」（平成２３年７月）では歴史博物館事業の廃止の

方針が示されている。この報告書の中で一体的に整備する予定であった尼

崎城址公園についても従来の都市計画決定の範囲を変更し、城内高校北側

部分は廃止し、新たに歴史博物館建設用地や尼崎城址公園北側用地を都市

計画決定する方向で、今後具体的な検討を行うことになっている。 
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監査の結果及び意見 

＜意見＞有効活用について 

尼崎城址公園は、最終的に城址公園として整備されるという方針が示さ

れているが、その最終利用まで市の財政状況を鑑みると相当な時間がかか

るものと思われる。それまでの暫定利用のあり方を有効活用の視点から早

急に模索すべきである。 

 

所管局・課 都市整備局 公園課 

公有財産台帳の財産番号 ０６２１ 

財産名称（施設名） 尾浜公園 

所在地（代表地番） 名神町２丁目 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積  ㎡ １．２６ ㎡ 

行政財産の設置目的 

 公園便所 
 

現状の概要及び監査人の所見 

現地写真（平成２３年１１月撮影） 

 

 

公園内の旧トイレは過去において既に解

体撤去され、存在しないことを確認した。

新たにトイレ（左写真）が建設され、供用

されている状況であった。 

監査の結果及び意見 

＜結果＞公有財産台帳の記載について 

既に解体除却されている建物について台帳から削除されていなかった。 

規則第４条及び第６３条では、公有財産の取得、管理及び処分を適正に

行い、現況を的確に把握するため、公有財産を記録管理するための基礎帳

簿として公有財産台帳を置くこととされており、運用第７－１ において、

「公有財産の正確な記録管理は、適正な財産管理の基本であるから、各局

長は、公有財産台帳を整備し、その増減及び異動があるごとに、直ちに記

録し、管理しておかなければならない」とされている。 

解体除却された財産については台帳から削除するよう管理を徹底すべき

である。 

上記と同内容の「結果」である公有財産は次の通りである。 

財産番号 所管課 財産名称 面積（㎡） 

00631 公園課 水明公園 23.50 

00646 公園課 北配緑地 16.40 

00675 公園課 久々知（名神下）子ども広場 1.81 
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00702 公園課 水堂（名神下）子ども広場 1.81 

00703 公園課 大西（名神下）子ども広場 1.81 

00726 公園課 水堂第２（名神下）子ども広場 1.81 

00777 公園課 国鉄尼崎駅前公園 11.40 

 

所管局・課 都市整備局 公園課 

公有財産台帳の財産番号 ０６３０ 

財産名称（施設名） 小田南公園 

所在地（代表地番） 杭瀬南新町３丁目 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積 ７３８３７．０１ ㎡  ㎡ 

行政財産の設置目的 

 公園 
 

現状の概要及び監査人の所見 

現地写真（平成２３年１２月撮影） 

  
公園北側は噴水、池などの修景施設（左）があり、野球場が整備されてい

る（右）。 

 

公園南側の約１．８ｈaが未供用となっている。サッカーやラグビー等

のグラウンドとして利用可能な広さはあると思われるが、有料化で市民に

開放するとなると相当な整備が必要になる可能性がある。 
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左：都市計画区域にあたる土地（約１．７ｈa）であるが、未買収である。 

右：供用を開始している小田南公園北側と未供用の南側の間には阪神電車

の高架線路があり、北側と南側の一体利用をするには高架線路下の土地を

借受することになり、賃借料が発生する。 

現況に至るまでの経緯・利用状況 

都市計画決定後、昭和５４年から買収を開始し、未供用の土地も含めて

昭和６１年までに買収を行っている。買収地のうち、北側の約５．５ｈa

の土地については小田南公園として供用を開始しているが、南側約１．８

ｈaの土地については未供用となっている。なお、都市計画決定面積は約

１２．１ｈa であり、未だ取得できていない土地が約４．８ｈaある。 

※昭和６１年度以降、用地買収は行われていない。 

今後の方針 

都市計画決定のある土地の買収を引き続き進めていく方針に変わりは

ないが、現在の財政状況から全体の整備計画を策定することが困難なこと

から、暫定的に未供用土地（約１．８ｈa）を多目的広場として市民に開

放する等を検討している。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞供用開始を伴う有効活用について 

  未買収の土地の取得も含めた全体計画に基づき、公園南側の土地（約

１．８ｈa）について取得してきたが、市は財政状況が厳しいことから、

供用がなされていない状況にあり、有効性の観点から問題があるとの指摘

をせざるを得ない。一方で、南側の供用を開始するとすれば公園の南北の

間にまたがる阪神電車高架線路下の土地についての借受賃料の発生が予

想されることから、市の財政状況を鑑みて供用開始が困難であったことも

理解できる。また、有料で市民に開放するという利用方法についても検討

すべきであるが、初期整備費用や上記借受賃料がかかる上に事務関連の運

営コストも予想されることから相当の収入がないのであればかえって市

の財政を圧迫しかねない。このため、有効利用にあたっては収支バランス

を慎重に検討する必要がある。 

 

 



 

 204 

所管局・課 都市整備局 公園課 

公有財産台帳の財産番号 ６３４ 

財産名称（施設名） 佐璞丘
さぼくがおか

公園 

所在地（代表地番） 猪名寺 1 丁目 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積 １１９２３．８４ ㎡  ㎡ 

行政財産の設置目的 

 公園用地 
 

現状の概要及び監査人の所見 

（平成２３年１１月撮影） 

 

 

 

  

公園内は一部人が入り込むのが困難な場所もあったが、エノキやムクノ

キといった原生林が生息し、市民団体によって整備された林道の沿道の樹

木には表示札も掲げられているのが確認された。 
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公園内に不法投棄等はない模様であったが、公園周辺部には家庭用ごみ

と見られる不法投棄がみられ、公園の中心部にはホームレスによるビニー

ルシートが確認された。 

平成２２年度には地域住民が中心となった「万葉の森・佐璞丘再生プロ

ジェクト」が発足し、「常緑樹が生い茂るゴミ捨て場となり周辺住民も敬

遠する佐璞丘の森を、万葉の時代からの歴史ある河畔林の森として再発見

し、地域の子どもたちの環境・歴史教育の場、お年寄りや市民が憩える明

るい森に再生する。」という提案を市の提案型協働事業制度として採択し、

風致公園の本来の機能を取り戻す取り組みがはじまっている。 

現況に至るまでの経緯・利用状況 

市域に残る数少ない貴重な自然景観を保全するため、風致公園（約３．

２ｈa）として昭和３２年３月２８日に都市計画決定しており、昭和５６

年度に計画区域内の樹林地部分（約１．６ｈa）について、計画的に買収

する方針を立て、現在約８割を買収済みである。 

（用地取得の状況） 

所在地 地積（㎡） 取得年度 所在地 地積（㎡） 取得年度
猪名寺１丁目478-1 571.00 S63 猪名寺１丁目511 158.00 H11
猪名寺１丁目480 624.00 S58 猪名寺１丁目515 95.00 S61
猪名寺１丁目481 277.00 S59 猪名寺１丁目517 347.00 S60
猪名寺１丁目482 317.00 S57 猪名寺１丁目518 39.00 S60
猪名寺１丁目484 446.00 H4 猪名寺１丁目519 353.00 S63
猪名寺１丁目485 395.00 H4 猪名寺１丁目520 158.00 S57
猪名寺１丁目486 793.00 S59 猪名寺１丁目522 238.00 S60
猪名寺１丁目489 224.00 H4 猪名寺１丁目525 297.52 S27
猪名寺１丁目490-1 142.00 H4 猪名寺１丁目526 641.32 S27
猪名寺１丁目491-1 26.00 S59 猪名寺１丁目529 515.00 S61
猪名寺１丁目493-2 66.00 S59 猪名寺１丁目530 158.00 S63
猪名寺１丁目494-1 555.00 H3 猪名寺１丁目536 19.00 S59
猪名寺１丁目498-1 129.00 S62 猪名寺１丁目537 459.00 S56
猪名寺１丁目499-1 1,191.00 S59,60,61 猪名寺１丁目538 988.00 H8,9,10,11
猪名寺１丁目500-1 121.00 H9 猪名寺１丁目538-1 585.00 H4
猪名寺１丁目508 208.00 S59 猪名寺１丁目539 297.00 S60
猪名寺１丁目509 175.00 S62 猪名寺１丁目537-1 188.00 H4
猪名寺１丁目510 128.00 S62 猪名寺１丁目553-4 76.95 H14

猪名寺１丁目550 389.02 H15
合計 12,389.81  

※平成１５年度以降、用地買収は行われていない。 

今後の方針 

現在の計画では、未買収の土地約３，７００㎡を買収し、公園整備に係る

費用を加えて約４９７百万円を見込んでおり、５年後の平成２８年度から

整備を開始するという計画を立てている段階である。 

監査の結果及び意見 

＜結果＞公有財産台帳の記載について 
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公有財産台帳に記載もれがみられた（猪名寺１丁目４７８－２、猪名寺

１丁目４９０－２、猪名寺１丁目４９３－１）。 

公有財産台帳上の地積に誤りがあるものが散見された（猪名寺１丁目４

８５、猪名寺１丁目４９９－１、猪名寺１丁目５５３－４、猪名寺１丁目

５５０）。 

規則第４条及び第６３条では、公有財産の取得、管理及び処分を適正に 

行い、現況を的確に把握するため、公有財産を記録管理するための基礎帳

簿として公有財産台帳を置くこととされており、運用第７－１において、

「公有財産の正確な記録管理は、適正な財産管理の基本であるから、各局

長は、公有財産台帳を整備し、その増減及び異動があるごとに、直ちに記

録し、管理しておかなければならない」とされている。台帳の記載もれ、

地積の記載誤りがないよう台帳管理を徹底すべきである。 

＜意見＞買収地の有効利用について 

市は財政状況が厳しいことから、長期にはなるが樹林地部分の約１．６

haについては公園整備事業を進めていきたいとしているが、都市計画区域

すべての買収を待たずとも部分的な供用開始にこぎつけることが必要で

ある。過去に買収した広大な樹林地が長期間にわたって未整備な状態で放

置されていた点、風致公園としての本来の機能が十分に果たされておら

ず、有効性の観点から問題がある。 

 

所管局・課 都市整備局 再開発調整担当 

公有財産台帳の財産番号 ０１０７２ 

財産名称（施設名） 公園予定地 

所在地（代表地番） 神田中通１丁目２ほか 5 筆 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積 ４６０．２７ ㎡  ㎡ 

行政財産の設置目的 

 中央公園用地 
 

現状の概要及び監査人の所見 

現地写真（市提供） 

 
１階部分は道路として整備されている。 

現況に至るまでの経緯・利用状況 

事業は平成１９年に完成しており、当該地は道路に供用している。２階 
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部分に公園があり、両課の間での調整ができていたため所管換えは可能で

あったが、当時、隣接地との一体的な所管換えをめざしていたことから、

隣接地の所有権移転がなされていなかったため、これまで再開発調整担当

からの所管換え申請がされていなかった。 

今後の処分予定など 

すみやかに所管換えを行う。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞道路の実態に合わせた管理について 

すでに計画は終了し、道路および公園として供用されている。規則第７

１条によれば道路用地を供用に供したのちは公有財産台帳より削除する

こととなっている。道路、公園とも速やかに所管換えを行い、道路につい

ては公有財産台帳から削除するなど、実態に合わせた適切な管理が望まれ

る。 

上記、道路として供用したのちは公有財産台帳から削除するなど、実

態に合わせた適切な管理が望まれるという意見と同内容の「意見」であ

る公有財産は次の通りである。 

財産番号 所管課 財産名称 地積（㎡） 

01059 市街地整備室 南武庫之荘住宅改良公共用地 18.74 

00906 道路課 県立青少年劇場駐車場事業用地 0.75 

01070 道路課 上坂部西公園線道路用地 38.77 

02077－

2 
道路課 

道路整備（旧国鉄尼崎港線跡地整備

事業） 
129.61 

02142 道路課 栗山上ノ島線整備事業用地 133.87 

02143 道路課 辰巳線整備事業用地 114.68 

02145 道路課 市道第８１０号線道路整備事業 189.37 

 

所管局・課 都市整備局 住宅管理担当 

公有財産台帳の財産番号 ００１５０ 

財産名称（施設名） 南武庫之荘住宅管理室 

所在地（代表地番） 南武庫之荘１０丁目５１－１１４ 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面

積 
 ㎡ ７６．０１ ㎡ 

行政財産の設置目的 

 今北・南武地区の市営住宅の地元対応のため、尼崎市職員の事務所と

して使用するため設置した。 
 

現状の概要及び監査人の所見 

現地写真（市提供） 
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現況に至るまでの経緯・利用状況 

同和対策事業の終了により、職員を配置しなくなったことから現在未利

用となっている。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞有効利用の検討について 

市営住宅敷地内にあるため、他の方法で利用することが難しいことから

現在未利用となっているが、利用計画がないことから公共用財産として保

有するのではなく、市として一括して有効利用を検討する必要性があるの

ではないか。 
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⑥ 道路の定義 

「道路」とは一般交通の用に供せられる道をいい、また、道路法第２

条においては「道路とは一般交通の用に供する道で次条各号に掲げるも

のをいい、トンネル、橋、渡船施設、道路用エレベーター等道路と一体

となつてその効用を全うする施設又は工作物及び道路の附属物で当該道

路に附属して設けられているものを含むものとする。」と定義されてい

る。 

一方、都市においては円滑な都市活動を支え、都市生活者の利便性の

向上を図り、良好な都市環境を整備するために必要な施設（道路、公園

など）をあらかじめ確保しておく要請がある。そこで都市計画法では法

に規程した手続きによって市が都市計画決定することができることとし

ており、この法にもとづいて都市計画決定された道路を「都市計画道路」

という。 

「都市計画道路」は都市の骨格となる基幹的な都市施設の一つとして、

都市における安全かつ快適な交通を確保するという交通機能としての役

割や上下水道・電力などのライフラインを収容する空間形成としての役

割、あるいは良好な市街地の形成を誘導する役割などを有し、安全で快

適な市民生活や円滑な経済活動を支えているものである。 

本報告書において「道路」とは道路法第２条にもとづくものをいうが、

報告書の対象はあくまで市の保有する行政財産であるため、すでに供用

されている「道路」（※）ではなく主として「都市計画道路」を取り扱う

旨、あらかじめお断りしておく。 

（※）供用開始された道路は公有財産台帳の対象外（規則第７１条）

とされ、道路法第２８条にもとづき道路台帳で管理される。 

⑦ 市の都市計画道路の整備状況 

下表のとおり、計画された都市計画道路約１７０キロメートルのうち

整備済（改良済）となっているのは約１４４キロメートルであり、整備

率約８４％となっている。全国平均の整備率約５８％（平成 21 年 3 月

末時点）と比較して高い整備率といえる。 

（平成 23 年 3 月 31 日時点） 

延長（ｍ） 
道路種類（※１） 路線数 

計画 改良済 概成済（※２） 

自動車専用道路 2 7,620 7,620 0 

幹線道路 64 135,750 110,790 11,400 
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区画街路 66 23,290 22,750 200 

特殊街路（歩行者専用道路） 7 3,860 3,420 0 

合計 139 170,520 144,580 11,600 

※１ 都市計画道路は機能によって、自動車専用道路、幹線街路、区画

街路、特殊街路の４つに区分されている。 

※２ 概成済延長：おおむね計画幅員の２/３以上又は４車線以上の幅

員を要する道路の改良済以外の区間長 

（出典：市の HP「都市計画決定一覧」にもとづき監査人が作成） 

⑧ 道路整備に関する市の計画 

市は「都市計画道路整備プログラム」を策定し、平成１５年度を初年

度とする１０年間（平成１５年度から平成２４年度）の都市計画道路事

業について、事業着手を予定している箇所の路線名および区間を公表し

ている。 

その後、市は事業中路線の進捗状況や都市計画変更に伴う新規路線の

追加等により、時点修正が必要になっているとし、平成２１年３月に「尼

崎市都市計画道路整備プログラム（改定版）」を公表している。この計画

によれば現在事業中の道路整備の状況および平成３０年度までに新たに

着手を予定する路線は下記のとおりとなっている。 

（Ａ）事業中の路線 
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（Ｂ）平成３０年度までに新たに着手を予定する路線 

 

(Ｃ)都市計画道路整備計画図（出典：「尼崎市都市計画道路整備プログラム（改定版）」） 
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⑨ 道路についての総合的所見 

前述したとおり、都市計画道路は交通機能、空間機能、市街地形成機

能などの重要な役割を担い、都市骨格となる基幹的な都市施設である。

加えて近年、自然環境保全や景観の保全あるいは大規模災害などの防災

に対する関心の高まりといった社会状況等の変化に伴い、都市計画道路

にもとめられる役割の変化がみられる状況となっている。 

一方で、４４箇所の未整備路線のうち大半は昭和２０年代に計画決定

されたものであり、昭和２０年代以降ともなれば高度成長期を通じて鉄

道網の発達、モータリゼーションの進展と市街地の拡大など、またバブ

ル崩壊後は深刻なデフレ経済、長引く不景気による産業の停滞や少子高

齢化の進展、市の歯止めがかからない人口の減少といった様々な社会環

境の変化があった中で、果たしてかつて市民が必要としていた道路がす

べて今日においても必要とされているか疑問を呈さざるを得ない。 

さらに、都市計画施設の区域内においては将来の都市計画事業の円滑

な執行を確保するためにさまざまな建築制限がかけられており、長引く

計画が市民の安定した生活に与える影響も少なくない。 

都市計画の見直しについて、市は県とともに県内の都市計画道路網の

未整備区間のなかには、近年の社会経済情勢の変化により、必要性に変

化が生じているものも存在すると考えられるとして、平成１６年１２月

に県都市計画審議会から答申を受けた「都市計画道路網の見直しに関す

る基本的な考え方について」に基づき第１回検討を進め、平成１７年に

見直し検討箇所を公表しており、この中で市内の都市計画道路の見直し

対象路線は無しとしている。しかし、「尼崎市都市計画道路整備プログラ

ム（改定版）」の策定時における４４箇所の路線別評価結果では評価点数

が著しく低いものもあることから、見直しの余地は多分にあると推察さ

れる。 

今後、既存の計画のうちすでに本来の目的から変化があるものについ

ては変更し、存在意義そのものを失った計画については、存続か廃止か

といったところまで踏み込んだ検討が期待されるところである。 

また、市は優先的に着手する路線の選定にあたって市民アンケートに

よる市民の意見を踏まえ、客観的評価にもとづく優先順位をつけた上で

行われている点において一定の評価はできるものの、評価結果について

市民に十分説明し尽くされているとはいえない状況である。 

今後、存在意義のある路線整備の優先順位を決めるにあたって、客観
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性、専門性、プロセスの透明化はもとより、さまざまな立場の方の幅広

い意見を踏まえて開かれた場での議論が尽くされ、その議論の結果を公

表するなど市民への説明責任がより一層もとめられるものである。 

 

所管局・課 都市整備局 道路維持担当 

公有財産台帳の財産番号 ０２０３２ 

財産名称（施設名） 土木事務所管理地（旧国鉄尼崎港線跡地整備事業） 

所在地（代表地番） 北大物町 127-2 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面

積 
９４６．３７ ㎡  ㎡ 

行政財産の設置目的 

 尼崎港線跡地道路整備事業で整備している市道第１６６号線などの

尼崎市道である。 
 

現状の概要及び監査人の所見 

（平成２３年１１月撮影） 

 

 

フェンスで囲われており、管理状況

は比較的良好であった。 

現況に至るまでの経緯・利用状況 

当該用地は市道第１６６号線などの尼崎市道であるが、当該路線は完成

済であるため、今後の事業計画はない。上記の内９１３．３２㎡分につい

てはすでに道路として供用中であり、残りの残地（１筆合計３３．０５㎡）

については平成１５年度に整備に合わせて地先と売却について協議した

が、折り合いがつかず現在に至っている。 

今後の処分予定など 

整備完了後の残地（３３．０５㎡）については、普通財産に分類替えし、

地先住民または公募にて売却する予定である。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞道路完成後の残地について 

既に計画が終了したにもかかわらず、普通財産へ分類替えされず、売却

の検討もされずに放置されていたことは有効性の観点から問題があった

と言える。今後、道路の完成後の残地はすみやかに普通財産に分類替えを

行い、早期売却に向けた取り組みを行う必要がある。 
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上記と同内容の「意見」である公有財産は次の通りである。 

財産番号 所管課 財産名称 地積（㎡） 

2070 道路課 土木事務所管理地（上ノ島南北線用地） 180.44 

 

所管局・課 都市整備局 道路整備担当 

公有財産台帳の財産番号 ０２０５４ 

財産名称（施設名） 道路整備担当 交換用地 

所在地（代表地番） 塚口本町 1 丁目 903-11 外 1 筆 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面

積 
２２．４５ ㎡  ㎡ 

行政財産の設置目的 

 当該地は都市計画道路 阪急電鉄神戸線付属街路 1 号線道路整備事業

の残地である。 
 

現状の概要及び監査人の所見 

現地写真（市提供） 

 
現況に至るまでの経緯・利用状況 

当該地は都市計画道路 阪急電鉄神戸線付属街路 1 号線道路整備事業の

残地である。 

今後の処分予定など 

都市計画道路阪急電鉄神戸線付属街路 1 号線道路整備事業の残地であ

り、行政財産として登録されているが、売却は可能である。しかし、当該

地は狭小、不整形な土地であり、一般公募での売却ができないなか、平成

22 年度に地先住民へ売却交渉を行ったが、価格面で不調となっている。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞狭小、不整形な土地の処分について 

狭小、不整形な土地の処分は地先住民への売却以外に有効な手段がない

場合が多く、売却は困難な状況であるが、引き続き処分方法について検討

が必要である。 
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所管局・課 都市整備局 道路整備担当 

公有財産台帳の財産番号 ０２０７７－４ 

財産名称（施設名） 道路整備（旧国鉄尼崎港線跡地整備事業） 

所在地（代表地番） 大物町 2 丁目 128-2 外 3 筆 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積 ２４１．５ ㎡  ㎡ 

行政財産の設置目的 

 当該地は都市計画道路金楽寺線道路区域を含んでいるため、旧国

鉄尼崎港線跡地を市が取得して整備したものである。 
 

現状の概要及び監査人の所見 

現地写真（平成２３年１１月撮影） 

 
隅切りはできており、分筆も済んでいるが道路への振替ができていない（写

真左）。 

 
フェンスで囲まれた部分が隅切り・分筆ができていない状況であった。

隣地は一般の貸し駐車場であった。 

※隅切り：道路が同一平面で交わる場合、十分な視通線をとって安全・

円滑に通行できるように隅部をカットすること。 

現況に至るまでの経緯・利用状況 

当該地は都市計画道路金楽寺線道路用地であるが、完成区間にあるため、

今後の事業計画はない。 
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今後の処分予定など 

当該地は道路供用中の部分と残地が混在しており、それぞれの用途に分

筆した後、道路供用中の部分は公有財産台帳から削除し、残地部分につい

ては地先住民に売却交渉を行っていく予定である。 

監査の結果及び意見 

＜意見＞売却に向けての速やかな取組みについて 

当該用地は完成区間にあることからすみやかに道路として供用している

部分と残地については分筆し、公有財産台帳から削除するか又は普通財産

に分類替えを行い売却に向けて取り組むべきである。 

上記と同内容の「意見」である公有財産は次の通りである。 

財産番号 所管課 財産名称 地積（㎡） 

02077－

3 
道路課 

道路整備（旧国鉄尼崎港線跡地整備

事業） 
209.67 

 

（６）未利用地等に関する総合所見 

 行政財産には予定公物が含まれる。予定公物とは「公用又は公共用に

供することと決定した財産」（法２３８Ⅳ）である。事業計画が進行中で、

将来に公用又は公共用に供することが決定されている土地が典型的な本

来の予定公物であろう。 

 現状の市の行政財産で、３月末で現に公用又は公共用に供されている

もの以外のものは、①、年度末現在で行政財産に区分されているもので

あっても、新年度の早い段階で公有財産課へ普通財産として振り返られ

るものと、②、①以外の前掲規則第９条第４号により企画財政局長に引

き継がれないもの（現局管理が継続するもの）に大別される。  

 未利用地等・（２）教育委員会の項で指摘したように、現在の規則では

②のうちで現局で行政財産として保有せざるを得ない未利用の行政財産

が滞留する構造になっている。 

所管の権限を越えた全市的な視野の行政財産の有効活用を行うため、

所管換え及び財産区分変更を伴う新たな管理体制を構築すべきである。

新たな管理体制を図示すれば次のとおりである。 
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項目 類型 所管
新たな財
産区分

現在の財産
区分

売却の計画が存在する Ⅰ－1
企画財政局
公有財産課

売却の計画が存在しない Ⅰ－2

公的用途等への拘束が存
在する

Ⅱ－1

境界線の未確定である Ⅱ－2

法的制限が存在する Ⅱ－3

撤去費用・整地費用等が
追加で必要となる

Ⅱ－4

売却・貸付の相手方が制
限されている

Ⅱ－5

ニーズのないロケーショ
ンである

Ⅱ－6

利用計画が
存在しない

過去に決定した利用計画
が頓挫し或いは実質的に
消滅し、新たな利用計画
が策定されるまで暫定利
用しているものを含む

Ⅲ－1
（事務事業
Ｂ）

利用計画が
存在する
（注2）

確実に実行される利用計
画が決定されている

Ⅲ－2
現局管理の継
続

行政財産
（予定公
物）

未利用地等の
有効活用につ
いて

行政財産
（公有財産
課以外の現
局が所管）

新所管課

（事務事業
Ａ）

売却の制約
を解消しな
ければなら
ないもの

普通財産
（注1）

売却の
意思・
可能性
がない
（注
3）

売却の意思・可能性

売却の
意思・
可能性
がある

売却する場
合には、引
き合いも見
込まれる

 

この箇所でいう「売却」は、借地権設定契約締結を含む

（注）1

2

3

（Ｂ）：将来に公用または公共用に使用されることが予想される財産を利用計画決定まで（Ⅲ-
2分類になるまで）有効活用することを目的とする事務事業。

利用計画とは、単なる「方向性」や「目標」ではなく行動計画（アクションプラン）を伴った
ものであり、現時点が全体計画のどこに位置するものであるのかが判断できるものをいう。

新所管課事務
事業

（Ａ）：全庁的なノウハウを結集し、売却のための対外折衝を一元的に行う。

なお、（Ａ）（Ｂ）は事務事業の内容が異なるものであるが同一の所管課が担うものとした。

尼崎市公有財産規則の改正が必要である

売却の意志・可能性の最終判断は所管換え前の現局が行う。但し、所管換え前の現局は毎年の
予算編成等のタイミングで、売却が出来ない理由、具体的な利用計画の策定はいつになるの
か、現状で保有し続ける場合の機会費用（逸失利益）額はいくらになるのか等々の情報を市民
に提供し意見を徴収する機会を持つべきである。

 

未利用地等の個別の指摘事項を類型別に分類し、平成２２年度末の公

有財産台帳評価額を記入すれば次のとおりになる。 
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財産番号 財産名称

類型Ⅰ、Ⅱ（定
期借地権契約を
除く）の土地の
公有財産台帳評
価額（千円）

５年間の固定
資産税徴収額
累計（千円/
年）

総務局 総務課 00001 旧西難波団地跡地 198,000 13,860

教育委員会
社会教
育室

00947
歴史博物館建設用地
（注1）

－ －

施設課 00240 園田北部中学校（仮称） Ⅲ-1又はⅠ-2 1,859,772 130,184

施設課 00241
園田北部中学校（仮称）
市外所在地分

Ⅲ-1又はⅠ-2 1,008,140 －

施設課 02249 （旧）尼崎東高等学校 Ⅲ-2、次にⅠ-2 4,159,208 291,144

施設課 00245 尼崎市立工業高校 5,640,854 －

12,667,975 421,328

健康福祉局
生活衛
生課

00785 今北墓地整備事業用地 － －

こども青少年
局

保育課 00859 南武庫之荘保育所
33,534

2,347

都市整備局
住宅政
策課

00291 琴浦住宅 － －

住宅政
策課

00290 武庫川住宅 88,958 6,227

道路課 02032
土木事務所管理地（旧国
鉄尼崎港線跡地整備事
業）

4,032 282

道路課 02070
土木事務所管理地（上ノ
島南北線用地）

10,012 700

道路課 02054 道路整備担当　交換用地 2,671 187

道路課 02077－3
道路整備（旧国鉄尼崎港
線跡地整備事業）

28,305 1,981

道路課 02077－4
道路整備（旧国鉄尼崎港
線跡地整備事業）

31,918 2,234

公園課 00634 佐璞丘公園 － －

公園課 00609 尼崎城址公園 － －

公園課 00630 小田南公園 － －

公園課 00527 三反田公園 － －

165,897 11,612

13,065,407 449,148

（注） 1

2

なお、県立の尼崎病院と塚口病院の敷地が民間に売却されれば、売却土地からの固定資産税は期待
できる。

Ⅲ－1

土地開発公社が所有する「歴史博物館建設用地」の問題は,平成２３年度監査テーマに関連する過
年度指摘事項の措置の状況を参照

公立病院の敷地に供する場合の固定資産税は、非課税である(地方税法第348条）。

定期借地権契約
締結予定

更地

Ⅱ分類、主に5

Ⅰ-1

Ⅱ－4

類型

県立病院移転予

定

Ⅱ分類、主に5

Ⅲ-1

Ⅱ分類、主に2及び4

更地

尼崎高校第二グ
ラウンド

尼崎高校第二グ
ラウンド

Ⅱ-1

所管

合計

小計

更地

更地、道路混
在

小計

更地

市水道局と交換

予定

更地

現況

Ⅰ-1

更地

中央図書館無料
駐車場

Ⅱ分類、主に5 更地

Ⅱ分類、主に2及び5

Ⅲ-2 樹林地

Ⅱ分類、主に2及び5
更地、道路混
在

更地

更地

更地

Ⅲ-2

Ⅲ-2

Ⅲ-2

300㎡相当

売却先：兵庫県 (注)2
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４．その他の施設 

「貸館」「未利用地等」以外で、アンケート調査の結果、調査が必要と

認められた施設である。尼崎市公設地方卸売市場は、「方向性」において

「現状維持」で整理されている。 

（１）産業経済局 

＜尼崎市公設地方卸売市場＞ 

① 概要 

（Ａ）卸売市場とは 

卸売市場とは、生鮮食料品等の卸売のために開設される市場であって、

卸売場、自動車駐車場その他の生鮮食料品等の取引及び荷捌きに必要な

施設を設けて継続して開場されるものをいう（卸売市場法第２条第２項）。 

（Ｂ）卸売市場の機能 

 ・品揃え（商品開発）機能 

 ・集分荷・物流機能 

 ・価格形成機能 

 ・決済機能 

 ・情報受発信機能 

 ・災害時対応機能 

（Ｃ）沿革 

尼崎市公設地方卸売市場（以下、本市場という。）の沿革は次の通りで

ある。 

昭和１９年１月 尼崎市食料品卸売市場開設（昭和通２丁目） 

昭和２５年６月 尼崎市中央魚菜市場開設（昭和通２丁目） 

昭和２８年１１月 尼崎市中央卸売市場開場（昭和通２丁目） 

昭和４２年１０月 現在地での業務を開始 

昭和５６年度～ １０か年計画で施設を改良 

昭和６０年１２月 関連店舗棟・屋上駐車場増設 

平成１６年６月 卸売市場法一部改正 

平成１７年３月 中央卸売市場整備計画において、中央卸売市場の適正

配置の観点から、全国の中央卸売市場のうち本市場を

含む１０市場が再編基準に該当 

平成１９年４月 公設地方卸売市場に転換 

 

上記の通り、本市場は平成１９年に中央卸売市場から地方卸売市場へ

転換している。これは、平成１６年１０月 1 日に農林水産省の「卸売市

場整備基本方針」において卸売市場の再編基準が示され、本市場が当該
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再編基準に該当したためである。当該再編基準は、下表４項目のうち３

項目以上に該当している場合に再編検討についての取り組みを要すると

いうものであったが、本市場においては、青果・水産共に３項目（下表

の※印）に該当していたため、国より示された具体的な措置方法のうち

の１つである地方卸売市場への転換を図ったものである。 

 

卸売市場の再編基準（平成１６年１０月１日） 

 取扱数量 開設区域内需要量 

青果物 ※ 52,997ｔ 66,616ｔ 

①取扱数量が

開設区域内に

おける需要量

未満 
水産物 ※ 

16,395ｔ 29,185ｔ 

 取扱数量 取扱品目の基準数量 

青果物 ※ 52,997ｔ 65,000ｔ 
②取扱数量が

基準数量未満 
水産物 ※ 16,395ｔ 35,000ｔ 

取扱数量の対前年増

減率 

３年間の増減率  

12 年 13 年 14 年 14 年/11

年 

基準減少率 

青果物※ 
▲

3.5% 

▲

6.1% 

▲

2.2% 

▲

11.3% 
▲9.9% 

③取扱数量が

直近で３年連

続して減少し、

かつ３年前を

基準年とする

取扱数量の減

少率が基準以

上 
水産物 

▲

0.7% 

▲

9.0% 

▲

3.9% 

▲

13.2% 
▲15.7% 

④次のいずれかの要件に該当 

 平成 12 年度 平成 13 年度 平成 14 年度 

繰出金

(千円) 
87,726 87,969 84,306 

ア市場特別会計に対す

る一般会計からの繰出

金が直近で３年間連続

して総務省の定める繰

出しの基準を超えてい

ること。 

規 準

(千円) 
117,853 115,043 108,874 

青果物 該当なし 
イ卸売業者が直近で３

年間連続して卸売市場

法第５１条第２項各号

･ のいずれかに該当 

水産物 

※ 
卸売業者：尼崎水産市場株式会社 

･ 卸売市場法第５１条第２項 

  ・流動比率：１００％未満 

  ・自己資本比率：１０％未満 

・ ３年連続して経常損益が赤字 
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なお、中央卸売市場と地方卸売市場の要件及び開設者の許可等はそれ

ぞれ次の通りである。 

 要件 開設者の許可等 

中

央

卸

売

市

場 

都道府県、人口２０万人以上の市、

またはこれらが加入する一部事務

組合もしくは広域連合が、農林水

産大臣の認可を受けて開設する卸

売市場（卸売市場法第２条第３項） 

開設者：地方公共団体 

（農林水産大臣認可） 

卸売業者：株式会社等 

（農林水産大臣許可） 

仲卸業者：株式会社、個人等 

（開設者許可） 

関連事業者：株式会社、個人等 

（開設者許可） 

売買参加者：小売店等 

（開設者承認） 

地

方

卸

売

市

場 

中央卸売市場以外の卸売市場であ

って、卸売場の面積が一定規模以

上のものについて、都道府県知事

の許可を受けて開設されるもの

（卸売市場法第２条第４項） 

一定規模 

・青果市場 ３３０㎡ 

・水産市場 ２００㎡ 

（産地市場は３３０㎡） 

食肉市場 １５０㎡ 

花き市場 ２００㎡ 

開設者：地方公共団体、株式会社、

農協、漁港等 

（都道府県知事許可） 

卸売業者：株式会社、個人等 

（都道府県知事許可） 

仲卸業者：株式会社、個人等 

（一般的に開設者の承認、

都道府県知事への届出） 

関連事業者：株式会社、個人等 

（仲卸と同様） 

売買参加者：小売店等 

（仲卸と同様） 

 

 （Ｄ）現況 

近年の食品流通形態の多様化等により卸売市場の取扱数量は減少傾向

が続いており、食品の総流通量に占める市場経由率の割合は、平成元年

度には青果８２．７％・水産物７４．６％であったが、平成２０年度に

は青果６３．０％・水産物５８．４％にまで減少している（農林水産省

ＨＰより）。 

本市場は近隣に大阪や神戸の中央卸売市場が位置していることから、

さらに厳しい状況にあり、事業者数はピーク時の昭和５２年度における

１８５業者から、平成２３年度には８９業者と半減し、取扱数量はピー

ク時の昭和４８年における１２３千ｔから、平成２２年には３８千ｔ、

取扱金額はピーク時の平成３年における４１，５５２，７２９千円から、

平成２２年には１４，２２６，２７２千円と著しく減少している。 
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（Ｅ）直近１０年間における取扱数量及び取扱金額の推移 

（a）取扱数量 

（単位：ｔ）
平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度

青果部 54,314 47,859 49,807 41,908 43,534
水産部 15,802 15,277 13,898 12,745 12,458
指定事業者 2,841 2,583 2,313 2,136 2,141
全体 72,957 65,719 66,018 56,789 58,133

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
青果部 37,198 34,599 32,061 32,406 28,273
水産部 11,358 11,093 11,607 9,392 7,615
指定事業者 2,138 2,222 2,194 2,178 2,087
全体 50,694 47,914 45,862 43,976 37,975  

 （b）取扱金額 

（単位：千円）
平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度

青果部 10,241,732 9,844,614 10,005,266 9,156,116 8,587,523
水産部 11,299,765 10,494,068 9,980,376 9,206,444 9,118,225
指定事業者 2,037,423 1,879,193 1,586,502 1,503,108 1,525,666
全体 23,578,920 22,217,875 21,572,144 19,865,668 19,231,414

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
青果部 7,861,031 7,469,787 6,868,984 6,701,706 6,731,925
水産部 8,883,633 9,050,071 8,051,123 6,649,084 5,828,986
指定事業者 1,424,324 1,460,614 1,580,880 1,572,964 1,496,586
全体 18,168,988 17,980,472 16,500,987 14,923,754 14,057,497  

（Ｆ）施設概要 

（a）所在地 潮江４丁目４－１ 

（b）敷地面積 ６３，２０２㎡ 

（c）建築面積 ４７，０３５㎡ 

（d）写真  

＜外観＞  ＜場内＞ 
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 （e）市場内配置図  

 

 

 

 

主要な建物は、 

 

・管理棟 

 

・仲卸店舗棟 

 

・関連店舗棟 

 

の三棟であるが、それぞ

れの概要は次のとおり

である。 

 
 建築年月 構造 用途 

管理棟 

（卸売場棟） 

昭和４２年１０

月 

鉄骨鉄筋コンクリ

ート造（一部鉄骨

造）、２階建て 

１Ｆ：卸売場 

２Ｆ：卸売業者事務

所、管理事務所等 

仲卸店舗棟 

 

昭和４２年１０

月 

鉄骨鉄筋コンクリ

ート造（一部鉄骨ト

ラス造）、平屋建て 

仲卸店舗 

関連店舗棟 

 

昭和６０年１２

月 

鉄筋鉄骨コンクリ

ート造、２階建て 

関連店舗 

屋上：駐車場 

ＪＲ福知山線 
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  主要な施設の面積は次の通りである。 

施設名 面積（㎡） 施設名 面積（㎡） 

卸売場 ９，４１４ 指定事業所 １，２１４ 

仲卸売場 ７，８００ 関連事業所 ４，９５３ 

買荷保管所 ４，２３３ 加工場 １，４５６ 

倉庫 １，４６７ 事務所 ３，５１４ 

冷蔵庫 1 号 １，７５１ ごみ集積所 １，３６４ 

冷蔵庫 2 号 １，６６９ 屋上駐車場 １２，１２３ 

保冷庫 １８４ 平面駐車場 １０，３６３ 

発酵庫 ４８０   

  

（f）開場時間及び休場日 

   開場時間：午前０時～翌日午前０時 

   休場日 ：日曜日、祝日及び１月２日～４日、１２月３１日、臨

時休業日 

   平成２２年開場日数：２７３日 

（Ｇ）組織体系と業務内容（平成２３年４月１日現在） 

  産業経済局

　尼崎市公設地方卸売市場運営委員会
　　　　　　　　　　　　

  地方卸売市場（場長）

管理担当    (課長補佐1人、係長1人、主事1人)

　  １ 市場事務の改善
 ２ 市場施設の利用の許可
 ３ 使用料その他の諸収入金の徴収
 ４ 市場保証金
 ５ 市場施設の管理
 ６ 市場施設の整備及び維持管理
 ７ 市場内の他の係の主管に属さないこと

業務担当   (係長1人、事務員1人、再任用1人、嘱託３人)

 １ 尼崎市公設地方卸売市場運営委員会の運営
 ２ 仲卸業者、売買参加者、指定事業者等の業務の許可
    及び承認並びに業務の指導、監督
 ３ 取扱物品の集荷及び分荷並びに売買取引
 ４ 取扱物品の損傷検査事故品の判定等
 ５ 取扱物品の価格、取扱高その他各種資料の調査及び報告
 ６ 市場業務の振興

 ８ 卸売業者の経営指導

 ７ 卸売業者、仲卸業者、指定事業者等に対する業務
    及び財産の検査
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尼崎市公設地方卸売市場運営委員会（以下、市場運営委員会という。）

とは、尼崎市公設地方卸売市場業務条例第４８条に基づき、市場におけ

る業務および売買取引の運営、施設の管理その他市場の運営に関する重

要な事項を調査審議するために設置された委員会である。市場運営委員

会は、１５名以内の学識経験者、消費者・生産者・小売商業者等の代表、

市場関係者で構成されている。 

 

（Ｈ）市場関係業者及び団体 

（a）卸売市場の取引の流れ 

 出荷者

【公設地方卸売市場】

卸売業者

    指定・関連事業者　　　　仲卸業者 売買参加者

買出人（商店・スーパー等の小売業者）

消　　　　　費　　　　　者
 

（b）市場関係業者 

区分 業務内容 

卸売業者 市場に出荷される生鮮食料品等について、その出荷者から

卸売のための販売の委託を受け、または買い受けて、市場

において卸売をする業務を行う者 

仲卸業者 市場内の店舗において市場内の卸売業者から卸売を受けた

生鮮食料品等を仕分けし、または調製して販売する業務を

行う者 

売買参加者 市場内に店舗を設けずせりに参加する者 

指定事業者 漬物、みそ、缶詰・瓶詰その他これらに類する物品の卸売

等の業務を行う者 

関連事業者 上記事業者が取り扱う物品以外の生鮮食料品等を取り扱う

者、当該取扱品目の保管・加工・運搬等を行う者、施設保

守業を行う者（第１種関連事業者） 

飲食業、理容業、生鮮食料品以外の物品の販売業、銀行業

を行う者（第２種関連事業者） 
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（c）市場関係業者数（平成２３年４月１日現在） 

区分 業者数 

青果部 １ 
卸売業者 

水産物部 １ 

野菜 ２０ 

果実 １３ 

小計 ３３ 

鮮魚 ２１ 

塩干 ４ 

小計 ２５ 

仲卸業者 

合計 ５８ 

売買参加者 ３８ 

乾物 １ 

味噌 １ 指定事業者 

合計 ２ 

食品販売 １６ 

物品販売 ５ 

飲食店 ４ 

その他 ２ 

関連事業者 

合計 ２７ 

 

  （d）関係業者団体等（平成２３年４月１日現在） 

区分 団体名 

全業者団体 尼崎市公設地方卸売市場運営協議会 

青果部 尼崎青果卸売協同組合 仲 卸業 者 団

体 水産物部 尼崎水産物卸協同組合 

関連事業者団体 尼崎公設地方卸売市場関連食品協商組合 

売買参加者団体 尼崎青果商業協同組合 

 

② 歳入の状況 

（Ａ）推移 

平成１９年度から平成２２年度までの歳入の実績及び平成２３年度の

当初予算の状況は次の通りである。 

（単位：千円） 

費目 
平成 19 年

度 

平成 20 年

度 

平成 21 年

度 

平成 22 年

度 

平成 23 年

度当初予

算 

使用料・手数料 284,417 276,256 267,711 264,765 257,545 

県補助金 24,483 - - - - 
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費目 
平成 19 年

度 

平成 20 年

度 

平成 21 年

度 

平成 22 年

度 

平成 23 年

度当初予

算 

繰越金 165,821 119,733 144,191 182,898 36,548 

諸収入 85,782 84,741 79,469 87,282 88,871 

繰入金 81,541 78,364 69,487 53,973 39,586 

合計 642,045 559,096 560,859 588,919 422,550 

平成１９年度の県補助金は、保冷庫及び低温卸売場整備にかかる補助

金である。また、平成２３年度当初予算における繰越金は単年度におけ

る歳出超過の金額であり、平成２２年度からの繰越金の金額とは関連が

ない。 

 

 （Ｂ）使用料及び手数料 

直近３年度における使用料及び手数料の内訳は次の通りである。 

（単位：千円） 

費目 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

売上高割使用料 41,415 37,491 35,325 

面積割使用料 234,840 230,219 229,439 

合計 276,256 267,711 264,765 

 

（A）売上高割使用料 

売上高割使用料とは、卸売業者、仲卸業者及び指定事業者が取扱金額

に応じて支払う使用料である。使用料の料率は、尼崎市公設地方卸売市

場業務条例別表に定める範囲内で、同条例施行規則により定められる。 

条例に定める上限及び平成２３年４月１日現在の規則に定める使用料

は次の通りである。 

種別 条例に定める上限 
平成２３年４月１

日現在の使用料 

卸売業者使用料 卸売金額の 1,000 の 7 に

相当する金額 

1,000 の 2.5 

仲卸業者使用料 仲卸業者が買い入れた物

品の販売金額の 1,000 の

7 に相当する金額 

1,000 の 2.5 

指定事業者使用料 卸売金額の 1,000 の 7 に

相当する金額 

1,000 の 2.5 

なお、仲卸業者の売上高割使用料は「仲卸業者が買い入れた物品の販

売金額」が算定基礎となっているが、これは仲卸業者が卸売業者から買
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い入れた物品の販売金額ではなく、場外から買い入れた物品の販売金額

を指している。卸売業者から買い入れた物品に対して賦課を行うと、同

一の物品に対して二重に使用料を賦課することになること、また、場外

から買い入れた物品については、本来、卸売業者を通じて買い入れると

使用料が賦課されることから、「負担の公平性の観点」より、仲卸業者に

対して卸売業者と同様の使用料を賦課しているものである。 

 

直近３年度における売上高割使用料の内訳は次の通りである。 

（単位：千円） 

費目 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

卸売業者使用料 34,034 29,724 27,760 

仲卸業者使用料 3,428 3,834 3,823 

指定事業者使用料 3,952 3,932 3,741 

合計 41,415 37,491 35,325 

売上高割使用料は減少傾向にあるが、特に卸売業者使用料の減少が著

しく、平成２０年度から平成２２年度の３年間で約２０％減少している。

売上高割使用料は取扱金額に比例するため、卸売業者の取扱金額も平成

２０年度の１３，６１３，９３０千円から平成２２年度の１１，１０４，

３６１千円と同様に減少している。 

 

（B）面積割使用料 

面積割使用料とは、事業者が使用する施設の面積等に応じて支払う使

用料である。 

条例に定める上限及び平成２３年４月１日現在の規則に定める使用料

は次の通りである。 

種別 条例に定める上限 
平成２３年４月１

日現在の使用料 

卸売場使用料 1 月 1 ㎡につき 221 円 同左 

低温卸売場使用料 1 月 1 ㎡につき 926 円 青果部用 926 円 

水産物部用 402 円 

仲卸売場使用料 1 月 1 ㎡につき 1,428 円 同左 

指定事業者営業所使用料 1 月 1 ㎡につき 641 円 同左 

関連事業者営業所使用料 1 月 1 ㎡につき 1,869 円 甲 1,628 円 

乙 1,869 円 

事務所使用料 1 月 1 ㎡につき 1,155 円 甲 714 円 

乙 1,155 円 
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種別 条例に定める上限 
平成２３年４月１

日現在の使用料 

倉庫使用料 1 月 1 ㎡につき 1,355 円 甲 1,061 円 

乙 1,355 円 

発酵庫使用料 1 月 1 ㎡につき 714 円 同左 

加工場使用料 1 月 1 ㎡につき 1,313 円 同左 

冷蔵庫１号使用料 1 月につき 717,150 円 588,000 円 

冷蔵庫２号使用料 1 月につき 882,000 円 同左 

保冷庫使用料 1 月 1 ㎡につき 2,037 円 1 号 2,037 円 

2 号 717 円 

買荷保管所使用料 1 月 1 ㎡につき 368 円 同左 

特設駐車場使用料 1 月 1 台につき 6,825 円 1 階部 4,260 円 

屋上部 

軽自動車用  

4,914 円 

普通自動車用 

6,825 円 

土地使用料 1 月 1 ㎡につき 284 円 同左 

（注）関連事業者営業所、事務所及び倉庫は、昭和５８年１月１日前に

建築（新築・増築・改築）したものについては甲が適用され、昭和５８

年１月１日以後に建築（新築・増築・改築）したものについては乙が適

用される。 

 直近３年度における面積割使用料及び稼働率の推移は次の通りである。

なお、稼働率を算出するため、金額は収入額ではなく、調定額によって

いる。 

（単位：調定額千円、稼働率％） 

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度  100％ 

状態 調定額 稼働率 調定額 稼働率 調定額 稼働率 

卸売場 14,400 14,400 100.0 14,400 100.0 14,400 100.0 

低温卸売場 11,896 11,896 100.0 11,896 100.0 11,896 100.0 

仲卸売場 53,121 48,674 91.6 47,960 90.3 48,496 91.3 

指定事業営業所 6,999 6,999 100.0 6,999 100.0 6,916 98.8 

関連事業営業所 47,070 36,417 77.4 35,322 75.0 35,129 74.6 

事務所 26,314 21,583 82.0 21,325 81.0 21,325 81.0 

倉庫 44,641 31,072 69.6 30,292 67.9 30,143 67.5 

加工場 19,238 13,023 67.7 12,642 65.7 12,585 65.4 

冷蔵庫 1 号/2 号 17,640 17,640 100.0 17,640 100.0 17,640 100.0 

保冷庫 13,819 3,783 27.4 3,783 27.4 3,783 27.4 

買荷保管所 2,870 2,857 99.5 2,857 99.5 2,737 95.4 

駐車場屋上他 51,684 26,690 51.6 24,840 48.1 24,470 47.4 

合計 309,692 235,034 75.8 229,956 74.2 229,520 74.1 
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 市場全体では稼働率は７５％前後で推移している。卸売場、低温卸売

場及び冷蔵庫の稼働率は１００％を保っているが、保冷庫の稼働率は２

０％台、駐車場屋上他の稼働率は５０％前後と低迷している。 

保冷庫は平成１９年度に改築された保冷庫とバナナ発酵庫を用途変更

して保冷庫として利用しているものがあるが、後者は現存機能を有効的

に活用するため、保冷機能が現状で利用できるもののみ利用している状

況であり、稼働率を上げるためには抜本的な改革が必要である。 

駐車場については、事業者数の減少に加え、使用を続けている事業者

においてもコスト削減のための一部返還等があり、今後も同様の状況が

継続すると考えられる。 

有料駐車場利用状況（各年度４月１日現在） 

 平成 19 年

度 

平成 20 年

度 

平成 21 年

度 

平成 22 年

度 

平成 23 年

度 

設置台数① 693 693 693 693 690 

利用台数② 415 384 352 341 345 

空き台数 278 309 341 352 345 

利用率②／① 59.9％ 55.4％ 50.8％ 49.2％ 50.0％ 

 なお駐車場は、事業者が有料で利用する上記の駐車場の他、買出人が

無料で利用できる駐車場がある。 

 

 

また、平成１９年度から平成２３年度における４月１日現在の事業者

別の店舗使用状況は次の通りである。 

 平成 19 年

度 

平成 20 年

度 

平成 21 年

度 

平成 22 年

度 

平成 23 年

度 

区画数 64 64 64 64 64 

事業者数 36 36 35 33 33 

重複使用 28 28 29 31 31 

空き店舗 0 0 0 0 0 

青
果
仲
卸 店 舗 使用

率 
100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

区画数 60 60 60 60 60 

事業者数 34 31 27 26 25 

重複使用 21 20 20 22 26 

空き店舗 5 9 13 12 9 

水
産
仲
卸 店 舗 使用

率 
91.7％ 85.0％ 78.3％ 80.0％ 85.0％ 
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 平成 19 年

度 

平成 20 年

度 

平成 21 年

度 

平成 22 年

度 

平成 23 年

度 

区画数 7 7 7 7 7 

事業者数 3 3 3 3 2 

重複使用 4 4 4 4 4 

空き店舗 0 0 0 0 1 

指
定
事
業
者 店 舗 使用

率 

100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 85.7％ 

区画数 55 55 55 55 55 

事業者数 32 32 27 27 27 

重複使用 11 10 11 11 11 

空き店舗 12 13 17 17 17 

関
連
事
業
者 店 舗 使用

率 
78.2％ 76.4％ 69.1％ 69.1％ 69.1％ 

平成１９年度以降、青果仲卸、水産仲卸、指定事業者、関連事業者の

すべてにおいて事業者数は減少傾向にある。特に水産仲卸業者について

は、事業者数の減少が著しく、店舗の重複使用で店舗使用率を保ってい

る状況である。本市場における水産仲卸業者は、個人経営の飲食店を得

意先にしている事業者も多く、飲食店のフランチャイズ化などにより厳

しい状態が続いており、比較的規模の小さい仲卸業者の中には廃業に追

い込まれる事業者もある。 

 

③繰入金 

繰入金は、全額が一般会計からの繰入金である。一般会計から市場事

業等の地方公営企業への繰出金については、毎年、総務省より各都道府

県知事及び各指定都市市長宛に「地方公営企業繰出金について（通知）」

が出され、基本的な考え方が示されている。 

平成２２年度の「地方公営企業繰出金について（通知）」における市場

事業の基本方針は次の通りである。 

「１市場における業者の指導監督等に要する経費」 

（１）趣旨 

卸売市場内の取引の公正を期するため、業者の指導監督に要する経費

等の一部について繰り出すための経費である。 

（２）繰出しの基準 

現場取引、卸売人の業務及び経理等に対する指導監督、その他流通改

善対策等に要する経費として当該年度における営業費用の３０％とする。 
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「２市場の建設改良に要する経費」 

（１）趣旨 

卸売市場の建設に伴う資本費の増嵩に対処するため、企業債の元利償

還金の一部について繰り出すための経費である。 

（２）繰出しの基準 

市場施設の建設改良に係る企業債の元利償還金（ただし、利子支払額

については、平成４年度以降同意等債に係るものに限る。また、ＰＦＩ

事業に係る割賦負担金を含む。）の２分の１とする。 

 

市では、「１市場における業者の指導監督等に要する経費」として、人

件費相当額を一般会計から繰出している。平成２２年度の地方卸売市場

事業費会計における繰入金の内訳及び算定根拠は次の通りである。 

内訳 金額(千円) 算定根拠 

償還元金 24,084 （平成 22年度償還元金63,241 千円-平成

13 年度低温卸売場建設に係る償還元金

15,072 千円）×1/2 

職員分 22,100 職員 6 名のうち、2.5 名が繰入対象 

嘱託職員分 6,628 嘱託 3 名のうち、2 名が繰入対象 

臨時的任用職員 1,627 1 名 

合計 54,441  

    ↓  

実際繰入額 53,973 予算額が上限 

 

＜市場における業者の指導監督等に要する経費としての繰入額の検証＞ 

平成２２年度営業費用の総額 ２５７，８９９千円・・・① 

歳出合計３８０，７６１千円－（公債費７１，８２４千円＋設計等

委託料９，００９千円＋工事請負費３３，２７３千円＋消費税額７，

４２４千円＋訴訟供託金１，３３０千円） 

人件費相当額としての繰入額 ２９，８８８千円・・・② 

繰入額合計５３，９７３千円－償還元金繰入額２４，０８４千円 

②／①＝１１．６％ 

「地方公営企業繰出金について（通知）」では、市場における業者の指

導監督等に要する経費として、当該年度における営業費用の３０％が繰

出しの基準とされているため、十分にその範囲内である。 
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 ④諸収入 

 諸収入のうち、９割以上は事業者が負担する光熱水費の実費弁償金で

あり、著しい増減もみられない。 

 

（３）歳出の状況 

①推移 

平成１９年度から平成２２年度までの歳出の実績及び平成２３年度の

当初予算の状況は次の通りである。 

                     （単位：千円） 

費目 
平成 19 年

度 

平成 20 年

度 

平成 21 年

度 

平成 22 年

度 

平成 23 年

度当初予

算 

人件費 87,632 88,551 85,266 63,201 71,611 

需用費 105,703 112,390 102,702 108,040 113,339 

役務費 3,605 2,856 1,796 1,409 1,448 

保守管 理業

務等委託料 
77,361 79,205 69,837 79,630 112,312 

その他 の物

件費 
10,253 6,138 12,839 12,708 8,280 

公債費 111,601 101,348 83,409 71,824 40,007 

投資的経費 126,153 24,412 22,108 43,947 65,553 

予備費 - - - - 10,000 

合計 522,312 414,904 377,961 380,761 422,550 

 

②人件費 

直近３年度における人件費の内訳及び職員数の推移は次の通りである。 

（単位：千円） 

費目 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

嘱託員報酬 7,112 7,928 8,363 

給料 40,240 38,729 27,542 

職員手当等 27,990 24,708 16,444 

共済費 12,823 13,350 10,710 

委員報酬 385 550 140 

合計 88,551 85,266 63,201 
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（各年度３月３１日現在） 

内訳 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

正規職員 ８人 ８人 ６人 

嘱託職員 ３人 ３人 ３人 

臨時的任用職員 １人 １人 ２人 

合計 １２人 １２人 １１人 

 平成２１年度末に定数が１名減となり、平成２２年４月末に正規職員

が１名退職したため、給料及び職員手当等が減少している。 

 

③需用費 

需用費は１１０，０００千円前後で推移しているが、そのうち、８割

程度は事業者からの実費弁償金で賄われる光熱水費であり、２割弱は修

繕料である。需用費に計上される修繕料は場内における設備等の修繕で

あり、小規模なものである。 

④役務費 

役務費の内訳は、通信運搬費、手数料、保険料等であるが、いずれも

減少傾向にある。 

⑤保守管理業務等委託料 

直近３年度における保守管理業務等委託料の内訳は次の通りである。 

（単位：千円） 

内訳 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

市場活性化対策事業 

市場流通状況実態調査業務委託 － 777 － 

フェスティバル会場設営業務等

委託 
3,000 2,396 2,625 

ホームページ保守等業務委託 その他諸経

費で計上 
1,833 1,757 

小計 3,000 5,007 4,382 

施設維持管理業務 

塵芥搬送及び減容機管理業務委

託 

（２１年度以降は塵芥搬送業務

委託） 

19,914 3,710 12,600 

発泡スチロール処理業務委託 － 3,187 1,050 

発泡スチロール前処理業務委託 － 1,155 1,210 

管理庁舎清掃業務委託 3,985 5,796 5,145 

保安警備業務委託 36,274 37,055 38,850 
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内訳 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

消防用設備保守点検業務委託 926 787 735 

電気設備点検整備業務委託 1,155 

構内蓄電池設備保守業務委託 171 
1,575 1,764 

市場管理運営事業業務委託 4,258 3,596 3,597 

非常用発電機装置保守業務委託 262 － － 

植樹帯剪定業務委託 － － 488 

前処理槽維持管理業務委託 1,514 1,218 1,207 

汚水処理槽調整槽清掃業務委託 2,408 2,625 2,730 

公共下水道接続水質分析等業務

委託 
687 383 294 

計装機器保守業務委託 － 1,260 1,562 

汚水処理槽調整槽等汚泥分析業

務委託 
－ 185 46 

産業廃棄物処分等業務委託 － 365 451 

産業廃棄物処分等業務委託（一

斗缶） 
－ － 75 

建築物及び設備の法定点検業務

委託 
－ － 1,014 

小計 71,558 62,901 72,822 

その他諸経費 

年報発行業務委託 651 525 525 

ホームページ構築業務委託 1,785 － － 

ホームページ保守等業務委託 
425 

市場活性化対策事業で計

上 

ＰＣに係るハード保守・メンテ

ナンス業務委託 
945 945 945 

卸売業者等の財務検査業務委託 840 － － 

ＰＣに係る追加保守業務委託 － 458 － 

納付管理システム入金関連機能

追加業務委託 
－ － 955 

小計 4,646 1,928 2,425 

合計 79,205 69,837 79,630 

 

（A）塵芥搬送及び減容機管理業務委託（２１年度以降は塵芥搬送業

務委託） 

平成２０年度は見積り合わせによる随意契約によっているが、平成２

１年度以降は入札により委託業者を決定している。委託業務の内容は塵

芥集積所に集積された廃棄物の搬送である。委託料が大きく増減してい



 

 236 

るのは、平成２１年度は、場内事業者がごみ処分料を直接負担する方式

を採っていたが、平成２２年度は市が一括してごみ処分料を委託業者に

払い、場内事業者からは負担金を諸収入で受け入れているためである。 

（B）保安警備業務委託 

入札により委託業者を決定している。委託業務の内容は本市場敷地内

の建物及び地上物件一切の警備であり、休場日を含めて正門（終日）及

び北門（午前２時から午後７時）に警備員を常駐させるほか、常時、市

場敷地内の巡視等を実施するものである。 

（C）市場管理運営事業業務委託 

関係業者団体である尼崎市公設地方卸売市場運営協議会に、地方自治

法第１６７条の２第１項第２項の「その性質又は目的が競争入札に適さ

ないもの」に該当するとして随意契約を行っている。委託業務の内容は、

市場振興業務、場内管理業務、市場見学会案内補助業務及び特設駐車場

管理業務等である。なお、市場活性化対策事業のフェスティバル会場設

営業務等委託は、毎年秋に実施しているフェスティバルの運営等に係る

業務委託であるが、同様に尼崎市公設地方卸売市場運営協議会と随意契

約している。 

⑥その他の物件費 

その他の物件費には、消費税等の公課費、アルバイト賃金及び共済費、

負担金等が計上されている。平成２０年度は前年度に県補助を受けて整

備事業を行ったことにより公課費（消費税納付額）が減少している。 

また、平成２２年度には、平成２１年に提訴されたごみ収集業者から

の損害賠償請求事件において、第１審では市の敗訴が言い渡され大阪高

等裁判所へ控訴し、強制執行停止保証金として神戸地方法務局尼崎支局

に供託した１，３３０千円が計上されている。 

⑦公債費 

公債費の元金と利子の内訳は次の通りである。 

（単位：千円） 

費目 
平成 19 年

度 

平成 20 年

度 

平成 21 年

度 

平成 22 年

度 

平成 23 年

度当初予算 

元金 90,348 84,899 71,204 63,241 33,707 

利子   21,253 16,449 12,205 8,582 6,300 

合計 111,601 101,348 83,409 71,824 40,007 
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今後における市債の償還スケジュール及び残高は次の通りである。 

（単位：千円） 

 元金償還額 利子 
年度末 

未償還残高 

平成２３年度 33,707 6,300 226,231 

平成２４年度 34,747 5,257 191,483 

平成２５年度 30,627 4,238 160,855 

平成２６年度 24,664 3,452 136,191 

平成２７年度 25,228 2,888 110,962 

平成２８年度 24,211 2,322 86,750 

平成２９年度 24,755 1,779 61,995 

平成３０年度 25,312 1,222 36,683 

平成３１年度 13,475 716 23,208 

平成３２年度 11,485 419 11,722 

平成３３年度 11,722 181 - 

 現在、償還中の市債のうち主なものは、平成１３年度財務省資金運用

部からの借入（当初発行額１１５，３００千円、利率１．６％、平成２

３年度末予定残高６５，０４２千円）及び平成１３年度公営企業金融公

庫からの借入（当初発行額１０５，０００千円、利率１．８％、平成２

３年度末予定残高７３，０８４千円）であり、いずれも低温卸売場建設

に係る市債である。 

市債の償還は、今後、新たな市債の発行が無ければ、元金及び利子共

に減少してき、平成３３年度末で終了する。前述の通り、元金償還額（平

成１３年度低温卸売場建設に係る償還元金を除く）の１／２が一般財源

からの繰出金で賄われているため、今後は一般財源の負担も軽減されて

いくものである。 

 

⑧投資的経費 

 平成１９年度以降の投資的経費の内訳は次の通りである。 

（単位：千円） 

内容 
平成 19

年度 

平成 20

年度 

平成 21

年度 

平成 22

年度 

冷凍機整備業務委託 3,497 5,995 3,496 5,985 

消防用設備改修工事 １期 - - - 7,742 

１期 - - 16,480 - 仲卸店舗屋上防水工

事 ２期 - - - 27,805 

管理棟２階スラブ補 １期 17,489 - - - 



 

 238 

内容 
平成 19

年度 

平成 20

年度 

平成 21

年度 

平成 22

年度 

修・電気設備工事 ２期 - 8,007 - - 

青果仲卸店舗給水管更新工

事 
- 3,633 - - 

第１電気室蓄電池取替工事 - 3,064 - - 

買出人駐車場監視カメラ設

置工事 
- 2,047 - - 

低温卸売場新設及び保冷庫

改良工事（補助事業） 
80,850 - - - 

高圧ケーブル改修工事 7,886 - - - 

冷蔵庫棟改修工事 7,875 - - - 

保管施設省エネ対策工事 6,615 - - - 

その他 1,938 1,664 2,131 2,414 

合計 126,153 24,412 22,108 43,947 

 平成１９年度以降、新規の設備投資と考えられるものは、県補助金に

よる低温卸売場新設及び保冷庫改良工事、買出人駐車場監視カメラ設置

工事のみであり、他は既存設備の改修及び取替工事がほとんどである。

特に、築後４０年以上が経過している仲卸店舗及び管理棟の維持管理に

は多額の経費がかかっている。 

 

（４）収支及び損益の状況 

①収支の状況                   （単位：千円） 

項目 
平成 19 年

度 

平成 20 年

度 

平成 21 年

度 

平成 22 年

度 

歳入合計 642,045 559,096 560,859 588,919 

歳出合計 522,312 414,904 377,961 380,761 

差引 119,733 144,191 182,898 208,157 

繰越金 165,821 119,733 144,191 182,898 

歳入合計に含まれる繰越

金を除く実質単年度収支 
▲46,087 24,458 38,706 25,259 

一般会計からの繰入金 81,541 78,364 69,487 53,973 

一般会計からの繰入金を

除く単年度収支 
▲127,629 ▲53,906 ▲30,780 ▲28,713 

 平成 19 年度は、県補助金を受けて整備事業を行ったため、「繰越金を

除く実質単年度収支」は大幅な赤字となった。その後は歳出の減少によ

り「繰越金を除く実質単年度収支」は黒字を確保しているが、「一般会計

からの繰入金を除く単年度収支」は依然として赤字が継続している状況
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である。 

 

②損益の状況 

 地方卸売市場は地方卸売市場事業費会計として、特別会計で収支管理

されている。これは、地方卸売市場が場内事業者からの使用料という特

定の収入をもって、固有の施設で特定の事業を行っていることから、一

般会計と切り離して収支管理を行うためである。このようなことから、

地方卸売市場の収益性を考える上では、収支の状況のみならず、企業会

計と同様に損益の状況を把握することが有用であると考えられる。 

（単位：千円） 

項目 
平成 19 年

度 

平成 20 年

度 

平成 21 年

度 

平成 22 年

度 

一般会計からの繰入金を

除く単年度収支 
▲127,629 ▲53,906 ▲30,780 ▲28,713 

公債費元金償還額（＋） 90,348 84,899 71,204 63,241 

低温卸売場新設及び

保冷庫改良工事一式

（＋） 

80,850 - - - 

上記に係る県補助金

（▲） 
24,483 - - - 

設

備

投

資

額 買出人駐車場監視カ

メラ設置工事（＋） 
- 2,047 - - 

減価償却費（▲） 49,439 49,439 53,977 53,977 

損益 ▲30,353 ▲16,399 ▲13,553 ▲19,449 

（注）減価償却費は、公有財産台帳上の償却情報における償却額を集計

して、算出している。 

 

 平成１９年度以降、「一般会計からの繰入金を除く単年度収支」に「公

債費元金償還額」及び「設備投資額」を足し戻し、減価償却費を差引い

て算出した損益は継続して多額の赤字となっている。企業会計上の観点

からの本市場の収益力は厳しい状況である。 

 

（５）市場の取組み 

本市場はこのような状況の中で、地方卸売市場への転換に当たって、

「尼崎市公設地方卸売市場の今後の取組方向」（目指すべき市場）として、

次の４つの基本方向を定めている。 
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・生鮮食料品の安全・安心と安定供給を図る市場 

・魅力ある商品の集荷・販売による特色ある市場 

・消費者に情報発信し、親しみやすい開かれた市場 

・環境の変化に対応し、流通の効率化を図る市場 

 

この基本方向を実現すべく、市場運営委員会が「尼崎市公設地方卸売

市場の緊急に取り組むべき事項について」（提言）をまとめており、この

提言に基づき、平成２０年度からの５年間で、「食の安全・安心の確保と

流通環境の変化に対応した阪神地域の地域拠点市場づくり」を目標とし

て、具体的には、次のような取組みを行っている。 

＜食の安全・安心の確保＞ 

・新設低温卸売場及び改修保冷庫の適正管理や品質管理研修会の実

施等による品質管理の高度化の推進 

・衛生管理研修の実施や場内美化活動の実施などによる衛生管理等

の徹底 

＜卸売市場の営業力の強化＞ 

・「営業戦略委員会（仮称）」の設置や市場活性化・営業力向上セミ

ナーの実施等による卸売業者及び仲卸業者の連携の強化 

・規制緩和した売買取引の推進等による多様な取引及び市場間連携

等の推進 

・地産地消の推進 

＜開かれた市場づくり＞ 

・市場フェスティバルの定期的開催等による食育事業及び消費者へ

の情報発信の拡充 

・新たな市民交流事業の企画 

 

（６）総合的所見 

 ①市場の経営状況について 

本市場は、食品の流通形態の多様化等を背景とした取扱数量の減少等

により、平成１９年４月１日に中央卸売市場から地方卸売市場へ転換し

たが、地方市場への転換後も取扱数量は毎年、対前年比で数％程度減少

し続けている。また、場内事業者数についても、年々減少してきており、

特に水産仲卸業者数の減少は著しい。これらに比例して、卸売市場の主

な収入である使用料収入も徐々に減少してきており、今後も同様の状況
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は継続すると予想される。このような状況の中で、本市場では、「営業戦

略委員会（仮称）」の設置や市場活性化・営業力向上セミナーの実施等に

よる卸売業者及び仲卸業者の連携の強化、取引の多様化や市場間連携を

図るなどして、市場の営業力の強化に取り組んでいる。 

このように収入が減少する一方で、施設維持管理にかかる経費は固定

的な性格を有している。市では、人件費の削減、保守管理業務等委託の

業務内容の見直しや契約方法の見直し（随意契約から入札への変更）な

どにより経費の削減に取り組んでおり、公債費及び投資的経費を除く歳

出は、平成１９年度の２８４，５５７千円から平成２２年度は２６４，

９８９千円まで減少している。しかしながら、一般会計からの繰入金を

除く単年度収支は継続して赤字であり、企業会計的な観点からの減価償

却費を考慮した損益も経常的に赤字になっている。１つ特別会計として

一般会計の負担を軽減させるためには収益力の拡大が必要であるが、こ

れ以上の経費の削減は事業者へのサービスの低下につながると考えられ、

前述の通り、収入の増加も見込めない状況である。 

 

②施設整備について 

昭和４２年に現在地での事業を開始して以降、基幹施設である管理棟

及び仲卸店舗は改築等が行われていない。平成５年には、両施設の建替

計画が持ち上がったが、事業者間の調整がつかず、建替えは実現しなか

った。建築後４４年が経過しており、施設の老朽化が著しく、耐震性に

も問題がある。このような中で、現在の修繕及び設備投資は市場運営に

あたって必要な機能を維持するための施設整備に留まっており、中長期

的な視点に立った修繕及び設備投資計画は作成されていない。 

現在、市では今後の市場のあり方を検討しており、その中の検討項目

の１つに老朽化する市場施設への対応も含まれているが、今後、市が直

接、施設整備事業を行うことになると、多大な資金負担が生じ、現在の

本市場の収益力では、一般会計に甚大な負担が生じる。 

農林水産省が発表している「卸売市場における先進的な取組事例」に

おいて、市場施設の再整備事業をＰＦＩ方式で実施した事例（中央卸売

市場‐関西地域、取扱金額：約 990 億円）が紹介されている。当事例は、

民間事業者が資金負担して建設した施設を建設後に市が割賦で買い取り、

市が運営管理（施設利用者に対する許認可、使用料の改定・徴収等）す

るが、維持管理業務（修繕・清掃・廃棄物処理等）は民間事業者が行い、
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市はその経費を支払うというものである。事業費は約１７０億円である

が、この取り組みの効果として、「市自身の従来手法による再整備に比べ

コストを１０％以上削減できたこと」及び「コストを削減した中で、良

質な施設の建設、維持管理が獲得できたこと」が挙げられている。市の

逼迫した財政状態を考慮すると、本市場においても、ＰＦＩ方式による

施設整備についての検討を行うことは有用であると考えられる。 

また、本市場は、活況であった昭和５０年前後は品物を置くスペース

が不足し、駐車場も足りないような状況であったが、現在は本市場の取

扱数量はピーク時の３割程度にまで減少しており、市場全体の稼動率は

７５％程度となっている。北側に位置しているバナナ発酵庫は、バナナ

が卸売市場に搬入される以前に発酵させる流通形態へと変化し、市場内

で発酵させる必要がなくなったため、現在は利用されていない。このよ

うなことから、現在の取扱規模からみて、現状での市場の施設規模が必

要かどうかについては疑問がある。施設整備において施設の再配置を行

うことになれば、相当な余剰地が生じると考えられる。 

 

③近隣他市場との機能・役割分担について 

兵庫県には、平成１９年４月１日現在、２４の消費地市場としての地

方卸売市場が設置されており、各市場における取扱数量の低下傾向を踏

まえて、地方市場の再編に向けての検討が必要とされている。 

本市場は、兵庫県第９次卸売市場整備計画において、明石市公設地方

卸売市場他と共に７つの地域拠点市場のうちの１つに定められており、

他の卸売市場との統合や集荷・販売活動の連携を模索していくことが求

められている。本市場の近隣には、大阪及び神戸の大規模な中央卸売市

場、また、地方卸売市場としては、西宮市地方卸売市場（青果物・水産

物）、西宮東地方卸売市場（青果物・水産物）、西宮市食肉地方卸売市場

（食肉）があるほか、その他市場として、伊丹市公設卸売市場が位置し

ている。今後、これらの市場との機能・役割分担の明確化を図り、卸売

市場の適正な配置に向けての取り組みが必要である。なお、近隣の市場

のうち、西宮市地方卸売市場、西宮東地方卸売市場、西宮市食肉地方卸

売市場は、兵庫県第９次卸売市場整備計画において今後のあり方を検討

する市場に位置付けられている。 
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監査の結果及び意見 

＜意見＞施設のあり方について 

地域拠点市場として、西宮市地方卸売市場、西宮東地方卸売市場、西宮

市食肉地方卸売市場との統合を模索し、取扱数量の拡大を図るべきであ

る。 

他市場との統合等による取扱数量の拡大が見込めない場合は、設備の再

配置により規模を縮小し、余剰地は売却等の有効活用を図るべきである。 

 

＜意見＞施設の整備について 

ＰＦＩ方式も視野に入れて、早期に施設整備計画を策定するべきであ

る。 
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 ５．使用許可 

（１）消防局 

所管局・課 消防局 総務課 

公有財産台帳の財産番号 ７，８，９，１０，１１，１２，１３， 

１４，１５，６７・６８ 

財産名称（施設名） 自動販売機設置用地 

所在地（代表地番） （財産番号 ７）玄番南之町２－４ 

（財産番号 ８）次屋１丁目１８１ 

（財産番号 ９）常光寺２丁目６１－５ 

（財産番号１０）大庄北３丁目４７２ 

（財産番号１１）元浜町１丁目２５－３ 

（財産番号１２）武庫元町１丁目１－２０ 

（財産番号１３）南塚口町３丁目９０１－５ 

（財産番号１４）上ノ島町３丁目１２ 

（財産番号１５）上ノ島町３目１２ 

（財産番号６７・６８）大浜町１目１－１１ 

種別 土地 建物 

行政財産の設置目的 

各消防署用地内に自動販売機設置用地として活用 
 

申請者氏名 尼崎市消防職員互助会 会長 

許可物件の対象物、数量 自動販売機 １０台 

使用許可目的、根拠条文 職員の福利厚生 規則第 28 条第 1 項第 3号 

使用許可の期間、根拠条文 平成 23年 4月 1日～

平成 24 年 3 月 31 日 
規則第 31 条第 1項 

所管課の見解 
使用許可目的と現状使用の合致の程度 合致している 
当初行政財産として取得した財産の用

途又は目的を妨げない程度の範囲での

許可であるか 
特に問題なし 

使用料の額（円/年）、根拠条

文 

（財産番号 ７） 5,355 円 

（財産番号 ８）12,495 円 

（財産番号 ９） 7,586 円 

（財産番号１０） 5,355 円 

（財産番号１１） 8,181 円 

（財産番号１２） 5,355 円 

（財産番号１３）10,710 円 

（財産番号１４）12,495 円 

（財産番号１５） 9,222 円 

（財産番号 67・68）8,181 円 

     合計   84,935 円 

 

規則 

第 33 条 



 

 245 

減免がある場合の金額（円/

年） 

 

（財産番号 ７） 5,355 円 

（財産番号 ８）12,495 円 

（財産番号 ９） 7,586 円 

（財産番号１０） 5,355 円 

（財産番号１１） 8,181 円 

（財産番号１２） 5,355 円 

（財産番号１３）10,710 円 

（財産番号１４）12,495 円 

（財産番号１５） 9,222 円 

（財産番号 67・68） 8,181 円  

      合計  84,935 円 

減免の根拠条文及び理由 条 23 第 6 条第 1項第 2 号 

職員の福利厚生のため 

実費弁償の有無 有り 

現状の概要及び監査人の所見 

消防局職員のための自動販売機設置場所として利用している（消防局職

員のみが利用できる場所に自動販売機は設置されている）。自動販売機は

５年契約で、前回は平成１９年に業者選定を行っている。 

申請者が尼崎市消防職員互助会会長であることについては、使用許可す

る場合の使用料が全額減免となっており、また自動販売機設置業者からの

販売手数料（１０％）は同互助会に支払われているが、飲料水の価格につ

いては定価よりも安価であって、販売手数料収入は主として同互助会の事

業費としての新聞代（防災等に関する情報収集のため）等に用いられてい

る。 
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（２）総務局 

所管局・課 総務局 総務課 

公有財産台帳の財産番号 １ 

財産名称（施設名） 福利厚生施設（職員厚生会事務所・本庁食堂等） 

所在地（代表地番）  尼崎市東七松町１丁目１ 

種別 土地 建物 

行政財産の設置目的 

業務場所として使用するため 
 

申請者氏名 尼崎市職員厚生会 会長 

許可物件の対象物、

数量 

職員厚生会事務所（本庁舎中館４階） 

本庁食堂（本庁舎地下１階） 

売店（本庁舎地下１階） 

展示場（本庁舎地下１階） 

クリーニング店（本庁舎地下１階） 

喫茶室（本庁舎地下１階） 

※職員厚生会としては、上記のほか、本庁舎内以外

に以下の施設も管理・運営している。 

水道局食堂（水道局庁舎１階） 

交通局食堂（交通局塚口営業所） 

大高洲庁舎食堂（大高洲庁舎１階） 

使用許可目的、根拠

条文 

業務場所，職員の福利

厚生 

規則第 28 条第 1 項第 3号 

使用許可の期間、根拠

条文 

平成 23 年 4 月 1 日～平

成 24 年 3 月 31 日 
規則第 31 条第 1項 

所管課の見解 
使用許可目的と現状使用の合致
の程度 

合致している 

当初行政財産として取得した財
産の用途又は目的を妨げない程

度の範囲での許可であるか 
特に問題なし 

使用料の額（円/年）、根

拠条文 
9,643,791 円 規則第 33 条 

減免がある場合の金額

（円/年） 
9,643,791 円 

減免の根拠条文及び

理由 

条 23 第 6 条第 1項第 2 号 

職員の福利厚生のため 

実費弁償の有無 有り 

現状の概要及び監査人の所見 

（尼崎市職員厚生会（以下、厚生会という。）の使用許可申請の現状） 

厚生会事務所・本庁食堂・売店・展示場・クリーニング店・喫茶室を厚

生会として管理しており、委託業者についても厚生会が選定している。 

現状では職員厚生会会長に対する使用許可で市への使用料支払額全額
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減免となっている。委託業者からは、上記各施設の家賃を全額徴収せず実

費弁償のみ（ただし、本庁食堂については本来の実費弁償額の半額を徴収）

を徴収している。このことから、厚生会に社会通念を逸するような不公正

な資金が流入している事実はなく、地方公務員法第４２条に照らし市職員

に対する福利厚生として是認されると思われる。 

しかし、厚生会による委託業者の選定については、少なくとも過去１０

年間において公募による競争入札を行っていないので、かかる入札を行う

ことが望ましい。また、本来は委託業者が家賃、または少なくとも実費弁

償額の全額を負担することが望ましい。 

上記各行政財産の有効活用として、家賃等を負担しても職員の福利厚生

に資するサービスを提供できる業者がないか、広報等を通じ求める努力を

すべきであると考えられる。 

写真 

（市提供）本庁食堂 

 

 

 
監査の結果及び意見 

＜意見＞使用料減免について（総務局に対する意見である） 

尼崎市職員厚生会会長に対する使用許可で使用料は全額減免になって

いる。また、実費弁償額は全額を徴収している。この点は公有財産規則第

３５条及び行政財産使用料条例第６条、ならびに公有財産規則第３４条ど

おりの取扱いである。 

しかし行政財産使用料条例第６条は「減免することができる」とあり、

「厚生福利の施設の使用、すなわち減免」とは規定されていない。尼崎市

職員厚生会を使用許可申請者として扱う場合にも任意規定である減免規

定の慎重な取り扱いが望まれる。 
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（３）教育委員会 

所管局・課 教育委員会 社会教育室 

公有財産台帳の財産番号 ９７１ 

財産名称（施設名） 本庁体育館 屋内プール（サンシビック） 

所在地（代表地番） 西御園町９３－２ 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積  ㎡ ４，６６８.３１ ㎡ 

行政財産の設置目的 

スポーツ振興のため 
 

申請者氏名 （株） Ａ （匿名） 

許可物件の対象物、数量 自動販売機 ７ 

使用許可目的、根拠条文 自動販売機の設置 規則第３２条 

使用許可の期間、根拠条文 平成２３年４月１日～

平成２４年３月３１日 

規則第３１条 

所管課の見解 

使用許可目的と現状使用の合致の程度 ロビーの一部に設置している為問題なし 
当初行政財産として取得した財産の用
途又は目的を妨げない程度の範囲での

許可であるか 
同上 

使用料の額（円/年）、根拠条

文 

８１，６６４ 規則第３３条 

減免の根拠条文及び理由 減免なし 

実費弁償の有無 あり 

現状の概要及び監査人の所見 

市の体育施設である本庁体育館等の管理方法は、いずれも非公募による

指定管理であり、すべて公益財団法人尼崎市スポーツ振興事業団が指定管

理者である。また、これら体育館等の自動販売機の使用許可は、非公募に

より同一の民間業者に許可されている。 

体育館関係以外の自動販売機は平成２２年度から企画財政局公有財産

課で一括公募されており、体育施設だけ非公募のままであるが、市からそ

の理由を提示されなかった。公園を除く教育委員会所管の行政財産の使用

許可のうち、自動販売機の公募・非公募の結果は次のとおりである。 

 

台数

公募 9
非公募 17
合計 26

使用料総額
（年/円）

一台当たり
平均使用料
（円）

2,532,570 281,397

2,719,098 104,580
186,528 10,643
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監査の結果及び意見 

＜結果＞自動販売機の使用許可の公募について 

一台当たり平均使用料を単純比較すれば、２８倍の較差がある。これで

は使用料が規則どおり徴収されているといえども、効率的な市有財産の運

用であるとは言えない。早急に改善すべきである。 

規則２８⑥、運用４-２-（５） 

 

他の地区体育館である 972 小田、973 大庄、974 立花、975 武庫、976

園田の合計５施設も 971 本庁体育館 屋内プールと同一申請人によるもの

で、同一の監査＜結果＞である。 
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（４）環境市民局 

所管局・課 環境市民局 女性・消費生活課 

公有財産台帳の財産番号 ０９１９  

財産名称（施設名） 女性・勤労婦人センター 

所在地（代表地番） 尼崎市南武庫之荘３丁目３６-１ 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積 １,３２２.３８ ㎡ ２,０４８.９ ㎡ 

行政財産の設置目的 

女性の自立及び社会参加の促進並びに女子労働者の福祉の増進 
 

申請者氏名 (特活)男女共同参画ネット尼崎 

許可物件の対象物、数量 自販機 １ 

使用許可目的、根拠条文 自動販売機の設置に

よる飲料販売 

規則第２８条第１項第

３号 

使用許可の期間、根拠条

文 

平成２３年４月１日

～平成２３年９月３

０日 

規則第３１条第１項 

所管課の見解 
使用許可目的と現状使用の合致の程度 合致している 
当初行政財産として取得した財産の用

途又は目的を妨げない程度の範囲での
許可であるか 

特に問題なし 

使用料の額、根拠条文 ５，３５５円（年額

１０,７１０円） 

規則第３３条第１

項第３号 

尼公財第４２００

号 

実費弁償の有無 有 

現状の概要及び監査人の所見 

 申請者は、当該施設の指定管理者であり、所管課の見解の通りの内容で、

特段指摘すべき事項は無い。 

監査の結果及び意見 

＜結果＞使用許可更新手続きについて 

「行政財産使用許可申請書」が提出されているが、継続使用許可申請に該

当することから、本来は「行政財産使用許可更新申請書」により申請され

る必要があった。 

＜意見＞使用許可申請書類について 

行政財産使用許可申請書の添付書類として見取図のみを求めているが、

他の自動販売機設置の場合の申請に比べて添付書類が少なく申請内容を

理解するために十分ではない。改める必要がある。 
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（５）こども青少年局 

所管局・課 こども青少年局 青少年課 

公有財産台帳の財産番号 １０４４ 

財産名称（施設名） 青少年センター 

所在地（代表地番） 尼崎市栗山町２丁目２５番１号 

種別 土地 建物 

土地面積・建物延床面積 ５,２２６.４４ ㎡ ８,７７７.６５ ㎡ 

行政財産の設置目的 

青少年の健全な育成と福祉の増進を図るための各種の事業を積極的に推

進する。 
 

申請者氏名 尼崎市民まつり協議会 

許可物件の対象物、数量 事務室、倉庫 １ 

使用許可目的、根拠条文 団体活動で利用する物

品の保管及び団体の事

務を行うため 

規則第２８条第１項 

使用許可の期間、根拠条

文 

平成２３年４月１日～

平成２４年３月３１日 

規則第３１条第１項 

所管課の見解 

使用許可目的と現状使用の合致の程度 合致している 
当初行政財産として取得した財産の用
途又は目的を妨げない程度の範囲での

許可であるか 
特に問題なし 

使用料の額（円/年）、根拠条

文 

１４７,７４４円 規則第３３条１号、２

号 

減免がある場合の金額（円/

年） 
１４７,７４４円 

減免の根拠条文及び理由 条２３第６条第１項 青少年の健やかな育成を

目的として、幅広い市民を対象とし団体活動を

行っており、公共性も高い団体であるため 

実費弁償の有無 有 

現状の概要及び監査人の所見 

使用許可の申請者について、使用許可を申請する者（尼崎市民まつり協

議会）の代表（稲村和美）と使用許可をする者（尼崎市長 稲村和美）が

同一である点については、裁量権の逸脱・濫用がなければ、直ちに民法第

１０８条（自己契約又は双方代理）に違反しているとまでは言えないが、

好ましい形式ではないと考えられる。 
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（６）産業経済局 

所管局・課 産業経済局 地方卸売市場 

公有財産台帳の財産番号 ９１８ 

財産名称（施設名） 地方卸売市場 

所在地（代表地番） 潮江４丁目１３２－１ 

種別 土地 建物 

土地面積・建

物延床面積 
６３，８６６．７１ ㎡ ４６，７１６．３３ ㎡ 

行政財産の設置目的 

生鮮食料品の取引の適正化並びにその生産及び流通の円滑化を図り、もって

市民等の消費生活の安定に資する。 

申請者氏名 ①Ａ商店（匿名） 

②Ｂ商店（匿名） 

許可物件の対象物、数量 ①店舗等、平面駐車場 

②店舗等 

①各１ 

②１ 

使用許可目的、根

拠条文 

市場における業務の適

正かつ健全な運営を確

保するため 

尼崎市公設地方卸売市場業務

条例第４１条 

同条例施行規則第５３条 

使用許可の期間、

根拠条文 

平成２３年４月１日～平成

２４年３月３１日 

尼崎市公有財産規則 

第３１条第１項 

所管課の見解 

使用許可目的と現状使用の合

致の程度 
合致している。 

当初行政財産として取得した

財産の用途又は目的を妨げな

い程度の範囲での許可である

か 

特に問題なし 

使用料の額（円/年）、

根拠条文 

①４７９，５２０ 

②７８４，９８０ 

尼崎市公設地方卸売市場業

務条例第４２条 

同条例施行規則第５４条 

実費弁償の有無 有 

現状の概要及び監査人の所見 

これらの事業者については、使用料等の未収金が発生している。平成２３

年３月３１日現在の各事業者の滞納等の状況は次の通りである。 

①Ａ商店（匿名）                    （単位：円） 

 平成２２年度（  １１～３月） 

面積割使用料 ４０４，９２０ 

実費弁償金（電気・水道・ガス） ２２３，２３８ 

計 ６２８，１５８ 

保証金残高 ２００，０００円 
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経営悪化により、平成２１年度に初めて未収金が発生したが、平成２１年

度分は平成２２年度中に完納している。平成２３年度分については、４月～

６月分は未入金となっているが、資金繰りに一定の目処がついたとのことで

あり、７月及び８月分は入金済みである。なお、平成２３年度に使用施設の

一部を返還しており、現在は店舗部分と平面駐車場１台を使用している。 

②Ｂ商店（匿名）                    （単位：円） 

 平成２２年度（１０・１１月） 

面積割使用料 １３０，８３０ 

実費弁償金（電気・水道・下水道） ８９，６２４ 

計 ２２０，４５４ 

保証金残高 １９６，９００円 

経営悪化により、平成２２年度に初めて未収金が発生した。再三、納付書

を再発行し、持参しているにもかかわらず、未入金の状況である。 

 

上記に加えて、平成２２年３月３１日付で廃業した下記の事業者について

も未収金が発生している。未収金の状況は次の通りである。 

③Ｃ商店（匿名）                    （単位：円） 

 平成 18 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 合計 

面積割使用料 34,080 51,120 46,860 - 132,060 

実費弁償金 

（電気・水道） 
249,738 364,088 294,443 13,778 922,047 

計 283,818 415,208 341,303 13,778 1,054,107 

経営悪化により、平成１７年度より未収金が発生し、平成１７年度分は平

成２１年度に全額納付したが、経営悪化に歯止めがかからず、廃業に至った。

Ｃ商店は市の許可を得た上で、市場内の余剰地に店舗等を自ら建設し、当該

施設を市に寄付採納を行うことで、当該施設に係る使用料の減免を受けてい

たため、保証金を預かっていなかった。このため、未収金に対する保証金の

充当は行われていない。 

 

場内業者の使用料等については、尼崎市公設地方卸売市場業務条例第４１

条～第４４条及び同条例施行規則第５３条～第５６条に規定しており、これ

らに基づき徴収が行われているが、延滞金については同条例及び同条例施行

規則に定めがないことから、「尼崎市税外収入金の督促及び滞納処分に関す

る条例」（昭和３１年、条例第９号）が適用されることとなる。 

しかしながら、場内業者が使用料等を滞納する場合は、経営状況が極めて

悪化し、自転車操業に陥り、資産も差し押さえられて、結果として廃業して

いくというケースがほとんどである。 

よって、場内業者との折衝の場面においては、納付指導のみならず、経営

状況の確認及び指導・助言等を交えながらの折衝となることから、滞納使用

料等の徴収に際し、まずは元金相当の使用料を徴収することを最優先に取り

組んでいるため、尼崎市税外収入金の督促及び滞納処分に関する条例に基づ

いた督促手続にまで至っていない。 
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監査の結果及び意見 

＜結果＞使用料等の督促手続き、延滞金の請求について 

尼崎市税外収入金の督促及び滞納処分に関する条例第１条に基づいた督

促手続を行うべきである。 

尼崎市税外収入金の督促及び滞納処分に関する条例第３条に規定されて

いる延滞金の請求を行うべきである。 

 

 



 

 255 

第４ 平成２３年度監査テーマに関連する過年度指摘事項の措置の状況 

 

 法第２５２条の３８、第６項は、包括外部監査結果の報告と結果につ

いての措置を規定している。 

（前略）監査の結果に関する報告の提出があつた場合において、当該監査

の結果に関する報告の提出を受けた包括外部監査対象団体の議会、長、教

育委員会、選挙管理委員会、人事委員会若しくは公平委員会、公安委員会、

労働委員会、農業委員会その他法律に基づく委員会又は委員は、当該監査

の結果に基づき、又は当該監査の結果を参考として措置を講じたときは、

その旨を監査委員に通知するものとする。この場合においては、監査委員

は、当該通知に係る事項を公表しなければならない。 

 中核市になり３年目の包括外部監査でひとつの区切りを迎える。すな

わち、テーマ１年目「外郭団体」、２年目「普通財産」、そして本年が「行

政財産」というように徐々に市の外側から中心へ重点を絞り込みながら、

３年ががりでローラーをかけ、「尼崎市」の現状を分析するという手法を

取った。その過程で、特に行政財産というテーマは、過去２年の「監査

の結果及び意見」と密接に関係している部分が多い。 

本報告書のテーマに関連する事項に限定した過年度（平成２１年度及

び平成２２年度）の指摘事項（監査の結果及び意見）の所管局の措置の

状況をまとめれば次の通りである。 

なお、個々の措置の状況に対する監査人の見解は記載していない。 

（合計） 単位：件数

方向性を
示してい
るもの

検討中
のもの

見解の
相違す
るもの

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
39 9 3 18 9
100% 23.1% 7.7% 46.1% 23.1%

合
計

対
応
済
み

未対応

 

うち、（結果） 単位：件数 うち、（意見） 単位：件数

方向性を
示してい
るもの

検討中
のもの

見解の
相違す
るもの

方向性を
示してい
るもの

検討中の
もの

見解の相
違するも
の

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

5 3 2 - - 34 6 1 18 9
12.8% 7.7% 5.1% 0.0% 0.0% 87.2% 15.4% 2.6% 46.1% 23.1%

合
計

対
応
済
み

未対応

合
計

対
応
済
み

未対応
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監査人の総合所見 

全件数３９のうち、「結果」は５件、「意見」は３４件である。 

結果の措置については、Ａ又はＢに全件が該当する。Ｂに属する指摘

は、次年度以降Ａ分類になるまで、所管担当に引き継がれるという説明

を受けた。この点は評価できるものである。 

「意見」については、Ｃの１８件（４６％）が検討中とされており、

Ｄの９件（２３％）は見解が相違するものとなっている。Ｃについては、

前向きな内容の回答が大半である。全体の１/４近くがＤの見解の相違

となっていることについて、改めて現場の理解を得ることの難しさを感

じさせる結論になっている。 

 

所管局・課 ― 財産番号 ００７８２ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２１年度 Ｐ９９ 財団法人尼崎市環境整備事業公社 

① 「尼崎市立弥生ヶ丘斎場」における葬儀式場の有効活用の必要性につ

いて＜意見＞ 

  「尼崎市弥生ヶ丘斎場」（尼崎市弥生ヶ丘１番１号）には、葬儀式場

が１部屋あり、価格については以下のとおりである。エアコン完備、パ

イプ椅子数十脚とマイク、演台も備え付けられている。 

区分 市内 市外 

2 時間まで 5,200 円 10,400 円 

延長 2 時間まで 1 時間につき 1,000 円 2,000 円 

しかしながら、利用は年間約 3 回程度しかなく概ね遊休している状態

であり、まさに「もったいない」と言わざるを得ない状況である。せっ

かくの設備であるから、利用率を高めるべく有効活用の方法がないか検

討する必要がある。 

措置の状況 

① Ｃ 

  公社が、指定管理者として、尼崎市弥生ヶ丘斎場の管理運営業務を実

施するにあたりましては、尼崎市弥生ヶ丘斎場の設置及び管理に関する

条例及び同規則のほか、尼崎市との協定書や管理業務実施要綱に定める

管理の基準に基づいて誠実かつ適正に行うこととなっております。ご指

摘の葬儀式場についても、それらの基準に従い、受け付けや貸し出し、

使用料の徴収等の業務を行っておりますが、利用件数が少なく、十分に

施設が活用されていないことは認識しております。現在、尼崎市におい

て、葬儀式場の有効活用について検討がなされており、公社としまして

も、施設を管理する立場から尼崎市と協議・調整を行ってまいりたいと

考えております。 
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所管局・課 健康福祉局 

保健企画課 

財産番号 １３０６ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 （旧）厚生専門学院、Ｐ６８ 

① 有効活用の方向性について＜意見＞ 

旧厚生専門学院は兵庫県立塚口病院敷地と地続きになっているが、学

院の建物は撤去されないままであり、病院の倉庫代わり程度の活用状況

となっている。一体として有効活用されているとまでは言えない。兵庫

県との間で今後進められる協議において速やかに有効活用の方向性を

取り決める必要がある。 

措置の状況 

① Ｃ 

  当該敷地については、兵庫県立塚口病院に含まれる市有地と一体的に

活用を図ることが効果的と考えているが、塚口病院の跡地利用について

は、県立病院統合再編計画において「地域全体の保健医療・福祉の向上

につながる活用先について検討を行う」と記されており、市としてもこ

れを踏まえながら、効果的な活用について検討していく。 

 

所管局・課 ― 財産番号 ９４７ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２１年度 土地開発公社、Ｐ７１ 

① 健全化計画外の土地の処理について＜意見＞ 

建設利息の負担を最少化する方策の早急な検討が望まれる。健全化計

画外の土地の処理に時間をかけるべきではない。市は早期に土地開発公

社から買い戻すべきである。 

事業計画の実現を早めるか、計画当初の状況（人口構成、産業構造、

生活状況、尼崎市の財政事情等）からの情勢変化を踏まえ、事業計画の

再評価を公開の下で議論するべきである。その場合に仮に売却の結論が

出されても、土地開発公社で売価損を発生させるわけにはいかないの

で、いずれにしても一度市が買い取らなければならない。 

なお、経営健全化計画外の土地について、外部に売却する可能性があ

る以上、時価を把握しておくべきである。 

 

② 歴史博物館・図書館事業用地について＜意見＞ 

歴史博物館・図書館事業用地は、健全化計画外の土地の７０％を占め

る物件である。市は早期に土地開発公社から買い戻すべきであるが、埋

蔵文化財調査を行っていなければ動きが取れない。早急な着手に努める

べきである。 

 

③ 土地開発公社の設立目的の再確認について＜意見＞ 

公社の設立根拠法である公拡法は、地価が上昇していくという予測で
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作成されたものである。現状はこの法律の想定する経済情勢と乖離して

いる。事業計画の洗い直し、先行取得土地のスケジューリング化を行い、

土地開発公社の経済性・効率性、先行取得土地の事業化の可能性・必要

性を検証しながら経営健全化計画外の土地の処理を進めるべきである。 

時価で尼崎市が買い取るなど、売却損が土地開発公社で発生するスキ

ームの場合は、平成２５年度が期限ではあるが、市が債務保証をしてい

る土地開発公社借入金の償還に要する経費を「第三セクター等改革推進

債」の活用で賄うことも検討するべきである。その場合には、土地開発

公社の廃止を伴うものであり、土地先行取得という公社機能に代わるも

のが必要になる。 

措置の状況 

① Ｃ 

  健全化計画外の土地については、これまでも所管課へ買戻しに向けて

の検討を依頼しているところであり、その中でも特に簿価が多額となっ

ている歴史博物館・図書館用地は、城内地区まちづくり基本指針の中で

「土地利用の検討」が示されており、教育委員会事務局を中心に会議体

を立ち上げ、今後の検討を行っている。なお、市有地のうち、売却の可

能性が高いものについては、公社から買戻したものを含めて、時価の把

握に努める。 

 

② Ｃ 

  歴史博物館・図書館用地については、城内地区まちづくり基本指針の

中で「土地利用の検討」が示されており、教育委員会事務局を中心に会

議体を立ち上げ、今後の検討を行っている。 

 

③ Ｃ 

  計画外の公社保有地のうち、その大部分を占める歴史博物館・図書館

用地については、すでに市内部で会議体を立ち上げ、当該用地の活用も

含めた周辺地区のまちづくりについて検討を行っているところである。

それ以外の用地については、現状から早期の事業化は困難であるが、財

政状況を勘案する中で、早期の買戻しに向けて検討を行っていく。なお、

公社保有地は、市と簿価で買い取る旨の協定を結んでいることから、時

価で市が買い取ることにより公社において売却損が発生し、その差損を

市が債務保証によって補てんするといった事態は発生しない。 

 

所管局・課 
― 

財産番号 971,972,973,974,975

,976 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２１年度 財団法人尼崎市スポーツ振興事業団 

（現、公益財団法人尼崎市スポーツ振興事業団） 

Ｐ２７５ 
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① 指定管理業務における自主事業について＜意見＞ 

屋内プール事業及び地区体育館の事業は、社会体育施設指定管理業務 

（非公募）にあわせて自主事業として行われ、体育館事業と総合体育館

事業は、記念公園の指定管理業務（非公募）にあわせて自主事業として

行われている。 

この点について、自主事業は民間事業者との競合が生じる事業でもあ

るので、現在の市の財政状況を考えると、こうした施設についても公募

による指定管理者の選定も検討すべきである。 

措置の状況 

① Ｄ 

  財団法人尼崎市スポーツ振興事業団は、尼崎市の間に広く、体育・ス

ポーツの振興を図ることにより、心身ともに健全な市民の育成と、明る

く豊かな地域社会を建設することを目的に昭和 58 年に設立された団体で

ある。 

  本市と一体となり事業展開においても連携した中で、市民スポーツの

振興を目指して、「スポーツのまち尼崎」の実現に継続的に取り組む唯一

の団体であり、スポーツ事業を通して営利を追求する民間企業との設立

の経緯や目的が根本的に違っている。 

  自主事業の実施においては、常に市民の目線に立ち、利用者ニーズを

把握した中で、継続的かつ効果的に事業を展開しており、教室の受講料

等を極めて抑えた中で料金を設定するなど、本市のスポーツ振興に非常

に多大な貢献をしている。 

  また、同事業団としても、経営改善に積極的に取り組み、人件費の削

減や効率的な事業展開を行うなど経営努力を日々重ねながら、自立経営

に向けた運営に努めている。 

  同事業団の設立趣旨が、社会体育施設（地区体育館、屋内プール）の

設置目的と合致しており、同事業団において施設の目的に沿った自主事

業が実施できることから、引き続き指定管理業務については、非公募で

の実施を予定している。 

 

所管局・課 ― 財産番号 ００１６６ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２１年度 近畿高エネルギー加工技術研究所、Ｐ２０１～２０９ 

① 無償貸与等について＜意見＞ 

 

② 無償貸与の固定資産の実地棚卸について＜意見＞ 

措置の状況 

① Ｄ 

近畿高エネルギー加工技術研究所は、先端的な技術の支援や新製品開

発を促進し、結果として、地域企業の活性化に資することを目的として

おり、公的施設として幅広い企業に気軽に利用していただく必要があ 
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る。そのため、機器等については、無償貸与及び免除を行い、利用料の

低廉化を図ってきたところであり、仮に有償で貸与した場合は、利用料

の値上げにつながり、特に開発資金が潤沢でない小規模企業の利用の低

下となり、公的施設としての本来の意義や機能を失いかねないおそれも

あると考える。補助金の効果については、機器の整備自体が経済効果と

して直接現れるものではないため、具体的な検証は困難であるが、市内

企業における技術力の向上や試作支援、新製品開発、人材育成等におい

て一定の効果があったものと考えている。 

 

② Ｃ 

  無償貸与しているものは市の備品であることから、これまでと同様、

年１回以上、定期的に備品台帳との照合をはかり、その実在性の確認を 

行っていく。その他の使用状況等の棚卸については、これまでも不定期

で確認等を行ってきたところであるが、今後は、財団法人と協議し、確

認方法、報告時期などについてルール化を行い、効率的な実地棚卸にな

るよう努めてまいりたい。 

 

所管局・課 こども青少年局 

保育課 

財産番号 １２４７ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 園和北保育園、Ｐ６９ 

① 無償貸与であっても貸付料を継続的に把握することについて＜意見＞ 

社会福祉法人等に対する無償貸付の場合であっても、貸付料を把握し

て経済性、効率性、有効性のバランスを常に認識しておく必要がある。 

措置の状況 

① Ａ 

 貸付料については、22 年度分から把握した。 

 

所管局・課 こども青少年局 

保育課 

財産番号 １２４９ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 大島南保育園、Ｐ７２ 

① 貸付申請書への添付書類について＜意見＞ 

規則第４９条 1 項により、公有財産貸付申請書(第８号様式)に「添付

書類」とされている全ての書類の添付省略を認めているが、同項は所定

の条件に当てはまる場合に連帯保証人を不要とする定めであり、添付書

類の全ての添付省略を認めている規定ではない。貸付申請書記載の添付

書類のすべての提出が義務づけられたものか否かは議論があるところ

であるが、原則として提出されるべきであると考える必要がある。 
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措置の状況 

① Ｃ 

  次回の貸付時から法人保育園の履歴事項全部証明書、見取図、実測図

を添付書類として提出を求めていく。 

 

所管局・課 こども青少年局 

保育課 

財産番号 ２１７９ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 （旧）いまふくゆうゆう保育園、Ｐ７４ 

① 資産及び資金の効率的運用の観点からみた予定通りの売却の実行につ

いて＜意見＞ 

平成２２年度中の売却を予定通り実行し、資産及び資金の効率的な運

用を図る必要がある。   

 

② 建物登記の有無の確認について＜意見＞ 

規則第１６条により、建物は登記されるべきものと考えられるが、建

物の登記がなされているか否か確認できなかった。 

措置の状況 

① Ａ 

  平成２３年２月４日に売却済みである。 

 

② Ａ 

  建物の登記はされていなかった。建物は平成２３年２月４日に売却済

みである。 

 

所管局・課 こども青少年局 

保育課 

財産番号 １３６４ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 （旧）竹谷保育所、Ｐ１４６ 

① 行政財産への財産区分の変更及び所管換えについて＜結果＞ 

普通財産ではなく、公共の目的に供される行政財産とすべきものであ

り、公民館を所管する教育委員会に所管換えする必要がある。  

措置の状況 

① Ｂ 

  教育委員会への所管換えに向けて協議中である。 

 

所管局・課 こども青少年局 

保育課 

財産番号 １７５５ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 （旧）猪名寺保育所、Ｐ１４７ 
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① 行政財産への財産区分の変更及び所管換えについて＜結果＞ 

普通財産ではなく公共の目的に供される行政財産とすべきものであ

り、水路等を管理する河港課に所管換えする必要がある。 

措置の状況 

① Ｂ 

  河港課への所管換えに向けて協議中である。 

 

所管局・課 こども青少年局 

青少年課 

財産番号 １４１７ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 青少年センターその他（旧宿舎）、 

Ｐ１５０ 

① 施設全体として売却も含めた有効活用策の検討について＜意見＞ 

宿舎として利用されていた建物を含む敷地全体を青少年センターと

して利用しているものである。普通財産である宿舎の用途廃止に際し

て、行政財産であるこども青少年局の一部が利用する建物及びこども科

学ホールの建物を含め、すべての建物の老朽化と当初目的外利用並びに

利用面積の減少による資産及び資金活用の非効率性を考えれば、当該普

通財産たる旧宿舎にとどまらず、行政財産を含む関連する全ての土地建

物の利用実態を精査し、一体としての有効活用、整理統廃合、売却など

の抜本的な方向性の検討が必要である。 

 

② 建物登記の有無の確認について＜意見＞ 

この建物は、規則第１６条により登記されるべきものと考えられる

が、建物の登記がなされているか否か確認できなかった。 

措置の状況 

① Ｃ 

  「プラン２２」の取組項目の一つとして、公共施設の見直しの検討を

行っているところであり、施設の廃止や場所の見直し、管理運営面での

見直しなどに取り組んでいく対象施設に青少年センターも含まれてい

る。今後は全庁的な公共施設の整理統廃合の方向性のもと、移転・建替

も視野に入れた検討を引き続き進めていく。 

② Ｃ 

  当該施設の登記については、不動産登記法の附則（平成１６年法律第

１２３号）第９条により、表示登記の申請義務が免除されているが、今

後、財産の適切な保全管理という見地から、適宜、関係課と調整を行う。 

 

所管局・課 こども青少年局 

青少年課 

財産番号 １９２３ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 （旧）上ノ島青少年会館、Ｐ１５２ 
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① 行政財産への財産区分の変更について＜意見＞ 

総合センター「のびのび館」として利用されている実態は、住民の一

般的共同利用を目的とする「公共財産」であり、普通財産ではなく行政

財産とする必要がある。 

 

② 総合センター全体における今後の効率的活用の推進について＜意見＞ 

補助金清算に伴う、国・県との調整が課題であるが、現在進められて

いる地域の施設見直し計画の中で、移転集約・売却について地域との協

議を遅滞なく実施し、総合センター全体における、今後の市財産の効率

的活用を予定どおりに進める必要がある。 

 

③ 建物登記の有無の確認について＜意見＞ 

この建物は、規則第１６条により登記されるべきものと考えられる

が、建物の登記がなされているか否か確認できなかった。 

措置の状況 

① Ｄ 

  地域における各施設の見直しが進行しており、上ノ島総合センター1

階に機能を移転し、平成２３年度売却予定である。 

 

② Ｃ 

  地域における各施設の見直しが進行しており、上ノ島総合センター1

階に機能を移転し、平成２３年度売却予定である。 

 

③ Ｃ 

当該施設の登記については、不動産登記法の附則（平成１６年法律第

１２３号）第９条により、表示登記の申請義務が免除されているが、今

後、財産の適切な保全管理という見地から、適宜、関係課と調整を行う。 

 

所管局・課 こども青少年局・青少

年課 

財産番号 １９２４ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 （旧）今北青少年会館、Ｐ１５４ 

① 行政財産への財産区分の変更について＜意見＞ 

総合センターとして利用されている実態は、住民の一般的共同利用を

目的とする「公共財産」であり、普通財産ではなく行政財産とする必要

がある。 

 

② 他の施設との統廃合、売却も含めた今後の対策について＜意見＞ 

平成１８年４月の用途廃止以後、平成１９年に企画財政局総務課から

出された「旧青少年会館の施設活用方針」に従い、公募実施するも応募

者はなく又複合施設で、売却は不可能な状況にあると市は判断してい 
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る。しかしながら、有効活用に向けた動きも見られるものの、進展がな

いようであれば、他の施設との統廃合、売却に向けた抜本的な対策が早

急になされる必要がある。 

 

③ 建物登記の有無の確認について＜意見＞ 

この建物は、規則第１６条により登記されるべきものと考えられる

が、建物の登記がなされているか否か確認できなかった。 

措置の状況 

① Ｄ 

  総合センター全体で今後の活用方策を検討していくなかで、全 6 総合

センターの施設体制整備が完了するまでの間、当面は暫定的に今北総合

センター分館として、財産区分の変更は行わず、管理することとする。 

 

② Ｄ 

  総合センター全体で今後の活用方策を検討していくが、複合施設のた

め売却不能。当面は休館とし、主に青少年事業実施のために利用を継続

する。 

 

③ Ｃ 

  当該施設の登記については、不動産登記法の附則（平成１６年法律第

１２３号）第９条により、表示登記の申請義務が免除されているが、今

後、財産の適切な保全管理という見地から、適宜、関係課と調整を行う。 

 

所管局・課 こども青少年局 

青少年課 

財産番号 １９２７ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 （旧）南武庫之荘青少年会館、Ｐ１５６ 

① 他の施設との統廃合、売却も含めた今後の対策について＜意見＞ 

平成１８年４月の用途廃止以後、平成１９年に企画財政局総務課から

出された「旧青少年会館の施設活用方針」に従い、公募実施するも応募

者はなく、又複合施設で、売却は不可能な状況にあると管理担当課は判

断している。しかしながら、活用に向けた動きも見られるものの、進展

がないようであれば、他の施設との統廃合、売却に向けた抜本的な対策

が早急になされる必要がある。 

 

 

② 建物登記の有無の確認について＜意見＞ 

この建物は、規則第１６条により登記されるべきものと考えられる

が、建物の登記がなされているか否か確認できなかった。 
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措置の状況 

① Ｄ 

  総合センター全体で今後の活用方策を検討していくが、複合施設のた

め売却不能である。当面は休館とし、主に青少年事業実施のために利用

を継続する。 

 

② Ｃ 

当該施設の登記については、不動産登記法の附則（平成 16 年法律第 

123 号）第９条により、表示登記の申請義務が免除されているが、今後、

財産の適切な保全管理という見地から、適宜、関係課と調整を行う。 

 

所管局・課 環境市民局 

クリーンセンター 

財産番号 １７７９ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 （旧）第 1 工場第 1 機械炉、Ｐ１３４ 

① 有効活用のための定期的な検討会の実施等について＜意見＞ 

本件建物の有効利用のために定期的な検討会の実施及びその検討内

容を書面化し整理保管していくべきである。 

措置の状況 

① Ｃ 

本件建物を含めた施設のあり方について、施設整備検討会を実施し、

今後の方向性の協議を行った（平成２３年３月、５月の２回開催）。 

本件建物については、現時点での解体費用を把握するため、必要経費

の見積りを依頼中であるが、建物の有効活用については、具体的な内容

にまで踏み込めていない状況にあり、引き続き施設整備検討会にて有効

活用できるように検討し、その内容を書面にて保存していく。 

 

所管局・課 環境市民局 

クリーンセンター 

財産番号 １７８０ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 （旧）第３工場、Ｐ５９ 

① 今後の利用予定についての定期的な検討会の実施等について＜意見＞ 

今後の処分・利用予定について、定期的に検討会を実施し、その検討

内容を書面にて保存していく必要がある。 

措置の状況 

① Ｃ 

  本件建物を含めた施設のあり方について、施設整備検討会を実施し、

今後の方向性について検討を行った（平成 23 年 3 月、5 月の 2 回開催）。 

  本件敷地内には、当該建物の他に稼働中建物があるため、切り離して

売却することは困難な状況であり、具体的な内容にまでは踏み込めてい
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ないが、本件建物についての現時点での解体費用を把握するため、必要

経費について見積りを依頼中であり、処分を含めた建物の有効活用につ

いて、引き続き施設整備検討会にて、具体的な財産活用の方向性を示す

ことを目指し、検討会を実施した際にはその内容を書面にて保存してい 

く。 

 

所管局・課 協働推進局・人権課 財産番号 ２０９５ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 神崎総合センター、Ｐ１２６ 

① 取得日の記載誤りについて＜結果＞ 

取得日の記載が誤っている。 

 

② 行政財産への財産区分の変更の検討について＜意見＞ 

全６総合センターの施設体制が完了し、現在の利用状況が継続する場

合は、行政財産への振替を検討すべきである。 

措置の状況 

① Ａ 

公有財産台帳備考欄に取得年月日、昭和４４年９月１８日と記載する

ことで対応済みである。 

 

② Ｄ 

神崎総合センターの分館として、当面は財産区分の変更は行わず、総

合センター全体で今後の活用方策を検討していく。 

 

所管局・課 協働推進局・人権課 財産番号 ２０９６ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 神崎総合センター（貸付地）、Ｐ１２９ 

① 取得日の誤り及び評価額の計上について＜結果＞ 

取得日の記載が誤っており、また、評価額が記載されていないが、「２

０９５普通財産神崎総合センター」と按分の上、評価額を計上するべき

である。 

 

② 貸付財産として台帳を整理することについて＜結果＞ 

普通財産貸付台帳を整備し、貸付財産として管理すべきである。 

 

措置の状況 

① Ａ 

  公有財産台帳備考欄に取得年月日、昭和５５年７月１５日と記載する

ことで対応済である。また、評価額については、土地台帳の備考欄に貸

付面積相当評価額を記載することで対応済みである。 
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② Ａ 

  総合センター全体で今後の活用方策を検討していくなかで、神崎総合

センター分館として普通財産としているのは当面の対応であり、主に青

少年事業の実施のため使用を継続する予定である。 

  当面の間、貸付している一部については普通財産貸付台帳を整備済み

であり、公有財産システム同様、貸付財産として管理する。 

所管局・課 協働推進局・人権課 財産番号 ２１１７ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 水堂総合センター、Ｐ１３１ 

① 行政財産への財産区分の変更の検討について＜意見＞ 

全６総合センターの施設体制が完了し、現在の利用状況が継続する場

合は、行政財産への振替を検討すべきである。 

措置の状況 

① Ｄ 

水堂総合センター分館として当面は財産区分の変更は行わず、総合セ

ンター全体で今後の活用方策を検討していく。 

 

所管局・課 都市整備局 

住宅政策課 

財産番号 ２９０ 

 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 武庫川住宅、Ｐ３０ 

① 解体除却済み建物の台帳からの削除について＜意見＞ 

規則第４条及び第６３条では、公有財産の取得、管理及び処分を適正

に行い、現況を的確に把握するため、公有財産を記録管理するための基

礎帳簿として公有財産台帳を置くこととされており、運用第７-１ にお

いて、「公有財産の正確な記録管理は、適正な財産管理の基本であるか

ら、各局長は、公有財産台帳を整備し、その増減及び異動があるごとに、

直ちに記録し、管理しておかなければならない」とされている。 

当該建物について、既に解体除却されている市営住宅(建物)が平成21 

年度の公有財産台帳に登載されていることは、同規則の趣旨である「公

有財産の適正な管理」という観点から問題がある。建物については、適

切な手続きを実施すべきである。 

 

② 有効活用の積極的検討について＜意見＞ 

当該用地については、土地の活用方針を土地活用担当部局において積

極的に検討すべきであるが、本来は市営住宅としての用途を廃止する前

に検討するべきであった。 

措置の状況 

① Ａ 

  解体除却済み建物の台帳からの削除について手続済である。 
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② Ｃ 

当該用地については、市営住宅としての活用は考えておらず、立地条

件から売却は困難と捉えているため、関係部局において他用途への転用 

も含めて、活用方策の検討を進めている。 

 

所管局・課 都市整備局 

住宅政策課 

財産番号 ２９１ 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 琴浦住宅、Ｐ３３ 

① 解体除却済み建物の台帳からの削除について＜意見＞ 

規則第４条及び第６３ 条では、公有財産の取得、管理及び処分を適

正に行い、現況を的確に把握するため、公有財産を記録管理するための

基礎帳簿として公有財産台帳を置くこととされており、運用第７-１ に

おいて、「公有財産の正確な記録管理は、適正な財産管理の基本である

から、各局長は、公有財産台帳を整備し、その増減及び異動があるごと

に、直ちに記録し、管理しておかなければならない」とされている。 

当該建物について、既に解体除却されている市営琴浦住宅(建物)が平

成２１ 年度の公有財産台帳に登載されていること、また当該用地につ

いて、用途廃止された市営住宅の跡地で、公用又は公共の用に供さなく

なった土地が行政財産として管理されていることは、同規則の趣旨であ

る「公有財産の適正な管理」という観点から問題がある。建物について

は、適切な手続きを実施する必要がある。 

 

② 用途廃止された用地の普通財産への区分変更について＜意見＞ 

用地については、用途廃止された市営住宅の跡地であり、「行政財産」

から「普通財産」へ財産分類の変更を行うべきである。 

 

③ 有効活用の積極的検討について＜意見＞ 

当該用地は、広大な旧琴浦住宅の跡地であり、立地的にも恵まれた環

境にある。事業用定期借地権（借法上、期間満了時に更地返還が原則）

の設定による貸付料の収入の増加や企業誘致等による市税収入の増加

等を図るべく跡地活用の方針について具体的に検討する専門委員会を

設置するなどして、積極的な財源確保に努めるべきである。しかしなが

ら、本来は市営住宅としての用途を廃止する前に検討するべきであった

と考えられ、具体的な活用方針が決められないまま長期間保有し続ける

ことは避けるべきである。 

措置の状況 

① Ａ 

  解体除却済み建物の台帳からの削除について手続き済である。 
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② Ｂ 

  当該用地については、本年度内に活用方針の目途がたつ予定であるこ

とから、その時点で活用方途に応じ財産区分を変更する。 

 

③ Ｃ 

当該用地については、関係部局において検討を行っており、本年内に 

活用方針の目途がたつ予定である。 

 

所管局・課 都市整備局 

再開発調整担当 

財産番号 ２１３９ 

 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 都市拠点整備（庄下川公園）事業用地、Ｐ３５ 

① 用途廃止のうえ普通財産への区分変更について＜意見＞ 

規則第４条及び第６３条では、公有財産の取得、管理及び処分を適正

に行い、現況を的確に把握するため、公有財産を記録管理するための基

礎帳簿として公有財産台帳を置くこととされており、運用第７-１ にお

いて、「公有財産の正確な記録管理は、適正な財産管理の基本であるか

ら、各局長は、公有財産台帳を整備し、その増減及び異動があるごとに、

直ちに記録し、管理しておかなければならない」とされている。 

当該用地は、「公用又は公共用に供し又は供用することを決定した財

産」(行政財産)に該当しない未利用地である。これを行政財産として管

理することは、同規則の趣旨である「公有財産の適正な管理」という観

点から問題がある。当該用地については、行政財産としての用途廃止を

行い、「行政財産」から「普通財産」へ財産分類を変更すべきである。 

 

② 有効活用の積極的検討について＜意見＞ 

総務省公表「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指

針」では、未利用財産の売却促進や資産の有効活用等が重要課題として

指摘されており、市は、財源確保の観点から、未利用地について、売却、

賃貸、一時的な使用貸借等のあらゆる選択肢の中から、有効活用を積極

的に検討すべきである。 

当該用地については、売却は困難であると判断されるため、駐車場等

の有効活用を積極的に検討すべきである。 

措置の状況 

① Ａ 

  規則に則り、行政財産としての用途廃止を行うと共に、「普通財産」

へ変更済みである。 

 

② Ｃ 

  本件財産の有効活用として、周辺の企業等に対して購入や賃借の意向 
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調査を行ったものの、具体化には至らなかったため、駐車場として月極

めや一時貸しによる運用の可否について、専門業者に検討を依頼した

が、立地や土地の形状等から、採算性が厳しく、事業化は困難であると

の回答を得ている。 

  そのため、庁内での有効活用ということで、環境市民局や公園課と所

管換えに向けて協議中である。 

 

所管局・課 都市整備局 

住宅管理担当 

財産番号 １９８５ 

 

結果・意見として指摘した過年度包括外部監査報告書の箇所 

平成２２年度 借受財産、Ｐ２６１ 

① 次回の指定管理者選定時には、借受料相当を指定管理者に負担させる

ことの検討について＜意見＞ 

北部地域の市営住宅管理業務は平成１８年度から指定管理業者に管

理委託している。当該業務の市指定の管理事務所として指定管理業者に

事務所を無償提供しているが、当該市負担の借受料が指定管理料に反映

されているかどうか不明である。次回の指定管理者選定の際には、管理

センター事務所分室を管理場所に指定した指定管理の仕様書で管理業

者を公募し、借受料相当を指定管理業者に負担させる（実費精算等）こ

とも検討すべきである。 

措置の状況 

① Ｄ 

  指定管理者の導入に伴い、市内 1 カ所であった住宅手続き管理事務所

を、入居者等の利便性を考え、南北に各 1カ所、市として設置したもの

である。昨年度の指定管理者を募集する際も、管理事務所にかかる施設

借受料を受託者に負担させることを考えたが、同様の内容を提示した場

合、市が設置する以外での負担の少ない場所で管理事務所を設置するこ

とも考えられ、指定管理者が変更となれば、そのたびに市としての窓口

が変更になるという、入居者等の利便性がなくなることも考え、現在に

至っている。よって、借受料相当を指定管理者に負担させるという考え

はない。 

 

以上 
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（巻末資料） 

尼崎市公有財産規則等チェックリスト（抜粋） 

この資料は、平成２３年度尼崎市包括外部監査で使用したチェックリストのうち、

本監査報告書の指摘の根拠になる箇所の抜粋である。 

関係法令 

規則等 
内          容 

総則 

規則 4Ⅰ 企画財政局長は、公有財産の取得、管理及び処分についてその適正を

期するため、公有財産についての制度を整え、その増減、現在高及び現

況を明らかにし、必要な調整を行っているか。 

規則 7 

運用 1-5 

局長は、公有財産(有価証券、出資による権利及び財産の信託の受益権

を除く。)を取得したときは、これを直ちに企画財政局長に引き継いでい

るか。 

規則 8 
運用 1-5 

企画財政局長は、前条の規定により局長から引継ぎを受けた公有財産
が、市の事務事業の用に供する目的で取得されたものであるときは、こ

れを直ちに当該事務事業を所管する局長に引き継いでいるか。 

規則 9 

運用 1-5 

局長は、その所管に属する行政財産の用途を廃止したとき、当該用途の

廃止によって生じた普通財産を直ちに企画財政局長に引き継いでいる

か。ただし、次の各号の一に該当するものについては、この限りでない。 
 (1) 取壊し撤去するもの 

(2) 使用目的を変更するため、新たな目的に供するまでの短期間管理

する必要があるもの 

(3) 信託するもの 
(4) 前各号に掲げるもののほか、企画財政局長において引継ぎを受け

て管理することが困難と認められるもの 

取得 

規則 16 公有財産を取得した場合において、当該公有財産が登記又は登録ができるも

のであるときは、速やかにその手続をしているのか。 

管理・行政財産 

規則 28 

運用 4-1 

行政財産は、次の各号のいずれかに該当する場合に、法 238 の 4Ⅶの規

定によりその使用を許可されることになっているか。 

法 238の 4Ⅶ 行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度においてその使用を許可

することができる。 

運用 4-2(1) 行政財産は、法第 238 条の 4 第 7 項の規定に基づいて、その本来
の用途又は目的を妨げない限度においてその使用を許可することが

できる。第 28 条の規定は、行政財産の使用の許可をすることがで

きる場合を具体的に列記したものであるが、行政財産の使用の許可
に当たっては、将来市が公用又は公共用に供するため必要が生じた

ときは、容易に原状回復ができる状態において使用させることを原

則としなければならない。 

運用 4-2(2) 第 28 条の規定により行政財産の使用の許可をするときは、憲法

第 89 条を参照すること。 
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関係法令 

規則等 
内          容 

憲法 89 公金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便益若し

くは維持のため、又は公の支配に属しない慈善、教育若しくは博愛の事業
に対し、これを支出し、又はその利用に供してはならない。 

規則 28 
 

1) 国又は他の地方公共団体その他公共団体若しくは公共的団体におい
て、公用又は公共用その他公益上の目的のために使用させるとき。 

2) 公益事業の用に供するために使用させるとき。 
3) 市の施設に入所している者の厚生福利のための施設として使用させ

るとき。 

運用 4-2(3) 市の施設を利用している者のための食堂、売店等を経営するため

に使用させるときは、市の施設を利用する者の厚生福利がその趣旨
であるから、単に営利を目的とした者よりも公共的性格を有する団

体に優先して許可することが望ましい。 

規則 28 4) 災害その他緊急事態の発生により応急施設として短期間使用させる
とき。 

5) 地域の住民の研修、集会等の場として 1 日を限度に使用させるとき。 

運用 4-2(4) 第 5 号により行政財産を使用させるときは、第 37 条の規定により

市長が別に定めるところによって行われることになる。この場合に
は、第 29 条から第 36 条までの規定は適用されないこととされてい

るので、注意しなければならない。 

規 28 6) 行政財産の有効活用に資すると市長が認めるとき。 

運用 4-2(5) 「有効活用に資する」場合とは、例えば、使用許可を受けようと
する者を公募することにより、通常の使用料に比して有利な額を使

用料とすることができる見込みのある場合等である。 

規 28 7) 前各号に掲げる場合のほか、市長が特に必要があると認めるとき。 
運用 4-2(6) 「市長が特に必要があると認めるとき」とは、次に掲げる場合を

指すものであり、その運用には厳格・適正を期し、濫用は慎むべき

である。 
ア 公の学術調査、研究、公の施策等の普及宣伝その他公の目的

のために行われる講演会、研究会、選挙等の用に供するため

短期間使用させる場合 
イ その他公益上の目的のため使用させることにつき市長がやむ

を得ないと認める場合 

規則 31Ⅰ 行政財産の使用の許可の期間が 1 年を超えていないか。 

規則 31Ⅱ・
Ⅲ 

運用 4-2(2) 

公益事業の支持物、埋設物等を設置するために行政財産を使用させると
きその他行政財産の使用の目的からみて使用の許可の期間を 1 年以内と

することが実情に即さないときの使用の許可の期間は、1 年を超えるこ

とができる。ただし、その期間は 3 年を超えることができない。 

規則 32 

 

行政財産の使用の許可の更新を受けようとする者は、使用の許可の期

間満了の日の 30 日前までに行政財産使用許可更新申請書(第 6 号様式)

を市長に提出しているか。 

規則 33 
 

 条 23第３条の規定に基づき、市長が定める使用料の額は、次の各号に
掲げるとおりとなっているか。 
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関係法令 

規則等 
内          容 

(1) 土地の使用に係る使用料の月額は、当該使用部分に係る公有財産台

帳に登録された公有財産の価格(以下「公有財産台帳登録価格」という。)
に 1,000 分の 4 を乗じて得た額 

(2) 建物の使用に係る使用料の月額は、当該建物の建築面積に相当する

土地の使用料に建物の使用部分の床面積を乗じた額を当該建物の延べ面
積で除して得た額に、当該建物の使用部分に係る公有財産台帳登録価格

に 1,000 分の 6 を乗じて得た額を加えた額 

(3) 前 2 号によりがたい場合及び土地、建物以外の行政財産を使用する
場合の使用料の額は、その都度市長が定める額 

運用 4-3(2) 第 3 号の「前 2 号によりがたい場合」とは、例えば、電柱、電話
柱、公衆電話所、電らん等尼崎市道路占用料の徴収等に関する条例

(昭和 30 年尼崎市条例第 7 号)別表占用物件の欄に掲げる物の設置

のために行政財産である土地を使用するような場合をいい、使用料
の額は、同表により算出して定める。 

運用 4-3(3) 使用料の納付の時期については、使用の許可の期間が 1 年以上で、
かつ、年額 30,000 円以上のものについては、1 年を 4 期に分け、1

期分を 5 月末日、2 期分を 8 月末日、3 期分を 11 月末日、4 期分を

翌年 2 月末日までに納付させるものとする。ただし、特別の理由が
ある場合は、1 年を 3 期以下に分け、かつ、その納付の期限を別に

定めることができる。 

また、使用の許可の期間が 1 年未満のもの及び使用料の年額が
30,000 円未満のものについては、使用の許可の際(特別の理由があ

る場合は、当該許可の日から 30 日以内)に全額を納付させるものと

する。 

規則 34 行政財産の使用の許可を受けた者が、当該行政財産の使用に伴う電気、ガス、

水道、電話等の経費を負担しているか。ただし、市長がやむを得ない理由があ

ると認める場合は、この限りでない。 
運用 4-3(4) 「市長がやむを得ない理由があると認める場合」とは、例えば、光熱水

費等の額がきん少で、かつ、その額の算出が困難である場合などがこれに

該当するものである 

規則 35  条23第 6条の規定に基づき、使用料の減免を受けようとする者から、行政財
産使用料減免申請書(第 7 号様式)を市長宛にて提出を受けているか。 

条 23 6 第 6条 使用料は、次の各号の一に該当するときは、減免することができ
る。 

1) 国又は他の地方公共団体その他公共団体において、公用又は公共用そ
の他公益上の目的のために使用させるとき。 

2) 市の施設に入所している者の厚生福利のための施設として使用させる

とき。 
3)  その他市長が特別の理由があると認めるとき。 

規則 36Ⅰ  第 49 条から第 55 条までの規定は、行政財産の使用の許可をする場合

について準用する。 

管理・普通財産 

規則 49Ⅰ 借受人は、普通財産の貸付けを受けた期間が 1 年以上であるときは、次に掲

げる資格を有する連帯保証人をたてているか。 

ただし、借受人が国又は他の地方公共団体その他公共団体若しくは公共的団 
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関係法令 

規則等 
内          容 

 体であるときその他市長が特にその必要がないと認めるときは、この限りでな

い。 
 ① 本市又は近隣市町に住所又は事務所を有する者 

 ② 前年において、3,000,000 円以上の所得を有し、又は固定資産課税台帳に
登録された価格が、2,000,000 円以上の不動産を所有している者 

運用第 5-9

（1） 

連帯保証人の条件の一である居住要件を市内に限らず、近隣市町まで広

げることとした。ここでいう近隣市町とは、神戸市、三田市、猪名川町、
川西市、箕面市、吹田市、摂津市、守口市、門真市、大阪市を結ぶ区域内

の地域を指すものである。 
規則 49Ⅱ 借受人は、連帯保証人が欠けたとき、又は連帯保証人が前項に掲げる資格を欠

いたときは、直ちに同項に掲げる資格を有する新たな連帯保証人をたてている

か。 

公有財産台帳等 

規則 63Ⅰ 

 

企画財政局長は、公有財産について公有財産台帳(第 16号様式)及び必要な図

面その他の資料を備え、公有財産の変動の都度、これらを補正しているか。 

運用第 7-1 公有財産の正確な記録管理は、適正な財産管理の基本であるから各局長

は、公有財産台帳を整備し、その増減及び異動があるごとに、直ちに記録
し、管理しているか。 

 

補則 

規則 71 公有財産台帳等（規則第 5 章）の規定は、道路、橋梁りよう、河川及び

水路について、適用しない。 

規則、 

補則 1 

(施行期日) 

この規則は、昭和 58 年 4 月 1 日から施行する。 

規則、 

補則 2 

この規則の施行の際、この規則による改正前の尼崎市公有財産規則(以

下「改正前の規則」という。)の規定に基づいてなされた公有財産の取得、
管理及び処分は、それぞれこの規則の相当規定に基づいてなされた取得、

管理及び処分とみなす。 

規則、 

補則 3 
 

この規則による改正後の尼崎市公有財産規則(以下「改正後の規則」と

いう。)第 33 条の規定は、この規則の施行の日(以下「施行日」という。)
後にする行政財産の使用の許可及び使用の許可の更新に係る使用料につ

いて適用する。 

 


